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■平成20年12月 通常理事会概要 

1.日  時 平成20年12月2日(火) 10:00～12:15 

2.会  場 八重洲富士屋ﾎﾃﾙ3F｢赤松の間｣ 

3.理事会構成者数及び出席者数 

 理事会構成者数  34名 

 出 席 者 数  34名(内､表決委任状提出者5名含む) 

4.出席者及び欠席者の氏名   

 出 席 者 

  会  長 三栖邦博 

  副 会 長 山本茂男､山崎善利､本澤宗夫､鈴木誠一､ 

外木場久雄､八島英孝 

  専務理事 高津充良 

  常務理事 北野芳男 

常任理事 木村 旭､佐野吉彦､野呂敏秋､原田照行､ 

髭右近外嘉､山田美光     

   理  事 秋野卓生､浅野善治､上野浩也､上原伸一､ 

大野和男､定行まり子､須賀川勝､野呂幸一､ 

馬場錬成､水谷達郎､水庭武宣､宮原克平､ 

村山髙文､横須賀満夫､ 

  監  事 大内達史､岡田利一､速水可次   

 欠席者(表決委任状提出者) 

理事:河野久､計良光一郎､森野美徳､山中保教､割田正雄 

  事務局 恩田利昭事務局長､前田敏明総務課長､ 

吉田 茂調査役 

5.議  事 

(1)議事録署名人の選任 

議事録署名人に以下の理事が選任された｡ 

佐野吉彦常任理事､野呂敏秋常任理事 

(2)議決事項 

1)常任理事会専決事項の承認の件(平成20年11月14日､常任理

事会決定) 

常任理事会専決事項の内容について事務局よりつぎの説明

がなされた｡ 

①第105回建築士事務所協会全国会長会議等の日程及び運営

等の決定の件 

第105回建築士事務所協会全国会長会議等の日程及び運

営等について資料1のとおり決めた｡ 

平成20年12月2日(火) 会場:八重洲富士屋ﾎﾃﾙ 

10:00～12:00 12月通常理事会(3F｢赤松の間｣) 

13:00～13:50 政経ﾌｫー ﾗﾑ(2F｢桜の間｣) 

14:00～16:30 第105回建築士事務所協会全国会長会議

(2F｢桜の間｣) 

②第34回全国大会運営特別委員会の設置及び委員構成の決

定の件 

第34回全国大会運営特別委員会の設置目的､委員構成､運

営方法､設置期間等について資料2のとおり決定した旨の

説明がなされた｡ 

議長より､以上の①及び②の常任理事会で決定した同議案につ

いて諮ったところ､異議なく､これを承認した｡ 

2)平成20年度上半期事業報告及び収支報告の承認の件 

各常置委員会委員長､専務理事､事務局より､資料3-1によっ

て平成20年度上半期の事業報告､資料3-2によって一般会計､

福利厚生特別会計､適合証明業務登録機関特別会計について

説明がなされた｡ 

なお､事業報告では､管理建築士資格取得講習で受講申込が

予想より増加したこと､改正建築士法施行に係る対応で委員

会等が数多く開催されていること等報告された｡このため職

員の時間外勤務が増加し､11月14日に行われた常任理事会で 

もこの点について協議され､収支予算で必要な予算更正を行

うこととした｡ 
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平成20年度上半期監査報告 

速水監事より､平成20年11月12日に行った監事による監

査報告が次のとおり行われた｡ 

ⅰ)事業報告書及び収支報告書の内容については､特段

指摘すべきことはない｡ 

ⅱ)理事の職務遂行に関して､不正の行為または法令も

しくは定款に違反する重大な事項についても､指摘

すべきことはない｡ 

議長より､同議案の承認について諮ったところ､異議な

く､資料3-1及び資料3-2のとおり平成20年度上半期事

業報告及び収支報告を承認した｡ 

3)平成20年度の収支予算更正の承認の件 

事務局より､平成20年度収支予算更正で資料4によって8項

目の要因が説明され､更正内容について次の趣旨の説明が

なされた｡ 

一般会計での必要な予算更正科目は､講演講習会及び図書

販売等に係る収支､全国大会参加費収入､広報費､組織強化

助成金､職員人件費､租税公課､財政安定積立預金支出､前

期繰越収支差額等である｡福利厚生特別会計での更正科目

は､職員人件費､前期繰越収支差額等である｡適合証明業務

登録機関特別会計での更正科目は､登録料収入及び登録者

が減少したことによる登録事務費等各種事業費､職員人件

費､財政安定積立預金支出､前期繰越収支差額等である｡ 

議長より､同議案について諮ったところ､異議なく､資料4のと

おりこれを承認した｡ 

(3)協議事項 

1)ｻﾎ゚ ﾄーｾﾝﾀー の対応について(国土交通省資料) 

専務理事より､国土交通省で考えているｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの体制に

ついての素案について資料5によって説明がなされた｡なお､

この資料の内容の説明は､本日開催される全国会長会議で井

上国土交通省住宅局建築指導課長が行う予定である｡ 

これに関連して次の主な発言がなされた｡ 

・構造設計/設備設計一級建築士による設計への関与の義務

付けの法施行の延期はできないものか｡ 

・構造設計/設備設計一級建築士制度そのものを見直す必要

があるのではないか｡ 

・地域格差の是正のためには人材育成は重要なことではな

いか｡ 

・ｻﾎ゚ ﾄーｾﾝﾀー 構想等について反対という意思表示も必要では

ないか｡ 

・行政に対し､日事連の考えをしっかり主張することは大事

なことである｡しかし既に法律が成立している内容につい

て根本的に反対ばかり主張するのではなく､その施行上で

具体の代案を示すなど､円滑施行を考えていくべきではな

いか｡ 

2)公益社団法人への移行に関する対応について(案) 

山田総務･財務委員長より､公益社団法人への移行に関する

対応について(案)を資料6によって次の趣旨の説明がなされ

た｡ 

今後の対応としては､公益社団法人への移行の最大のﾒﾘｯﾄ

は､税務上の優遇措置にあると考えていたが､一般社団法人

であっても､一定の要件を満たせば法人税については公益社

団法人とほぼ同様の課税になること､また､もともと法人税

の負担の少ない団体ではほとんど税務上のﾒﾘｯﾄが受けられ

ないこと等が判明してきている｡ 

従って､公益社団法人への移行については､更なる検討が必

要であり､今後､移行期間5年の間に､他団体の動向や国や都

道府県の認定の状況等を踏まえつつ検討していくこととし

たい｡これについては､本日の午後に開催する全国会長会議

でこの内容を説明することとした｡ 

(4)報告事項 

1)建築士法改正に係る国等の動向及び日事連の対応について 

専務理事より､建築士法改正に係る国等の動向及び日事連の

対応について①一級建築士の懲戒処分基準の見直しについ

て､②設計･工事監理等の業務報酬基準の改定案について､③

工事監理のｶ゙ ｲﾄ゙ ﾗｲﾝの策定について､④建築士受験資格の実

務経験に係る大学院のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ教育について､⑤重要事項

説明制度の創設への対応について､⑥建築技術基準･制度運
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用調査委員会及び各WGの発足について､⑦社会資本整備審議

会建築分科会への諮問についての7項目の内容の説明が資料

7によってなされた｡ 

2)四会推奨標準様式｢重要事項説明書｣及び解説書の刊行につ

いて 

常務理事より､四会推奨標準様式｢重要事項説明書｣及び解説

書の刊行について次の概要報告が資料8によってなされた｡ 

四会推奨標準様式は､10月31日より四会ﾎー ﾑﾍ゚ ｼー゙ 及び(財)建

築行政情報ｾﾝﾀー のﾎー ﾑﾍ゚ ｼー゙ よりﾀ゙ ｳﾝﾛー ﾄ゙ が開始できる状態に

した｡解説書は11月20日に発行した｡単位会での講習会の実

施のための講師説明会を､11月21日に東京で実施した｡ 

3)四会連合協定建築設計･監理業務委託契約約款改正検討委員

会報告について 

建築設計･監理業務委託契約約款改正検討委員会では､本年

11月28日に改正建築士法等が施行されることに伴い現行約

款の改正すべき事項の検討を行っている｡新しい業務報酬基

準の改定告示に示される標準業務内容等との整合を図るた

めの作業を行っているが､改定告示が遅れるため改正約款の

発行は平成20年2月下旬頃になりそうである｡このため改訂

版発行までの期間に現行の契約書式等を11月28日以降に使

用する場合の注意事項を11月25日に4団体のﾎ ﾑーﾍ゚ ｼーﾞに公開

し､改正版発行時までの期間､周知することとした旨の説明

が事務局より､資料9によって報告された｡ 

4)会員･構成員異動報告 

平成20年9月末日､10月末日の会員及び構成員数等を次の通り

報告した｡単位会別構成員数等は資料10のとおり｡ 

  平成20年9月30日現在 

    正会員46団体､構成員14,730事務所､賛助会員5社 

  平成20年10月31日現在 

   正会員46団体､構成員14,723事務所､賛助会員5社 

名称変更(平成20年10月7日付) 

 (新)社団法人沖縄県建築士事務所協会  

 (旧)社団法人沖縄県建築設計事務所協会 

<配付資料> 

資料1:第105回建築士事務所協会全国会長会議等の日程と運営

について 

資料2:第34回全国大会運営特別委員会の設置及び委員構成の

決定について 

資料3-1:平成20年度上半期事業報告書 

資料3-2:平成20年度上半期収支報告書 

資料4:平成20年度収支予算更正について 

資料5:国土交通省住宅局建築指導課資料(ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの体制に

ついて･素案等) 

資料6:公益社団法人への移行に関する対応について(案) 

資料7:建築士法改正等に係る国等の動向及び日事連の対応に

ついて 

資料8:四会推奨標準様式｢重要事項説明書｣の作成及び重要事

項説明解説書の発行について 

資料9:四会連合協定建築設計･監理業務委託契約書､契約約款､

業務委託書等の改正版発行時期及び現行の契約書式等

の取扱いの当面の措置について 

資料10:会員･構成員異動報告書 

 

■第36回 建築設計制度等対応特別委員会･ 

 第22回 業務報酬基準ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ合同会議概要 

日   時 平成20年11月26日(水) 14:05～15:40  

会   場 日事連会議室 

出 席 者 

<建築設計制度等対応特別委員会> 

  委  員  長 三栖 邦博   

 委   員 小林 志朗､佐々木宏幸､望月 淳一､ 

髙津 充良 

<業務報酬基準ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ> 

  委   員 大池 真人､近藤 敏春､近藤 剛啓､ 

佐々木宏幸､立田 千秋､水谷 孝行 

事務局:北野､吉田､恩田､鈴木 

欠 席 者 

(建築設計制度等対応特別委員会-岡本 賢副委員長､榊原 
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信一､佐野 吉彦､望月 淳一各委員) (業務報酬基準ﾜｰｷﾝ

ｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ-斉藤 俊夫主査) 

<配付資料> 

・11/7合同会議議事録(案) 

・業務報酬基準改定 再開WG(第1回･11/20)の抜粋資料 

・｢追加業務の例示｣各委員からの意見 

・ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄに対する意見(趣旨) 

・工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員会の幹事会(11/26)の抜粋

資料 

・建築物に係る省ｴﾈﾙｷﾞｰ判断基準の改正の関係資料 

・(追加配布)業務報酬基準改定案に関するﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ

に対する意見(趣旨) 

前回(11/7)議事録について､修正等があれば11月28日まで

に事務局まで連絡をすることとした｡ 

議事1.業務報酬基準改定案(ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ)の追加的業務の

方向性の確認等について  

報酬基準改定案へのﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの募集に対して､当合同会

議等での検討を踏まえ､11月11日に国交省へ意見を提出し

た｡国交省ではﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ及び中央建築士審査会(12/3)の

検討内容を踏まえ､告示を公布する予定である｡ 

業務報酬基準改定･再開WG(11/20)の検討状況について､

佐々木委員より主に以下の報告があった｡ 

・主に追加的業務の整理方針の考え方についての報告･確

認及びﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの対応について報告･検討が行われ

た｡ 

・国から示された業務報酬基準における業務の取扱いにつ

いて､標準業務及び標準業務に含まれない業務の整理に

ついて最終案が示された｡ 

・追加業務の整理方針について､佐々木委員が標準業務､追

加的な業務の示し方､標準業務及び業務告示等の分割案

について質疑を行った｡ 

・｢追加業務の例示｣の工事費算定等に係る追加業務につい

ては､標準業務に工事費概算書と明記して内訳明細書作

成に数量調書は含まないと明記されている｡ 

・標準業務に含まれない業務の整理の部分について､技術

的助言(国交省で作成)には大項目のみを掲載し､解説本

(WGで作成)で詳細を載せる方向である｡ 

・次回のWGは明日11月27日に開催が予定され､3月末までの

解説本等の作業の方向等について検討される予定｡ 

上記の報告に続いて､日事連が国交省に提出したﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒ

ﾝﾄへの意見について髙津委員より報告があった｡ 

・三栖会長､髙津専務理事が国交省井上建築指導課長､宿本

企画専門官､大島課長補佐に対して説明を行った｡ 

・定期的な見直しについて､国交省は告示には記載できな

い､むしろ新業務報酬基準の定着を考えることが重要で

あるとの見解であった｡しかし､今回の基準見直しは基

となる調査のﾃﾞｰﾀｻﾝﾌﾟﾙ数が少ないこと等も鑑みて定期

的な見直しは必要であることを伝えた｡ 

・業務報酬の算定方法の文中から｢建築工事の指導監督｣を

削除することを求めた件について国交省では､標準業務

には入らないため削除の必要性は感じない旨の発言が

あった｡ 

・追加的業務の取扱いについては､標準以外の追加的業務

が多数あることを具体的に示す必要があり､測量･鑑定

等業務もこれらに関連する追加的業務も示す必要があ

ると意見したが､設計監理業務の業務報酬基準であるた

め告示には記さない旨の発言があった｡ 

・全体として､国交省では｢日事連からの意見の趣旨は理解

した｡意見内容は告示で示さずとも技術的助言や解説本

で対応する方向で考えている｣旨の発言があった｡ 

・士会連合会､JIA等も団体としての意見を提出している｡ 

WGの検討内容の報告及びﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄに対する日事連の意

見を国交省へ提出した報告の内容を確認し､今後もWGや中

央建築士審査会での告示等の検討状況に注視していくこと

とした｡ 

議事2.工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員会･同幹事会の中間報告

について  

工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員会の検討状況について佐々木委
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員より主に以下の報告があった｡ 

・本日(11/26)､本委員会が開催され､工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ

(案)の前書き部分及び非木造､木造戸建住宅の幹事会案

と周知(案)が示された｡ 

・内容についての意見は28日､木造は28日中に資料が出る

ので2日12:00までに提出することとなっている｡ 

・WGで今年度末までに解説を作成する予定､周知について

は5日以降に具体的な検討に入る予定である｡ 

説明に続いて主に以下の質疑があった｡ 

○立会確認の頻度の考え方について､工事施工者のそれま

での施工状況等を踏まえつつ､対象工事や設計内容に応

じた効果的な抽出率をその都度設定するとあるが､原則

として初期に立会い確認を実施し､その結果により抽出

率を決めるという考え方なのか｡ 

－設計図書との整合性のみであり､工事施工者の自主管理

が適確あることを前提としないということとなってい

る｡ 

○工事監理者の工事の確認について､合理的な方法の判断

を客観的に見て｢妥当なもの｣とあるが､誰が行うのか｡ 

－一義的に工事監理者の判断だが､他者から見ても適当で

あると説明がつくようにするということではないか｡ 

○周知活動として講習会等の企画予定はあるのか｡ 

－幹事会委員が全国で行うことも検討されているようであ

る｡ 

資料の内容を確認し､意見があれば28日10:00までに､木造

編は28日に資料を各委員へ送付し､12月2日の10:00までに

佐々木委員と日事連事務局に提出し､佐々木委員がとりま

とめの上､意見を提出することとした｡ 

議事3.その他 

○建築物に係る省ｴﾈﾙｷﾞｰ判断基準の改正について 

事務局より建築物に係る省ｴﾈﾙｷﾞｰ判断基準の改正につ

いて報告があった｡ 

・11月20日付で当対応特別委員会及び業務･技術委員会

委員へ｢建築物に係る省ｴﾈﾙｷﾞｰ判断基準等の改正につ

いての意見の提出依頼｣を送付した｡単位会へも同内

容を連絡している｡ 

・建築主の判断基準及び省令の届出様式についてﾊﾟﾌﾞﾘｯ

ｸｺﾒﾝﾄが募集されており､これについて国交省建築指導

課より本会へ実務的観点からの意見提出依頼があっ

た｡ 

・これまで床面積2千㎡以上の建築物の建築主に義務付

けられていた届出義務が300㎡以上に拡大され､2千㎡

未満の建築物に対する簡便な省ｴﾈﾙｷﾞｰ基準を設定する

必要がある｡届出を怠った場合には罰則､勧告がある｡ 

報告に基づき､意見については12月5日までに日事連事務

局へ提出することとした｡提出された意見を12月10日に

開催される業務･技術委員会で検討し､その結果を踏ま

え､12日の当合同会議で意見のとりまとめを検討するこ

ととした｡ 

○次回｢第37回建築設計制度等対応特別委員会･第23回業務

報酬基準ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ合同会議｣ 

 平成20年12月12日(金)14:00～16:00 日事連会議室        

                      

■第2回 総務･財務委員会概要 

日 時 平成20年11月19日(月) 13:30～16:15 

会 場 日事連会議室 

出席者 

 委員長 山田美光 副委員長 原田照行 

 委 員 佐藤 誠､岡本 賢､山田清治､高橋祥治､ 

大旗 健､井上精二 

  事務局 髙津専務理事､北野常務理事､恩田､前田､松谷 

欠席者 担当副会長 本澤宗夫 

1.議事 

次の(1)及び(2)については､本来､常任理事会前にこの総

務･財務委員会にて諮るべきであったが､委員の都合によ

り､常任理事会の前に開催することができなかったこと

について委員の了承を求め､行われた｡ 

(1)平成20年度上半期事業報告及び収支報告について 
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事務局より平成20年度上半期の事業報告について､資

料1-1により次の趣旨の概要説明がなされた｡ 

改正建築士法への取組組織としての5つのﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ

は､平成19年度から継続して行ってきた検討作業の最

終成果報告を6月16日開催の全国会長会議で行うとと

もに､これに基づいた各種施策及び事業に取り組むた

め､委員会等が数多く開催された｡ 

続いて､事務局より平成20年度上半期収支報告につい

て､資料1-2により次の趣旨の概要説明がなされた｡ 

一般会計では､適合証明業務登録者の減少によりﾃｷｽﾄ

の販売が減ったが､管理建築士資格取得講習の受講申

込が当初予想より増加したことにより､講演講習会収

入が好調だった｡事業活動収入は約1億7,980万円､事業

活動支出は約1億3,656万円で当期収支差額は約4,323

万円のﾌﾟﾗｽとなり､前期繰越収支差額を加えて次期繰

越収支差額は約8,161万円となった｡ 

福利厚生特別会計では､事業活動収入は約1,074万円､

事業活動支出は約355万円で当期収支差額は約718万円

のﾌﾟﾗｽとなり､前期繰越収支差額を加えて次期繰越収

支差額は約962万円となった｡ 

適合証明業務登録機関特別会計では､事業活動収入は

約5,685万円､事業活動支出は約4,383万円で当期収支

差額は約1,302万円のﾌﾟﾗｽとなり､前期繰越収支差額を

加えて次期繰越収支差額は約1,612万円となった｡ 

(2)平成20年度収支予算更正について 

事務局より平成20年度の一般会計及び特別会計の収支

予算について､その更正を行うため､資料2により更正

理由､更正科目及び更正額が説明された｡ 

(3)第33回建築士事務所全国大会実施結果について 

事務局より､10月3日に帝国ﾎﾃﾙで行われた第33回建築

士事務所全国大会(東京開催)の実施結果及び全国大会

実行特別委員から出された意見等について､資料3-1及

び3-2によって説明がなされた｡ 

全国大会の実施､運営等について意見があれば､後日､

事務局宛に提出することとした｡ 

(4)公益法人制度改革について 

事務局より､公益法人制度改革による公益社団法人と

一般社団法人の概要及び移行の認定基準等について資

料4-1～5により説明がなされた｡ 

公益社団法人への移行に関する対応については､平成

18年11月30日の全国会長会議で｢社会からより公益性

の高い社団法人として評価される団体とするため､単

位会が公益社団法人の認定を受けるものとする｣こと

を申し合わせ､定款等整備ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑにおいて改正建築

士法に規定する法定団体への届出及び公益社団法人へ

の認定が円滑に実施されるよう､ﾓﾃﾞﾙ定款と解説を作

成した｡しかし､平成19年11月27日の全国会長会議で

は､公益社団法人の公益認定の運用指針等が定まって

いなかったことから､定款変更については､まず単位会

の現行定款を､改正建築士法の法定団体化に必要な最

小限の変更を行い､改正建築士法施行後速やかに法定

団体の届出を行うこととし､公益社団法人への移行を

目指した定款変更については､その後の状況を踏まえ

て行うこととした｡ 

今後の対応としては､公益社団法人への移行の最大のﾒ

ﾘｯﾄとして､税務上の優遇措置にあると考えられるが､

一般社団法人であっても､一定の要件を満たせば法人

税については公益社団法人とほぼ同様の課税になるこ

と､また､もともと法人税の負担の少ない団体ではほと

んど税務上のﾒﾘｯﾄが受けられないこと等が判明してき

ている｡従って､公益社団法人への移行については､更

なる検討が必要であり､今後､公益社団法人を選ぶか一

般社団法人を選ぶかの移行猶予期間5年の間に､他団体

の動向や国や都道府県の認定の状況等を踏まえつつ検

討していくこととした｡この内容については､当委員会

で了承し12月2日の通常理事会に提案することとした｡ 

(5)日事連建築賞の応募の活性化について 

事務局より､日事連建築賞の応募の活性化について､資
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料5により次の趣旨の概要説明がなされた｡ 

過去10年程の応募状況を見ても､単位会数､作品数とも

横ばいである｡小規模事務所からの応募を促すため､平

成18年度に一般建築部門(延面積1,000㎡超10,000㎡以

下の建築物)と小規模建築部門(延面積1,000㎡以下の

建築物､戸建住宅を含む)の2部門を設けた｡また延面積

が10,000㎡を超えるような大規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ等を対象外

とした｡ 

平成19年度からは､受賞作品の広報について､従来の日

事連ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ､会報､中央建築専門紙以外にも､雑誌､受

賞事務所の地元ﾏｽｺﾐ､単位会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載を依頼す

るとともに､会報には受賞事務所の紹介記事を連載し

て広報に努めたが､今年度の応募数は若干減少した｡ 

日事連建築賞選考委員会では､賞の質の向上を図るた

めにも単位会からの応募増加が必要であるとの意見が

あり､応募の活性化の方策を検討したい｡ 

これに関し､委員からは次のような意見が出された｡ 

・単位会での第1次審査を無くし､日事連に直接応募で

きるようにすれば応募が増える｡ 

－各単位会で第1次審査を経ることにより､審査基準､

募集要項を満足するものかﾁｪｯｸされ､また特定の単

位会から応募が集中しないようにできる｡ 

・会員限定にせず､公募方式にすれば応募が増える｡ 

－賞の元々の目的が､会員である建築士事務所を表彰

することにより､事務所の資質の向上に資すること

にあるので､公募方式は難しい｡ 

協議の結果､日事連建築賞の応募の活性化ついて意見

があれば､後日､事務局宛に提出することとした｡ 

(6)平成20年度上半期会員入･退会状況調査結果について 

事務局より､単位会の会員入･退会状況について､資料6

により次の趣旨の概要説明がなされた｡ 

平成14年度の972事務所減をﾋﾟｰｸに､会員の減少に歯止

めがかかりつつある｡昨年度は216事務所減だったが､今

年度は上半期で74事務所減にとどまっている｡会員増強

については､広報･渉外委員会､改正法周知ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ等

で未加入事務所向けのﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作成したり､専門紙に

単位会､日事連の法定団体化をPRするための特集を組む

等取り組んでいる｡また､単位会が事務所登録事務を受

託すること等により､入会促進の機会が増えると考えら

れる｡ 

(7)ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰについて 

専務理事より､国土交通省建築指導課が現時点で考えて

いるｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの体制について次の趣旨の概要説明がな

された｡ 

1)中央ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰは地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰからの要請や取次ぎ

に応じ､技術者の紹介､設計･法適合確認の支援､苦情

対応､基準法にかかる相談対応を行う｡ 

2)地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの機能として考えられているものは次

のとおりである｡ 

①構造･設備設計技術者の紹介 

②苦情の受付 

③建築基準法の相談の取り次ぎ 

なお､この内容については､あくまでも素案であり確定

したものではない｡今後さらに調整や修正を経て､12月2

日に開催される全国会長会議でも国土交通省から説明

する予定である｡ 

次回委員会開催予定 

平成21年2月18日(水)13:30～16:00 

(配付資料) 

資料1-1～2:平成20年度上半期事業報告及び収支報告 

資料2:平成20年度の予算更正について 

資料3-1～2:第33回建築士事務所全国大会実施報告書､大

会終了後の主な意見 

資料4-1～5:公益法人制度改革に係る日事連の対応経緯他 

資料5:日事連建築賞の応募の活性化について 

資料6:平成20年度上半期会員入･退会状況調査結果他 

資料7:｢事務所登録事務対応ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ｣成果報告他 
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■第2回 指導運営委員会概要 

日  時 平成20年12月9日(火) 13:30～16:20 

会  場 日事連会議室 

出 席 者 

  委 員 長:髭右近外嘉  副委員長:上原伸一 

  委  員:佐藤眞彦､飯窪功児､桜井紘一､森口勝茂､ 

山上紀麿､中野 満 

 担当副会長:鈴木誠一  

  事務局:髙津､北野､恩田､吉田､鈴木 

（提出資料） 

  資料1: 指導運営に関する平成20年度上半期事業報告 

  資料2:｢苦情の解決業務育成支援制度｣の創設及び業務確

立経費の助成金の送金について 

  資料3:苦情の解決業務各規程のﾌﾞﾛｯｸ内単位会における

進捗状況について(回答) 

◎会議に先立ち､鈴木担当副会長より冒頭挨拶がなされた｡ 

議事1.指導運営に関する平成20年度上半期事業報告につい

て 

○平成20年度指定法人業務としての苦情処理の単位会集計

結果及び苦情の解決業務対応ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑの検討状況につ

いて報告書をまとめ､事務局より資料1に基づき報告が

なされた｡ 

・ﾌﾞﾛｯｸ協議会の要請により､苦情の解決業務等説明会は

10月末までに全てのﾌﾞﾛｯｸ協議会で実施し､各規程ﾓﾃﾞ

ﾙ等を説明した｡ 

議事2.苦情の解決業務に向けた単位会の実施体制の状況に

ついて 

○｢苦情の解決業務育成支援制度｣の創設及び業務確立経費

の助成金について､12月4日付で日事連会長から単位会

会長宛へ文書を送付し､資料2に示された助成金を送金

していくことを確認した｡ 

・業務実施報告経費は､苦情の申出人と面談をおこなっ

た案件のうち､解決までの概要をまとめた書類を添付

することを条件としていることを確認した｡ 

○苦情解決業務に向けたその後の各単位会の準備体制につ

いて調査を行い､ﾌﾞﾛｯｸ協議会所属の委員より資料3に基

づき状況報告がなされた｡ 

・指導委員会設置規程､苦情の解決業務実施規程等が未

定､検討中､準備中及び作成予定等の回答が散見され

る｡ 

1月5日当該規定の施行にあたり最低必要となるのは､

指導委員会設置規程､対応する相談員及び業務実施規

程である｡ 

このため､検討中等の回答がなされた単位会に対し

て､各委員がﾌﾞﾛｯｸ協議会の該当単位会へ状況の再確

認をおこない､12月19日(金)までに再度一覧表にして

事務局へ報告書を提出していただくこととした｡ 

・苦情の解決業務実施規程にある参考様式｢苦情の申出

にあたっての注意事項｣については､苦情の申出人に

対して申込時に渡し同意を得る事項であるが､広報用

にも単位会のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに掲載して周知していただき

たい｡ 

○次回委員会では､当該規定施行後の苦情の解決業務の実

施状況について､各委員よりﾌﾞﾛｯｸ協議会を通じて状況

調査をおこない当委員会に報告することとした｡ 

議事3.平成21年度事業計画(案)について 

○指導運営に関する事業計画(案)を事務局より以下3項目

提案し協議した結果､原案どおり承認した｡なお､今後事

業計画(案)については､若干の修正が入る場合があるが

委員長一任で進めることとした｡ 

①改正建築士法第27条の5に基づく苦情の解決業務の円

滑な実施 

②苦情の解決業務育成支援制度の実施 

③苦情の解決業務の具体的案件についての単位会への

情報提供 

●次回委員会 平成21年3月24日(火)13:30～16:00 
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■ 行事予定 

※行事日程は中止・変更等になることがございますので 

 ご了承ください。 

平成２１年 

  １月１６日 四会連合協定建築設計･監理業務委託契 

約約款改正検討委員会 

２０日 広報・渉外委員会 

２６日 四会連合協定建築設計･監理業務委託契 

約約款 改正検討委員会 

２９日 構造技術専門委員会  

  ２月 ３日 全国大会運営特別委員会 

６日 建築設計制度等対応特別委員会、 

会誌編集専門委員会 

１８日 総務・財務委員会 

２０日 常任理事会 

２５日 業務・技術委員会 

２６日 教育・情報委員会、 

四会連合協定建築設計･監理業務委託契

約約款改正検討委員会 
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■第105回 建築士事務所協会全国会長会議概要 

1.日  時  平成20年12月2日(火) 14:05～16:45 

2.会  場 八重洲富士屋ﾎﾃﾙ｢桜の間｣ 

3.会議の構成者数及び出席者数 

  構成者数 正会員会長46名 

  出席者数  正会員会長46名(内､代理出席:福島会) 

4.出 席 者 

 国土交通省 

 住宅局建築指導課長   井上 俊之 

 住宅局建築指導課長補佐 大島 敦仁 

 日 事 連 

  名誉会長 小川 圭一 

 役  員 

 会  長  三栖 邦博 

  副 会 長  山本 茂男 山崎 善利 本澤 宗夫 

      鈴木 誠一 外木場久雄 八島 英孝 

 専務理事  髙津 充良 

  常務理事  北野  芳男 

  常任理事  木村  旭 佐野 吉彦 野呂 敏秋 

      原田 照行 髭右近外嘉 山田 美光 

  理  事  上野 浩也 上原 伸一 大野 和男 

馬場 錬成 水谷 達郎 宮原 克平 

横須賀満夫      

 監  事  大内 達史 岡田 利一 速水 可次 

  正 会 員 

北海道  吉田  宏   青 森  野呂 敏秋 

岩 手  髙橋    敏   宮 城    栗原 憲昭 

秋 田  鈴木 誠一   山 形    伊藤  剛 

福 島  渡邉  武   茨 城    横須賀満夫 

栃 木  本澤 宗夫   群 馬    山田 美光 

埼 玉  宮原 克平   千 葉    内田 久雄 

東 京  三栖 邦博   神奈川    上原 伸一 

新 潟  中村 優晴   長 野    新井 典夫 

山 梨  進藤 哲雄   富 山    近江 吉郎 

石 川  髭右近外嘉   福 井    神﨑  貢 

静 岡    山崎 善利   愛 知    岡田 利一 

三 重    田端  隆   滋 賀  藤村 亮一 

京 都  上野 浩也   大 阪    佐野 吉彦 

兵 庫    外木場久雄   奈 良    泉谷 良宏 

和歌山    岩橋 重文   鳥 取    足立 收平 

島 根    矢野 敏明   岡 山    木村    旭 

広 島    直井 稔征   山 口    香月 直樹 

徳 島    速水 可次   香 川    富岡  学 

愛 媛    中岡 数夫   高 知    山本 茂男 

福 岡    八島 英考   佐 賀    原田 照行 

長 崎    池田 賢一   熊 本    古川 裕久 

大 分    松井 健治   宮 崎    甲斐 孝明 

鹿児島    大原 達也   沖 縄    新城 安雄 

事務局 

事務局長 恩田 利昭､調査役 吉田  茂､ 

総務課長 前田 敏明 

5.議長･副議長  

  議 長 山本 茂男(高知会会長)､ 

 副議長 山崎 善利(静岡会会長) 

6.議事録署名人 

 三栖 邦博(日事連会長)､本澤 宗夫(栃木会会長)､ 

 山本 茂男(議 長) 

7.議  事 

この会長会議には､本会からの要請により､国土交通省の

井上建築指導課長が出席され､議事に先立ち改正建築士法
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の円滑な施行に係るｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想について説明を受ける

こととした｡ 

1)先ずはじめに､三栖会長より次の趣旨の挨拶があった｡ 

・建築士法の大改正により､建築士事務所に係る規定が

多く盛り込まれた｡法定団体として日事連及び単位会

は､社会から信頼される設計･監理に係る業界をつく

りあげていく必要がある｡ 

・改正建築士法では､設備･構造設計一級建築士の不足

や地域偏在等の課題もあり､本会としても建築設計議

員連盟に対して制度施行延期の要望を行うなどの活

動を行ってきた｡今後も将来にわたって運用される制

度としての施策が必要である｡ 

2)続いて国土交通省の井上建築指導課長より､資料8に基

づき､改正建築士法の円滑な施行に係るこれまでと今後

の取組みについて､構造･設備設計一級建築士数が不足･

偏在している状況等に鑑み､ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ体制の構想等に

ついて､平成21年5月からの構造･設備設計一級建築士制

度の施行にあわせ､単位会に対し事前に単位会の実情に

合った地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの設置を依頼したい旨の説明があ

った｡ 

説明に続き､質疑応答が行われ､単位会における構造･設

備設計一級建築士の現状やその対応､ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰのあり

方や今後の運営等についての発言があり､井上建築指導

課長より｢引き続き､皆様からの意見等をいただき､要望

があれば､国からも単位会の意見交換等の場へ極力説明

に伺いたい｣旨の発言があった｡ 

この件については｢協議事項8･ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの対応につい

て｣で協議を行った｡ 

(1)協議事項1.平成20年度上半期事業報告及び収支報告に

ついて 

1)髙津専務理事､山田総務･財務委員長､佐野教育･情報委

員長､木村業務･技術委員長､野呂広報･渉外委員長及び

髭右近指導運営委員長より､資料1-1に基づき､平成20年

度上半期の事業報告について説明がなされた｡ 

2)北野常務理事より､資料1-2に基づき､平成20年度上半期

収支報告について､一般会計･福利厚生特別会計･適合証

明業務登録機関特別会計について説明がなされた｡ 

(2)協議事項2.平成20年度収支予算更正について 

北野常務理事より､資料2に基づき､平成20年度収支予算

更正について､管理建築士資格取得講習受講者数の増加

や､改正建築士法施行に係る対応で委員会等が数多く開

催されていること等で職員の時間外勤務が増加してい

ること等の理由及びそれに伴う当該科目の予算更正額

について説明がなされた｡ 

(3)協議事項3.建築士法改正に係る国等の動向及び日事連

の対応について 

髙津専務理事より､資料3に基づき､建築士法改正に係る

国等の動向及び日事連の対応について､改正建築士法の

施行に係る｢一級建築士の懲戒処分の基準(案)｣や｢建築

士事務所の開設者が請求することのできる業務報酬基

準改正案｣等のﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄに対し国へ意見書を提出し

たこと､また､今後公表される工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)や

大学院におけるｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ教育等の状況と対応等につい

て説明がなされた｡ 

(4)協議事項4.建築士事務所協会の建築士法に基づく法定

団体としての準備について 

北野常務理事より､資料4に基づき､平成21年1月5日より

改正建築士法の法定団体に係る規定の施行に伴い､日事

連は国土交通省へ､単位会は都道府県へ1月5日より2週

間以内に法定団体としての届出が必要であること､ま

た､法定法人として会員名簿を一般に供する業務及び苦

情の解決業務について等の対応が必要であることにつ

いて説明がなされた｡ 

(5)協議事項5.四会推奨標準様式｢重要事項説明書｣及び解

説書の刊行について 

北野常務理事より､資料5に基づき､四会推奨標準様式

｢重要事項説明書｣及び解説書の刊行について主に以下

の趣旨の説明があった｡ 
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平成20年11月28日施行の改正建築士法により重要事項

の説明が義務化されたため､関係四団体で組織する｢重

要事項説明内容等検討会｣で上記様式を作成し､平成20

年10月31日より四会のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞからのﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ(無料)

を開始すると共に､｢改正建築士法による重要事項説明

のﾎﾟｲﾝﾄ｣(解説書)を平成20年11月20日に発行した｡ 

(6)協議事項6.四会連合協定建築設計･監理業務委託契約約

款改正検討委員会の報告について 

事務局より､資料6に基づき､｢四会連合協定建築設計･監

理業務委託契約約款改正検討委員会の報告｣として､約

款等については､平成20年11月28日施行の改正建築士法

の内容を反映させるため､改正版の発行時期が平成21年

2月下旬となる予定であること及び現行版(平成19年6月

20日改正版)への取扱いをﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに公開すること等に

ついて説明があった｡ 

(7)協議事項7.公益社団法人への移行に関する対応について 

山田総務･財務委員長より､資料7に基づき､公益社団法

人への移行に関する対応について､これまで､日事連及

び単位会では｢公益社団法人｣の認定を円滑に進めるこ

とを目標に定款等の整備を行ってきた｡公益社団法人に

おける税制上の優遇措置について､場合によって一般社

団法人と課税額にあまり差がない場合もあるため､公益

社団法人の移行については更なる検討が必要であり､今

後5年の移行期間で他団体の動向や国･都道府県の認定

状況等を踏まえて公益社団法人への移行について検討

していくこととしている旨の説明があった｡ 

(8)協議事項8.ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの対応について 

冒頭の井上建築指導課長からのｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想について

の説明及びこれに係る単位会からの発言等を踏まえ､三

栖会長より次の考えが述べられた｡ 

構造･設備設計一級建築士制度において､設備設計一級

建築士数が偏在･不足している状況で､制度の円滑な施

行のための建築士法の改正や法施行の延期については

世論喚起を含めた形で更に国へ働きかけていくことが

必要である｡しかしながら､併せて自律的な監督体制の

確立の観点から､日事連及び単位会がｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ設置に

協力する方向でも進めるべきであると考える｡皆様の意

見を伺いたい｡ 

以上の発言に続き､主に以下の発言があった｡ 

○単位会に地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰを設ける場合､国からの事務費

等経費の補助はあるのか｡ 

○既に県からｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ設置の要請があった｡日事連とし

ても国と事前協議を進め､単位会に情報発信していた

だきたい｡ 

○ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰを設置して運用を行った場合､その責任所在

を明確にして欲しい｡ 

○全単位会にｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰを設置する方向ならば､条件等を

国と協議していただきたい｡ 

○ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ業務とされている建築基準法と住宅瑕疵担

保法の相談窓口業務の対応について､その業務の実施

方法について十分検討して欲しい｡ 

○香川会では設置する方向で進めている｡沖縄会は国等

の働きかけもあり､平成20年10月に確認業務の遅れて

いる対策として沖縄独自のｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰとして立ち上げた｡ 

議長より､以上の協議事項(1)～(7)の内容について諮っ

たところ､特に意見はなくこれを了承した｡ 

また､｢協議事項8.ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰについて｣は､日事連も基本

的な枠組みについて国から打診されている段階である

ため､本日の議論等を踏まえて国とも更に協議を進め､

状況等について改めて単位会へ連絡することとした｡ 

(9)その他 

北海道東北ﾌﾞﾛｯｸ協議会幹事会(秋田会)会長より､改正

｢告示1206号｣の国民周知及び啓発についてのお願いと

して､｢建築士事務所自らが国民への周知及び啓発行う

ことはもとより､全国紙に掲載を行うなど政府公報によ

る周知及び啓発をなされるよう日事連から国へ要望し､

その実現を図っていくことを検討いただきたい｡｣旨の

発言があった｡ 
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■平成20年12月 臨時常任理事会概要 

1.日  時 平成20年12月22日(月) 13:30～15:40 

2.会  場 日事連会議室 

3.常任理事会構成者数及び出席者数 

 常任理事会構成者数  14名 

 出席者数       13名 

4.出席者の氏名 

 出 席 者 

 会  長 三栖邦博 

 副 会 長 山本茂男､山崎善利､本澤宗夫､鈴木誠一､ 

外木場久雄､八島英孝   

 専務理事 髙津充良 

 常務理事 北野芳男 

 常任理事 佐野吉彦､野呂敏秋､原田照行､髭右近外嘉､ 

山田美光 

欠 席 者 木村 旭常任理事 

事 務 局 恩田利昭事務局長､前田敏明総務課長､ 

     吉田茂調査役 

5.議 事 

(1)議事録署名人の選任 

議事録署名人に以下の理事が選任された｡ 

原田照行常任理事､髭右近外嘉常任理事 

(2)議事進行役の選任 

今回の議事進行は本澤宗夫副会長が行うこととなった｡ 

(3)協議事項 

1)建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想について 

専務理事より､建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想への対応につい

て資料1によって次の通り主旨及び概要の説明がなされた｡ 

本日協議すべき事項としては､①地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ設置に

協力することについて②中央ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰに関し､一般社

団法人の設立及び活動等に協力することについて③設

備設計一級建築士制度への対応に関する当面の運動方

針についての以上3点である｡ 

次に12月2日の全国会長会議以降の動きとしては､12月8

日に改正建築士法に係る情報交換会(初回)が国と各団体

の事務局ﾚﾍﾞﾙで構成し開催された｡12月9日に国交省建築

指導課長と意見交換し､ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想に係る日事連とし

ての方針を年内に回答するよう要請があった｡12月10日

は国交省建築指導課長から各都道府県に対し､｢改正建築

基準法及び改正建築士法の円滑化に関するﾋｱﾘﾝｸﾞについ

て｣を事務連絡し､結果を今月25日迄に報告するよう要

請｡この中で事務所協会に地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの設置を依頼｡

12月11日には､これを受けて日事連から各単位会会長に

｢建築設計に係るｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの設置構想について｣を通知

し､国交省のｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想の概要及び常任理事会の年内

開催による対応協議を連絡｡同日､常任理事会の22日開催

を通知｡同日､関東･甲信越ﾌﾞﾛｯｸ協議会及び近畿ﾌﾞﾛｯｸ協

議会が開催され､国交省の担当官がそれぞれ出席｡12月15

日に改正建築士法に係る情報交換会(第2回)が開催され､

中央ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰに関する一般社団法人の設立等に関する

情報交換が行われた｡12月16日は三栖会長と山本政研会

長他が渡海衆議院議員(議連事務局長)と面談し､設備設

計一級建築士による法適合確認制度の施行に関して意見

交換をした｡以上の主な動きがあった｡ 

次に､全ての都道府県に設置する地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの基本業

務は①構造･設備設計一級建築士及び事務所等の紹介｡②

指定確認検査機関･適判機関等に対する苦情の受付｡③建

築基準法等の相談の取次ぎ(相談窓口の紹介)の3つであ

り､地域のﾆｰｽﾞに応じて行う業務として例示されている

ものは､地方の特殊事情によって単位会とは別個に設置

し実施されるもので､基本業務として単位会で実施する

ことを求められているものではない｡中央ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰは､

現在ある新･建築士制度普及協議会の構成団体が会員と

なって新たに一般社団法人として設立し､活動するもの

で､日事連等主要団体には2口以上(1口･10万円)の会費負

担が期待されており､他の団体では既に役員会で承認さ

れている団体もあると聞いている｡設立は1月中に予定さ

れている｡ 
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以上の説明の後､協議に移った｡ 

①地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ設置に協力することについては､各ﾌﾞﾛｯ

ｸ協議会選出の副会長及び常任理事から現時点におけ

る各ﾌﾞﾛｯｸ協議会での協議状況､意見等の報告がなされ

た｡各ﾌﾞﾛｯｸ内の意見として､協力に積極的な単位会あ

るいは消極的な単位会があることや､いくつかのﾌﾞﾛｯｸ

での意見として協力せざる得ないとの報告がなされた

が､協議の結果､次のように全会一致で決定した｡ 

 建築士事務所協会が業務団体として今般､法定団体化

されたことを踏まえて､建築士事務所協会が中心的な

役割を担い､自律的な監督体制の確立の一環として地

方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの業務を実施､協力することは重要である

との認識から､日事連としては単位会における地方ｻﾎﾟ

ｰﾄｾﾝﾀｰ設置に協力することとした｡ 

②中央ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰに関し､一般社団法人の設立及び活動等

に協力することについては､協議の結果､日事連は協

力することとした｡ 

次に､ 

③設備設計一級建築士制度への対応に関する当面の運動

方針について､会長より次の趣旨の説明がなされた｡ 

 本連合会は10月2日の自民党建築設計議員連盟(議連)

の総会で､設備設計一級建築士による法適合確認制度

の施行時期の延期または建築設備士の活用の措置を要

望した｡先般､その後の状況等について自民党建築設計

議員連盟の事務局長である渡海衆議院議員と打ち合わ

せを行った｡ 

 議連としては設備設計一級建築士による法適合確認制

度の施行が近づく来年3月の状況を勘案し､このままで

は制度の実施が困難であると判断した場合は､法施行

の延期について与野党を含めた議員立法も視野に入れ

て次の段階の行動を考えていきたい旨の発言があった｡ 

また､会長から単に制度に反対するのではなく､具体的

な提案が必要であり､提案にあたっては､困難な状況を

示すわかりやすいﾃﾞｰﾀや国会､行政､建築士､設備技術

者等の関係者の合意が必要であるとの趣旨の説明があ

った｡ 

以上の説明を基に協議の結果､本連合会として設備設計

一級建築士による法適合確認制度の施行時期の延期の問

題について､国会､行政､建築界､国民に対し理解が得られ

る対応方針等をまとめることとし､来年1月末までに各ﾌﾞ

ﾛｯｸより対応方針及び運動方針についての意見提出を求

め､2月常任理事会でその対応案をまとめることとした｡ 

<配付資料> 

資料1:協議すべき事項(案) 

関連資料:建築設計に係るｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの設置構想について

(九州･沖縄ﾌﾞﾛｯｸ協議会としての各単位会の意

見)､日本経済新聞(平成20年12月22日) 

 

■第37回 建築設計制度等対応特別委員会･ 

第23回業務報酬基準ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ合同会議概要 

日   時 平成20年12月12日(金) 14:05～15:25  

会   場 日事連会議室 

出 席 者 

<建築設計制度等対応特別委員会> 

委  員  長 三栖 邦博    

委   員 小林 志朗､佐々木宏幸､望月 淳一､ 

髙津 充良 

<業務報酬基準ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ> 

主   査 斉藤 俊夫 

委   員 大池 真人､近藤 敏春､近藤 剛啓､ 

佐々木宏幸､立田 千秋､水谷 孝行 

事務局:北野､吉田､恩田､鈴木 

(欠 席 者 建築設計制度等対応特別委員会 

     －岡本 賢副委員長 榊原 信一､佐野 吉彦) 

<配付資料> 

資料1:12/3第4回中央建築士審査会の抜粋資料 

資料2:11/26第12回工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員会幹事会の

抜粋資料 
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資料3:｢特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法

律｣の施行に係る関係資料 

議事1.業務報酬基準改定案の中央建築士審査会での報告に

ついて(資料1) 

中央建築士審査会での業務報酬基準改定案の状況について

三栖委員長より報告､佐々木委員より補足報告があった｡ 

・12月3日に中央建築士審査会が開催され､業務報酬基準

(改定案)が提出された｡新業務報酬基準は､平成21年1月

7日に公布の予定である｡ 

・審査会では､工事監理の部分には指導監督の項目は含ま

れる等の意見があった｡ 

・複合用途については｢複数の類型の混在する建築物は､本

表には含まれない｡｣の表記がある｡ 

・定期的な業務量等の見直しについては､(幹事会WG時に)

国は､団体が最終的なﾃﾞｰﾀとりまとめまで行った情報の

利用は検討してもよいとの発言があった｡ 

・新業務報酬基準と同時に出される予定の､国からの技術

的助言(住宅局長通知)は幹事会WGでは検討しない｡解説

書は2月末を目途に幹事会WGで作成作業を進めている｡ 

議事2.工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員会･同幹事会の中間報告

について(資料2) 

平成20年12月5日に開催された工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員

会･幹事会合同会議等の状況について佐々木委員より主に

以下の説明があった｡ 

・委員会で資料として提出された工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)

で､｢工事監理｣と｢監理業務｣部分について､工事監理の

業務と建築士の独占業務をｲｺｰﾙとした方がよいとの日

事連からの意見について､了承され､反映されることと

なった｡ 

・今後12月16日に幹事会WGが開催されるため､意見を入れ

ることは可能である｡同25日に策定委員会･同幹事会が

開催され､最終的な確認を行う予定である｡ 

・このｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)は｢工事監理｣のみであり､他の各種監

理業務に係るｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝについては今後の課題となっている｡ 

報告等を踏まえ､工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)等について意見が

あれば､12月15日までに事務局へ提出し､佐々木委員へ連絡

することとした｡ 

議事3.省ｴﾈﾙｷﾞｰ法改正に係るﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄへの意見の報告

について 

建築物に係る省ｴﾈﾙｷﾞｰ判断基準等の改正に係るﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝ

ﾄへの対応について事務局より主に以下の報告があった｡ 

・当委員会､業務･技術委員会及び単位会に対し､意見の提

出依頼を行った｡これに対して単位会及び委員から意見

提出があり､12月10日に開催された業務･技術委員会で

検討を行い､意見をとりまとめの上､業務･技術委員長名

で国交省へ意見提出を行う予定であることを確認した｡ 

議事4.住宅瑕疵担保責任保険の設計施工基準について(資

料3) 

住宅瑕疵担保責任保険の設計施工基準について髙津委員よ

り主に以下の説明があった｡ 

・平成21年10月1日に住宅瑕疵担保履行法が完全施行され､

新築住宅を引き渡す場合の供託･保険による資力確保の

義務付けが開始される｡現在5つの保険法人が指定され

ている｡ 

・法の施行にあたって､現場検査員の確保(現場検査員講習

の実施等予定)､保険窓口の設置､基礎･防水等の設計施

工基準の見直し､業界団体と保険法人の対応状況につい

てのﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ､消費者向けPR活動等が課題とされている｡ 

・住宅瑕疵担保保険における5つの指定保険法人の設計施

工基準について､国交省は統一した基準で運用したい意

向であり､建築関係団体に対して説明会を開催したいと

のことであった｡ 

・12月2日の全国会長会議にも当資料を提出し､単位会会長

に意見照会を行ったが､現在のところ意見等の提出はな

い｡12月10日の業務･技術委員会でも説明を行い､斉藤業

務･技術委員が､業務･技術委員長と調整の上､検討内容

をとりまとめて国交省へ提出することとしたい｡ 

検討の結果､上記の手順で国交省へ検討内容を提出するこ
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ととした｡ 

議事5.その他 

○次回委員会日程(建築設計制度等対応特別委員会) 

 平成21年2月6日(金) 10:00～12:00 日事連会議室 

○業務報酬基準WGは､業務報酬基準に係る解説書等への対

応で必要に応じて開催することとした｡ 

 

■第3回 教育･情報委員会概要 

日  時 平成20年12月18日(木) 13:10～15:30  

会  場 日事連会議室 

出 席 者 

委 員 長 佐野 吉彦(日事連常任理事) 

副委員長 宮原 克平(日事連理事) 

委  員 高橋 邦雄､遠山 紀芳､國分 恵之､尾添 信行､ 

中岡 数夫､福島 正継 

事 務 局 北野芳男､恩田利昭､上原規子､市川貴之､ 

今泉光裕 

特別出席 伊原 俊一((株)構造ｼｽﾃﾑ) 

欠 席 者  担当理事 山崎 善利(日事連副会長) 

<配付資料> 

第2回 議事録 

資料1:業務支援ｻｰﾋﾞｽ提供ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの価格改定申請 

資料2:平成21年度教育･情報委員会事業計画(案) 

資料3-1:｢建築CPD情報提供制度｣への参加に係る検討につ

いて  

資料3-2:｢建築CPD情報提供制度｣理解のためのQ&A 

資料4:大学院実務経験審査委員会資料 

資料5-1:｢建築士定期講習｣基本計画(20年度分) 

資料5-2:｢建築士定期講習｣ﾃｷｽﾄについて 

資料5-3:｢建築士定期講習｣講師説明会のご案内 

資料6-1:｢管理建築士みなし講習｣受講状況 

資料6-2: 平成21年度上期｢管理建築士講習｣実施計画 

資料6-3:｢管理建築士講習｣ﾃｷｽﾄ(追補部分抜粋)  

資料6-4:｢管理建築士講習｣標準時間割の変更  

資料6-5:緊急時対応にかかる管理建築士講習の実施について 

参考1:みなし告示､登録講習機関告示等 

参考2:｢開設者･属する建築士に対する研修｣の基本的方向

性と研修科目の例 

1.業務支援ｻｰﾋﾞｽにおける一部のｿﾌﾄｳｪｱの提供価格変更に

ついて(資料1) 

業務支援ｻｰﾋﾞｽｿﾌﾄｳｪｱ(1次･2次診断ﾊﾟｯｸ〔DOC-RC/SRC〕･

(株)構造ｼｽﾃﾑ)の提供価格変更について､資料1に基づ

き､事務局及びｿﾌﾄ提供会社担当の伊原氏より説明があ

った｡ 

・改正建築基準法によるｿﾌﾄのﾊﾞｰｼﾞｮﾝ管理の厳格化､利

用者ｻﾎﾟｰﾄに関する費用等の増加に伴い利用料につい

て､現行6,825円から13,650円(週/税込)に改定したい｡ 

 検討の結果､1次･2次診断ﾊﾟｯｸの価格改定について了

承し､1月15日に業務支援ｻｰﾋﾞｽのﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに告知する

と共に必要な事務作業を行うこととした｡ 

 なお､委員からｿﾌﾄの技術的な質問があり､回答は伊原

氏より文書(ﾒｰﾙ)で日事連を通じて行うこととした｡

併せてｾﾐﾅｰ等を開催する等､ｿﾌﾄの普及に努めて欲し

い旨を伊原氏に伝えた｡ 

2.21年度事業計画案について(資料2) 

事務局より､21年度事業計画案について説明があった｡ 

・法定団体としてふさわしい各種講習･研修制度の充実､建

築CPD情報提供制度の導入に係る情報提供･ｻﾎﾟｰﾄ､業務支

援ｻｰﾋﾞｽの普及推進､更には建築士事務所に関する情報収

集･分析等を進めていくこととしたい｡ 

○事務所協会会員事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ調査は､法定の年次

報告のﾃﾞｰﾀを活用できないか｡ 

－基礎的ﾃﾞｰﾀ調査は今年度行う予定がｼｽﾃﾑ構築段階で遅れ

ている｡年次報告ﾃﾞｰﾀの活用は､法定外使用や調査のた

めに構築中のｼｽﾃﾑとの整合性､調査時期の問題で難しい

のではないか｡ 

検討の結果､資料2について2.CPD情報提供制度導入､｢管理

講習･開設者研修｣(指定講習)の知事指定の継続要望に係る
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一部文言を修正し､日事連の当該委員会に諮ることとした｡ 

3.建築CPD情報提供制度への対応等について(資料3-1､資料

3-2) 

事務局より､建築CPD情報提供制度への対応等及び､制度を

理解するためのQ&A(資料3-2)について説明があった｡ 

・前回(10/15)委員会で単位会での取り組み体制等につい

て検討を行った｡その後､委員長と事務局でも協議し､当

委員会はもとより主として①､②について常任理事会で

の合意形成も必要であるとして当委員会で検討を行った｡ 

①建築CPD情報提供制度への参加について､単位会がﾌﾟﾛ

ﾊﾞｲﾀﾞとなることを日事連から依頼するのではなく､

地域の事情を勘案し､単位会の自発的な参加を呼びか

ける形で進めたいこと｡ 

②日事連が全国的に企画･開催する講習等は日事連がﾌﾟ

ﾛﾊﾞｲﾀﾞとして､単位会が主として行う講習会等は単位

会がﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞとなって講習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ申請･認定を行っ

ていきたいこと｡ 

・ﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞが負担するﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ認定手数料は､年間5万円(当

該年度3月まで･回数制限なし)､または1ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑごと5千

円である｡ 

・日事連を介した単位会のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ認定申請は､迅速な対応

が難しいため行わない｡ 

・日事連は単位会が制度へ参加する際は必要な情報提供な

どの協力を行うと共に講習会等のﾆｰｽﾞの把握を行い､必

要な講習等の企画につとめる｡ 

説明に続き､主に以下の発言等があった｡ 

○日事連を介してのﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ登録はできないか｡ 

○単位会の積極的な姿勢を示すためにも単位会がﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞ

登録を行った方がよい｡ 

○法定団体として積極的な建築CPD情報提供制度への参加

は必要である｡ 

検討の結果､単位会や制度を取り巻く状況を踏まえ､必要に

応じて制度参加への対応は見直すこととするが､基本的に

は資料3-1の方針で資料等は委員長一任として2月20日の常

任理事会に資料を提出することとした｡ 

4.大学院における実務経験の審査基準等について(資料4) 

佐野委員長より｢大学院実務経験審査委員会｣における､大

学院における実務経験の事前確認審査状況及び大学院にお

ける実務経験の審査基準(案)の検討状況等について報告が

あった｡ 

5.建築士定期講習について(資料5-1～資料5-3) 

事務局より主に以下の報告があった｡ 

・平成20年度の単位会ごとの基本計画(資料5-1)､ﾃｷｽﾄの

進捗状況として目次を確定する段階まで進んでいるこ

とについて報告があった｡(資料5-2) 

・講師説明会を東京で1月30日に､大阪で2月4日に開催す

ることとしている(資料5-3)｡開催時間が決まり次第単

位会へ連絡する｡なお､講師説明会と模範講習のDVDの作

成を予定している｡ 

6.管理建築士講習について(資料6-1～資料6-5) 

事務局より､管理建築士資格取得講習､管理建築士講習につ

いて主に以下の報告があった｡ 

・管理建築士資格取得講習は約3万4千人の受講があり申込

数に対して非常に高い受講率であった状況(資料6-1)等

について報告があった｡ 

・平成21年度上半期の単位会ごとの管理建築士講習実施計

画(資料6-2)､改正建築士法に係る政省令部分を追補した

ﾃｷｽﾄを作成したことについて報告があった｡(資料6-3) 

・管理建築士講習では､品質に関する科目の午前と午後の

時間配分を変更する旨の報告があった｡(資料6-4) 

・管理建築士が不測の事態で不在となる場合の特例措置と

して行われる臨時建築士講習(DVD講習)について､都道

府県の証明を添付した形で登録講習機関(財)建築技術

教育普及ｾﾝﾀｰが対応･開催することについて報告があっ

た｡(資料6-5) 

・開設者･属する建築士に対する研修については､講習及び

研修ｼｽﾃﾑ等整備ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑで基本的方向性が示されてい

るが､今後単位会等のﾆｰｽﾞ等の調査を行い､当委員会で
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具体的な方策について今後検討していくこととしたい｡

(参考-2) 

7.その他 

○次回教育･情報委員会日程について 

 次回委員会開催予定 

 平成21年2月26日(木)14:00～16:00 日事連会議室 

※状況により日程調整を行うこととした｡ 

 

■第2回 業務･技術委員会概要 

[日 時] 平成20年12月10日(水) 14:00～16:40 

[会 場] 日事連会議室 

[出席者] 

委員長:木村旭 副委員長:上野浩也 

委 員:冨田賢一､斉藤俊夫､安藤 誠､宮崎清史､伊藤光洋､ 

三原秀樹 

担当副会長:八島英孝 

特別出席:(有)日事連ｻｰﾋﾞｽ 中川孝昭 

日事連事務局:髙津､北野､恩田､吉田､鈴木､千浜 

{配付資料} 

資料1:平成20年度上半期事業報告 

資料2:賠償責任保険関係資料 

資料3:建築物に係る省ｴﾈﾙｷﾞｰ判断基準の改正についての

意見の提出依頼 

資料4:四会連合協定契約書式の改正版発行時期及び当面

の措置 

資料5:建築技術基準･建築制度運用調査委員会及び各WGの

発足について 

資料6:｢特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法

律｣関係資料 

資料7:ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの体制について 

資料8:中央建築士審査会-業務報酬基準(改定案)資料 

資料9:四会推奨標準様式｢重要事項説明書｣の作成及び解説

書の発行について 

資料10:(部外秘)工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員会･幹事会関係

資料 

資料11:平成21年度事業計画(案) 

議事1.平成20年度上半期事業報告について 

○事務局より資料1により業務･技術に関する上半期の8項

目の事業について報告がなされ､確認した｡ 

議事2.建築士事務所賠償責任保険制度の現状報告等について 

○(有)日事連ｻｰﾋﾞｽ･中川氏が特別出席し､資料2に基づいて

賠償責任保険制度の加入状況が報告された｡ 

・耐震診断事業の関係で東京会の加入が伸びている｡全体

としては前月比27事務所の増加である｡ 

・現在､士法改正に対応した保険内容の改訂作業を行って

いる｡構造(設備)設計一級建築士が法適合確認を行った

場合や住宅瑕疵担保保険制度へのﾌｫﾛｰができるよう検

討している｡ 

○次のような意見が出された｡ 

・加入率ｱｯﾌﾟと保障の充実の双方が望まれるが､加入率を

一挙にｱｯﾌﾟすることはむずかしい｡保険料が高くても保

障の充実を求める事務所もあると思われるので業務･技

術委員会で保険会社もまじえ､具体的に議論する必要が

ある｡ 

・事例としてこのような金額の保障がされたなどの具体例

を提示してほしい｡ 

→次回委員会で(有)日事連ｻｰﾋﾞｽより具体例を提出するこ

ととなった｡ 

議事3.建築物に係る省ｴﾈﾙｷﾞｰ判断基準の改正についての意

見の提出について 

○国交省建築指導課より意見提出の依頼のあった省ｴﾈﾙｷﾞｰ

判断基準及び届出書式の改正内容につき業務･技術委員

会としての意見のとりまとめ方法などを検討した｡ 

・現在提出されている単位会､業務･技術委員会､業務報酬

WG委員の意見などを上野副委員長がとりまとめ､12月15

日までに事務局宛送付することとした｡事務局でﾊﾟﾌﾞﾘｯ

ｸｺﾒﾝﾄの体裁にまとめ､業務･技術委員長名で国交省建築

指導課へ提出することとした｡ 
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議事4.四会連合協定 建築設計･監理業務委託契約約款の改

正作業の検討状況等について 

○四会連合協定 建築設計･監理業務委託契約約款の改正作

業の検討状況等につき資料4に基づき事務局より報告さ

れた｡ 

・業務報酬基準の改定告示に示される標準業務内容との整

合をはかるため､契約書式等の発行時期は平成21年2月

中旬以降となる｡ 

・現行の契約書式は11月28日の改正建築士法の施行後､同

法と整合しない部分が生じるため､11月28日以降に使用

する場合の注意点および改正建築士法第24条の8の｢書

面の交付｣の書式について建築設計関係四会のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

に掲載し対応を図った｡ 

議事5.建築技術基準調査委員会･建築制度運用調査委員会

の状況報告について 

○建築技術基準･制度運用調査委員会の発足と検討状況に

つき資料5により事務局より報告された｡ 

・日事連からは業務･技術委員会､構造技術専門委員会より

以下のように委員を派遣している｡ 

構造基準調査WG－西構造技術専門委員会委員長 

RC造SWG－太田構造技術専門委員会委員 

S造SWG－関構造技術専門委員会委員  

構造基準解説作成WG及びSWG－藤村構造技術専門委員会

委員 

基本問題調査WG－上野業務･技術委員会副委員長､西構造

技術専門委員会委員長 

・基本問題調査WGの当面の検討事項として日事連が提出し

た構造計算適合性判定業務の円滑化に係る3項目が挙げ

られている｡ 

議事6.住宅瑕疵担保責任保険の設計施工基準について 

○｢特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律｣の

施行(平成21年10月1日施行)に係る状況が資料6により

事務局より説明された｡ 

・今後は設計施工基準に基づいて設計段階より配慮してい

かないと保険を受けられない可能性が出てくる｡屋根の

勾配などはﾃﾞｻﾞｲﾝを制約するおそれもあり､国交省でも

改善できるところは改善していくこととして近く建築

関係団体に対して説明会を開催する予定である｡斉藤委

員が説明会に出席予定なので設計施工基準につき意見

等があれば斉藤委員宛提出する｡ 

・今後の進め方については､説明会後に問題点等を斉藤委

員がまとめ､各委員にﾒｰﾙで送付して意見交換をし､最終

的には委員長に一任することとした｡ 

議題7.ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想等について 

○国交省建築指導課より建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの構想が示さ

れ､地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰを事務所協会にお願いしたいとの要

請を受けた旨､資料7により事務局より説明された｡同課

では年内に対応を決めたいとのことである｡ 

・構造(設備)設計一級建築士は地方では資格者が少ないの

で紹介してもあまり意味がないのではないか､職員数の

少ない単位会には負担になるのではないかなどの意見が

出された｡対応については臨時常任理事会に一任するこ

ととした｡ 

議題8.業務報酬基準改定の状況について 

○中央建築士審査会において業務報酬基準(改定案)の審議

がなされ､最終的な告示として公示されるのは来年の1

月初旬となる予定であることを資料8により事務局より

報告した｡ 

・告示に示されない標準外業務は､通達等で大枠が示され

る予定｡ 

・解説書は(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰより3月頃に出され

る予定｡ 

議題9.四会推奨標準様式｢重要事項説明書｣の作成及び重要

事項説明解説書の発行について 

○四会推奨標準様式｢重要事項説明書｣の作成及び重要事項

説明解説書の発行について資料9により事務局より説明

された｡ 

・｢重要事項説明内容等検討会｣において四会推奨標準様式
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｢重要事項説明書｣を作成､10月31日より四会のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ

及び(財)建築行政情報ｾﾝﾀｰﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞよりﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞを開

始した｡ 

・重要事項説明解説書｢改正建築士法による重要事項説明

のﾎﾟｲﾝﾄ｣を11月20日に発行した｡ 

・日事連では､今後単位会､ﾌﾞﾛｯｸ協議会等で行われる講習

会等にそなえ｢｢重要事項説明のﾎﾟｲﾝﾄ｣講師説明会｣を開

催した｡ 

議題10.工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定の状況報告について 

○資料10により工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ案の策定の状況について

事務局より報告された｡ 

・ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝは12月末に公表される見通し｡3月中にはﾊﾟﾝﾌﾚｯ

ﾄ､ﾏﾆｭｱﾙ等が作成される｡ 

・工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ案は業務報酬基準の工事監理はこの程

度が望ましいということを示したもので必要最低限のも

のである｡ 

議題11.平成21年度事業計画(案)について 

○平成21年度事業計画(案)について資料11により以下の計

画が事務局案として示され承認した｡なお今後同案の修

正､追加が生じる場合は､委員長､副委員長に一任し､常

任理事会､総会に諮ることとした｡ 

1.建築設計･監理業務委託契約約款等改正についての対応 

2.業務報酬基準(建設省告示第1206号)の改定の普及お

よび調査研究 

3.工事監理業務ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ案の普及および調査研究 

4.構造技術基準調査委員会および建築制度運用調査委

員会についての対応 

5.建築士事務所賠償責任保険制度の加入促進 

 ○(有)日事連ｻｰﾋﾞｽとの連携強化 

6.業務･技術に関する講習の事業 

○建築士事務所の業務としての震災建築物の被災度区

分判定基準および復旧技術指針講習会の継続実施 

7.技術者人件費に関する調査研究 

8.耐震診断､耐震改修を実施する建築士事務所の情報提供 

9.その他､業務･技術に関すること 

○構造技術専門委員会と業務･技術委員会の連携につき､上

野副委員長より業務･技術委員会から構造技術専門委員

会への委員の出席あるいは構造技術専門委員会委員長

の業務･技術委員会への出席が必要ではないかとの意見

が出され､次回委員会で方針を決定することとした｡ 

◎次回委員会 

 平成21年2月25日(水)14:00～16:30  日事連会議室 

 

■第2回 広報･渉外委員会概要 

日  時 平成20年11月10日(月) 13:30～16:00 

会  場 日事連会議室 

出 席 者 

委員長･野呂敏秋､副委員長･横須賀満夫､ 

委 員･沖野 覚､新井典夫､吉田勝則､下西伊佐男､ 

山下卓治､国吉真正 

担当副会長･外木場久雄 

<配付資料> 

資料1:日刊建設通信新聞社からの特集企画提案への対応

及び国土交通省宛｢改正建築士法｣周知特集号発行

に係る協力について 

資料2:憲章ﾃﾞｻﾞｲﾝ(案) 

資料3:平成20年度上半期事業報告(案) 

資料4:改正法周知ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ残り業務 

議 事 

1.憲章ﾃﾞｻﾞｲﾝ(案)について 

改正法周知ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑでは､単位会に対し憲章ﾃﾞｻﾞｲﾝ(改行

箇所､書体､枠)を提示する必要があるとして､ﾃﾞｻﾞｲﾝ(案)の

検討を行い､資料2のとおり決定した｡なお､憲章ﾃﾞｻﾞｲﾝを使

用する際､憲章に単位会名を併記することについては単位

会の判断に任せること､制定年月｢平成20年5月｣について

は､憲章に含めた形で決定されているため､表示することが

了承された｡ 

本日決定した憲章ﾃﾞｻﾞｲﾝ(案)を11月常任理事会に報告する
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こととした｡ 

2.改正法周知ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑの進捗状況について 

事務局より､前回委員会報告後のﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑの作業状況の説

明を行った｡ 

前回委員会報告後の作業として①名刺･封筒等への｢○○建

築士事務所協会会員｣表示の推奨(9月29日)及び②日事連ﾎｰ

ﾑﾍﾟｰｼﾞに｢入会案内｣入口の設置(10月30日)が終了してい

る｡ 

残り業務については､順次作業に取りかかることとする｡ 

なお､｢略称(愛称)の検討｣については､時期をみて検討する

こととしているが､｢日事連｣という略称を積極的にPRした

ら良いのではないかとの意見が出された｡ 

また､作業項目にはないが､日事連ﾊﾞｯｼﾞのPRを会員へは会

誌で､単位会事務局へはﾊﾞｯｼﾞ販売の案内を定期的に行うこ

ととした｡ 

3.上半期事業報告(案)について 

事務局より､広報･渉外に関する平成20年度上半期事業報告

(案)を説明し､内容を協議した結果､以下の修正を行い常任

理事会に報告することとした｡ 

・｢建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施｣に関する項目に､以下の一

文を追加する｡ 

ｾﾐﾅｰﾃｷｽﾄ｢安心して家を建てるには｣については､平成21

年度に内容を改訂することとした｡ 

4.日刊建設通信新聞社からの特集企画提案への対応及び国

土交通省宛改正建築士法周知特集号発行提案に係る協

力について 

日刊建設通信新聞社から､来年1月5日に日事連及び単位会

が法定団体となることについての記念特集号の企画の申し

出があった｡ 

 目 的  行政､建築･土木関係団体､設計事務所等に建

築士事務所協会及び連合会が法定団体とな

ることを正しく理解してもらう｡ 

 頁 数  2頁＋特集部分の別刷り(1万部) 

内容(案) 金子国土交通大臣ｺﾒﾝﾄ､対談(井上建築指導

課長･三栖会長)､関係団体会長ｺﾒﾝﾄ､改正建

築士法のﾎﾟｲﾝﾄ 

 発行日  12月中旬 

 費 用  105万円＋別刷り10万5千円 

会長より､広報活動の一環として本委員会で議論してほし

いとの要請があったこと､また費用については上半期監査

会で予算更正を行い､広報費の上乗せをして対応できる旨

事務局から説明があり､協議の結果､以下のとおり決定し

た｡ 

・特集を組むことについては了承する｡ 

・新聞社提案の紙面内容に加えて､一般消費者が読んでも

わかるような内容を盛り込んだ記事を掲載する｡ 

・追加記事の具体的内容については､野呂委員長と事務局

で相談の上決定する｡ 

また､日刊建設通信新聞社が国土交通省に対して企画提案

している､建築士制度の広報に係る経費負担に協力する旨

の説明が事務局よりなされた｡ 

次回委員会 平成21年1月20日(火) 13:30～16:00 
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■ 行事予定 

※行事日程は中止・変更等になることがございますので 

 ご了承ください。 

平成２１年 

  ２月１８日 総務・財務委員会 

２０日 常任理事会 

２３日 改正法周知ワーキングチーム 

２５日 業務・技術委員会 

２６日 教育・情報委員会、 

    四会連合協定建築設計･監理業務委託契

約約款改正検討委員会  

  ３月 ２日 臨時常任理事会 

３日 建築設計制度等対応特別委員会 

 ６日 理事会、政研役員会 

 ９日 構造技術専門委員会 

１３日 四会連合協定建築設計･監理業務委託契

約約款改正検討委員会 

２４日 指導運営委員会 

３０日 予算総会、全国会長会議、常任理事会、 

    政研総会 

   （八重洲富士屋ホテル） 
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■第8回 全国大会実行特別委員会(東京開催)概要 

日 時 平成20年12月19日(金) 15:00～17:00 

会 場 日事連会議室 

出席者 三栖委員長､西倉委員､吉川委員､宮原委員 

欠席者 大内副委員長､山崎委員､荻原委員 

事務局:髙津専務理事､北野常務理事､恩田､鈴木､前田､戸谷 

千浜､松谷 

1.議題 

1)第33回建築士事務所全国大会(東京開催)事業報告･収支

報告について 

事務局より､第33回建築士事務所全国大会の実施報告及び

収支報告等について資料1によって説明がなされた｡各表

彰､参加者数および収支決算の概要は次のとおりであった｡ 

・日事連建築賞 

国土交通大臣賞1作品､日事連会長賞1作品､優秀賞6作品

(一般建築部門4作品､小規模建築部門2作品)､奨励賞9作

品(一般建築部門4作品､小規模建築部門5作品) 

・功労者表彰及び特別功労者表彰 

年次功労者 日事連推薦4名､単位会推薦38名 

特別功労者 4名 

・式典･ﾊﾟｰﾃｨ出席者  

単位会参加数740名  

(招待者内訳)金子恭之国土交通副大臣､和泉洋人住宅局

長他国土交通省関係者､住宅金融支援機構､関係団体等､

賛助会員､事業関係 合計85名 

・収支決算 収入合計19,775,668円 支出合計19,775,668円 

続いて､事務局より各委員や事務局から寄せられた第33回

全国大会に対する主な意見の報告がなされた｡全体として

は概ね好評ではあったが､ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの時間配分やﾊﾟｰﾃｨの際

のﾏﾅｰなどについての改善が必要との意見が出された｡ 

大会の総括と反省を行うと共に､ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ､大会式典､記念

ﾊﾟｰﾃｨ等の全体の運営方法等､大会参加者への誘導及び来賓

に対する配慮も含め､次回以降の大会に向けて検討してい

くこととした｡ 

2)平成22年度･第35回建築士事務所全国大会(東京開催)の

実施について 

事務局より､平成22年度･第35回建築士事務所全国大会(東

京開催)の実施について資料2によって次のような運営方針

案､委員構成案などが示され､検討事項等の説明がなされ

た｡委員構成については､当日の大会運営をより円滑に行う

ため委員の増員を図ることなどの変更が提案され了承され

た｡ 

○具体的な運営方針 

・開 催 日 (第1候補日)平成22年10月15日(金) 

      (第2候補日)平成22年10月1日(金) 

・参加人数 大会参加及び記念ﾊ゚ ｰﾃｨともに800名程度とする｡ 

・会 場  大会式典及び記念ﾊﾟｰﾃｨともに帝国ﾎﾃﾙ(東京･

日比谷) 

・参加費  大会式典及び記念ﾊﾟｰﾃｨ併せて12,000円 

・予 算  大会参加費の合計と大会運営費の日事連支出

1,100万円とする｡ 

・運営体制 日事連事務局､近県へ協力依頼 

○委員構成 

委員長 日事連会長 (従来通り)      

委 員  日事連副会長(従来通り) 

委 員  東京会副会長2名(副会長2名から役員2名へ変

更) 

委 員  神奈川会副会長1名(副会長1名から役員2名へ

変更) 

委 員  千葉会副会長1名(副会長1名から役員2名へ変
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更) 

委 員  埼玉会副会長1名(副会長1名から役員2名へ変

更) 

3)第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)運営特別委員会

の設置及び委員構成の決定について 

事務局より､第34回全国大会運営特別委員会の設置目的､委

員構成､運営方法､設置期間等について資料3によって説明

がなされた｡ 

委員構成については､日事連副会長を委員長､愛媛会会長を

副委員長とする他､第33回全国大会特別委員会委員より1名

選任されることになっており､協議の結果､大内副委員長を

選任することとした｡ 

(配付資料) 

資料1:第33回建築士事務所全国大会(東京開催)事業報告･

収支報告について 

資料2:平成22年度･第35回建築士事務所全国大会(東京開

催)の実施について 

資料3:第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)運営特別委

員会の設置及び委員構成の決定について 

 

■第1回 全国大会運営特別委員会概要 

日 時 平成21年2月3日(火)13:30～15:20 

会 場 日事連会議室 

出席者 

 委 員 長 山本茂男(高知) 

 副委員長 中岡数夫(愛媛) 

  委   員 佐々木世希(愛媛)､眞木政經(愛媛)､ 

松井健治(大分)､大内達史(東京)､ 

田畑光三(福島) 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ  渡辺光司(福島) 

事務局 髙津専務理事､北野常務理事､恩田､前田､松谷 

○山本委員長､中岡副委員長の挨拶並びに委員の自己紹介

が行われた｡ 

1.協議事項 

(1)第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)事業計画につ

いて 

①委員会及び事務局の大会当日までのｽｹｼﾞｭｰﾙについて 

事務局より､委員会及び事務局の大会当日までのｽｹｼﾞｭｰﾙ

について資料1によって説明がなされ､大会当日までの準

備事項等のｽｹｼﾞｭｰﾙの確認をした｡ 

②愛媛大会実施要項(案)について 

佐々木委員より､大会実施要項(案)について資料2によ

って説明がなされた｡ 

今大会では、埼玉大会、大分大会にならいﾊﾟｰﾃｨ参加費

を1万円と設定したが、実際には一人当たり約2万円か

かるとの報告があり、今後、全国大会を開催する単位

会にかかる負担を考え、ﾊﾟｰﾃｨ参加費の見直しを検討す

べきとの意見が出された。 

また、大会ｽﾛｰｶﾞﾝの「永久」にふりがなを付けてはど

うかとの提案があり、検討の結果、ﾊﾟｰﾃｨ参加費につい

ては12,000円に、大会ｽﾛｰｶﾞﾝの「永久」には「とわ」

とふりがなを付けることを決め、修正した大会実施要

項（案）を常任理事会に諮ることとした。 

 (愛媛大会概要) 

・大会ﾃｰﾏ     

 建築に夢､地球に愛 

・大会ｽﾛｰｶﾞﾝ 

 夢～愛､永久
と わ

との絆･建築創生 

・大会期日 

 平成21年10月9日(金) 

・大会会場 

 愛媛県県民文化会館(ひめぎんﾎｰﾙ) 

・参加費 

 大会参加費 4,000円 ､記念ﾊﾟｰﾃｨ参加費 12,000円 

・記念講演 

  『ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ』 

  ｢いで湯と城と文学のまち･日本一のまちづくり｣ 

 夏井いつき､松本啓治､大木正治､らくさぶろう､三栖邦博 
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 『記念講演』  

 外尾悦郎(九州大学客員教授､ｻｸﾗﾀﾞﾌｧﾐﾘｱ主任彫刻家) 

・収支予算 

  収入合計62,000,000円 支出合計62,000,000円 

③大会参加予定者数調査について 

眞木委員より､大会参加予定者数予備調査について資料

3によって説明がなされた｡事前に単位会からの大会及

び記念ﾊﾟｰﾃｨの出席予定者の概数把握をしておくため､2

月中に愛媛会より単位会宛に調査依頼を行い､3月末日

までに回答をもらうこととした｡ 

2.次回委員会の開催について 

  次回委員会の開催は､7月28日(火)13:30～16:30とした｡ 

(配付資料) 

資料1 委員会及び事務局の大会当日までのｽｹｼﾞｭー ﾙについて 

資料2 大会実施要項(案)について 

(参考)  第32回建築士事務所全国大会(大分大会)収支計

算書､次第等 

資料3 第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)の参加予

定者数の予備調査について 

 

■第38回 建築設計制度等対応特別委員会概要 

日   時  平成21年2月6日(金) 10:00～12:20  

会   場  日事連会議室 

出 席 者 

 委  員  長 三栖 邦博 副委員長 岡本  賢 

 委   員 小林 志朗､榊原 信一､佐々木宏幸､ 

望月 淳一､髙津 充良 

 特別出席 宮原 浩輔 

事 務 局:北野､恩田､吉田､鈴木､上原 

(欠 席 者 委員 佐野 吉彦) 

<配付資料> 

資料1-1:工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員会･幹事会関係資料 

資料1-2:工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)に対する意見書(事務局

案) 

資料2:設計者のための法適合確認検討会関係資料 

資料3:｢新しい業務報酬基準｣の解説書 構成について 

議事1.工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)のﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの対応につい

て (資料1-1､資料1-2) 

岡本副委員長より工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員会･幹事会の

報告､佐々木委員より内容の詳細な報告があった｡ 

・工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)に関するﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄの募集が2月

16日まで行われている｡日事連としての対応も検討する

必要がある｡ 

・工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)解説書(建築士向け)のｲﾒｰｼﾞ及び

ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ/ﾘｰﾌﾚｯﾄ･(建築主向け)が策定委員会･幹事会で

検討されており､本年3月に配布される予定である｡ 

・解説書及びﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ/ﾘｰﾌﾚｯﾄにもQ&Aが記載される予定で

あり､検討が行われている｡ 

 続いて工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)解説書･ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ等に関する

意見､工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)(ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ)に対する意

見書の各事務局案等について吉田調査役より資料につ

いて説明があった｡ 

以上の報告･説明に続いて主に以下のような発言があった｡ 

○ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ/ﾘｰﾌﾚｯﾄには､建築士事務所や建築士事務所に所

属する建築士の概念及び事務所に所属する建築士が工

事監理を行うことをわかりやすく明記する必要がある｡ 

○施工図を工事監理者がどの程度までﾁｪｯｸする必要がある

かは､これまでも随分議論があり､｢品質記録の確認｣と

なった経緯がある｡ 

○工事監理の方法における｢施工図の確認｣､｢施工計画の確

認｣の意見について､設計図書に定めのある施工図を作

成しているか否か､設計図書と整合しているか否か確認

しないと､その施工図をもとに施工し､施工図と施工が

整合していることの品質記録を見ただけで工事と設計

図書を確認したことに変えてしまってよいのか｡ 

○告示後の主要都市で行った説明会では､設計図書との照

合は､具体的に施工図は作られており､これで確認が合

理的である場合は施工図を使ってよいという説明があ
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り､施工図の取扱いについて委員会･幹事会で議論する

ためにも意見した方がよい｡ 

○｢施工図､施工計画書等と設計図書の整合性を確認してい

ることが前提となる｣ことは施工者が確認する場合もあ

れば､工事監理者が確認する場合もある､これは｢設計図

書の定めによる｣ということでよい｡ 

検討の結果､工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)解説書ｲﾒｰｼﾞ及びﾊﾟﾝﾌﾚｯ

ﾄ/ﾘｰﾌﾚｯﾄｲﾒｰｼﾞについては､本委員会の検討内容及び委員

会･幹事会の意見等を踏まえて佐々木委員がとりまとめた

資料を当委員会委員にﾒｰﾙで意見照会することとし､意見等

があれば､佐々木委員へﾒｰﾙで連絡し､佐々木委員がとりま

とめの上､2月26日の委員会･幹事会に意見を出すこととし

た｡ 

また､工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)(ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ)に対する意見書

については､本日の検討内容を踏まえ､修文して､会長名で

提出することとした｡ 

※その後の文書修正の協議において、認識の再整理を行っ

た結果、その必要性が弱くなったため、文書により委

員長の了解を得て意見書は提出しないこととなった。 

議事2.設計者のための法適合確認ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定について

(資料2) 

平成21年1月29日に第1回が開催された設計者のための法適

合確認検討会について特別出席の宮原氏より報告がなされ

た｡ 

・当初は｢設計者のための法適合確認ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定委員会｣

(仮)としての招集だったが｢設計者のための法適合確認

検討会｣として第1回が開催され､委員会の目的､検討体

制､ｽｹｼﾞｭｰﾙ等の概要説明があった｡ 

・5月27日から適用される構造/設備一級建築士制度におけ

る関係規定への適合確認について､対象となる建築物の

考え方､具体的な運用について検討し､円滑な運用が図

られるための方策をとりまとめ､講習会等の周知を行う

こととして成果物としてﾃｷｽﾄを作成することとしてい

る｡ 

・次回は2月27日｡3月末までに国へ運用について報告(ｶﾞｲ

ﾄﾞﾗｲﾝ的成果物含む)､4月以降講習会を含め､周知が開始

される予定である｡ 

宮原氏が引き続き次回も当委員会に出席し､検討会等の報

告を行い､日事連の対応について検討することとした｡必要

があれば逐次委員に意見照会･情報提供をおこなうことと

した｡ 

議事3.国土交通省告示第15号(業務報酬基準)の解説書の進

捗状況について(資料3) 

国土交通省告示第15号(業務報酬基準)の解説書の進捗状況

について佐々木委員より報告がなされた｡ 

・｢新しい業務報酬基準｣の解説書を業務報酬基準再開WGで

検討を行っており､9日のWGで追加業務及び記載内容Q&A

対応の検討を終了し､解説書に反映させ25日WGでｹﾞﾗを

確定する予定｡3月下旬より講習会を開催する予定｡ 

・解説書を国土交通省監修とする予定だが､内容の解説で

はなく､例示程度として記載分量を少なく掲載すること

となることが想定されている｡監修にならない場合(財)

建築技術教育普及ｾﾝﾀｰ名で委員会名が記載されると考

えられる｡ 

検討の結果､解説書については､記載されるべき内容がなけ

れば､新たな解説書が必要となってしまうため､監修せずに

団体名を記載する方向とした｡また､資料3のP.39｢新たな業

務報酬基準における業務の位置づけ｣の図は､｢※設計前の

段階において実施されていることが前提｣の部分はすでに

削除されているはず｡調査､企画等に係る業務は設計前段階

のみではないこととして図式を修正する必要がある｡局長

通達と整合していない部分をWGでのべることとした｡ 

WG資料ﾃﾞｰﾀを当委員に送付し､2月25日のWGに間に合うよう

に佐々木委員へ意見を提出することとした｡ 

議事4.その他 

○公共建築積算要領の見直しが行われている｡設計3会と

して依頼度について見直しの要望をしている｡その後の

状況について2月10日に国を交えて公共建築設計懇談会
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意見交換会を行うことにしており､日事連からは岡本副

委員長､佐々木委員が出席することとしているため､今

後の委員会で報告することとしたい｡ 

○次回委員会日程 

 平成21年3月3日(火)9:30～12:00 日事連会議室 

 

■独立行政法人住宅金融支援機構 

 適合証明業務登録制度運営委員会概要 

日 時  平成21年2月12日(木)11:00～12:00 

会 場    日事連会議室 

出席者 

運営委員会委員 

委員長 住宅金融支援機構 理事        合田純一 

委 員 国土交通省 住宅局建築指導課長   井上俊之 

             代理出席:同課企画専門官   宿本尚吾 

 〃 住宅金融支援機構 審査部住宅審査室長 池田和政 

 〃 住宅金融支援機構 審査部住宅審査室 

                        検査指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 城野敏江 

  〃  住宅金融支援機構 業務推進部 

                        業務推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 古賀秀敏 

 〃 沖縄振興開発金融公庫総務部長     上関克也 

         代理出席:同部企画調整課  狩俣利奈 

  〃 (社)日本建築士事務所協会連合会 会長 三栖邦博 

 〃 (社)日本建築士会連合会 専務理事   山中保教 

             代理出席:総務部長    木村行道 

(欠席 国土交通省住宅局総務課 民間事業支援調整室長 

                      瀬口芳広) 

    住宅金融支援機構 審査部住宅審査室 

        検査指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 総括調査役 藤野晶成 

日事連事務局 髙津、北野、恩田、鈴木、前田 

〈提出資料〉 

資料1:平成21年度適合証明業務登録機関事業計画(案) 

資料2:平成21年度適合証明業務登録機関特別会計収支予

算書(案) 

資料3:平成20年適合証明技術者の新規･更新登録者集計

一覧 

参考:平成21年1月制度改正事項の業務講習会について 

◎出席者紹介 

◎冒頭､合田委員長より住宅金融支援機構の近況状況報告 

議題1.平成21年度事業計画及び収支予算について 

○日事連事務局長より､資料2及び資料3に基づいて説明が

なされた｡ 

・平成21年度事業計画(案)については､住宅金融支援機

構審査部の担当者と確認をとりつつ計画を立案した｡

平成21年度は定期の新規･更新登録の受付年度にあた

らず､通常業務として計画をたてている｡ 

・平成21年度収支予算書(案)については､収入の部にお

いて､追加登録者を100名見込み計上した｡ 

 また､特定預金取崩収入の中で､財政安定積立預金取崩

収入4,000万円を計上し､当年度の支出に充てることに

した｡ 

〔質疑〕 

・財政安定積立預金は現在どのくらいの預金があるか｡ 

－平成21年3月末の決算で約4,700万円を推定している｡ 

・日事連の3会計のうち､適合証明業務特別会計の支出で

人件費､事務所費の負担割合を22%としているが､今後

会計の収支のﾊﾞﾗﾝｽを考え､妥当性のある負担割合を今

後検討していただきたい｡ 

－適合証明業務特別会計の支出において人件費､事務所

費の負担割合は､平成9年から日事連全体の収入割合を

換算して22%に按分してきている｡ 

 登録制度は以前､平成6年には特定業務事務所登録とは

別に優良中古ﾏﾝｼｮﾝの登録制度が創設され､2本の登録

制度が存在していた｡同登録制度は､平成9年の登録を

最後に終了し､平成12年度から1本化されることにより

収入が減るということを勘案して22%の按分にしてい

る｡ 

 過去の推移でみると､平成9年～19年の11年間の収入わ
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平均では､約21.9%となり､約22%になっているというこ

とで､その点では見込みどおりの収入割合となってき

ている｡ 

この按分については､時期も経過してきたので､今後見

直しをしていきたいと考えている｡但し､短い期間で按

分をその都度変えていくのは会計上好ましくないとい

うことも考えている｡ 

負担割合については､次年度の課題として実状を精査

して検討していくこととする｡ 

○協議した結果､資料1及び資料2に基づき原案の通り承認

した｡ 

議題2.その他 

○平成20年度適合証明技術者の登録状況について 

日事連事務局より､資料3を提出し､各都道府県別の建築

士及び建築士事務所の登録状況について報告がなされ

た｡ 

〔質疑〕 

・新規の登録者が16.2%となっているが､どのような広報

等で登録受付があることを知ったか､また､どのような

理由で登録をされたか｡このことを調査して､今後の新

規登録者を増やす方法として参考にできるのではと思

われる｡ 

－調査方法としては､登録講習時にｱﾝｹｰﾄを回収している

ので､今後の講習時に前記項目を作り調査していくこ

ととする｡ 

○平成21年1～2月に行っている制度改正事項の適合証明技

術者業務講習会について､住宅金融支援機構より参考資

料を提出し､参加状況等について報告がなされた｡ 

 

 

 

 

 

 

 

■ 行事予定 

※行事日程は中止・変更等になることがございますので 

 ご了承ください。 

平成２１年 

３月１８日 四会連合協定建築設計･監理業務委託契約

約款改正検討委員会、 

政研監査会 

２４日 指導運営委員会 

３０日 通常総会（予算総会）、全国会長会議、

常任理事会、政研総会 

（八重洲富士屋ﾎﾃﾙ） 

４月 ３日 会誌編集専門委員会 

 ９日 建築設計制度等対応特別委員会 

１３日 構造技術専門委員会 

１４日 広報・渉外委員会 

１５日 四会連合協定建築設計･監理業務委託契約

約款改正検討委員会 

２２日 教育・情報委員会 
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■平成21年3月 通常理事会概要 

1.日  時 平成21年3月6日(金)13:30～16:00 

2.会  場 日事連会議室 

3.理事会構成者数及び出席者数 

理事会構成者数  34名 

 出 席 者 数  30名(内､表決委任状提出者7名含む) 

4.出席者及び欠席者の氏名   

 出席者 

  会  長  三栖邦博 

  副 会 長  山本茂男､本澤宗夫､鈴木誠一､ 

外木場久雄､八島英孝 

  専務理事  高津充良 

  常務理事  北野芳男 

常任理事  佐野吉彦､野呂敏秋､原田照行､ 

髭右近外嘉､山田美光     

  理  事  秋野卓生､上野浩也､上原伸一､大野和男､ 

河野久､野呂幸一､水庭武宣､ 

宮原克平､村山髙文､横須賀満夫､ 

  監  事  大内達史､岡田利一､速水可次   

 欠席者(表決委任状提出者) 

副会長:山崎善利 

理 事:浅野善治､計良光一郎､定行まり子､須賀川勝､ 

馬場錬成､割田正雄 

  欠席者  

常任理事:木村 旭 

理事:水谷達郎､森野美徳､山中保教 

事務局 恩田利昭事務局長､戸谷泰子広報･渉外担当課長､ 

鈴木雅之業務課長､前田敏明総務課長､ 

吉田 茂調査役 

5.議  事 

(1)議事録署名人の選任 

議事録署名人に以下の理事が選任された｡ 

  原田照行常任理事､山田美光常任理事 

(2)議決事項 

1)常任理事会専決事項の承認の件 

(平成21年2月20日､常任理事会決定) 

常任理事会専決事項の内容について､担当委員長及び

事務局よりつぎの説明がなされた｡ 

     ①日事連建築賞募集要項及び日事連建築賞選考委員会

委員の決定の件 

日事連建築賞募集要項の一部改正及び日事連建築

賞選考委員会委員について資料1の通り決めた｡ 

募集要項の主な改正内容は､年度が変わったことに

より対象となる建築物の竣工年月日の期間､応募締

切日等の変更を行ったこと､また､選考委員会委員

関係では委員の石川哲久氏を柳沢厚氏に変更し､他

の委員全員を再任した｡近年日事連建築賞への応募

単位会数が横這いの状況である｡同賞は会員事務所

の資質向上のための重要な事業と位置づけ､応募の

促進を図るため今回､新たに同賞の募集要項ｶﾗｰﾊﾟﾝ

ﾌﾚｯﾄを作成し､全ての単位会から応募がなされるよ

う地元で積極的に広報するために､各単位会へ配布

した｡また､配布した募集要項ｶﾗｰﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄをこの応

募の機会に未加入事務所の加入の促進活動に有効

活用していくこととした｡ 

②｢建築CPD情報提供制度｣の活用方針の決定の件 

｢建築CPD情報提供制度｣の活用方針について資料2

の通り決めた｡ 

建築に係るCPDについては､建築関係団体で自主的

に行っているCPD制度が､各団体で個別に運営がな
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されている｡しかし､本連合会にはCPD制度を設けて

いないため､今後どのようにCPDに取り組んでいく

かが課題となっている｡このような状況のなか関係

団体による既存のCPD制度を活用･統合した｢建築

CPD情報提供制度｣(事務局:(財)建築技術教育普及ｾ

ﾝﾀｰ)が平成18年に創設されている｡これは､建築士

等の研修としてふさわしい講習等を予め認定し､そ

の情報を公開するとともに､制度参加登録者が､認

定された講習等に出席した記録を統合的に管理し､

必要に応じてその実績を証明する制度であり､建築

等関係団体により構成される｢建築CPD運営会議｣で

運営している｡ 

同制度は､国土交通省が官庁営繕事業における設計

及び工事監理業務の受注者選定に､また､一部の地

方公共団体においても､設計者選定の評価で同制度

の受講実績評価の活用をするなど年々同制度の活

用が拡大している｡ 

このような背景から､常任理事会では教育･情報委

員会での提案を受けて､本会のCPDへの取組み方針

として､当面､同制度の活用が､建築士事務所に所属

する建築士にとって将来的に有意義なことである

と判断し､これを活用することとした｡同制度の活

用のうち､日事連及び単位会が実施する講習のﾌﾟﾛ

ｸﾞﾗﾑ認定申請に係る業務については､資料2の方針

で対処することとした｡ 

議長より､以上の常任理事会で決定した①及び②の議

案について諮ったところ､異議なく､これを承認した｡ 

2)設備設計一級建築士制度についての今後の対応の承認

の件 

専務理事より､建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの動き及び設備設

計一級建築士制度についての今後の対応について資

料3によって次の趣旨の概要説明がなされた｡ 

昨年12月に国土交通省より､改正建築士法の円滑な施

行のため､日事連及び単位会に対しｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ構想へ

の協力要請があった｡日事連では12月22日に臨時常任

理事会を開催し､対応を協議した結果､①中央及び地

方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの設置には協力する｡②設備設計一級建

築士制度への対応については､各ﾌﾞﾛｯｸで協議し､集約

した意見をもって2月の常任理事会で協議することと

なった｡その後ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰについては､本年1月19日に

一般社団法人新･建築士制度普及協会が設立され中央

ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの中核機関として設立された｡会員は日事

連を含む建築関係9団体で構成され､会費は平成20年

度より毎年20万円で､事業は主として設計･法適合確

認の支援､建築士法等の相談対応､制度の普及等であ

る｡1月28日には建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ業務説明会が開催

され､日事連及び各県の建築士事務所協会から参加

し､国交省､ICBA及び新法人が主に地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの業

務内容､契約手続等について説明がなされ､2月中旬の

設置を要請し､2月16日を最後に全ての都道府県で建

築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰが開設された｡ 

次に改正建築士法の設備設計一級建築士制度の円滑

な施行への対応については､2月20日の常任理事会、

さらに追加して開催した3月2日の臨時常任理事会で

各ﾌﾞﾛｯｸ協議会からの意見や同制度への他団体の動向

及び与野党の国会情勢などを基に協議がなされ、常

任理事会としての対応方針を次のとおり決定した｡ 

①法適合確認支援団体に対する支援等､中央ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀ

ｰの機能強化､②法適合確認ﾏﾆｭｱﾙの早期提示､③公共

建築における発注者の対応の適正化､④地方における

設備設計一級建築士の数の確保のための継続的な取

組の強化､⑤制度の施行に関する状況の継続的な把握

と建築士事務所の業務に支障が生じないための対応

策の実施｡ 

以上の事項を骨子とする要望書をまとめ､国土交通省

に対し速やかに同制度の円滑な施行に向けて要望す

ることとし､その文言については会長及び事務局に一

任することとした｡次に外木場副会長から､常任理事
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会では各ﾌﾞﾛｯｸ協議会から数多くの意見が出された

が､諸般の状況から法の施行延期の要望はせずに､国

土交通省宛に設備設計一級建築士制度の運用等の改

善要望を提出することによって､現実的な対応をとる

こととした旨の補足説明があった｡ 

議長より､設備設計一級建築士制度についての今後の

対応方針について諮ったところ､異議なく､これを承

認した｡ 

 3)第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)実施要項(案)

について 

第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)実施要項

(案)について山本全国大会運営特別委員長より､資料

4によって次の趣旨の説明がなされた｡ 

大会ﾃｰﾏ｢建築に夢､地球に愛｣､大会ｽﾛｰｶﾞﾝ｢夢～愛､永

久との絆･建築創生｣として平成21年10月9日に松山市

で開催する｡ 

大会行事はﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ､記念講演､大会式典､日事

連建築賞展示､記念ﾊﾟｰﾃｨが予定されている｡また､大

会参加費4,000円､記念ﾊﾟｰﾃｨ参加費12,000円とし､収

支予算総額は6,200万円となっているとの説明がなさ

れた｡ 

議長より､同議案について諮ったところ､異議なく､資

料4のとおりこれを承認した｡ 

 4)APECｱｰｷﾃｸﾄ中央評議会の事務局経費の負担について 

   APECｱｰｷﾃｸﾄ中央評議会の事務局経費の負担について

は､平成20年度に求められる事項としてﾒｷｼｺが事務局

を担当した2007及び2008年の2ｶ年分の経費の日本負

担分のうち､関係団体として応分負担としての94,368

円を負担すること｡また､平成21年度以降についても

同様の分担割合で毎年負担することなどが､専務理事

より資料5によって説明がなされた｡ 

議長より､同議案について諮ったところ､異議なく､資

料5のとおりこれを承認した｡ 

  5)建賠保険制度の推進に係る専門委員会の設置の承認

の件 

   建賠保険制度の推進に係る専門委員会の設置につい

て資料8により､常務理事から次の趣旨の説明がな

された｡ 

日事連構成員事務所に対し建賠保険(建築士事務所

賠償責任保険)への加入の普及及び日事連ｻｰﾋﾞｽと

の連携を図る他､建賠保険制度内容の改善等につい

て継続的検討を行うことを目的として業務･技術委

員会の下に(仮称)建賠保険等調査専門委員会を設

置したい｡委員構成は業務･技術委員会担当副会長､

副委員長､総務･財務委員会委員長及び東京会､大阪

会､千葉会､神奈川会所属の委員等で構成される｡任

期は2年とし､年間3～4回程度開催予定である｡ 

これに関連し､改正士法で規定された法適合確認業

務が建賠保険の対象となるかどうか､場合によって

は同保険の制度改善が必要となるのではないか注

意して行く必要があるとの意見があった｡ 

議長より､同議案について諮ったところ､異議なく､

資料6のとおりこれを承認した｡ 

  6)第51回通常総会議案の承認の件 

①平成21年度事業計画の承認の件(第1号議案) 

平成21年度事業計画案について資料7により各常

置委員会委員長及び専務理事から次の趣旨の説

明がなされた｡ 

   本年度は､建築士法に規定された団体としての事

業や様々な課題に単位会及び関係団体と連携し

て取組み､建築士事務所の健全な発展と消費者の

信頼性の向上を図るための各種活動を通じて､団

体による自律的な監督体制の確立に向けて活動

する｡ 

また､改正建築基準法､改正建築士法等の円滑な

施行に向けての活動を引き続き行う｡  

主な事項としては､管理建築士講習及び所属する

建築士のための定期講習の実施協力機関として
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の実施､建築士事務所に対する苦情相談の実施､

改正建築士法等の周知及び広報活動､建築士事務

所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業等を実施する｡ 

議長より､平成21年度事業計画について諮ったと

ころ異議なく､資料7のとおりこれを承認し､第51

回通常総会で第1号議案として提案することを決

定した｡ 

   ②平成21年度収支予算の承認の件(第2号議案) 

平成21年度収支予算案について各科目の収支予

算案の説明及び一般会計と2つの特別会計の3会

計合計の収支について資料8によって事務局より

説明がなされた｡ 

3会計の収支予算案合計は､事業活動収入では､会

費収入179,310,000円､事業収入142,530,000円､雑

収入､2,320,000円､特定預金取崩収入70,050,000円､

合計394,210,000円となっている｡事業活動支出

では､事業費305,110,000円､管理費99,240,000円

､特定預金支出26,710,000円､合計431,060,000円

となり､予備費支出は7,150,000円､前期繰越収支

差額44,000,000円となっている｡ 

議長より､平成21年度収支予算について諮ったと

ころ異議なく､資料8のとおりこれを承認し､第51

回通常総会で第2号議案として提案することを決

定した｡ 

  7)第51回通常総会等の日程及び運営について 

事務局より､第51回通常総会等の日程及び運営につ

いて資料9により次の概要説明がなされた｡ 

平成21年3月30日(月)  

会場:八重洲富士屋ﾎﾃﾙ2F･桜の間 

11:00～13:15 3月常任理事会(3F･紅葉の間) 

13:30～15:30 第106回建築士事務所協会全国会長

会議 

15:35～16:15 第51回通常総会 

(平成21年度予算総会) 

16:20～17:00 第35回日事政研総会 

議長より､同議案について諮ったところ異議なく､

資料9のとおりこれを承認した｡ 

 (3)報告事項 

 1)最近の建築関係に係る国等の動向について 

最近の建築関係に係る国等の動向について､主として

①建築等を通じた良好な景観形成･まちづくり推進協

議会の設立等､②設計者のための法適合確認検討会､

③業務報酬基準関係､④工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定､⑤

住宅瑕疵担保履行法責任保険の設計施工基準等の動

きについて資料10によって､専務理事より報告がなさ

れた｡ 

 2)法定講習の実施状況について 

法定講習(管理建築士講習､建築士定期講習)の既に実

施した講習受講者数及び今後実施する講習受講受付

人数等の実施状況等について資料11によって事務局

より報告がなされた｡ 

 3)岐阜県での管理建築士講習の実施について 

昨年11月岐阜県建築士事務所協会より本連合会に対

し､岐阜県での管理建築士講習の実施について講習実

施委託費の増額のお願い文書が送付された｡この件に

ついて会長等と協議し､昨年12月､本連合会より岐阜

県建築士事務所協会に対し､条件内容の変更はできな

い旨の回答を行った｡その後本年1月に岐阜県建築士

事務所協会より平成21年度の管理建築士講習の実施

を従来と同一条件で日事連より受託する旨の回答が

あったことの報告が資料12によって､事務局よりなさ

れた｡ 

4)第33回建築士事務所全国大会(東京開催)の実施結果報

告について 

  昨年10月3日に開催した､第33回建築士事務所全国大会

(東京開催)の実施結果について､大会参加者740名､ﾊﾟ

ｰﾃｨ参加者825名､収支結果は19,775,668円となった旨

の報告が資料13によって事務局よりなされた｡ 
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5)平成21年度主な会議日程(予定)について 

  日事連の平成21年度の主な会議日程(予定)について資

料14によって事務局より報告がなされた｡ 

6)会員･構成員異動報告 

平成20年11月末日から平成21年1月末の会員及び構成

員数等を次の通り報告した｡単位会別構成員数等は資

料15の通り｡ 

  平成20年11月30日現在  

正会員46団体､構成員14,710事務所､賛助会員5社 

  平成20年12月31日現在  

正会員46団体､構成員14,739事務所､賛助会員5社 

  平成21年1月31日現在   

正会員46団体､構成員14,877事務所､賛助会員5社 

<配付資料> 

資料1:｢日事連建築賞｣募集要項新旧対照表 

資料2:｢建築CPD情報提供制度｣の活用方針について 

(ご案内) 

資料3:建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの動き及び設備設計一級建築

士制度についての今後の対応について 

資料4:第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)実施要項

(案) 

資料5:APECｱｰｷﾃｸﾄ中央評議会の事務局経費の負担につい

て 

資料6:建賠保険制度の推進に係る専門委員会の設置に

ついて 

資料7:第1号議案 平成21年度事業計画承認の件 

資料8:第2号議案 平成21年度収支予算承認の件 

資料9:第51回通常総会及び第106回建築士事務所協会全

国会長会議等の日程と運営について 

資料10:最近の建築関係に係る国の動向等について 

資料11:法定講習(管理建築士講習､建築士定期講習)の実

施状況等について 

資料12:平成20年度管理建築士資格取得講習について(お願

い) 

資料13:第33回建築士事務所全国大会(東京開催)実施報告

書 

資料14:日事連･平成21年度主な会議日程(予定) 

資料15:会員･構成員異動報告書 

 

■平成21年2月 常任理事会概要 

1.日  時 平成21年2月20日(金)13:30～16:35 

2.会  場 日事連会議室 

3.常任理事会構成者数及び出席者数 

常任理事会構成者数  14名 

出席者数       13名 

(内､表決委任状提出者1名含む) 

4.出席者の氏名 

 出 席 者 

 会  長 三栖邦博 

 副 会 長 山崎善利､本澤宗夫､鈴木誠一､外木場久雄､ 

八島英孝   

専務理事 髙津充良 

 常務理事 北野芳男 

常任理事 木村 旭､野呂敏秋､原田照行､髭右近外嘉､ 

山田美光 

欠席者(表決委任者)山本茂男副会長 

欠 席 者 佐野吉彦常任理事 

事 務 局 恩田利昭事務局長､ 

戸谷泰子広報･渉外担当課長､ 

鈴木雅之業務課長､前田敏明総務課長､ 

吉田 茂調査役 

5.議 事 

(1)議事録署名人の選任 

議事録署名人に以下の理事が選任された｡ 

野呂敏秋常任理事､原田照行常任理事 

(2)議事進行役の選任 

今回の議事進行は鈴木誠一副会長が行うこととなっ

た｡ 
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(3)専決事項   

  1)日事連建築賞募集要項及び日事連建築賞選考委員会委

員の決定の件 

事務局より､日事連建築賞募集要項の一部改正及び日

事連建築賞選考委員会委員について資料1により次の

通り説明がなされた｡ 

募集要項の主な改正内容は､年度が変わったことによ

り対象となる建築物の竣工年月日の期間､応募締切日

等の変更を行ったこと､また､選考委員会委員関係で

は委員が石川哲久氏から柳沢厚氏に変更した｡ 

議長より､同議案の決定について諮ったところ､原案

を了承し､資料1のとおり日事連建築賞募集要項及び

日事連建築賞選考委員会委員を決定した｡ 

なお､同賞は会員事務所の資質向上のための重要な事

業であり､また､この応募を機会に加入の促進を図る

ことも可能であるので､是非各単位会から応募がなさ

れるよう地元で積極的に働きかけてほしい旨の発言

があり､了承された｡ 

 2)｢建築CPD情報提供制度｣の活用方針の決定の件 

事務局より､教育･情報委員会で検討した｢建築CPD情

報提供制度｣の活用方針について資料2によって次の

通り説明がなされた｡ 

建築に係るCPDについては､建築関係団体で自主的に

行っているCPD制度が､各団体で個別に運営がなされ

ている｡しかし､本連合会にはCPD制度を設けていない

ため､今後どのようにCPDに取り組んでいくかが課題

となっている｡このような状況のなか関係団体による

既存のCPD制度を活用･統合した｢建築CPD情報提供制

度｣(事務局:(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰ)が平成18年

に創設されている｡これは､建築士等の研修としてふ

さわしい講習等を予め認定し､その情報を公開すると

ともに､制度参加登録者が､認定された講習等に出席

した記録を統合的に管理し､必要に応じてその実績を

証明する制度であり､建築等関係団体により構成され

る｢建築CPD運営会議｣で運営している｡ 

同制度は､国土交通省が官庁営繕事業における設計及

び工事監理業務の受注者選定に､また､一部の地方公

共団体においても､設計者選定評価で同制度の受講実

績評価の活用をするなど年々同制度の活用が拡大し

ている｡ 

このような背景から､教育･情報委員会では､本会の

CPDへの取組み方針として､当面､同制度の活用が､建

築士事務所に所属する建築士にとって将来的に有意

義なことであると判断し､これを活用することとし

た｡同制度の活用のうち､日事連及び単位会が実施す

る講習のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ認定申請に係る業務については､資

料2の方針で対処することとした｡ 

議長より､同議案の決定について諮ったところ､原案

を了承し､資料2のとおり｢建築CPD情報提供制度｣の活

用方針を決め､その方針を単位会に通知することを決

定した｡ 

これに関連した質疑は以下のとおりであった｡ 

法定講習は｢建築CPD情報提供制度｣の実績になるか｡ 

－法律で定められた講習(資格取得講習や定期講習)

は実績として認められていない｡ 

建築士会のCPD制度に参加していれば全て｢建築CPD情

報提供制度｣として認められるか｡ 

－建築士会等で自主的に行っている制度の全ての講

習が｢建築CPD情報提供制度｣のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとして認めら

れているわけではない｡ 

(4)協議事項   

1)平成21年度事業計画案について 

平成21年度事業計画案について資料3により､次の趣

旨の説明が事務局よりなされ協議された｡ 

本年度は､建築士法に規定された団体としての事業や

様々な課題に単位会及び関係団体と連携して取組み､

建築士事務所の健全な発展と消費者の信頼性の向上

を図るための各種活動を通じて､団体による自律的な
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監督体制の確立に向けて活動する｡ 

また､改正建築基準法､改正建築士法等の円滑な施行

に向けての活動を引き続き行う｡  

主な事項としては､管理建築士講習及び所属する建築

士のための定期講習の実施協力機関としての実施､建

築士事務所に対する苦情相談の実施､改正建築士法等

の周知及び広報活動､建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業等を

実施する｡ 

協議の結果､原案を了承し､資料3の平成21年度事業計

画案を3月通常理事会に提案することを決めた｡ 

なお､事業計画には特に記載はしないが2011年に実施

されるUIA東京大会や建築士試験の大学院における実

務試験審査等についても必要に応じて担当する委員

会(前者は広報･渉外委員会､後者は教育･情報委員会)

で検討していくこととした｡ 

 2)平成21年度収支予算案について 

平成21年度収支予算案について各科目の収支予算案

の説明及び一般会計と2つの特別会計の3会計合計の

収支について資料4により事務局より説明がなされ

た｡3会計の収支予算案合計は､事業活動収入では､会

費収入179,310,000円､事業収入142,530,000円､雑収

入､2,320,000円､特定預金取崩収入70,050,000円､合

計394,210,000円となっている｡事業活動支出では､事

業費305,110,000円､管理費99,240,000円､特定預金支

出26,710,000円､合計431,060,000円となり､予備費支

出は7,150,000円､前期繰越収支差額44,000,000円と

なっている｡ 

協議の結果､原案を了承し､資料4の平成21年度収支予

算案を3月通常理事会に提案することを決めた｡ 

 3)建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの動き及び設備設計一級建築士制

度についての今後の対応について 

専務理事より､建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの動き及び設備設

計一級建築士制度についての今後の対応について資

料5によって次の趣旨の概要説明がなされた｡ 

本年1月19日に一般社団法人新･建築士制度普及協会

が設立され中央ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの中核機関として設立され

た｡会員は建築関係9団体で構成され､会費は平成20年

度より毎年20万円で､事業は主として設計･法適合確

認の支援､建築士法等の相談対応､制度の普及等であ

る｡1月28日は建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ業務説明会が開催さ

れ､各県の建築士事務所協会が参加し､国交省､ICBA及

び新法人からｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの業務内容､契約手続等につ

いて説明がなされ､2月中旬の設置を要請し､2月16日

を最後に全ての都道府県で建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰが開設

された｡ 

次に国交省が行っている改正建築士法等の円滑施行

に向けた取組みの全体像の説明及び設備設計一級建

築士関連の資料等の説明がなされた｡ 

次に改正建築士法の設備設計一級建築士制度の円滑

な施行に係る課題等各ﾌﾞﾛｯｸ協議会の意見が各ﾌﾞﾛｯｸ

協議会選出の副会長､常任理事から述べられた｡ 

協議の結果､この常任理事会では､他にも重要な協議

事項が多くあること､またこの問題について未だ決定

していないﾌﾞﾛｯｸ協議会の意見もあるため､この問題

について再度常任理事会を開催し､十分に時間をとっ

て協議することとし､臨時常任理事会を3月2日に開催

することとした｡また､当日までに各ﾌﾞﾛｯｸ協議会の幹

事会が意見をまとめた内容を提出し､再度協議して日

事連の対応をまとめることとした｡ 

4)第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)実施要項(案)

について 

第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)実施要項

(案)について事務局より､資料6によって次の趣旨の

説明がなされた｡ 

大会ﾃｰﾏ｢建築に夢､地球に愛｣､大会ｽﾛｰｶﾞﾝ｢夢～愛､永

久との絆･建築創生｣として平成21年10月9日に松山市

で開催する｡ 

大会行事はﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ､記念講演､大会式典､日事
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連建築賞展示､記念ﾊﾟｰﾃｨが予定されている｡また､大

会参加費4,000円､記念ﾊﾟｰﾃｨ参加費12,000円とし､収

支予算総額は6,200万円となっているとの説明がなさ

れた｡ 

協議の結果､第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)

実施要項(案)については資料6の通り原案を了承し､3

月通常理事会に提案することを決めた｡ 

 5)APECｱｰｷﾃｸﾄ中央評議会の事務局経費の負担について 

APECｱｰｷﾃｸﾄ中央評議会の事務局経費の負担について

は､平成20年度に求められる事項としてﾒｷｼｺが事務局

を担当した2007及び2008年の2ｶ年分の経費の日本負

担分のうち､関係団体として応分負担としての94,368

円を負担すること｡また､平成21年度以降についても

同様の分担割合で毎年負担することなどが､専務理事

より資料7によって説明がなされた｡ 

協議の結果､APECｱｰｷﾃｸﾄ中央評議会の事務局経費の負

担については資料7の通り原案を了承し､3月通常理事

会に提案することを決めた｡ 

 6)建賠保険制度の推進に係る専門委員会の設置について 

  建賠保険制度の推進に係る専門委員会の設置について

資料8により､常務理事から次の趣旨の説明がなされ

た｡ 

業務･技術委員会の下に日事連構成員事務所に対し建

賠保険(建築士事務所賠償責任保険)への加入の普及

及び日事連ｻｰﾋﾞｽとの連携を図る他､建賠保険制度内

容の改善等について継続的検討を行うことを目的と

して(仮称)建賠保険等調査専門委員会を設置したい｡

委員構成は業務･技術委員会担当副会長､副委員長､総

務･財務委員会委員長及び東京会､大阪会､千葉会､神

奈川会所属の委員等で構成される｡任期は2年とし､年

間3～4回程度開催予定である｡ 

協議の結果､建賠保険制度の推進に係る専門委員会の

設置については資料8の通り原案を了承し､3月通常理

事会に提案することを決めた｡ 

 7)第51回通常総会等の日程及び運営について 

事務局より､第51回通常総会等の日程及び運営につい

て資料9により次の通り説明がなされた｡ 

平成21年3月30日(月)  

会場:八重洲富士屋ﾎﾃﾙ2F･桜の間 

11:00～13:15 3月常任理事会(3F･赤松の間) 

13:30～15:30 第106回建築士事務所協会全国会長会

議 

15:35～16:15 第51回通常総会 

(平成21年度予算総会) 

16:20～17:00 第35回日事政研総会 

協議の結果､原案を了承し､資料9の第51回通常総会等

の日程及び運営を3月通常理事会に提案することを決

めた｡ 

 8)3月通常理事会の議題等について 

3月通常理事会の議題等について資料10により事務局

より説明がなされ､協議の結果､資料10を3月通常理事

会開催通知とすることを決めた｡ 

(5)報告事項 

1)最近の建築関係に係る国等の動向について 

最近の建築関係に係る国等の動向について､主として

①建築等を通じた良好な景観形成･まちづくり推進協

議会の設立等､②設計者のための法適合確認検討会､

③業務報酬基準関係､④工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定､⑤

住宅瑕疵担保履行法責任保険の設計施工基準等の動

きについて資料11によって､専務理事より報告がなさ

れた｡ 

 2)法定講習の実施状況について 

  法定講習(管理建築士講習､建築士定期講習)の既に実

施した講習受講者数及び今後実施する講習受講受付

人数等の実施状況等について資料12によって事務局

より報告がなされた｡ 

 3)岐阜県での管理建築士講習の実施について 

  岐阜県での管理建築士講習について岐阜県建築士事務
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所協会より11月20日付けで講習実施委託費の増額の

お願いが送付された｡この件について会長等と協議し

た結果､昨年の通常理事会で決定した条件内容の変更

はできない旨の回答を12月5日付けで行った｡その際

に管理建築士講習の実施の意向について回答を本年1

月30日までにするよう求めた｡その結果､本年1月27日

付けで実施する旨の回答がなされたことについての

報告が資料13によって､事務局よりなされた｡ 

4)第33回建築士事務所全国大会(東京開催)の実施結果報

告について 

  昨年10月3日に開催した､第33回建築士事務所全国大会

(東京開催)の実施結果について､大会参加者740名､ﾊﾟ

ｰﾃｨ参加者825名､収支結果は19,775,668円となった旨

の報告が資料14によって事務局よりなされた｡ 

5)平成21年度主な会議日程(予定)について 

   日事連の平成21年度の主な会議日程(予定)について資

料15によって事務局より報告がなされた｡ 

6)会員･構成員異動報告 

平成20年11月末日から平成21年1月末の会員及び構成

員数等を次の通り報告した｡単位会別構成員数等は資

料16の通り｡ 

   平成20年11月30日現在  

正会員46団体､構成員14,710事務所､賛助会員5社 

  平成20年12月31日現在  

正会員46団体､構成員14,739事務所､賛助会員5社 

  平成21年1月31日現在   

正会員46団体､構成員14,877事務所､賛助会員5社 

7)後援名義等使用の催物及び経過報告について事務局

長よりそれぞれ資料17､資料18により報告がなされ

た｡ 

＜配付資料＞ 

資料1:｢日事連建築賞｣募集要項新旧対照表 

資料2:｢建築CPD情報提供制度｣の活用方針について 

資料3:平成21年度事業計画(案) 

資料4:平成21年度一般会計予算内訳書(案) 

資料5:建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの動き及び設備設計一級建築

士制度についての今後の対応について 

資料6:第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)実施要項

(案) 

資料7:APECｱｰｷﾃｸﾄ中央評議会の事務局経費の負担につい

て 

資料8:建賠保険制度の推進に係る専門委員会の設置につ

いて(案) 

資料9:第51回通常総会及び第106回建築士事務所協会全

国会長会議等の日程と運営について 

資料10:平成21年3月通常理事会開催通知 

資料11:最近の建築関係に係る国の動向等について 

資料12:法定講習(管理建築士講習､建築士定期講習)の実

施状況等について 

資料13:平成20年度管理建築士資格取得講習について(お

願い) 

資料14:第33回建築士事務所全国大会(東京開催)実施報

告書 

資料15:日事連･平成21年度主な会議日程(予定) 

資料16:会員･構成員異動報告書 

資料17:後援､協賛名義使用の件 

資料18:経過報告 

 

■平成21年3月 臨時常任理事会概要 

1.日  時 平成21年3月2日(月)13:30～15:35 

2.会  場 日事連会議室 

3.常任理事会構成者数及び出席者数 

 常任理事会構成者数  14名 

 出席者数       13名 

(内､表決委任状提出者1名含む) 

4.出席者の氏名 

 出 席 者 

 会  長 三栖邦博 
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 副 会 長 山本茂男､山崎善利､本澤宗夫､外木場久雄､ 

八島英孝 

専務理事 髙津充良 

 常務理事 北野芳男 

常任理事 佐野吉彦､野呂敏秋､原田照行､髭右近外嘉､ 

山田美光 

欠席者(表決委任者)鈴木誠一副会長 

欠 席 者 木村 旭常任理事 

事 務 局 恩田利昭事務局長､ 

戸谷泰子広報･渉外担当課長､ 

鈴木雅之業務課長､ 

前田敏明総務課長､吉田 茂調査役 

5.議 事 

(1)議事録署名人の選任 

議事録署名人に以下の理事が選任された｡ 

 佐野吉彦常任理事､髭右近外嘉常任理事 

(2)議事進行役の選任 

今回の議事進行は外木場久雄副会長が行うこととな

った｡ 

(3)協議事項   

1)設備設計一級建築士制度についての今後の対応につい

て 

  各ﾌﾞﾛｯｸ協議会選出の副会長及び常任理事からそれぞ

れのﾌﾞﾛｯｸ協議会での要望､意見について､資料1など

により､主に次の趣旨の説明や発言がそれぞれなされ

た｡ 

・資格者の地域偏在が解消され､適切な業務運営がで

きるまで法施行の延期を要望したい｡ 

・設備設計一級建築士資格講習会の受講資格条件を

同一条件としてほしいこと｡ 

・5月27日に法は施行されるが5月26日以前に設備設

計がなされたものは11月26日までの間は設備設計

一級建築士が関与していない場合でも確認申請が

受理されるという猶予期間が設けられている｡ま

た､単位会に建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰが設置され､これら

の問題に対応していくことになっているとともに

国が設置した法適合確認検討会でｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝが検討

されている｡この制度は消費者保護の観点から制度

化された法律であり､法施行の延期を強く主張する

ことは業界のｴｺﾞと受け取られかねない｡延期では

なく制度の運用改善を積極的に働きかけることが

現実的である｡ 

・法適合確認のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの早期公表､法適合確認業務

の責任範囲の明確化が必要である｡ 

・設備設計一級建築士資格講習の回数を増やすこと

による資格者の増員が必要｡ 

・電気･機械設備技術士を設備設計一級建築士と同等

みなしや確認審査機関や行政にも資格者が必要で

ある｡ 

・設備設計一級建築士の資格取得に向けて産学及び

行政による技術者育成のｼｽﾃﾑの構築が必要ではな

いか｡ 

・大型物件の設備設計の発注が一部の業者に独占さ

れることがないような制度運用及び地方行政への

指導が必要ではないか｡ 

・適合確認業務の業務報酬または業務時間の目安を

示す必要がある｡ 

などの発言等の後に､会長より､他の建築関係団体

等の動きについて以下の説明がなされた｡ 

・建築設備者の団体は法延期を求めるのではなく､当

面は確認申請を提出するときに建築設備士から意

見を聞いた場合は､必ず確認申請書に資格者名を記

載させる運動を進めることとしている｡そのことに

よって建築設備士の関わった設計については設備

設計一級建築士による法適合確認業務が進むので

はないかと期待しているようである｡また､建築士

や建築業の団体とも現時点で直ちに設備設計一級

建築士制度の法施行の延期等についての動きはな
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い｡法施行の延期､他の資格制度の活用等について

は､法改正が伴うため､政府提案での法改正は現段

階では困難である｡そうなると議員立法という方法

になるが､議員立法は建築関係団体の協調と国民世

論の後押しが必要であるとともに､さらに与野党の

賛同が必要となる｡現在の建築関係団体の動向及び

政治状況から判断すると､このことは極めて難し

い｡運用面の改善等の現実的な対応をする方法が適

切ではないかと思う｡ 

本日発言された意見と建築関係団体の動向及び社

会的な状況を勘案すると当面は国に対して制度の

円滑な施行のための要望を行うことが現実的で効

果的であり､その要望内容の骨子は､ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ機能

の強化や法適合確認のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの早期公表(責任の

明確化､業務量の把握等)等々になるのではないか

と思う｡ 

以上の説明及び意見交換を踏まえて今後の取扱い方

針を協議した結果､次の方針で進めることを決定し､3

月6日の理事会で承認を求めることとした｡ 

①法の施行延期の要望はせずに､国土交通省宛に設備

設計一級建築士制度の運用等の改善要望を提出す

る｡ 

②要望の内容としては､ⅰ中央ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの機能の強

化｡ⅱ法適合確認ﾏﾆｭｱﾙの早期提示｡ⅲ公共建築にお

ける発注者の対応の適正化｡ⅳ設備設計一級建築士

の数の確保｡ⅴ制度の施行に関する状況の把握と建

築士事務所の業務に支障が生じた際の強力な対策

の実施｡とする｡なお､要望内容の文言については会

長及び事務局に一任する｡ 

③議連には要望したことを報告し､協力を要請する｡ 

＜配付資料＞ 

資料1:設備設計一級建築士制度施行にかかる要望につい

て 

参考資料:2月20日常任理事会で配付した資料5 

 

■第39回 建築設計制度等対応特別委員会概要 

日     時 平成21年3月3日(火) 9:35～11:45  

会     場 日事連会議室 

出  席  者   

委   員   長 三栖 邦博 副委員長 岡本  賢 

委     員 小林 志朗､榊原 信一､佐々木宏幸､ 

望月 淳一､髙津 充良 

特 別 出 席  宮原 浩輔 

事 務 局:北野､恩田､吉田､鈴木､上原 

(欠 席 者 委員 佐野 吉彦) 

<配付資料> 

資料1:国土交通省告示第15号(業務報酬基準)の解説書

(案) 

資料2:工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)解説書 

資料3-1:設計者のための法適合確認検討会(第2回)議事

次第(案) 

資料3-2～3-4:契約関連部会の検討状況の報告と今後の

検討課題について 

資料4:設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務成果の向上に関する懇談会資料 

資料5:提言｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案) 

議事1.国土交通省告示第15号(業務報酬基準)の解説書(案)

について (資料1) 

業務報酬基準再開WGでの検討内容等について佐々木委員よ

り報告があった｡ 

・本日3月3日にWGが開催される｡業務報酬基準関連周知ﾊﾟﾝ

ﾌﾚｯﾄ･ﾘｰﾌﾚｯﾄ及び解説書について､3月10日を目途に印刷

に入ることを予定している｡ 

・3月下旬から全国主要都市で｢業務報酬基準等の解説講習

会｣(新･建築士制度普及協会主催)が予定されている｡ 

・解説書には標準外業務は､業務報酬基準の算定にあたり

個別事例にみられた典型的な業務項目等について､別途､

試みとして参考資料に記載されることとなっている｡ 

・解説書の国土交通省監修については､建築指導課長判断
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で監修する方向である｡標準外業務については､内容では

なく掲載する試みを監修することとしている｡ 

・｢追加的業務の例示｣の各委員からの意見等の説明があっ

た｡回帰式の掲載等についての結論は出ていない｡ 

議事2.工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)解説書及びﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ(案)の対

応について(資料2) 

工事監理策定委員会及び幹事会での検討状況等について

佐々木委員より報告があった｡ 

・3月4日に幹事会が､3月6日に委員会幹事会合同会議が行

われる｡業務報酬基準の解説書の予定と同様に関連周知

ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ･ﾘｰﾌﾚｯﾄ及び解説書について､3月10日を目途に印

刷に入ることを予定している｡ 

・解説書は国土交通省監修で｢(案)｣がとれた形で出され

る｡発行は新･建築士制度普及協会となる｡ 

報告の後､団体として､解説書に対する実務的な説明書や

運用指針的な冊子の作成について話題があった｡ 

議事3.設計者のための法適合確認ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定について

(資料3-1～3-4) 

設計者のための法適合確認検討会(2/27)について特別出席

の宮原氏より報告､吉田調査役より補足報告があった｡ 

・検討会では､法適合確認制度の運用に係る方針(案)を作

成するとともに制度の周知も行うこととしている｡3月下

旬には運用について国に報告することとしている｡ 

・検討会には｢契約｣､｢構造｣､｢設備｣の各関連部会が設置さ

れており､課題の洗い出しに続き､制度の仕組みやQ&A､ﾁｪ

ｯｸﾘｽﾄの運用方法等について今後検討していくこととし

ている｡ 

・今後3月末までに法適合確認の施行調査(ﾓﾃﾞﾙｽﾀﾃﾞｨ)を行

い､実際の物件(構造･設備､各100件程度)について法適合

確認を行い､運用方針案の妥当性及び法適合確認に係る

業務量の検証を行うこととしている｡ 

議事4.設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務成果の向上に関する懇談会につい

て(資料4) 

懇談会の状況等について髙津委員より説明があった｡ 

・ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ及び総合評価落札方式の運用ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝについ

て､20年8月に作成した暫定版を20年度末までに確定版と

するため､今後､業界団体､地方整備局等の意見､要望の検

討を行っていくこととしている｡ 

・ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙでは実施方針や特定ﾃｰﾏといった技術力部分の

評価を高めていくというもの｡総合評価方式については､

従来価格のみで行っていた分野については､総合評価方

式を取り入れることとしている｡ 

・国土交通省では建築関係として日事連にも会長に対して

3月にﾋｱﾘﾝｸﾞを行うこととしている｡ 

・建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄの業務の最近の動向として応札者と落札者

分布において､予定価格よりも高い価格での応札が多く

あるため､予定価格自体を低く設定されているのではな

いかとの指摘が出されていた｡ 

・設計共同体のあり方について､土木については再委託を

推進する動きがあったが､今後は設計共同体の導入を推

進していくこととしている｡ 

事務局で作成したﾋｱﾘﾝｸﾞ回答書の叩き台について検討が行

われ､主に以下の発言があった｡ 

○選定段階で技術提案を求める場合には相当の費用が支払

われるべきである｡ 

○技術提案書の表現方法については具体的な一定の制限を

設けるべきである｡ 

○地域要件について､地域貢献度等をどのように加味する

か考える必要がある｡ 

検討の結果､別途意見等があれば6日までに日事連事務局ま

で連絡することとし､検討内容等を踏まえ､会長と事務局で

ﾋｱﾘﾝｸﾞ回答書叩き台案を元に修文することとした｡なお､次

回の5会会長会議(3/12)でもﾋｱﾘﾝｸﾞへの対応等について協

議することとした｡ 

議事5.提言｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案)

〔地球温暖化対策会議〕について(資料5) 

提言について髙津委員より説明があった｡ 

・提言を公表するにあたり､(社)日本建築学会(以下学会と
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いう)より日事連に対して内容の審議と､提言者として建

築関連10団体の中に日事連を記すことについて打診があ

った｡ 

・提言の内容は､2050年に向けた建築分野のｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ化

の実現についてであり､更に｢行動計画｣が示されており､

研究開発や政策提言･人材育成等の具体的な計画内容が

示されている｡ 

・提言を作成した｢地球温暖化対策会議｣に日事連の委員の

記載があるが､日事連に対する委員の要請の経緯はなく､

会議事務局に問い合わせたところ､会議委員として各団

体の所属者が揃っているため団体の許可を得ずに団体か

らの委員とした経緯があることを確認した｡ 

・以上の経緯を踏まえ､日事連事務局としては学会の提言

として公表されたい旨を伝えたいと考えている｡ 

以上の説明に続き､提言への対応について検討を行い､主に

以下の発言があった｡ 

○学会としての提言とならなかった場合､関係団体として

日事連のみ記載がないことは問題点があるのではない

か｡ 

検討の結果､本来は､団体として十分に提言内容･対応につ

いて検討すべきところだが､公表日が差し迫っていること

も考慮し､提言者として建築関連10団体の中に日事連を記

すことを了解することとした｡ 

議事6.その他 

○｢設計者のための法適合確認検討会｣の報告のため､次回

も引き続き宮原氏が出席することとした｡ 

○次回委員会日程 

 平成21年4月9日(木)10:00～12:00 日事連会議室 

 

■第3回 総務･財務委員会概要 

日 時 平成21年2月18日(水)13:25～15:50 

会 場 日事連会議室 

出席者  

委 員 長 山田美光 副委員長 原田照行 

委   員 佐藤 誠､山田清治､高橋祥治､井上精二 

担当副会長 本澤宗夫 

事 務 局 髙津専務理事､北野常務理事､恩田､前田､ 

松谷 

欠 席 者 岡本 賢､大旗 健 

1.議事 

(1)平成21年度事業計画(案)及び収支予算(案)について 

①平成21年度事業計画案について 

 事務局より平成21年度事業計画(案)について､資料1

により次の趣旨の概要説明がなされた｡ 

 本年度は､建築士法に規定された団体としての事業

や様々な課題に単位会及び関係団体と連携して取組

み､建築士事務所の健全な発展と消費者の信頼性の

向上を図るための各種活動を通じて､団体による自

律的な監督体制の確立に向けて活動する｡また､改正

建築基準法､改正建築士法等の円滑な施行に向けて

の活動を引き続き行う｡主な具体的事項としては､管

理建築士講習及び所属する建築士のための定期講習

の実施協力機関としての実施､建築士事務所に対す

る苦情相談の実施､改正建築士法等の周知及び広報

活動､建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業等の実施である｡ 

 その他､建賠保険等調査専門委員会を業務･技術委員

会の下に設置し､建築士事務所賠償責任保険への加

入促進を図る｡ 

 また､総務･財務に関する事業計画として以下の趣旨

の説明がなされた｡ 

 法定団体化を契機に､自律的な監督体制の確立に向

け､構成員の更なる増強に努め､組織の拡充に取り組

む｡また､平成21年度の建築士事務所全国大会は､地

方開催の年であり､地方大会の特色を生かし､構成員

がより多く参加し充実した大会の完遂を図る｡更に､

日事連建築賞では積極的な広報活動等を行い､魅力

ある建築賞の実施を図る｡これらを踏まえ､次の事業

を実施する｡ 
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1)構成員の増強等組織の拡充 

・講習の企画実施を通じた事務所協会の紹介や加入

促進ﾊﾟﾝﾌの配付､ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業の実施等､あらゆる

機会を通じた建築士事務所の加入促進 

2)第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)の実施 

・平成21年10月9日(金)於:松山市 

3)日事連建築賞の実施 

4)公益社団法人または一般社団法人への移行の調

査･検討 

5)日事連の運営に関わる諸規程等の整備 

6)各種保険制度の運営 

協議の結果､平成21年度事業計画案について､資料1

のとおり常任理事会に提案することとした｡ 

②平成21年度収支予算案について 

事務局より平成21年度の一般会計､福利厚生特別会

計及び適合証明業務登録機関特別会計収支予算案に

ついて､資料1により説明がなされ､協議の結果､原案

を了承し常任理事会に提案することとした｡ 

なお､3会計の収支予算案の合計は以下のとおり｡ 

事業活動収入では､会費収入179,310,000円､事業収

入142,530,000円､雑収入2,320,000円､特定預金取崩

収入70,050,000円､合計394,210,000円｡事業活動支

出では､事業費305,110,000円､管理費99,240,000円､

特定預金支出26,710,000円､合計431,060,000円とな

り､予備費支出は7,150,000円､前期繰越収支差額は

44,000,000円となっている｡ 

(2)日事連建築賞の募集要項及び日事連建築賞選考委員会

委員について 

事務局より募集要項の一部改正及び委員の変更につい

て説明がなされ､協議の結果､資料2のとおり常任理事

会に提案することとした｡ 

主な改正点は以下のとおり｡ 

 

 

 

1)対象建築作品竣工日､応募期限､単位会の応募数の基

準となる会員数の期日及び表彰日について､年度が

変わることによる日付の変更を行ったこと｡ 

2)委員について､石川哲久氏を柳沢厚氏に変更し､他の

委員については従来通りとしたこと｡ 

 また､近年､日事連への応募単位会数が横ばいであ

り､応募促進を図るため､今回初めて募集ﾁﾗｼを作成

し､積極的に単位会等が活用できるよう準備中であ

ることが事務局より報告された｡ 

(3)第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)の実施要(案)

について 

事務局より全国大会運営特別委員会で協議した第34回

建築士事務所全国大会(愛媛大会)実施要項(案)につい

て資料3-1､3-2によって説明がなされた｡ 

当初､ﾊﾟｰﾃｨ参加費については､埼玉大会､大分大会にな

らい､一人当たり10,000円の予算で設定していたが､全

国大会運営特別委員会では､実際にはこれを超える大幅

な支出となるので､今後全国大会を主管する単位会の負

担を考慮し見直すべきとの意見が出され､埼玉大会前と

同様の12,000円の参加費とした｡ 

協議の結果､原案のとおり常任理事会に提案することと

した｡ 

なお､大会実施要項等の概要は次のとおり｡ 

・大会ﾃｰﾏ 

建築に夢､地球に愛 

・大会ｽﾛｰｶﾞﾝ 

夢～愛､永久
と わ

との絆･建築創生 

・大会日程  

平成21年10月9日(金) 

11:00～  登録受付開始 

～19:30  記念ﾊﾟｰﾃｨ終了 

・大会会場  

愛媛県県民文化会館(ひめぎんﾎｰﾙ) 
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松山市道後町2丁目5番1号 (089)923-5111 

ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ ｻﾌﾞﾎｰﾙ 

記念講演 ﾒｲﾝﾎｰﾙ 

記念ﾊﾟｰﾃｨ 真珠の間 

・参加費  

大会参加費 4,000円  記念ﾊﾟｰﾃｨ参加費 12,000円 

・日事連建築賞受賞作品展示  

平成21年10月8日(木)～9日(金) 県民ﾌﾟﾗｻﾞ 

・記念講演  

ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ 

｢いで湯と城と文学のまち･日本一のまちづくり｣ 

夏井 いつき 俳人 

松 本  啓 治 松山市坂の上の雲まちづくりﾁｰﾑ担

当部長 

大 木  正 治  道後温泉旅館協同組合理事長 

三 栖  邦 博  (社)日本建築士事務所協会連合会 

会長 

らくさぶろう  ﾀﾚﾝﾄ・落語家 

記念講演  

外 尾 悦 郎 九州大学客員教授､ｻｸﾗﾀﾞﾌｧﾐﾘｱ主任

彫刻家 

・収支予算 

収入合計 62,000,000円 支出合計 62,000,000円 

(4)建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰについて 

事務局より建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの動き及び開設状況に

ついて､資料4により次の趣旨の概要説明がなされた｡ 

改正建築士法等の円滑な施行について､積極的な普及

活動を行うため､新･建築士制度普及協議会の加盟団体

を母体として一般社団法人新･建築士制度普及協会(普

及協会)が本年1月19日に設立された｡国土交通省では､

日事連に対し普及協会の業務のうち､特に､改正建築士

法で本年5月27日から施行される一定の建築物の構造

設計及び設備設計に関し､構造設計/設備設計一級建築

士の関与の義務づけ等が円滑に施行されるよう､資格

者の紹介等を行うための｢建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ｣を全都

道府県の建築士事務所協会に設置するよう要請され

た｡この要請について日事連では各ﾌﾞﾛｯｸ協議会で説明

するなどして､建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの設置について単位

会の同意を得､その要請に応えた｡ 

 1月28日､東京新宿の安与ﾎｰﾙに全都道府県の建築士事

務所協会の責任者､担当者等を対象に､建築設計ｻﾎﾟｰﾄ

ｾﾝﾀｰの業務内容等の説明会が開催された｡2月16日ま

でに全都道府県建築士事務所協会で建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝ

ﾀｰが設置､開設された｡ 

次回委員会開催予定 

平成21年5月20日(水) 13:30～16:00 

また､11月には上半期の事業･収支決算について協議する必

要があるため､常任理事会､監査会の日程を考慮し､平成21

年11月16日(月)13:30～16:00に開催することとした｡ 

(配付資料) 

資料1:平成21年度事業計画(案)及び収支予算(案) 

資料2:｢日事連建築賞｣募集要項新旧対照表､募集ﾁﾗｼｹﾞﾗ 

資料3-1:第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)実施要項

(案) 

資料3-2:｢建築士事務所全国大会｣大会参加費及び記念ﾊﾟｰﾃ

ｨ費一覧 

資料4:建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰについて､建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ一

覧表 

資料5:平成21年度の主な会議日程(予定) 

 

■第4回 教育･情報委員会概要 

日  時 平成21年2月26日(木) 14:00～16:10  

会  場 日事連会議室 

出 席 者 

 委 員 長 佐野 吉彦(日事連常任理事)  

副委員長 宮原 克平(日事連理事) 

 担当理事 山崎 善利(日事連副会長) 

 委  員 高橋 邦雄､國分 恵之､中岡 数夫､福島 正継 
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事 務 局 北野芳男､恩田利昭､吉田 茂､上原規子､ 

市川貴之､今泉光裕 

欠 席 者   遠山 紀芳､尾添 信行 

<配付資料> 

第3回 議事録 

資料1:｢建築CPD情報提供制度｣への対応等について 

参考:建築CPD情報提供制度認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ一覧(宮城･埼玉)に

ついて  

資料2:建築士試験の大学院における実務経験の審査につい

て(教育普及ｾﾝﾀｰ作成) 

資料3:業務支援ｻｰﾋﾞｽにおける一部のｿﾌﾄｳｪｱの提供終了に

ついて 

資料4-1:法定講習(管理建築士講習､建築士定期講習)の実

施状況等について 

資料4-2:法定講習に係る登録講習機関の比較について 

資料4-3:管理建築士受付の改善に向けて･(宮原委員) 

資料4-4:平成21年管理建築士講習案内(新潟)･(遠山委員) 

資料4-5:建築士定期講習の実施等に関しての改善要望の回

答について 

資料4-6:一級･二級･木造建築士定期講習に係るｱﾝｹｰﾄ調査

の活用方針 

参考:人材投資促進税制が変わりました(経済産業省) 

1.建築CPD情報提供制度への対応等について(報告)(資料1､

参考) 

事務局より､建築CPD情報提供制度への対応等について主

に以下の報告があった｡(資料1) 

・前回の委員会(平成20年12月18日)で了承を得た建築

CPD情報提供制度の活用方針については､常任理事会(2

月20日)でもその内容が了承され､2月24日付で会長と

教育･情報委員長連名により単位会会長に資料1のとお

り案内を発信した｡ 

なお､当制度の参加に係る具体的な事務手順について

は別途案内することとしている｡ 

教育普及ｾﾝﾀｰが作成した案内ﾁﾗｼは､希望があれば必要

枚数を日事連事務局まで連絡いただき､適宜､送付する

こととした｡また､本件については3月6日の理事会にも

報告されることとなっている｡ 

  報告に続き､主に以下内容の発言があった｡ 

〇いずれかの団体の独自のCPD制度を通じて､既に建築

CPD情報提供制度に参加している建築士(JIA､一部建

築士会等)を除き､一般の建築士が､本建築CPD情報提

供制度に参加する場合には教育普及ｾﾝﾀｰに直接､参

加登録する必要があるが､そのことは､あまり知られ

ておらず､十分に周知する必要があるのではないか｡ 

〇定期講習や管理建築士講習は建築CPD情報提供制度

単位の対象となるのか｡ 

－建築CPD情報制度運営会議(教育普及ｾﾝﾀｰ)では､法定

講習については､建築CPD情報提供制度の単位として

は認定しないこととしている｡ 

〇今後､公共工事の設計･工事監理の受注者選定の評価

対象組み入れに対応し､単位会でも同建築CPD情報提

供制度への対応が必要になると思われる｡ 

2.大学院における実務経験の審査基準等について(資料2) 

佐野委員長より､｢大学院実務経験審査委員会｣における､

大学院における実務経験の事前確認審査状況及び大学院

における実務経験の審査基準(案)の検討状況等について

報告があった｡ 

3.業務支援ｻｰﾋﾞｽにおける一部のｿﾌﾄｳｪｱの提供終了につい

て(資料3) 

事務局より､業務支援ｻｰﾋﾞｽｿﾌﾄｳｪｱLAB-S1について､ｿﾌﾄｳｪ

ｱ提供企業である(株)構造ｼｽﾃﾑからの申出により､平成21

年3月20日利用分をもってｻｰﾋﾞｽ終了することおよびその

対応等について報告があった｡ 

4.法定講習(管理建築士講習､建築士定期講習)への対応方

針等について 

 ①実施状況等について(資料4-1) 

事務局より､管理建築士講習講習について､｢昨年8～11

月に実施した“みなし講習"では､約3万4,000人の受講
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者があり､募集人数に比して､非常に高い受講率

(95.4%)を達成したが､その後､今年2月から開始した

“法定講習"では､昨年12月の第1回受付において､募集

人数30,872名に対し､受講申込者数は11,914名(38.6%)

にとどまり､受講率が芳しくなかったため､今年2月中

旬に追加受付を実施するとともに､今後4月下旬にも再

度､追加受付を行う予定にある｡｣旨の説明があった｡ 

また､建築士定期講習について､平成20年度(21年2～3

月)の受講申込み状況､及び21年度第1期(4～6月)の実

施計画等について､報告がなされた｡ 

なお､単位会独自の講習案内を作成し､会員等への周知

に努めている事例として､遠山委員(新潟)からご提供

いただいた管理建築士講習の案内(資料4-4)が紹介さ

れた｡ 

 ②建築士定期講習に係る民間の登録講習機関との競合等

の問題について 

事務局より､｢建築士定期講習においては､単位会並び

に本会との協力関係にある(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰ

以外にも､民間の登録講習機関が複数参入しており､当

方の受講料を大幅に下回る価格を提示するとともに､

映像による全国同時講習を行うなど､単位会並びに本

会が一定の受講者数確保を目指す上で､座視できない

状況が生じている｡｣旨の説明に併せ､資料4-2により､

各登録講習機関(教育普及ｾﾝﾀｰ含め4機関)の比較状況

等について､概要報告が行われた｡ 

 ③法定講習の運営に係る登録講習機関への改善要望等に

ついて 

  事務局から､建築士定期講習について､本会とともに

(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰの実施協力機関となってい

る(社)日本建築士会連合会連合会から､先般､同ｾﾝﾀｰ宛

てに提出された運営改善に関する要望事項とその回答

内容について概要説明が行われた｡ 

  具体的要望事項としては､①資格の種別に応じた講習

の区分け､②受講料の値下げ､③受講申込書の配布制限

の撤廃､様式の簡略化､ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上からのﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ対応､

④ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ受講申込ｼｽﾃﾑの構築､⑤緊急対応用DVDの作

成､等が掲げられ､これに対し､同ｾﾝﾀｰからは､④と⑤に

ついては対応不可であるものの､それ以外の事項につ

いては､概ね今後の状況等を踏まえながら協議を行っ

ていきたい旨の回答がなされた｡ 

  また､宮原副委員長より､埼玉会における管理建築士講

習の実施経験等を踏まえ､受講申込書の配布及び受付

業務等を中心とした講習運営業務の改善要望等につい

て､資料4-3を用いて説明がなされた｡ 

 ④建築士定期講習に関するｱﾝｹｰﾄ調査について 

尾添委員より､先般､近畿ﾌﾞﾛｯｸで実施された建築士定

期講習に係るｱﾝｹｰﾄ調査の資料提供があり(資料4-6)､

事務局から､同調査内容を参考とし､全国ﾚﾍﾞﾙで同様の

調査を行いたい旨の提案を行ったところ､了承された｡ 

なお､ｱﾝｹｰﾄ内容の細部については､佐野委員長及び事

務局に一任することとし､次回委員会までに結果を取

りまとめ､報告を行うこととした｡ 

この後､上記について各委員からは､主に以下の意見が出

された｡ 

○DVD講習であれば講師の内容が均一であり､受講生にと

ってﾌｪｱであるので､DVD講習は合理的な考えと言える

のではないか｡ 

○受付に関して申込終了日は決めてもらってもいいが､

始まりは単位会で決めさせていただきたい｡ 

○資料配布･受付業務を随時受付にしてほしい｡ 

○経験的に､こういうことをしたら良い結果がでた等の

意見がほしい｡ 

○民間に打ち勝つために弁当の提供を行うことも一案で

はないか｡また､会員と非会員との差別化を図ることに

も活用できると思われる｡ 

5.その他 

○吉田委員より参考資料(人材投資促進税制が変わりまし

た)に基づき､従業員研修の費用減税が簡易になった旨の



18 2009‐4 日事連会務月報 

 

説明があった｡ 

○次回教育･情報委員会日程について 

次回委員会開催予定  

平成21年4月22日(水)14:00～16:00 日事連会議室 

■第3回 業務･技術委員会概要 

[日 時] 平成21年2月25日(水) 14:00～16:30 

[会 場] 日事連会議室 

[出席者] 委員長:木村旭  

委員:冨田賢一､斉藤俊夫､安藤誠､宮崎清史､ 

伊藤光洋､三原秀樹 

担当副会長:八島英孝 

欠席者:副委員長･上野浩也 

特別出席:構造技術専門委員会委員長 西邦弘 

(有)日事連ｻｰﾋﾞｽ 中川孝昭 

 日事連事務局:北野､恩田､吉田､鈴木､千浜 

(配付資料) 

資料1:建賠保険制度の推進に係る専門委員会の設置につい

て(案) 

資料2:賠償責任保険関係資料 

資料3:第101回構造技術専門委員会議事概要(案)(取り扱い

注意) 

資料4:建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの業務について 

資料5-1:工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの解説書(案)(取り扱い注意) 

資料5-2:ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ素案･建築工事には監理業務が欠かせませ

ん｡(取り扱い注意) 

資料6:本会HP掲載耐震診断･耐震改修を実施する建築士事

務所の増強について 案 

資料7:四会連合協定契約書式等を平成20年11月28日以降に

使用する場合の注意事項 

資料8:設計者のための法適合確認検討会(第1回)(取り扱い

注意) 

資料9-1:新しい業務報酬基準の解説(案)(取り扱い注意) 

資料9-2:｢追加業務の例示｣･各委員からのご意見(取り扱い

注意) 

*(取り扱い注意)の資料については､日事連 業務･技術委

員会限りの資料としてお取り扱いください｡ 

議事1.建賠保険制度の推進に係る専門委員会の設置につい

て 

○資料1により建賠保険制度の推進に係る専門委員会の設

置について事務局より説明され､専門委員会の設置につ

いて承認した｡ 

・専門委員会設置の目的は､建賠保険の加入促進と制度

内容の検討を行うことである｡ 

・委員長には八島担当副会長があたり､ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰとし

て(有)日事連ｻｰﾋﾞｽ､東京海上日動火災保険(株)が参

加し､連携して検討することとする｡ 

議事2.日事連･建築士事務所賠償責任保険の補償の事例等

について 

○(有)日事連ｻｰﾋﾞｽ･中川氏が特別出席し､資料2に基づいて

賠償責任保険制度の加入状況､補償の事例等が報告され

た｡ 

・直近の加入率については初めて前月比ﾏｲﾅｽ0.1%となっ

たが､これは会員増により分母が大きくなったことに

よるもので､実質的には20件の増加となっている｡ 

・最近2年の補償の事例を一覧表で示した｡1千万円を超

える支払事例も見られる｡このほか会報等に紹介した

事例をﾋﾟｯｸｱｯﾌﾟした｡北海道では凍結などにより事故

が多発する傾向がある｡ 

○次のような意見が出された｡ 

・設計ﾐｽをしても保険金を払ってもらえなかった､昔は

払ってもらえたのに最近では払ってもらえなくなった

という話をきく｡このあたりの支払の一貫性について

はどうか｡ 

・具体的な事情がわからないと答えられないが､基本的

には同じ事情で払ったり払わなかったりということは

あり得ない｡滅失･毀損問題をｸﾘｱできないと保険金支

払いの対象にならないこと､最近は損害率が上がって

いるので査定が厳しくなっていることなども関係して
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いるかもしれない｡ 

議事3.建築技術基準調査委員会･建築制度運用調査委員会

の状況報告等について 

○資料3により構造技術専門委員会･西委員長より建築技術

基準調査委員会･建築制度運用調査委員会の状況が報告

された｡おもな内容は以下の通り｡ 

・構造基準WGでは告示の見直し､構造基準解説作成WGで

は｢建築物の構造関係技術基準解説書｣の見直し､基本

問題調査WGでは建築確認の円滑化への対応等､特に構

造計算適合性判定の課題の抽出等を行っている｡ 

・2/17に開催された基本問題調査WGでは､日本建築行政

会議の適判部会で全国の適合性判定機関にｱﾝｹｰﾄを採

る件､大臣認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑにﾊﾞｸﾞが生じた場合の審査の

取り扱いの件などが検討された｡ 

・大臣認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑにﾊﾞｸﾞが生じた場合の審査の取り扱

いは､(財)建築行政情報ｾﾝﾀｰﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに｢大臣認定構

造計算ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを用いた構造計算書の確認審査･構造

計算適合性判定のｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ｣として公表されている｡

着工後に大臣認定の取消(撤回)を受けたことによっ

て構造基準に適合しないこととなった場合には｢既存

不適格建築物｣になることなどが示されている｡ 

○次のような意見が出された｡ 

・適合性判定機関にｱﾝｹｰﾄを採るということであるが､

適合性判定機関などからも何か問題提起があるのか｡ 

→適合性判定機関も｢検討すべき事項｣の提案団体と

して課題を提起している｡ 

・大臣認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑを使用して建築確認済み後に､ﾌﾟﾛｸﾞ

ﾗﾑにﾊﾞｸﾞが出たと国が公表した場合､再度見直した結

果､構造基準に適合しない場合には､既存不適格扱い

となるのは施主に説明が困難である｡ 

・ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑｿﾌﾄの本質を理解していないのではないか｡ 

議事4.建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの業務について 

○資料4により建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの設置状況､業務などに

ついて事務局より報告された｡ 

・2/17に建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰの開設が国土交通省より公

表された｡ 

・地方ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰのおもな業務は､①資格者ﾘｽﾄ･協力事

務所ﾘｽﾄの閲覧､②指定確認検査機関・適判機関等に

対する苦情の受付､③建築基準法･建築士法等に関す

る相談の取次ぎの実施などである｡ 

議事5.工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ(案)について 

○資料5-1､5-2により工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ解説書(案)､ﾊﾟﾝﾌﾚｯ

ﾄ素案の進捗状況が事務局より説明された｡ 

・解説書(案)については3/6に原稿が決定する予定｡ 

・国民向けの周知ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作成する予定で準備を進め

ているが､ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ素案はまだ流動的な状況である｡ 

議事6.｢既存建築物耐震診断､耐震改修設計を業とする建築

士事務所名簿｣の新規募集について(案) 

○資料6により国土交通省の要請により建築物の耐震診断､

耐震改修等の業務の促進と円滑化を図るために(財)日本

建築防災協会ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ掲載の｢既存建築物耐震診断､耐震

改修を業とする建築士事務所名簿｣を拡充することとな

り､｢既存建築物耐震診断､耐震改修を業とする建築士事

務所名簿｣の新規募集を行うことが事務局より説明され

た｡ 

・名簿掲載事務所が開設しているﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽを載せ

ることはできないか､耐震診断の依頼をする際にどの

ような業務内容の事務所であるかの情報があれば消

費者も依頼しやすいのではないかとの意見が出され､

(財)日本建築防災協会とで検討することとした｡ 

議事7.四会連合協定 建築設計･監理業務委託契約約款の改

正作業の検討状況等について 

○四会連合協定 建築設計･監理業務委託契約約款の改正作

業の検討状況等につき資料7に基づき事務局より報告さ

れた｡ 

・告示第15号の解説書が3月末頃に発行される予定であ

ることから､その中で示される業務内容との整合を図

るため､契約書の改正版は6月上旬を目途に発行する
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見通しである｡ 

議事8.設計者のための法適合確認ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定について 

○資料8により｢設計者のための法適合確認検討会｣の発足

と検討状況について事務局より説明された｡ 

概要は以下の通りである｡ 

・一定規模以上の建築物について5/27より構造設計一

級建築士､設備設計一級建築士の関与が義務づけられ

るが､その法適合確認について､対象となる建築物の

考え方､具体的な運用方法､責任の範囲などについて

検討する｡ 

・委員は､(社)日本建築構造技術者協会､(社)建築設備

技術者協会を中心に設計三会より委員を各1名という

構成になっている｡日事連からは東京会･宮原浩輔氏

が委員として参加している｡ 

・検討ｽｹｼﾞｭｰﾙとしては3月下旬までに運用方針を確定､

国に報告し､4月下旬～5月中旬にかけて講習会等で周

知を図る予定である｡ 

議事9.国土交通省告示第15号(業務報酬基準)の解説書の進

捗状況について 

○資料9-1､9-2により国土交通省告示第15号(業務報酬基

準)の解説書の進捗状況が事務局より説明された｡ 

・解説書は(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰを事務局として

検討されており､資料9-1は2/20の暫定原稿案である｡

3/3の最終合同委員会で原稿が決定される予定であ

る｡ 

・追加業務の事例は資料9-2に各委員の意見として示さ

れているが､どこまで解説書に盛り込まれるかはまだ

未定である｡ 

◎次回委員会  

平成21年5月12日(火)14:00～16:30  日事連会議室 

 

■第3回 広報･渉外委員会概要 

日   時 平成21年1月20日(月)13:30～16:00 

会   場 日事連会議室 

出 席 者 

委員長･野呂敏秋､ 

副委員長･横須賀満夫､ 

委員･沖野 覚､新井典夫､吉田勝則､下西伊佐男､山下卓治､

国吉真正 

担当副会長･外木場久雄 

<配付資料> 

資料1:平成21年度事業計画(案)･収支予算(案) 

資料2:改正法周知ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ残り業務 

資料3:建築士事務所憲章の周知について 

資料4:会員へのﾒｰﾙ送信ｼｽﾃﾑの構築について 

参考1:平成20年度要望書 

参考2:第2回委員会記録 

議 事 

1.平成21年度事業計画(案)･収支予算(案)について 

事務局より平成21年度事業計画(案)･収支予算(案)につ

いて､資料1により説明し､事業計画については､(案)のと

おりとし､予算については､ｶﾗｰﾍﾟｰｼﾞに係る経費を追加し､

2月開催の常任理事会に諮ることとした｡ 

また､事業の具体的な実施について以下の意見が出され

た｡ 

・1.｢改正建築士法の円滑な施行に向けた広報事業の実

施｣の方法として｢各種資料の作成の検討｣とあるが､昨

年作成した加入促進ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ及び国民への周知ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ､

また国で作成している各種ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄでの周知の成果状

況を確認した上で､不足していると思われる資料作成

の検討を考えるべきである｡ 

・2.｢建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施｣については､平成21年

度についても統一ﾃーﾏは必要である｡また､業務報酬基

準のわかりやすい説明書､住宅瑕疵担保責任の周知資

料等も配付資料として追加することを検討すべき｡ 

・3.｢要望･陳情運動の実施について｣は､要望の実施時期

を例年どおり8月に想定しているが､6月上旬完成を目

標に作業して欲しい｡ 
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・4.｢会誌の充実･発行について｣は､毎月ｶﾗｰﾍﾟｰｼﾞ(8ﾍﾟｰ

ｼﾞ)を設ける方向で､予算措置をしてほしい｡ 

2.改正法周知ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑ残り業務の対応 

残り業務の対応については､まず改正法周知ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑで

協議すべきであるが､都合により本委員会でご意見をい

ただいた後､ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑを開催することを了承いただき､

資料2から資料4により説明を行った｡ 

資料2により①単位会への憲章周知依頼､②誓約書原案作

成､③単位会のﾒｰﾙ送信ｼｽﾃﾑの構築､④新｢会員証｣原案作

成､⑤新入会員ｾﾐﾅｰ(仮称)､⑥略称(愛称)の検討､が残り

作業としてあるが､今回以下の3項目を協議していただき

たい｡ 

①の単位会への憲章周知依頼文については､既にﾜｰｷﾝｸﾞﾁ

ｰﾑで再々協議してまとめたもので､憲章の周知に加え｢社

団法人 ○○○建築士事務所協会は､本憲章を誓約する

建築士事務所を会員とする法定団体です｡｣の文言を､憲

章の活用にあたり採用していただきたい旨依頼する｡ま

た､憲章の標準的なﾃﾞｻﾞｲﾝも添付することとしている｡ 

憲章の周知依頼をするとともに､会員が憲章を誓約する

際の対応案の一つとして②の誓約書原案を作成･提示し､

単位会の実情にあった対応を依頼することとした｡ 

③単位会のﾒｰﾙ送信ｼｽﾃﾑの構築については､平成20年末に

単位会に対し｢会員へのﾒｰﾙ送信ｼｽﾃﾑ構築に関するｱﾝｹｰﾄ

調査｣を実施した結果とともに､未構築の単位会宛にﾒｰﾙ

送信ｼｽﾃﾑ構築の実現に向け､前向きな検討を依頼する｡ 

以上協議した結果､①単位会への憲章周知依頼､②誓約書

原案作成については､原案どおり了承され､③単位会のﾒｰ

ﾙ送信ｼｽﾃﾑの構築については､依頼文は全単位会に送付す

ることとした｡ 

なお､⑤新入会員ｾﾐﾅｰ(仮称)については､新入会員及び入

会希望者に対し法定団体としての建築士事務所協会の社

会的意義､また建築士事務所憲章､定款･倫理規程等を 

理解していただくためのｾﾐﾅｰの開催を依頼する文書を単

位会に送付することとした｡ 

④新｢会員証｣原案作成､⑥略称(愛称)の検討､については

時間を要する内容のため､今後､広報･渉外委員会で必要

に応じた対応をすることとした｡ 

次回委員会 平成21年4月14日(火)13:30～16:00 

■ 行事予定 

※行事日程は中止・変更等になることがございますので 

 ご了承ください。 

平成２１年 

４月２１日 建賠保険等調査専門委員会 

２２日 教育・情報委員会 

５月１２日 業務・技術委員会 

１５日 監査会 

２０日 総務・財務委員会 

２２日 常任理事会 

６月 ２日 政研役員会、理事会 

３日 建築設計制度等対応特別委員会 

４日 構造技術専門委員会 

５日 会誌編集専門委員会 

１９日 常任理事会、全国会長会議、決算総会 

    （帝国ホテル） 

２３日 日事連建築賞選考委員会 

２６日 事務局連絡会議（八重洲富士屋ホテル） 
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日事連 2009年5月15日

会 務 月 報       

  第314号 
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■第51回 通常総会(平成21年度予算総会)概要 

1.日  時 平成21年3月30日(月) 

      午後3時35分から午後4時25分まで 

2.会  場 八重洲富士屋ﾎﾃﾙ 2階｢桜の間｣ 

      東京都中央区八重洲2-9-1 

3.総会の構成者数及び出席者数 

  総会構成者数 正会員代表者 46人 

  出席者数   正会員代表者 46人 

(うち､表決委任状提出3名) 

○表決委任を受けた者の氏名 

 北海道会 庄司 雅美  埼玉会 松下 充孝   

大 阪 会 髙橋 祥治 

4.出席者の氏名 

(1) 役  員 

会    長 三栖 邦博 

副 会 長  山本 茂男  山崎 善利   

本澤 宗夫  鈴木 誠一   

外木場久雄  八島 英孝 

  専務理事  髙津 充良 

  常務理事 北野 芳男 

常任理事 木村  旭  野呂 敏秋   

原田 照行  髭右近外嘉   

山田 美光 

   理  事 浅野 善治  上野 浩也   

上原 伸一  大野 和男   

河野  久  須賀川 勝 

野呂 幸一  水谷 達郎 

村山 高文  山中 保教   

横須賀満夫 

  監  事 大内 達史  岡田 利一   

速水 可次 

(2) 正会員･指定代表者の氏名(表決委任された者を含む) 

    北海道 庄司 雅美   滋 賀  藤村 亮一 

  青 森 野呂 敏秋   京 都   上野 浩也  

岩 手 髙橋  敏   大  阪   髙橋 祥治  

宮 城 栗原 憲昭   兵 庫  外木場久雄  

秋 田 鈴木 誠一    奈 良  泉谷 良宏 

山  形 伊藤  剛    和歌山  岩橋 重文 

福  島 田畑 光三    鳥 取  足立 収平 

茨 城 横須賀満夫    島 根  矢野 敏明 

栃 木 本澤 宗夫    岡 山  木村  旭 

群 馬  山田 美光    広 島  直井 稔征 

埼 玉  松下 充孝   山 口  香月 直樹 

千 葉  内田 久雄    徳 島  速水 可次 

東 京 三栖 邦博   香 川  富岡  学 

神奈川 上原 伸一   愛 媛  中岡 数夫 

新 潟 中村 優晴   高 知  山本 茂男 

長 野  新井 典夫   福 岡  八島 英孝 

山 梨 進藤 哲雄   佐 賀  原田 照行 

富 山 近江 吉郎    長 崎   池田 賢一 

石 川 髭右近外嘉   熊 本  古川 裕久 

福 井 神﨑  貢   大 分  松井 健治 

静 岡  山崎 善利   宮 崎  甲斐 孝明 

愛 知 岡田 利一   鹿児島  大原 達也 

三 重 田端  隆   沖 縄  新城 安雄 

5.司   会 恩田利昭事務局長 

6.会議の成立 

司会者より､正会員46単位会のうち正会員46単位会(表決

委任状提出者を含む)が出席しているので､定款第25条に

より会議が成立している旨の報告がなされた｡ 
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7.正副議長の選任 

 正副議長につぎの者が選任された｡ 

  議 長 本澤 宗夫 栃木会会長 

    副議長 鈴木 誠一 秋田会会長 

8.議事録署名人の選任 

議事録署名人に議長･本澤宗夫栃木会会長､三栖邦博日事

連会長及び八島英孝福岡会会長が選任された｡ 

9.議  事 

 第1号議案 平成21年度事業計画承認の件 

 第2号議案 平成21年度収支予算承認の件 

議長より第1号議案と第2号議案は関連するため､併せて

審議する旨が告げられた｡ 

第1号議案については山田美光総務･財務委員長､木村旭

業務･技術委員長､野呂敏秋広報･渉外委員長､髭右近外嘉

指導運営委員長､髙津専務理事が､第2号議案については

北野常務理事がそれぞれ議案書2頁から9頁の記載事項に

ついて説明した｡ 

議長より第1号議案及び第2号議案について採決したとこ

ろ､それぞれ議案書のとおりこれを承認した｡ 

なお､その他の事項として横須賀満夫茨城会会長より建

築主から建築士事務所への苦情相談は行っているが､建

築士事務所から建築主に対する苦情相談も行うことも必

要ではないかとの意見が出された｡ 

                                                                    

■第106回 建築士事務所協会全国会長会議概要 

1.日 時  平成21年3月30日(月) 13:30～15:20 

2.会 場 八重洲富士屋ﾎﾃﾙ｢桜の間｣ 

3.会議の構成者数及び出席者数 

  構成者数 正会員会長46名 

  出席者数  正会員会長46名 

(内､代理出席:北海道会､埼玉会) 

4.出席者 

 日事連役員 

  名誉会長  小川 圭一 

 会  長 三栖 邦博 

  副 会 長  山本 茂男  山崎 善利  本澤 宗夫  

鈴木 誠一  外木場久雄   八島 英孝 

  専務理事  髙津 充良 

  常務理事  北野  芳男 

  常任理事  木村  旭  佐野 吉彦  野呂 敏秋 

原田 照行  髭右近外嘉   山田 美光 

  理  事  浅野 善治  上野 浩也  上原 伸一 

大野 和男  野呂 幸一   水谷 達郎  

山中 保教  横須賀満夫     

 監  事  大内 達史  岡田 利一  速水 可次 

  正 会 員 

北海道 庄司 雅美     青 森  野呂 敏秋     

岩 手  髙橋    敏      宮 城  栗原 憲昭 

秋 田  鈴木 誠一      山 形  伊藤  剛  

福 島 田畑 光三      茨 城  横須賀満夫 

栃 木  本澤 宗夫     群 馬  山田 美光 

埼 玉  松下 充孝      千 葉  内田 久雄 

東 京  三栖 邦博      神奈川  上原 伸一 

新 潟  中村 優晴      長 野  新井 典夫 

山 梨  進藤 哲雄      富 山  近江 吉郎  

石 川  髭右近外嘉      福 井  神﨑  貢 

静 岡  山崎 善利      愛 知  岡田 利一 

三 重  田端  隆      滋 賀 藤村 亮一 

京 都  上野 浩也      大 阪  佐野 吉彦 

兵 庫  外木場久雄      奈 良  泉谷 良宏 

和歌山  岩橋 重文      鳥 取  足立 收平 

島 根  矢野 敏明      岡 山  木村    旭 

広 島  直井 稔征      山 口  香月 直樹 

徳 島  速水 可次      香 川  富岡  学 

愛 媛  中岡 数夫      高 知  山本 茂男 

福 岡  八島 英孝      佐 賀  原田 照行 

長 崎  池田 賢一      熊 本  古川 裕久 

大 分  松井 健治      宮 崎  甲斐 孝明    
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鹿児島  大原 達也      沖 縄  新城 安雄 

事務局 

事務局長 恩田 利昭､調査役 吉田  茂､ 

総務課長 前田 敏明 

5.議長･副議長  

  議 長 山崎 善利(静岡会会長) 

副議長 本澤 宗夫(栃木会会長) 

6.議事録署名人 

三栖 邦博(日事連会長)､外木場久雄(兵庫会会長)､ 

山崎 善利(議長) 

7.議  事 

議事に先立ち三栖会長より挨拶があり､引き続き次の事

項について協議がなされた｡ 

(1)協議事項1.平成21年度事業計画案について  

1)髙津専務理事より､第51回通常総会(平成21年度予算総

会)議案書に基づき､事業計画作成にあたっての基本

方針について説明があった｡ 

2)上記同議案書に基づき､各常置委員会委員長より平成

21年度事業計画案の説明があった｡ 

(2)協議事項2.平成21年度収支予算案について 

1)北野常務理事より､平成21年度収支予算書(案)説明書

に基づき､平成21年度収支予算案について｢一般会計｣､

｢福利厚生特別会計｣及び｢適合証明業務登録機関特別

会計｣の各項目内容について説明があった｡ 

(3)質疑応答 

協議事項1､2について､議長より質疑を求めたが､特に

発言はなく､平成21年度事業計画案及び収支予算案に

ついて了承された｡ 

(4)報告事項1.設備設計一級建築士制度についての今後の

対応について 

三栖会長より､資料1に基づき､設備設計一級建築士制

度に係る対応について､同制度の施行を平成21年5月

に控え､ﾌﾞﾛｯｸごとの意見を踏まえ､平成21年3月13日

に国土交通大臣に対し設備設計一級建築士制度の円

滑な施行に関する要望を行ったこと及び今後も国に

対して働きかけを行っていくこと等､対応の概要につ

いて報告があった｡ 

続いて髙津専務理事より､上記要望内容の説明を踏ま

え､建築設計ｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ及び設備設計一級建築士制度

への対応の経緯について報告があった｡ 

(5)報告事項2.最近の建築関係に係る国等の動向につい

て 

 髙津専務理事より､資料2に基づき主に次の報告があっ

た｡ 

・｢建築等を通じた良好な景観形成･まちづくり推進協

議会｣設立等の経緯や｢設計者のための法適合確認検

討会｣､業務報酬基準関係､工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ､住宅瑕

疵担保履行法に係る住宅瑕疵担保責任保険の設計施

工基準や国の工事監理ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定の各状況につい

て､また､昇降機に係る改正建築基準法施行令の施行

による建築計画への影響や経過措置について注視す

る必要があること等の報告があった｡ 

(6)報告事項3.日事連建築賞募集要項等について 

山田総務･財務委員長より､資料3及び日事連建築賞案

内ﾘｰﾌﾚｯﾄに基づき､日事連建築賞募集要項等について､

昨年度からの変更点として｢建築･空間ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞ

ｽ｣にも受賞作品を掲載すること､選考委員会委員の変

更等が報告されるとともに日事連建築賞への応募の

促進について協力の呼びかけがなされた｡ 

(7)報告事項4.第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)

実施要項について 

山本全国大会運営特別委員長より､資料4に基づき､平

成21年10月9日に開催される第34回建築士事務所全国

大会(愛媛大会)の実施要項及び収支予算について説

明があった｡ 

中岡愛媛会会長より､大会開催に向けて鋭意準備を進

行していること､本会会誌｢ｱｰｶﾞｽ･ｱｲ｣等で大会のｱﾋﾟｰ

ﾙを行うとともに参加者の募集の更なる呼びかけにつ
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いて､各単位会への協力依頼があった｡ 

 (8)報告事項5.平成21年度主な会議日程(予定)について 

事務局より､資料5に基づき平成21年度の主な会議の

予定について報告があった｡ 

会議終了に際して､三栖会長より次の発言があった｡ 

・日事連建築賞への応募促進については､会員･会員外を問

わず広く建築士事務所のﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟに寄与するだけでなく､

会員増強にもつながるため､単位会でも応募の促進に尽

力いただきたい｡ 

・｢建築等を通じた良好な景観形成･まちづくり推進協議

会｣への本会としての対応体制をとる必要性があること

等から､本日開催された平成21年3月常任理事会において

本会に特別委員会を立ち上げることを決定した｡また､国

土交通省が今後実施する｢良好な居住環境形成に向けた

建築ﾃﾞｻﾞｲﾝの誘導ﾓﾃﾞﾙ事業｣においても該当する事業に

ついて応募ができる体制をとっていきたい｡ 

 

■平成21年3月 常任理事会概要 

1.日  時 平成21年3月30日(月) 11:00～12:15 

2.会  場 八重洲富士屋ﾎﾃﾙ 3F｢紅葉の間｣ 

3.常任理事会構成者数及び出席者数    

常任理事会構成者数  14名 

 出席者数       14名 

4.出席者の氏名 

 出 席 者 

 会  長 三栖邦博 

 副 会 長 山本茂男､山崎善利､本澤宗夫､鈴木誠一､ 

外木場久雄､八島英孝   

専務理事 髙津充良 

 常務理事 北野芳男 

常任理事 木村 旭､佐野吉彦､野呂敏秋､原田照行､ 

髭右近外嘉､山田美光 

事 務 局 恩田利昭事務局長､ 

戸谷泰子広報･渉外担当課長､鈴木雅之業務課

長､前田敏明総務課長､吉田 茂調査役 

5.議事録署名人 

三栖邦博会長､木村 旭常任理事､山田美光常任理事 

6.議事進行役 

八島英孝副会長 

7.議 事 

(1)協議事項   

1)第51回通常総会等の運営について 

事務局より､第106回建築士事務所協会全国会長会議及び

第51回通常総会の議事の運営について資料1によって説

明がなされた｡また､専務理事より全国会長会議の主な報

告事項のうち､通常理事会後の追加･修正事項の内容等に

ついて概要説明がなされた｡追加事項では､昇降機に係る

改正建築基準法施行令について､昨年9月に昇降機の技術

基準が安全性向上の観点から大幅に強化されて､その施

行が本年9月28日に予定されているが､その改正によりｴﾚ

ﾍﾞｰﾀｼｬﾌﾄの大きさ等の建築計画への影響の可能性､大臣

認定の見通し､経過措置等の課題について注意が必要で

あることの説明がなされた｡また､建築等を通じた良好な

景観形成･まちづくり推進協議会の設立等の関係では､平

成21年度に国では｢良好な居住環境形成に向けた建築ﾃﾞ

ｻﾞｲﾝの誘導ﾓﾃﾞﾙ事業｣の募集が4月中旬頃予定されている

ので各単位会宛に該当する事業があれば応募の準備を進

めるよう予告をしたこと及び同協議会では､これらの活

動の計画手法や団体からの人的支援などを含む効果的な

支援方策の検討を進めているので日事連としてもこれら

に対応する体制整備が必要となってきている旨の説明が

なされた｡これについて協議した結果､実績と経験のある

委員による特別委員会を早急に設置し､対処することと

し､委員の人選については会長に一任することを決めた｡ 

(2)報告事項 

1)提言｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ 2050｣(案)の公

表に向けた審議依頼について 

日本建築学会より地球環境委員会委員長名で本連合会に
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対し依頼のあった､[提言｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞ

ｼﾞｮﾝ 2050｣(案)の公表に向けた審議依頼](資料2)につい

て､専務理事より､これまでの経過等の報告がなされた｡

共同提言については､建築五会等で検討の進め方を引き

続き協議しつつ､あらためて関係団体が委員を派遣し､組

織的な検討を行ったうえで進める必要がある旨を日本建

築学会会長へ回答することを了承した｡ 

2)会員･構成員異動報告 

平成21年2月末日の会員及び構成員数等を次の通り報告し

た｡単位会別構成員数等は資料3の通り｡ 

 平成21年2月28日現在 

  正会員46団体､構成員14,895事務所､賛助会員5社 

3)後援名義等使用の催物及び経過報告について事務局長よ

りそれぞれ資料4､資料5により報告がなされた｡ 

<配付資料> 

資料1:第106回建築士事務所協会全国会長会議 

資料2:提言｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案)

の公表に向けた審議依頼 

資料3:会員･構成員異動報告書 

資料4:後援､協賛名義使用の件 

資料5:経過報告 

 

■第3回 指導運営委員会概要 

日   時 平成21年3月24日(火) 13:30～15:50 

会   場 日事連会議室 

出 席 者   

委員長:髭右近外嘉 副委員長:上原伸一 

委 員:佐藤眞彦､飯窪功児､桜井紘一､森口勝茂､ 

山上紀麿､中野 満 

担当副会長:鈴木誠一  

事務局:髙津､恩田､吉田､鈴木 

<提出資料> 

資料1 ：指導運営に関する平成20年度事業報告 

(3月24日時点) 

資料 2：各ﾌﾞﾛｯｸ協議会内の単位会の状況報告について 

資料3-1：苦情の解決業務実施報告書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)様式

(案) 

資料3-3：苦情の解決業務実施報告書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)記載要

領(案) 

資料 4：苦情処理業務について(東海北陸ﾌﾞﾛｯｸ協議会) 

◎会議に先立ち､鈴木担当副会長より冒頭挨拶がなされた｡ 

議事1.平成20年度苦情処理業務(指定法人業務)の実施報告

等について 

○資料1の指導運営に関する平成20年度事業報告(3月24日

時点)に基づき､指定法人業務としての苦情処理の単位会

集計結果及び下半期にかけて行われた各ﾌﾞﾛｯｸ協議会で

の説明会の事業等について､事務局より報告がなされた｡ 

・今後1月5日～3月末日までに実施した法定団体として

の苦情の解決業務の受付件数等について単位会より実

施報告書を提出願い､その集計結果等を事業報告に記

載していくことを了解した｡ 

議事2.苦情の解決業務の単位会の実施状況について 

○各委員より所属単位会の実施状況について報告がなされ

た｡申込の受付については､協会のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞを見て問い合

わせ等があるが件数は少ない状況となっている｡ 

○次回の指導運営委員会に向けて各ﾌﾞﾛｯｸ協議会内の単位

会の状況報告について､資料2に示された3項目を調査し

て､5月29日(金)までにまとめたものを事務局宛送付する

こととした｡ 

なお､苦情の解決業務の受付件数(1月5日～3月31日の期

間)については､事務局において単位会より実施状況報告

書を提出願い集計する｡ 

 次回委員会において､各委員からの提出資料をもとに協

議することとする｡ 

議事3.苦情の解決業務実施報告書の経費に係る案件の事例

等について 

○苦情の解決業務育成支援制度では､業務実施報告経費の

助成として苦情の申出人と面談を行った案件のうち､ﾚﾎﾟ
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ｰﾄ提出により1案件1万2千円を助成することにしている｡

単位会へ参考に示すためのﾚﾎﾟｰﾄの事例内容について､資

料3-1苦情の解決業務実施報告書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)様式(案)及

び資料3-3苦情の解決業務実施報告書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)記載要

領(案)を事務局が作成し説明がなされた｡ 

・記載例3案については､過去に実際にあった苦情処理内

容を参考に作成している｡ 

・今後単位会より提出される個別ﾚﾎﾟｰﾄは､①相談員の再

発防止に向けた参考資料とするもの､②原因に関する

所見(考察)の集計ﾃﾞｰﾀを｢国への要望｣の根拠ﾃﾞｰﾀ等に

するもの､③原因等を項目別にして印刷物として作成

すること等を目的として取り扱いたい｡ 

○苦情の解決業務実施状況報告書を提出する際に､資料3-1

の5頁の実施状況集計表も単位会が前記実施状況報告書

の数字に基づいて入力していただくようお願いする｡ 

○資料3-1苦情の解決業務実施報告書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)様式(案)

及び資料3-3苦情の解決業務実施報告書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)記載

要領(案)について部分修正し､単位会へ文書(差出人は日

事連会長と指導運営委員長の連名)を付けてEﾒｰﾙで送付

することを了承した｡ 

議事4.その他 

○最近の国などの動きとして､住宅瑕疵担保履行法の本年

10月完全施行､告示第15号業務報酬基準解説書の動向及

びｴﾚﾍﾞｰﾀｰの設置基準の政令改正による取扱い等につい

て､事務局より報告がなされた｡ 

●次回委員会 平成21年7月10日(金) 13:30～16:00 

 

 

        

 

 

 

                  

 

 

■ 行事予定 

※行事日程は中止・変更等になることがございますので 

 ご了承ください。 

平成２１年 

５月１５日 監査会 

１８日 適合証明業務登録制度運営委員会 

２０日 総務・財務委員会 

２２日 常任理事会 

６月  ２日 通常理事会、政研役員会 

３日 建築設計制度等対応特別委員会 

４日 構造技術専門委員会 

 ５日 景観・まちづくり特別委員会 

１２日 会誌編集専門委員会 

１９日 決算総会、全国会長会議、常任理事会 

    （帝国ホテル） 

２３日 日事連建築賞選考委員会 

２６日 事務局連絡会議（八重洲富士屋ホテル） 

 

 

  



2009-6 日事連会務月報                                               1 

                                                

 

日事連 2009年6月15日

会 務 月 報       

  第315号 

発行 社団法人 日本建築士事務所協会連合会

 

 

 

 

 

 

 

 

■第40回 建築設計制度等対応特別委員会概要 

日   時 平成21年4月9日(木) 10:00～12:30  

会   場 日事連会議室 

出 席 者 

 委  員  長 三栖 邦博 副委員長 岡本  賢      

 委   員 小林 志朗､佐々木宏幸､佐野 吉彦､ 

望月 淳一､髙津 充良 

 特別出席 宮原 浩輔､大池 眞人 

事 務 局:北野常務理事､恩田事務局長､吉田調査役､ 

鈴木業務課長､上原 

(欠 席 者 委員 榊原 信一) 

<配付資料> 

資料1-1: 設計者のための法適合確認検討会関係資料 

資料1-2: 設計者のための法適合確認検討会 契約関連部

会関係資料 

資料2: 昇降機に係る法改正建築基準法施行令の施行関係

資料 

資料3: 公共建築設計懇談会 意見交換会資料 

資料4: 東海地域の建築系大学院生のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ受け入れ･

検討についての関係資料 

参考: 士会連合会ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの指針について(建設工業新

聞記事 4/9) 

資料5:業務報酬基準の周知等のあり方意見交換会関係資料 

参考資料:新しい建築設計･工事監理等の業務報酬基準が

策定されました｡(ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ) 

議事1.設計者のための法適合確認ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定について

(資料1-1､1-2) 

設計者のための法適合確認検討会(3/31)の状況等について

特別出席の宮原氏より報告があった｡ 

・国土交通省より当会(宮原委員､北野常務理事)に対し､3

月13日に日事連が要望した内容が､主に法適合確認ﾏﾆｭｱ

ﾙに係る事項について､同検討会の中でどう反映される

のか等､事前に説明があった｡ 

・構造･設備に係る関係規定のﾁｪｯｸﾘｽﾄ及び関係規定に関す

る法適合ﾁｪｯｸｼｰﾄについて説明があった｡ 

・その他､検討会では､構造･設備設計一級建築士について

のﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ､設計者のための法適合確認についての講習

会ﾃｷｽﾄ構成案､各関連部会(構造､設備､契約)の進行状況

等についての説明があった｡ 

続いて､同検討会 契約関連部会(4/1)の状況等について特

別出席の大池氏より報告があった｡ 

・契約関連部会では､原設計者が構造･設備設計一級建築士

との業務委託契約を交わす際の参考事例の作成をして

おり､法適合確認業務委託契約書･約款案及び交付すべ

き図書の種類､記名･捺印等について説明があった｡ 

・構造･設備関係規定に係る｢法適合確認業務｣に際して､い

わゆる｢意匠図｣に基づいて確認･判断を行う場合が多い

と考えられる事項をとりまとめている｡ 

○構造･設備設計一級建築士が自ら設計する場合の追加業

務の取扱いや､構造･設備設計一級建築士が社内にいる

か否かで施主の建築士事務所選別につながること等に

ついて各委員より発言があった｡ 

報告により､日事連からの要望(3/31)について2.法適合確

認ﾏﾆｭｱﾙの早期提示･公表の部分については大方反映されて

いる状況であることを確認した｡ 

議事2.昇降機に係る改正建築基準法施行令の施行について

(資料2) 

昇降機に係る改正建築基準法施行令の施行について鈴木業

務課長より報告があった｡ 

・安全性向上の観点から昇降機の構造に関する建築基準法



2 2009‐6 日事連会務月報 

 

施行令の改正が行われ､本年9月28日に施行される｡政令

の施行前に昇降機を設置する建物が着工され､完了検査

が施行後となる物件について担当行政庁で経過措置の

取扱いにより施工済み駆体の手直し等の混乱が生じる

ため､経過措置の明確化が緊急の課題となっている｡ 

・設計に係る大きな問題なので単位会へは3月の全国会長

会議等で周知依頼を踏まえた報告を行っている｡ 

・日本建築行政会議では､特定行政庁へのｱﾝｹｰﾄ調査の結果

等を踏まえ､昇降機の確認申請等の運用方針をまとめて

いる｡ 

議事3.公共建築設計懇談会意見交換会での状況について

(資料3) 

公共建築設計懇談会意見交換会の状況について髙津委員よ

り報告がなされ､岡本副委員長より追加の説明があった｡ 

・3月26日に意見交換会が開催され､岡本副委員長､佐々木

委員､髙津委員が出席した｡ 

・平成20年7月17日に建築3会(日事連､士会連､JIA)で､国の

｢官庁施設の設計業務等積算要領｣で定められた｢依頼

度｣が､地方自治体の発注の際に､設計業務報酬の値切り

に使用される例があるため､業務報酬基準の改定に併せ

同要領の改善について要望しているが､概ね今回の改定

で取り入れられている｡ 

・意見交換会では､国の営繕部より3月26日時点での官庁施

設の設計業務等積算要領等の改定の状況について､設計

業務量算定における略算方法の適用範囲外の補完､設計

意図伝達業務量の算定､改修工事に係る総設計･監理業

務量の算定方法で新築･改修の別がなくなること､また

｢依頼度｣の設定に関する規定もなくなる(｢依頼度｣に代

わる言葉を検討中)等の報告があった｡ 

・国は､4月中旬に開催する全国営繕主管課長会議幹事会で

地方公共団体及び関係省庁に対して､改定される積算基

準を説明する予定である｡ 

公共建築設計懇談会の検討状況については､今後も当委員

会へ報告することとした｡ 

議事4.その他 

○東海地域の建築系大学院生のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟについて(資料4) 

 東海地域の建築系大学院生のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの状況について

小林委員より説明があり､当会での対応を検討した｡ 

・3月に建築学会東海支部より愛知地域の建築8団体連絡会

構成団体(愛知会含む)宛に｢東海地域における建築系大

学院生のｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの受入れについて連絡があった｡4月

から改正建築士法にともなう大学院ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ制度の実

施にあたって､一部受入事務所が確保できにくい状況が

あり､受入可能な建築士事務所のﾘｽﾄの提出協力があっ

た｡なお､関東圏では受入事務所の確保に特段の問題は

ないようである｡ 

・平成20年6月から仮称･産学連携建築教育推進会議(準備

会)で､今後は､建築関係団体で構成する｢産学連携建築

教育連絡会議｣において､ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの運用に係る対応が

協議される予定である｡ 

・4月8日に士会連合会が団体独自の｢建築士会ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟｶﾞ

ｲﾄﾞﾗｲﾝ｣を策定し､実施要領に併せて詳細な書式等を公

表した｡ 

検討の結果､ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟに係る当会の対応については教育･

情報委員会で協議することとした｡ 

○業務報酬基準の周知等のあり方意見交換会について(資

料5) 

業務報酬基準の周知等のあり方意見交換会(4/8)の検討状

況等について､佐々木委員より報告があった｡ 

・平成21年1月から建築士法講習会(業務報酬基準等)を開

催しているが､今後の全国的な周知方法､また追加業務

における四会約款との整合等について､主に業務報酬基

準改定委員会幹事会WGのﾒﾝﾊﾞｰが委員となって検討して

いる｡ 

○次回委員会日程 

 平成21年6月3日(水)14:00～16:00 日事連会議室 
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■第4回 業務･技術委員会概要 

日 時 平成21年5月12日(火) 14:00～16:45 

会 場 日事連会議室 

出席者 委員長:木村旭 副委員長:上野浩也  

委 員:冨田賢一､斉藤俊夫､安藤誠､宮崎清史､伊藤光洋､ 

三原秀樹 

担当副会長:八島英孝 

日事連事務局:北野､恩田､吉田､鈴木､千浜､市川､今泉 

{配付資料} 

資料1:業務･技術に関する平成20年度事業報告(案) 

資料2:建賠保険制度の推進に係る専門委員会関係資料に

ついて 

資料3:四会連合協定建築設計･監理業務委託契約約款改

正の検討状況の報告について 

資料4:公共建築設計懇談会 意見交換会関係資料 

資料5:法適合確認講習会資料 

資料6:昇降機に係わる改正建築基準法施行令の施行によ

る緊急事項について 

資料7:｢長期優良住宅の設計を行う建築士事務所の情報

提供｣関係資料 

○議事に先立ち､当委員会と構造技術専門委員会との連携

について今後上野副委員長が同専門委員会に出席し､連

携を図ることとなった旨､木村委員長より説明され､了承

された｡ 

議事1.業務･技術に関する平成20年度事業報告(案)について 

○資料1により業務･技術に関する平成20年度事業報告(案)

について事務局より説明され､これを了承した｡ 

議事2.建賠保険等調査専門委員会の報告について 

○資料2により第1回建賠保険等調査専門委員会について事

務局より説明された｡建賠保険の加入状況と支払の状況､

今後の課題などにつき検討した旨､報告された｡ 

 滅失･き損問題への対応については何か対策はあるのか

との質問が出され､建賠保険等調査専門委員会で今後前

向きに検討していくこととなった｡ 

議事3.四会連合協定建築設計･監理業務委託契約約款改正

の検討状況の報告について 

○資料3により四会連合協定建築設計･監理業務委託契約約

款の検討状況が事務局より報告された｡おもな内容は以

下の通り｡ 

・改正内容は平成20年11月28日の改正建築士法の施行

と国土交通省告示第15号(業務報酬基準)で示された

標準業務および標準外業務にもとづく改正｡発行時期

は7月上旬を目途としているが作業の進捗状況によっ

ては遅れる場合がある｡ 

・周知については大成出版より解説書が出版される予

定であるほか､同時期に工事請負契約約款の改正版が

発行されることから合同の講習会が全国8会場で予定

されている｡ 

○次のような意見が出された｡ 

・日事連として契約書の周知に関して何か行うべきでは

ないか｡ 

・ﾌﾞﾛｯｸ協議会あるいは単位会ごとで講習を行えるよう

な体制を整える必要がある｡ 

・日事連で講師講習会を行い､契約書を作成した委員会

に講師の協力を依頼してはどうか｡ 

・DVDなどを作成して講習を行う方法も考えられる｡ 

議事4.官庁施設の設計業務等積算基準等の改定について 

○資料4により官庁施設の設計業務等積算基準等の改定に

ついて事務局より説明された｡おもな内容は以下の通

り｡ 

・官庁施設の設計業務等積算基準および積算要領の改定

内容は､告示第15号(業務報酬基準)の内容にあわせた

ものであり､設計三会で要望していた事項もおおむね

取り入れられた内容となっている｡ 

・今後は地方公共団体への普及を目指していくことが重

要｡関係団体と共同して要望していくなどの方策を考

えたい｡ 

○関係団体共同での要望をふまえ､単位会でもそれぞれ地
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方公共団体へ要望していくなどの活動を行っていく必要

があることを確認した｡ 

議事5.設計者のための法適合確認ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ策定について 

○資料5により5月27日より施行される予定の構造･設備設

計一級建築士による法適合確認について事務局より説

明された｡次のような意見が出された｡ 

・意匠図､設備図にも構造設計一級建築士の確認が必要

な事項があり､構造設計一級建築士の確認の印がない

と建築確認が受け付けられないなど確認申請が混乱す

るおそれがある｡ 

・設備設計一級建築士は､電気､給排水などそれぞれ専

門分野があり､専門分野外の実務に関してはわからな

い場合がある｡複数の設備設計一級建築士への依頼が

必要になるなど問題が生じるおそれがある｡ 

・今後､法施行後の動きをみながら何か運動していくこ

とが必要ではないかと思われる｡ 

議事6.昇降機に係る改正建築基準法施行令の施行について 

○資料6により昇降機に係る改正建築基準法施行令の施行

について事務局より説明された｡おもな内容は以下の通

り｡ 

・昇降機の構造に関する建築基準法施行令は今年9月28

日に施行される予定であるが､完了検査が政令の施行

後となる物件は担当行政庁の経過措置の取り扱いに

より施工済みの躯体の手直し等の混乱が生じるおそ

れがあるため､施行日前後の確認申請や着工にあたっ

ては経過措置を確認するよう周知･徹底を図る必要が

ある｡ 

・資料6のp.7､8､9｢日本建築行政会議｣の資料について

は取扱注意とし当委員会かぎりの資料とする｡ 

議事7.｢長期優良住宅の設計を行う建築士事務所の情報提

供｣について 

○資料7により｢長期優良住宅の設計を行う建築士事務所の

情報提供｣について事務局より説明された｡ 

一般社団法人すまいまちづくりｾﾝﾀｰ連合会において税

制優遇が受けられる長期優良住宅の設計を行う建築士

事務所を登録して広く情報提供を行うもので､会員への

周知を図ることが確認された｡ 

○四会連合協定建築設計･監理業務委託契約約款改正につ

いての普及･周知方法､官庁施設の設計業務等積算基準

等の改定､構造･設備設計一級建築士による法適合確認

などについて今後日事連としてどのように検討してい

くかを業務･技術委員会から常任理事会などへ提案する

必要があるのではないかという意見が出され､今後検討

していくこととした｡ 

◎次回委員会 

 平成21年7月30日(木) 14:00～16:30  日事連会議室 

 

■第4回 広報･渉外委員会概要 

日   時 平成21年4月14日(火) 13:30～16:00 

会   場 日事連会議室 

出 席 者 

 委員長･野呂敏秋､副委員長･横須賀満夫､ 

 委 員･沖野 覚､新井典夫､吉田勝則､下西伊佐男､ 

山下卓治､国吉真正 

欠   席 担当副会長･外木場久雄 

<配付資料> 

 資料1:建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施要項(案) 

  資料2:平成21年度要望(案) 

  資料3:日事連案内(概要)ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成について 

  資料4:ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの活用促進の検討 

  資料5:｢優良な住宅･建築･街並み及びその記録の保全に

関する懇談会｣の開催に伴う委員の推薦のお願い 

  参考1:第3回委員会記録 

議   事 

1.建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施要項(案)の検討 

平成21年度についても昨年度同様､改正建築士法の周知

を第一の目的とし､統一ﾃｰﾏのもと建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ

を実施することとし､資料1の実施要項(案)について協議
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した結果､以下のとおり決定した｡ 

・実施の趣旨 

 改正建築士法の周知を第一の目的とし､法定団体とし

ての建築士事務所協会の役割及び会員である建築士

事務所の業務を中心に国民へ広報する 

・統一ﾃｰﾏ 

｢信頼のあかし 建築士事務所協会 

～法定化された建築士事務所協会の会員はあなたをｻ

ﾎﾟｰﾄします～｣ 

・開催時期 10月､11月を中心とする｡ 

・配付資料 

新･建築士制度普及協会等が作成している改正建築士

法の周知ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ(新建築士制度PRﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ､重要事項

説明案内ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ､住宅瑕疵担保履行法消費者向けﾊﾟﾝ

ﾌﾚｯﾄ)を､関係機関と調整の上従来の配布資料に追加

する｡ 

・助成方法 昨年度と同様､上限を60万円として助成する｡ 

2.平成21年度要望項目等について 

平成20年度要望項目｢改正建築基準法･改正建築士法の

施行に関する市民への周知徹底の要望｣については､国

も様々なﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄを作成し､周知活動を実施しているた

め､項目から削除することを了承したうえ､資料2の平成

21年度要望(案)について協議した結果､文言の一部は修

正するが要望項目は以下のとおり決定した｡なお､単位

会への要望書送付時期は､6月下旬頃を予定する｡ 

 平成21年度の要望項目 

  ①国土交通省告示第15号(新業務報酬基準)の遵守及び積

算要領から｢依頼度｣の削除を要望 

  ②公共工事に関わる建築物の設計者選定にあたり､品確

法の主旨に則り価格以外の要素を考慮した選定を要望 

③公共建築物の設計業務の発注に際し､委託先の建築士

事務所の選定について､構造/設備設計一級建築士の

有無による不利益な状況が生じないよう適切な対応

を要望 

④建築設計･工事監理の発注に際して､賠償責任保険へ

の加入を条件とすることを要望 

3.日事連案内(概要)ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成について 

日事連案内(概要)ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄについては､平成2年を最後に

作成していなかったが､対外的にも必要であるため､事

務局より従来の内容を参考に会長挨拶､新建築士事務所

憲章を加えたﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ(案)により､新たに作成すること

を提案し了承された｡ 

なお､項目の配置､盛り込む内容についていただいたご

意見を反映した修正を行うこととし､最終決定について

は､野呂委員長､三栖会長に一任することとした｡ 

4.ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの活用促進の検討について 

事前に各委員に実施したｱﾝｹｰﾄ調査結果報告及び項目別

のｱｸｾｽ数等資料説明をし､意見交換を行った結果､ほと

んどｱｸｾｽのない項目等の整理をしたうえで､全体のﾘﾆｭｰ

ｱﾙも含めた協議を､今後進めていくこととした｡ 

5.その他 

①｢優良な住宅･建築･街並み及びその記録の保全に関す

る懇談会｣への委員の推薦について(報告) 

 ｢優良な住宅･建築･街並み及びその記録の保全に関す

る懇談会｣への委員派遣については広報･渉外委員会

で対応することとし､横須賀副委員長を委員として派

遣することとした旨報告した｡ 

次回委員会 平成21年7月9日(木)13:30～16:00 
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■ 主な行事予定 

※行事日程は中止・変更等になることがございますので 

 ご了承ください。 

平成２１年 

６月１９日 通常総会(決算総会)、全国会長会議、

常任理事会     （帝国ホテル） 

自由民主党建築設計議員連盟総会 

（自民党本部） 

２３日 日事連建築賞選考委員会 

２６日 事務局連絡会議（八重洲富士屋ホテル） 

７月 １日 教育・情報委員会 

 ９日 広報・渉外委員会 

１０日 指導運営委員会 

１３日 景観・まちづくり特別委員会 

２２日 建賠保険等調査専門委員会 

２７日 建築設計制度等対応特別委員会 

２８日 全国大会運営特別委員会 

３０日 業務・技術委員会 
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日事連 2009年7月15日

会 務 月 報       

  第316号 

発行 社団法人 日本建築士事務所協会連合会

 

 

 

 

 

 

 

 

■平成21年6月 通常理事会概要 

1.日  時 平成21年6月2日(火) 13:30～16:00 

2.会  場 日事連会議室 

3.理事会構成者数及び出席者数 

 理事会構成者数 34名 

 出席者数    32名(内､表決委任状提出者4名含む) 

4.出席者及び欠席者の氏名   

 出席者 

 会  長 三栖邦博 

 副 会 長 山本茂男､山崎善利､本澤宗夫､鈴木誠一､ 

外木場久雄､八島英孝 

 専務理事 高津充良 

 常務理事 北野芳男 

 常任理事 木村 旭､佐野吉彦､野呂敏秋､原田照行､ 

髭右近外嘉､山田美光     

 理  事 秋野卓生､上野浩也､上原伸一､計良光一郎､ 

定行まり子､野呂幸一､水谷達郎､水庭武宣､ 

村山髙文､森野美徳､山中保教､横須賀満夫､ 

割田正雄 

 監  事  大内達史､岡田利一､速水可次   

 欠席者(表決委任状提出者) 

  理事:浅野善治､河野久､須賀川勝､馬場錬成 

  欠席者 理事:大野和男､宮原克平 

事務局 恩田利昭事務局長､戸谷泰子広報･渉外担当課長､

鈴木雅之業務課長､前田敏明総務課長､ 

吉田 茂調査役 

5.議  事 

(1)議長 三栖邦博会長 

(2)議事録署名人の選任 

三栖邦博会長､上野浩也理事､上原伸一理事 

(3)議決事項 

 1)常任理事会専決事項の承認の件(平成21年5月22日､常任

理事会決定) 

常任理事会専決事項の内容について､専務理事より次の

説明がなされた｡ 

①景観･まちづくり特別委員会の設置及び委員の決定の件 

景観･まちづくり特別委員会の設置及び委員について

資料1の通り決めた｡ 

景観･まちづくり活動に対する国の助成事業が始まっ

たが､これに対する日事連としての対応をどうしてい

くかが当面の課題ではあるが､景観･まちづくり活動

はこれからの重要なﾃｰﾏであり､地域における景観ま

ちづくり活動に対してどのように対応するか､単位会

との連携､人材育成等も含め日事連としての対応方針

を検討していくことを目的に設置した｡委員会構成は

横須賀満夫理事（広報･渉外副委員長)を委員長とし､

委員は単位会で景観･まちづくりに関係している方々

を中心にお願いした｡ 

議長より､常任理事会で決定した景観･まちづくり特別

委員会の設置及び委員の議案について諮ったところ､

異議なく､これを承認した｡ 

2)新業務報酬基準の制定に伴う地方自治体に対する建築3

会の共同要望承認の件 

新業務報酬基準が本年1月7日に告示され､これに伴い国

土交通省所管の官庁施設の設計業務等積算基準及び要

領が4月1日付で改定されたが､特に地方自治体に対し公

共建築設計等の発注に際し､告示の遵守と国の設計業務

等積算基準等の改定に沿って依頼度の規定を見直し､削

除することを強く要望していく必要がある｡このため建

築3会が一つとなって共同で全国ﾚﾍﾞﾙでの共同要望書を
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まとめ､要望活動はそれぞれの地方組織が共同で行える

ような仕組みとしたい｡要望書の内容は建築3会を中心

に調整し､夏頃から順次地方組織による地方自治体への

共同要望活動の展開が可能なように準備を進めていき

たい旨の説明が､専務理事より､資料2によってなされた｡ 

議長より､同議案の承認について諮ったところ､異議な

く､資料2のとおりこれを承認した｡ 

3)平成21年度の要望項目の承認の件 

野呂広報･渉外委員長より､常任理事会で検討した平成

21年度の要望項目について資料3によって次の趣旨の説

明がなされた｡ 

要望項目の要点は次の4項目を重点的に行うこととし､6

月末頃に各単位会に送付する予定であるので､単位会は

順次地方自治体や市町村等の発注部局に要望願いたい｡ 

①公共建築物の設計･工事監理業務の発注にあたっては

新業務報酬基準によること及び慣例的に行われてい

る｢依頼度｣の規定の削除と全面的な見直し｡ 

②公共建築物の設計者の選定については建築物の規模

や特性等に応じて技術的能力､提案内容､実績等を参

考に入札方式以外の方法による選定を行うこと｡ 

③公共建築物の設計業務の発注に際しては､委託先の建

築士事務所に構造設計/設備設計一級建築士の有無に

よる選定を行わないよう適正な対応を行うこと｡ 

④建築設計･工事監理業務の発注に際しては､建築士事

務所の賠償責任保険への加入を条件とすること｡ 

議長より､同議案の承認について諮ったところ､異議な

く､資料3のとおりこれを承認した｡ 

これに関連して次の趣旨の意見が出た｡ 

○資料2の要望も資料3と同時期に行うことができないか｡ 

－資料2の要望は中央の建築3会での共同要望であるため､

それぞれの団体間の調整が必要である｡できるだけ早く

中央での団体間の調整を行う予定ではあるが､現実的に

は各県の地元での建築団体との調整等を考えると7月か

8月に入ってからの要望となるのではないかと考えてい

るが､できるだけ早く調整を図っていきたい｡ 

4)平成21年度建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業実施要項の承認

の件 

建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業は､平成21年度で11回目を迎

える事業である｡基本的な実施要項は昨年と同様に開

催する内容となっているが､今年度はｷｬﾝﾍﾟｰﾝの統一ﾃｰ

ﾏを｢信頼のあかし 建築士事務所協会～法定化された

建築士事務所協会の会員はあなたをｻﾎﾟｰﾄします～｣と

している｡開催経費については昨年度と同様に各単位

会へ上限として60万円を助成する形式とし､事前に｢事

業計画書及び収支予算書｣の提出を求め提出後の翌月

に送金することとしている｡収支予算書において支出

額が60万円未満の場合は､その金額を送金し､また､収

支予算書において支出額が60万円以上の場合で､ｷｬﾝﾍﾟ

ｰﾝ事業終了後に提出された｢実施結果報告書及び収支

報告書｣により支出額が60万円に満たなかった場合は､

差額を返金していただくことにしている旨の説明が､

野呂広報･渉外委員長より､資料4によって説明がなさ

れた｡ 

議長より､同議案について諮ったところ､異議なく､資

料4のとおりこれを承認した｡ 

5)第35回建築士事務所全国大会(東京開催)の開催日の承

認の件 

事務局より､平成22年度に開催する第35回建築士事務

所全国大会(東京開催)の開催日及び大会会場について

は､開催日:平成22年10月1日､大会会場:帝国ﾎﾃﾙを予定

している旨の説明が資料5によってなされた｡ 

議長より､同議案について諮ったところ､異議なく､資

料5のとおりこれを承認した｡ 

6)第36回建築士事務所全国大会(福島大会)の開催日の承

認の件 

事務局より､平成23年度に開催する第36回建築士事務

所全国大会(福島大会)の開催日及び大会会場について

は､開催日:平成23年10月21日､大会会場:福島県文化ｾﾝ
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ﾀｰが予定されている旨の説明が資料6によってなされ

た｡ 

議長より､同議案について諮ったところ､異議なく､資

料6のとおりこれを承認した｡ 

7)第52回通常総会議案の承認の件 

①平成20年度事業報告承認の件(第1号議案) 

各常置委員会委員長及び専務理事から資料7-1(議案

書)及び資料7-2(説明書)のうち､第1号議案に該当す

る平成20年度事業報告案について､会議報告､改正建

築基準法の施行及び改正建築士法に係る対応等､指定

法人業務､総務･財務､教育･情報､業務･技術､広報･渉

外､指導運営､建築設計制度等対応､保険制度､住宅金

融支援機構適合証明業務､対外協力に関するそれぞれ

の事業報告の内容の説明がなされた｡ 

議長より､平成20年度事業報告について諮ったとこ

ろ､異議なく､資料7-1(議案書)のとおりこれを承認

し､第52回通常総会で第1号議案として提案すること

を承認した｡ 

②平成20年度収支決算承認の件(第2号議案) 

総務課長より､資料7-1(議案書)及び資料7-2(説明書)

のうち第2号議案に該当する平成20年度収支決算案に

ついて次の趣旨の説明がなされた｡ 

平成20年度収支決算案の一般会計の事業活動収入は､

予算額より約3,760万円の増収となった｡事業活動支

出は予算額より約2,741万円の支出減となった｡予備

費支出は発生せず､当期収支差額は約3,228万円とな

り､前期繰越収支差額を加えて次期繰越収支差額は約

7,067万円となった｡ 

福利厚生特別会計の事業活動収入は､予算額より約13

万円の増収となった｡事業活動支出は予算額より約

155万円の支出減となった｡当期収支差額は約3,800円

になり､前期繰越収支差額を加えて次期繰越収支差額

は約243万円となった｡ 

適合証明業務登録機関特別会計の事業活動収入は､予

算額より約710万円の減収となった｡事業活動支出は

予算額より約621万円の支出減となった｡当期収支差

額では約72万円の支出超となったが､前期繰越収支差

額を加えて次期繰越収支差額は約237万円となった｡ 

三会計の合計では､事業活動収入計は約50,063万円､

事業活動支出合計は約46,907万円､当期収支差額は約

3,156万円となり､前期繰越収支差額を加えて次期繰

越収支差額は約7,548万円となった｡ 

③監査報告 

大内監事より､ⅰ)会計監査人 公認会計士横山和司氏

の方法及び結果は､相当である､ⅱ)事業報告書の内容

は､真実であると認める､ⅲ)理事の職務遂行に関し､

不正の行為または法令等に違反する事実はない､旨の

監査報告がなされた｡ 

議長より､平成20年度収支決算について諮ったところ､

異議なく､資料7-1(議案書)のとおりこれを承認し､第52

回通常総会で第2号議案として提案することを承認した｡ 

8)第52回通常総会等の日程及び運営の承認の件 

事務局より､第52回通常総会等の日程及び運営について

資料8により次の説明がなされた｡ 

平成21年6月19日(金) 会場:帝国ﾎﾃﾙ 

11:00～13:15 6月常任理事会 

13:30～16:00 第107回建築士事務所協会全国会長会議 

16:05～17:00 第52回通常総会(平成20年度決算総会) 

17:15～19:00 懇親会 

議長より､同議案について諮ったところ異議なく､資料8

のとおりこれを承認した｡ 

9)平成21年度の理事会より常任理事会に委任する事項の

承認の件 

事務局より､平成21年度の理事会より常任理事会に委

任する事項案について資料9によって説明がなされた｡ 

議長より､同議案について諮ったところ異議なく､資料

9のとおりこれを承認した｡ 

(4)報告事項 
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1)官庁施設の設計業務等積算基準の改定について 

専務理事より､資料10によって次の趣旨の報告がなされた｡ 

国土交通省では､官庁施設の設計業務等の業務委託費の

算出を行うための積算基準として官庁施設の設計業務

等積算基準及び同要領を公表しているが､新業務報酬基

準として国土交通省告示第15号が公示されたことによ

り､本年4月に積算基準を改定した｡主な改定事項は､設

計､工事監理業務量の算定方法では､新告示と同様に延

べ面積に応じて業務量を算定する方法になったこと､設

計意図の伝達業務の業務量を算定することになったこ

と､業務量全体に関する｢依頼度｣の設定に関する規定を

削除したこと､追加業務に関して｢積算業務｣､｢完成図の

確認業務｣について新たに業務量が設定されたこと等で

ある｡ 

2)建築士試験受験資格に係るｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの状況について 

佐野教育･情報委員長より､教育･情報委員会で検討して

いる建築士試験受験資格に係るｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの状況を資料

11によって次の報告がなされた｡ 

建築士試験受験資格に係るｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟについては､建築

士の指定試験機関である建築技術教育普及ｾﾝﾀｰが､大学

院における実務経験の審査基準(案)及び実務経験の確

認申請書の受付を公表した｡学生の受入れを希望する事

務所に対する情報提供については､6月に開催する｢産学

連携建築教育連絡会議｣(事務局:日本建築学会)の場で

各団体と連携して受入事務所を希望する大学院等の情

報を提供することを考えていきたい｡ 

3)国の建築基準等整備促進補助事業(建築の質の向上関

連)について 

平成20年度から国の建築基準等整備促進補助事業(建築

の質の向上に関する検討)が公募形式で行われ､平成21

年度も引き続き行われる｡平成21年度調査では､各団体

による｢建築の質の向上に関する提案｣に関する調査を

行うとともに､平成20年度･平成21年度に調査を行った

各団体が､ｺﾝｿｰｼｱﾑを構成して各団体が検討した｢建築の

質の向上に関する提案｣について､とりまとめ調査等を

行い､提案をまとめることになっている｡このため本連

合会でも､同調査は建築基本法の検討とも関連している

ことや国の要請等も踏まえ､平成21年度の調査に応募す

ることとし､その検討にあたっては理事会に適宜報告し

ながらまとめていきたい旨の報告が､専務理事より､資

料12によってなされた｡ 

4)自治体の建築設計業務発注における参加条件について 

平成21年5月27日より､一定の建築物の設計について構

造設計一級建築士/設備設計一級建築士の関与が義務付

けられた｡この構造設計/設備設計一級建築士の資格制

度については､資格取得者数が十分でないこと､また資

格者の地域偏在等が問題となっているなか､同制度の趣

旨が誤解され､構造設計/設備設計一級建築士が所属し

ない建築士事務所が業務を受注するに際し不利益を被

ることが危惧された｡ 

建築士制度は､設計･工事監理業務を行う資格は建築士

であり構造設計/設備設計一級建築士の役割は､一定の

建築物についてその関与を義務付けることであり､実

際に設計を行う建築士事務所に所属しない構造設計/

設備設計一級建築士が行っても何ら問題はない｡ 

国土交通省でも､5月22日に開催した都道府県建築士法

担当者会議において､井上建築指導課長が｢公共建築の

発注に際し､専門資格者を建築士事務所に所属させる

ことを要件とすることは､改正建築士法の円滑な施行

を妨げ､意匠中心の建築士事務所を排除することに繋

がるため､厳に慎んでほしい｣とあらためて要請した

が､今般､一,二の自治体において建築設計業務の発注

に係る建築士事務所の選定にあたり､ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙの参加

条件に構造設計一級建築士と設備設計一級建築士が所

属する建築士事務所という条件を設定した｡今後､都道

府県内の自治体において同様の事態が発生する可能性

があるので､5月28日に連合会から単位会に対し､情報

の収集に努めること及びこのような発注条件を課す自
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治体の情報があれば､直ちに単位会においてその真意

を確かめ､注意喚起と要望活動を行うよう各単位会に

｢公共建築の設計業務の発注に係る建築士事務所の選

定について構造設計/設備設計一級建築士の所属の有

無を設ける自治体への改善要望活動について｣という

文書を発信し､要請した｡また､翌5月29日に国土交通省

住宅局建築指導課長から各都道府県建築主務部長宛に

法適合確認の義務付け等の主旨は専門資格者が所属し

ていない建築士事務所の入札等への参入機会を制限す

ることを意図したものでない旨の通知が出された等の

報告が､専務理事より､資料13によってなされた｡ 

5)四会連合協定建築設計･監理等業務委託契約書式の改正

検討状況について 

事務局より､資料14によって次の趣旨の報告がなされた｡ 

改正建築士法等の施行に伴い四会連合協定建築設計･監

理業務委託契約約款改正の検討を4団体から選出された

委員等で構成された改正検討委員会で行っている｡改正

検討委員会はﾜｰｷﾝｸﾞ及びｺｱ会議等が昨年の8月26日から

5月25日迄の間に44回開催され､検討が進められている

が､改正版の発行は8月上旬になる見込みである｡また､

今回の資料は中間報告資料であるが､内容について意見

があれば6月12日迄に事務局に提出願いたい｡なお､6月

19日に開催する常任理事会で最終案を専決事項として

決定を行う予定である｡ 

6)長期優良住宅の設計を行う建築士事務所の情報提供に

ついて 

常務理事より､資料15によって次の趣旨の報告がなされた｡ 

長期優良住宅の普及促進に関する法律が6月4日に施行

される｡建築主は､長期優良住宅の建築にあたって｢長期

使用構造｣等の基準を満たす住宅を設計し､必要な設計

図書を所管行政庁に提出して｢長期優良住宅建築等計

画｣の認定を受けることにより税制優遇措置が受けられ

ることになる｡国土交通省では､長期優良住宅の普及と

円滑な促進を図るため､一般社団法人すまいづくりまち

づくりｾﾝﾀｰ連合会(すままち連合会)を通じて､長期優良

住宅の設計を行う建築士事務所を登録し､広く一般消費

者や住宅生産者に情報提供を行う｢長期優良住宅の設計

を行う建築士事務所の情報提供｣という登録制度を設け

た｡登録にあたっては長期優良住宅の技術講習を受講し

ていることなどが要件となっている｡同登録制度につい

て建築士事務所を構成員とする団体として協力するこ

ととした｡これらについては､単位会へ既に連絡をして

いる｡ 

7)会員･構成員異動報告 

平成21年2月末日から平成21年4月末の会員及び構成員

数等を次の通り報告した｡単位会別構成員数等は資料

16の通り｡ 

平成21年2月28日現在 

 正会員46団体､構成員14,895事務所､賛助会員5社 

平成21年3月31日現在 

 正会員46団体､構成員14,822事務所､賛助会員5社 

平成21年4月30日現在 

 正会員46団体､構成員14,839事務所､賛助会員5社 

<配付資料> 

資料1:景観･まちづくり特別委員会の設置について(案) 

資料2:新業務報酬基準制定に伴う､公共建築設計等業務発

注に係る地方自治体への共同要望活動について

(案) 

資料3:要望書(案) 

資料4:平成21年度建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業実施要項(案) 

資料5:平成22年度･第35回建築士事務所全国大会(東京開

催)の開催日について 

資料6:平成23年度･第36回建築士事務所全国大会(福島大

会)の開催日について 

資料7-1:第52回通常総会議案書(平成20年度決算総会) 

資料7-2:平成20年度事業報告･収支決算説明書 

資料8:第52回通常総会及び第107回建築士事務所協会全国

会長会議等の日程と運営について 
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資料9:平成21年度･理事会より常任理事会に委任する事項

案 

資料10:官庁施設の設計業務等積算基準等の改定について 

資料11:建築士試験受験資格に係るｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの状況等に

ついて 

資料12:平成20年度建築基準整備促進補助金事業､平成21

年度建築基準整備促進補助金事業の事業主体の

募集について 

資料13:公共建築の設計業務の発注に係る建築士事務所の

選定について構造設計/設備設計一級建築士の所

属の有無を設ける自治体への改善要望活動につ

いて 

資料14:｢四会連合協定建築設計･監理業務委託契約書､契

約約款､業務委託書｣等の改正作業の検討状況の

中間報告について  

資料15:｢長期優良住宅の設計を行う建築士事務所の情報

提供｣について(協力依頼) 

資料16:会員･構成員異動報告書 

 

■平成21年5月 常任理事会概要 

1.日  時 平成21年5月22日(金)13:30～16:20 

2.会  場 日事連会議室 

3.常任理事会構成者数及び出席者数 

 常任理事会構成者数  14名 

 出席者数       12名 

4.出席者の氏名 

 出 席 者 

 会  長 三栖邦博 

副 会 長 山本茂男､鈴木誠一､外木場久雄､八島英孝   

専務理事 髙津充良 

常務理事 北野芳男 

常任理事 木村 旭､佐野吉彦､野呂敏秋､原田照行､ 

髭右近外嘉､山田美光 

欠 席 者 山崎善利副会長､本澤宗夫副会長 

事 務 局 恩田利昭事務局長､ 

戸谷泰子広報･渉外担当課長､鈴木雅之業務課長､

前田敏明総務課長､吉田 茂調査役 

5.議事録署名人 

 三栖邦博会長､山本茂男副会長､野呂敏秋常任理事 

6.議事進行役 

 山本茂男副会長 

7.議 事 

(1)専決事項 

1)景観･まちづくり特別委員会の設置及び委員の決定の件 

専務理事より､景観･まちづくり特別委員会の設置及び

委員について資料1によって次の趣旨の説明がなされ

た｡ 

景観･まちづくり活動に対する国の助成事業が始まっ

たが､これに対する日事連としての対応をどうしてい

くかが当面の課題ではあるが､景観･まちづくり活動は

これからの重要なﾃｰﾏであり､地域における景観まちづ

くり活動に対してどのように対応するか､単位会との

連携､人材育成等も含め日事連としての対応方針を検

討していくことを目的に設置したい｡委員会構成は次

のとおりとしたい｡ 

横須賀満夫(理事､広報･渉外副委員長)を委員長とし､

委員は単位会で景観･まちづくりに関係している専門

家等をお願いしている｡ 

以上の説明の後､景観･まちづくり特別委員会の設置及び

委員の決定について諮ったところ､異議なくこれを決定し

た｡ 

(2)協議事項 

1)新業務報酬基準の制定に伴う地方自治体に対する建築3

会の共同要望について 

専務理事より､新業務報酬基準の制定に伴う地方自治体

に対する建築3会の共同要望について､資料2によって次

の趣旨の説明がなされた｡ 

新業務報酬基準が本年1月7日に告示され､これに伴い国
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土交通省所管の官庁施設の設計業務等積算基準及び要

領が4月1日付で改定されたが､特に地方自治体に対し公

共建築設計等の発注に際し､告示の遵守と国の設計業務

等積算基準等の改定に沿って依頼度の規定を見直し､削

除することを強く要望していく必要がある｡このため建

築3会が一つとなって共同で全国ﾚﾍﾞﾙでの共同要望書を

まとめ､要望活動はそれぞれの地方組織が共同で行える

ような仕組みとしたい｡要望書の内容は建築3会を中心

に調整し､夏頃から順次地方組織による地方自治体への

共同要望活動の展開が可能なように準備を進めていき

たい｡ 

協議の結果､資料2の原案を了承し､6月通常理事会に提

案することを決めた｡ 

2)平成21年度の要望項目について 

野呂広報･渉外委員長より､広報･渉外委員会で検討した

平成21年度の要望項目について資料3によって次の趣旨

の説明がなされた｡ 

要望項目の要点は次の4項目を重点的に行うこととし

た｡ 

①公共建築物の設計･工事監理業務の発注にあたっては

新業務報酬基準によること及び慣例的に行われてい

る｢依頼度｣の規定の削除と全面的な見直し｡ 

②公共建築物の設計者の選定については建築物の規模

や特性等に応じて技術的能力､提案内容､実績等を参

考に入札方式以外の方法による選定を行うこと｡ 

③公共建築物の設計業務の発注に際しては､委託先の建

築士事務所に構造設計/設備設計一級建築士の有無に

よる選定を行わないよう適正な対応を行うこと｡ 

④建築設計･工事監理業務の発注に際しては､建築士事

務所の賠償責任保険への加入を条件とすること｡ 

協議の結果､資料3の原案を了承し､6月通常理事会に提

案することを決めた｡ 

3)平成21年度建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業実施要項について 

野呂広報･渉外委員長より､広報･渉外委員会で検討し

た平成21年度建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業実施要項につ

いて資料4によって次の趣旨の説明がなされた｡ 

平成21年度で11回目を迎える事業である｡基本的な部

分は昨年と同様に開催する内容となっているが､今年

度はｷｬﾝﾍﾟｰﾝの統一ﾃｰﾏを｢信頼のあかし 建築士事務

所協会～法定化された建築士事務所協会の会員はあな

たをｻﾎﾟｰﾄします～｣としている｡開催経費については

昨年度と同様に各単位会へ上限として60万円を助成す

る形式とし､事前に｢事業計画書及び収支予算書｣の提

出を求め提出後の翌月に送金することとしている｡収

支予算書において支出額が60万円未満の場合は､その

金額を送金し､また､収支予算書において支出額が60万

円以上の場合で､ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業終了後に提出された｢実

施結果報告書及び収支報告書｣により支出額が60万円

に満たなかった場合は､差額を返金していただくこと

にしている｡ 

協議の結果､資料4の原案を了承し､6月通常理事会に提

案することを決めた｡ 

4)第35回建築士事務所全国大会(東京開催)の開催日につ

いて 

事務局より､平成22年度に開催する第35回建築士事務

所全国大会(東京開催)の開催日及び大会会場について

は､開催日:平成22年10月1日､大会会場:帝国ﾎﾃﾙを予定

している旨の説明が資料5によってなされた｡ 

協議の結果､原案を了承し､資料5を6月通常理事会に提

案することを決めた｡ 

5)第36回建築士事務所全国大会(福島大会)の開催日につ

いて 

事務局より､平成23年度に開催する第36回建築士事務

所全国大会(福島大会)の開催日及び大会会場について

は､開催日:平成23年10月21日､大会会場:福島県文化ｾﾝ

ﾀｰが予定されている旨の説明が資料6によってなされ

た｡ 

協議の結果､原案を了承し､資料6を6月通常理事会に提
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案することを決めた｡ 

6)第52回通常総会の議案について 

①平成20年度事業報告案について 

事務局長より資料7-1､資料7-2のうち第1号議案に該

当する平成20年度事業報告案について､会議報告､改

正建築基準法の施行及び改正建築士法に係る対応

等､指定法人業務､総務･財務､教育･情報､業務･技術､

広報･渉外､指導運営､建築設計制度等対応､保険制

度､住宅金融支援機構適合証明業務､対外協力に関す

るそれぞれの事業報告の内容の説明がなされた｡ 

協議の結果､原案を了承し､資料7-1及び資料7-2の第

1号議案に該当する平成20年度事業報告の議案書記

載事項と説明書記載事項を6月通常理事会に提案す

ることを決めた｡ 

②平成20年度収支決算案について 

総務課長より資料7-1､資料7-2のうち第2号議案に該

当する平成20年度収支決算案について次の趣旨の説

明がなされた｡ 

平成20年度収支決算案の一般会計の事業活動収入

は､予算額より約3,760万円の増収となった｡事業活

動支出は予算額より約2,741万円の支出減となった｡

予備費支出は発生せず､当期収支差額は約3,228万円

となり､前期繰越収支差額を加えて次期繰越収支差

額は約7,067万円となった｡ 

福利厚生特別会計の事業活動収入は､予算額より約

13万円の増収となった｡事業活動支出は予算額より

約155万円の支出減となった｡当期収支差額は約

3,800円になり､前期繰越収支差額を加えて次期繰越

収支差額は約243万円となった｡ 

適合証明業務登録機関特別会計の事業活動収入は､

予算額より約710万円の減収となった｡事業活動支出

は予算額より約621万円の支出減となった｡当期収支

差額では約72万円の支出超となったが､前期繰越収

支差額を加えて次期繰越収支差額は約237万円とな

った｡ 

協議の結果､原案を了承し､資料7-1及び資料7-2の第

2号議案に該当する平成20年度収支決算の議案書記

載事項と説明書記載事項を6月通常理事会に提案す

ることを決めた｡ 

7)第52回通常総会等の日程及び運営について 

第52回通常総会等の日程及び運営について資料8により

協議がなされた｡協議の結果､資料8を6月通常理事会に

提案することを決めた｡なお､当日の日程は次の通りと

することとした｡ 

平成21年6月19日(金) 会場:帝国ﾎﾃﾙ 

11:00～13:15 6月常任理事会 

13:30～16:00 第107回建築士事務所協会全国会長会議 

16:05～17:00 第52回通常総会(平成20年度決算総会) 

17:15～19:00 懇親会 

8)平成21年度の理事会より常任理事会に委任する事項に

ついて 

事務局より､平成21年度の理事会より常任理事会に委任

する事項案について資料9によって説明がなされた｡ 

協議の結果､原案どおり､資料9を6月通常理事会に提案

することを決めた｡ 

9)6月通常理事会の議題等について      

6月通常理事会の議題等について資料10により協議がな

された｡ 

協議の結果､原案どおり､資料10を6月通常理事会開催通

知とすることを決めた｡ 

(3)報告事項   

1)官庁施設の設計業務等積算基準の改定について 

専務理事より､資料11によって次の趣旨の報告がなされ

た｡ 

国土交通省では､官庁施設の設計業務等の業務委託費の

算出を行うための積算基準として官庁施設の設計業務

等積算基準及び同要領を平成17年6月に策定し公表して

いるが､新業務報酬基準として国土交通省告示第15号が
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公示されたことにより､積算基準を改定した｡主な改定

事項は､設計､工事監理業務量の算定方法では､新告示と

同様に延べ面積に応じて業務量を算定する方法になっ

たこと､設計意図の伝達業務の業務量を算定することに

なったこと､業務量全体に関する｢依頼度｣の設定に関す

る規定を削除したこと､追加業務に関して｢積算業務｣､

｢完成図の確認業務｣について新たに業務量が設定され

たこと等である｡ 

2)建築士試験受験資格に係るｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの状況について 

佐野教育･情報委員長より､教育･情報委員会で検討し

ている建築士試験受験資格に係るｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの状況を

資料12によって次の報告がなされた｡ 

建築士試験受験資格に係るｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟについては､建築

士の指定試験機関である建築技術教育普及ｾﾝﾀｰが､大

学院における実務経験の審査基準(案)及び実務経験の

確認申請書の受付を公表した｡学生の受入れを希望す

る事務所に対する情報提供については､6月に開催する

｢産学連携建築教育連絡会議｣(事務局:日本建築学会)

の場で各団体と連携して受入事務所を希望する大学院

等の情報を提供することを考えていきたい｡ 

3)四会連合協定建築設計･監理業務委託契約約款改正の

検討状況について 

事務局より､資料13によって次の趣旨の報告がなされ

た｡ 

改正建築士法等の施行に伴い四会連合協定建築設計･

監理業務委託契約約款改正の検討を4団体から選出さ

れた委員等構成された改正検討委員会で行っている｡

改正検討委員会はﾜｰｷﾝｸﾞ及びｺｱ会議等が昨年の8月26

日から5月22日迄の間に44回開催され､検討が進められ

ているが改正版の発行は8月上旬になる見込みである｡

また､今回の資料は中間報告資料であるが､内容につい

て意見があれば5月29日迄に提出願いたい｡なお､6月19

日に開催する常任理事会で最終案を専決事項として決

定を行う予定である｡ 

○これに関連した意見として､業務委託書のなかで､必

須業務との記載があるが､これは委託者や紛争にな

った場合に誤解を招く表現なので､例えば基本業務

としたほうが良いのではとの提案があり､提案内容

を改正検討委員会に連絡することとした｡ 

4)長期優良住宅の設計を行う建築士事務所の情報提供に

ついて 

常務理事より､資料14によって次の趣旨の報告がなさ

れた｡ 

長期優良住宅の普及促進に関する法律が6月4日に施行

される｡建築主は､長期優良住宅の建築にあたって｢長

期使用構造等｣の基準を満たす住宅を設計し､必要な設

計図書を所管行政庁に提出して｢長期優良住宅建築等

計画｣の認定を受けることにより税制優遇措置が受け

られることになる｡国土交通省では､長期優良住宅の普

及と円滑な促進を図るため､一般社団法人すまいづく

りまちづくりｾﾝﾀｰ連合会(すままち連合会)を通じて､

長期優良住宅の設計を行う建築士事務所を登録し､広

く一般消費者や住宅生産者に情報提供を行う｢長期優

良住宅の設計を行う建築士事務所の情報提供｣という

登録制度を設けた｡登録にあたっては長期優良住宅の

技術講習を受講していることなどが要件となってい

る｡同登録制度について建築士事務所を構成員とする

団体として協力する必要性があると考え､協力するこ

ととした｡これらについては､単位会へ既に連絡をして

いる｡ 

5)北海道･東北ﾌﾞﾛｯｸ協議会からの建築士定期講習に係る

要望について 

鈴木副会長より､北海道･東北ﾌﾞﾛｯｸ協議会からの建築士

定期講習に係る要望について①年間の受講申込書配布

機関及び受講申込受付期間の早期決定､②受講申込書の

配布数を増やすこと及び申込方法等の改善と受講料の

見直し､③講義内容のDVDの導入等の要望内容の報告が

資料15によってなされた｡ 
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なお､教育･情報委員会では､建築士定期講習に係る改善

意見等のｱﾝｹｰﾄ調査を既に単位会宛に行い､多数の意見

が提出されているので､今回の要望内容も含めて今後､

教育･情報委員会で検討していくこととした｡ 

6)会員･構成員異動報告 

平成21年3月末日及び4月末の会員及び構成員数等を次

の通り報告した｡単位会別構成員数等は資料16の通り｡ 

平成21年3月31日現在 

  正会員46団体､構成員14,822事務所､賛助会員5社 

平成21年4月30日現在 

  正会員46団体､構成員14,839事務所､賛助会員5社 

7)後援名義等使用の催物及び経過報告について事務局長

よりそれぞれ資料17､資料18により報告がなされた｡ 

<配付資料> 

資料1:景観･まちづくり特別委員会の設置について(案) 

資料2:新業務報酬基準制定に伴う､公共建築設計等業務発

注に係る地方自治体への共同要望活動について

(案) 

資料3:要望書(案) 

資料4:平成21年度建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業実施要項(案) 

資料5:平成22年度･第35回建築士事務所全国大会(東京開

催)の開催日について 

資料6:平成23年度･第36回建築士事務所全国大会(福島大

会)の開催日について 

資料7-1:第52回通常総会議案書(平成20年度決算総会) 

資料7-2:平成20年度事業報告･収支決算説明書 

資料8:第52回通常総会及び第107回建築士事務所協会全国

会長会議等の日程と運営について 

資料9:平成21年度･理事会より常任理事会に委任する事項案 

資料10:平成21年6月通常理事会開催通知 

資料11:官庁施設の設計業務等積算基準等の改定について 

資料12:建築士試験受験資格に係るｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの状況等に

ついて 

資料13:｢四会連合協定建築設計･監理業務委託契約書､契

約約款､業務委託書｣等の改正作業の検討状況の

中間報告について  

資料14:｢長期優良住宅の設計を行う建築士事務所の情報

提供｣について(協力依頼) 

資料15:要望書(北海道･東北ﾌﾞﾛｯｸ協議会からの建築士定

期講習に係る要望について) 

資料16:会員･構成員異動報告書 

資料17:後援､協賛名義使用の件 

資料18:経過報告 

 

■第41回 建築設計制度等対応特別委員会概要 

日   時 平成21年6月3日(水) 15:30～17:45  

会   場 日事連会議室 

出 席 者 

 委  員  長 三栖 邦博 副委員長 岡本  賢      

 委   員 小林 志朗､榊原 信一､佐々木宏幸､ 

望月 淳一､髙津 充良 

 特別出席 

  四会連合協定建築設計･監理業務委託契約約款等改正

検討ﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ 

  委  員 五味 道雄､生駒  勝 

 事 務 局:北野常務理事､恩田事務局長､吉田調査役､ 

鈴木業務課長､上原 

(欠 席 者 委員 佐野 吉彦) 

<配付資料> 

資料1:四会連合協定建築設計･監理等業務委託契約約款改

正検討委員会 改定作業中間報告 

資料1参考:平成21年国土交通省告示第15号 

資料2:官庁施設の設計業務等積算基準等の改定及び改定

に関する要望(案)関係資料 

資料3:CI-NET情報化評議会 政策委員会関係資料 

資料4:平成21年度建築基準等整備促進補助金事業｢建築の

質の向上に関する検討｣への応募について 

議事1.四会連合協定建築設計･監理等業務委託契約書式の
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改正状況等について(資料1､参考資料) 

特別出席の五味氏より改正状況の概要及び生駒氏よりﾊﾟﾜｰ

ﾎﾟｲﾝﾄにより内容についての説明があった｡ 

・｢建築設計･監理業務委託契約約款等改正検討委員会｣､ｺｱ

会議及び2つのﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ(いずれも事務局/日事連)に

おいて､平成11年に制定した現行の契約書式を叩き台と

して改正建築士法及び業務報酬基準告示15号で示された

標準業務及び標準業務に付随する標準外業務の具体的な

内容に基づく改正作業を行っている｡ 

・現行は｢設計･監理｣､｢設計｣､｢監理｣の3種類の書式がある

が､新書式は業務に応じて組み合わせて使用する｡また､

約款も一本化される｡ 

・改正版の契約書式は平成21年8月を予定しているが､作業

の進捗状況により延期される場合がある｡ 

・全国主要都市での講習会の開催及び (株)大成出版社よ

り解説書の出版が予定されている｡ 

以上の説明に続き､主に以下の発言等があった｡ 

○5月常任理事会で説明した際､ｵﾌﾟｼｮﾝ業務部分に係る契約

記載があることにより業務量が多くなり､記載漏れ等へ

の対応など考慮が必要ではないか､との意見があった旨

の発言があった｡ 

－書式の使用方法については講習会等の説明により理解を

得られるのではないか｡作成当初は業務量が多いと感じ

るかもしれないが､問題があった場合の記録としては大

変有効である｡ 

○業務報酬基準告示15号で業務量を示しているが､業務量

に対する成果物が一致しないことに対する質問への考

え方はどうか｡国土交通省のQ&Aとして記載されること

が想定されている｡ 

－業務報酬について約款で詳細に対応するものではないと

考えるが､書式には告示にも記載がない場合の記入欄を

用意している｡書式には､特化して記載しないが､回答を

委員会として用意することは必要があると考える｡ 

○本会では｢建築設計･監理業務委託契約約款等改正検討ﾜｰ

ｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ｣を設置して､書式の改正について本会とし

ての対応を行っている｡ 

 なお､当書式等については6月19日の常任理事会で契約書

式の最終案を専決事項として決定することとしている｡ 

議事2.官庁施設の設計業務等積算基準等の改定及び改定に

関する要望等について(資料2) 

官庁施設の設計業務等積算基準等の改定及び改定に関する

要望等について事務局より報告があった｡ 

・業務報酬基準告示15号公示に伴い､4月17日に官庁施設の

設計業務等積算基準及び同要領が公表された(4月1日に

遡って適用)｡改定にあたっては公共建築設計懇談会意見

交換会の場でも国土交通省営繕部局等から説明を受け､

日事連からも岡本副委員長､佐々木委員が出席して意見

交換を行ってきた｡ 

・積算要領については､業務報酬基準15号の略算方法を使

用できない小規模なもの及び大規模なものは新たに算定

方法を設定する､｢依頼度｣の設定に関する規定が削除さ

れるなど大幅な見直しが行われた｡ 

・5会会長会議で了承の上､本会､士会連合会､JIAで､公共建

築設計等業務発注に係る地方自治体への共同要望活動と

して､国土交通省の設計業務等積算基準等に準じた基準

の策定と運用を強く要望することとしている｡ 

報告に続き､業務報酬に係る再調査等について話題があっ

た｡なお､今後も状況に注視することとした｡ 

議事3.CI-NET情報化評議会 政策委員会の状況について(資

料3) 

｢CI-NET情報化評議会 政策委員会｣の状況について､当委員

会に出席している望月委員より報告があった｡ 

・CI-NET情報化評議会に設置された政策委員会(いずれも

事務局は(財)建設産業情報化推進ｾﾝﾀｰ)が6月3日に第1

回が開催された｡これまでも当該委員会へ日事連から委

員が出席していた経緯がある｡ 

・CI-NETは発注者(ｾﾞﾈｺﾝ等)と受注者間で行う電子商取引

等の運用の仕組みであるが､中小規模のｾﾞﾈｺﾝ等ではま



12 2009‐7 日事連会務月報 

 

だ利用率が低いため､評議会内に各種委員会及びﾜｰｷﾝｸﾞ

ｸﾞﾙｰﾌﾟを設け､普及に向けた具体的な活動を行っている

状況である｡ 

・設計製造情報化評議会(C-CADEC)では設計図書の標準化､

共通のｿﾌﾄｳｪｱ開発など､建築設計により関係のある内容

を扱っているが､企業のみの参加とされている｡ 

議事4.平成20年度建築基準整備促進補助金事業における建

築関係8団体による｢建築の質の向上に関する検討｣

等について(資料4) 

平成20年度建築基準整備促進補助金事業における｢建築の

質の向上に関する検討｣等及び平成21年度同事業について

髙津委員及び吉田調査役より説明があり､当会での対応を

検討した｡ 

・平成21年度建築基準等整備促進補助金事業｢建築の質の

向上に関する検討｣への応募について､平成20年度は8団

体が提出した｡平成21年も6月8日から17日まで受付けら

れている｡ 

・社会資本整備審議会建築分科会基本制度部会において

｢建築基本法｣制定に向けた審議がｽﾀｰﾄしており､平成21

年末にかけて｢建築基本法｣案がとりまとめられるので

はないかとの情報がある｡ 

・平成20･21年度当該調査実施団体が今後ｺﾝｿｰｼｱﾑを構成

し､各団体が調査した｢質の向上に関する提案｣のとりま

とめの調査を行い､提案をまとめることとしており､こ

の提案が｢建築基本法｣案に影響があると考えられる｡ 

・本会としては｢建築士事務所に関わる諸問題の考え方｣を

とりまとめることには団体運営の基本方針としても重

要な意義があることから平成21年度の当該事業に応募

することとしたい｡ 

検討の結果､平成21年度の当該事業に応募することとした｡

具体的作業を行う｢(仮称)基本法部会｣を当委員会に設置

し､岡本副委員長､佐々木委員､小林委員､望月委員､髙津委

員をｺｱﾒﾝﾊﾞｰとし､必要に応じて外部理事等も加え､関係委

員会と連携をはかりながら具体的な検討作業にかかること

とした｡ 

当部会は､第1回(三栖委員長も特別出席)を6月8日

(月)16:30～開催することとし､応募書類については､吉田

調査役がとりまとめ､当委員会の正副委員長へ事前確認を

とることとした｡ 

議事5.その他 

○次回委員会日程 

 平成21年7月27日(月)10:00～12:00 日事連会議室             

 

■第1回 景観･まちづくり特別委員会概要 

日   時 平成21年6月5日(金) 14:00～16:15 

会   場 日事連会議室 

出 席 者 

 委員長･横須賀満夫 

 委員･髙橋敏彦､中村清隆､浅野正敏､福島賢哉､川島啓道､

入口嘉憲 

欠 席  委員･平山正義 

<配付資料> 

 資料1:委員会名簿 

 資料2:景観･まちづくり特別委員会の設置について 

 資料3:国における建築等を通じた良好な景観･まちづくり

への活動についての支援の全体の流れ(資料3-1～

3-5) 

 資料4:｢良好な居住環境形成に向けた建築ﾃﾞｻﾞｲﾝの誘導ﾓ

ﾃﾞﾙ事業｣活動状況調査(協力依頼)及び調査結果 

 資料5:国の要請に対する日事連の当面の対応について 

 資料6:今後の進め方について 

 参 考:2050花綵列島再生へむけて(森野美徳理事提供) 

議  事 

1.髙津専務挨拶 

国において建築を中心とした景観まちづくりが大きなﾃ

ｰﾏになりつつあり､この施策を展開していくために､先

行的な市町村及び建築関係団体で構成された景観まち

づくり推進協議会が設置され､国がまちづくり活動に対
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し支援をしていく中で､建築技術者の専門的知見を活用

していくこととなった｡日事連も建築関係団体として参

加している｡ 

平成21年度の景観･まちづくり活動に対する国の補助事

業が始まり､この活動に対する国からの専門家派遣要請

に日事連としてどう対応していくか､また､これまで日

事連として景観･まちづくり活動に関する組織的な検討

を行ってこなかったが､今後の建築士事務所の業務にと

って重要なﾃｰﾏであることから､日事連としてどのよう

に取り組んでいくか検討が必要であるとして､委員会を

設置することとした｡委員選任については､景観･まちづ

くりに造詣が深く､各地で活動されている方にお願いし

た｡ 

今後､この委員会でご指導､ご指示をいただきながら事

務局も一緒に取り組んでいきたいので､よろしくお願い

したい｡ 

2.委員長挨拶及び3.委員紹介 

委員長挨拶の後､委員より今まで関わったまちづくり活

動も含めた紹介が行われた｡ 

4.特別委員会設置の趣旨･目的について 

事務局より､特別委員会設置の趣旨･目的等について以

下の説明を行った｡ 

景観･まちづくり活動に対する国の助成事業が始まり､

これに対する日事連としての対応をどうしていくかが

当面の課題ではあるが､景観･まちづくり活動はこれか

らの重要なﾃｰﾏであり､地域における景観まちづくり活

動に対してどのように対応するか､単位会との連携､人

材育成等も含め日事連としての対応方針を検討してい

くことを目的に設置することとし､委員長には横須賀広

報･渉外副委員長にお願いし､委員は地域でまちづくり

活動に取り組んでいる方を選任させていただいた｡ 

委員会では､①景観･まちづくり活動支援に関する国の

要請に対する協力､②景観･まちづくり活動を担う人材

の育成､支援ｼｽﾃﾑの検討､③景観･まちづくりに関する単

位会及び会員への必要な情報提供､④その他目的に照ら

して必要な事業に取り組んでいく｡ 

委員の任期は2年であるが､継続していきたい｡ 

5.景観･まちづくり活動に関する国の動向について 

専務理事より､これまでの景観･まちづくり活動に関す

る国の動向について､以下の説明を行った｡ 

平成20年6月に｢良好な景観形成のための建築のあり方

検討委員会提言｣がなされ､それを踏まえ｢建築等を通じ

た良好な景観･まちづくり推進協議会｣(事務局:日本建

築士会連合会)が本年2月に設置され､国土交通省と連携

し､地方の建築士の活動等を支援していくこととなっ

た｡ 

平成20年度には国の調査事業｢建築等を通じた良好な景

観･まちづくりに向けた調査事業｣を実施し､日事連を含

む建築関係5会で委員会を設置し､ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝｶﾞｲﾄﾞを作成

した｡この作業には東京会･福島委員及び髙津専務理事

が参加し協力した｡ 

平成21年度から｢良好な居住環境形成に向けた建築ﾃﾞｻﾞ

ｲﾝの誘導ﾓﾃﾞﾙ事業｣が開始され､まちづくり推進協議会

としては選定法人の選定作業への協力､補助支援事業に

対し具体的な事業活動についての連携を図るうえで､ﾜｰ

ｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ(東京会･福島委員及び髙津専務が委員とし

て参加)を設置し､選定法人の事前審査､支援事業に対す

る専門家の派遣等について､主体的に実施することとな

った｡ 

作業手順としては､6月上旬までにﾘｽﾄを作成し､6月11日

開催のﾜｰｷﾝｸﾞで事前審査を行い､選定委員会において支

援事業を最終決定し､6月30日に公表する予定となって

いる｡ 

6.単位会等における｢良好な居住環境形成に向けた建築ﾃﾞ

ｻﾞｲﾝの誘導ﾓﾃﾞﾙ事業｣の活動に関するｱﾝｹｰﾄ調査結果に

ついて 

今後､景観まちづくり協議会からのまちづくりに関する

専門家の派遣要請に､日事連として応える体制を整える
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うえで､単位会等が中心となって行っている｢良好な居

住環境形成に向けた建築ﾃﾞｻﾞｲﾝの誘導ﾓﾃﾞﾙ事業｣に該当

すると思われる具体的な活動について､4月2日付けで単

位会に対し事前調査を実施した旨を説明し､その結果報

告を行った｡ 

7.国の要請に対する日事連の当面の対応について 

平成21年度補助事業への専門家派遣要請に､日事連とし

てどう対応したらよいかについて､まちづくり推進協議

会を構成している他団体の状況を紹介した後､各委員よ

り意見を求め､以下の意見が出された｡ 

・将来的には専門家の派遣はすべきであり､今すぐにで

きるかという問題はあるので､それも含めて派遣する

方向で行くということであれば合意できる｡ 

・派遣する体制を緊急に作ればよいのではないか｡ 

・いくつか予定されている他省庁も含めた景観･まちづ

くり活動に建築関係団体がすべて無料でﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ協力

するというのはいかがか?NPO等では謝金を貰ってい

るところがあり､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ協力が広がってしまうと成

り立たなくなるのではないか｡ 

・地域の専門家のﾘｽﾄｱｯﾌﾟはできると思うが､ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱと

しての参加となると要請に応えてくれるかどうか疑

問｡(代表者であれば可能性はあるが､所員は難しい) 

・費用の問題､業務としてどこまで入っていいのか､き

ちんとした線引きが必要｡ 

・事務所協会にはまちづくり活動をしようという意識

を持ち勉強したいと思っている会員はかなりいると

思うが､当面は委員の中から推薦したらどうか｡ 

協議の結果､時間的な問題も勘案し､専門家派遣要請に

ついては当面当委員会ﾒﾝﾊﾞｰで対応することとした｡ 

8.今後の進め方について 

当面は､各委員から景観･まちづくり活動への取り組み､

関わり方､支援のあり方に関する連合会への意見等をお

聞きし､それについての意見交換を重ねた後､国の要請

に対する協力体制の整備､単位会との連携のあり方等に

ついて検討を行うこととした｡ 

 次回委員会 平成21年9月10日(木) 14:00～16:30 

※その後､まちづくり推進協議会からの専門家派遣要請に

緊急に対応する必要が生じたため､7月13日に第2回委員

会を開催することとした｡ 

 

■第4回 総務･財務委員会概要 

日 時 平成21年5月20日(水) 13:30～15:20 

会 場 日事連会議室 

出席者 

 委  員  長 山田美光 副委員長 原田照行 

 委   員 佐藤 誠､岡本 賢､山田清治､高橋祥治､ 

 大旗 健､井上精二 

 担当副会長 本澤宗夫 

  事務局 髙津専務理事､北野常務理事､恩田､前田､松谷 

1.議事 

(1)第52回通常総会議案について 

1)平成20年度事業報告案について 

事務局より第1号議案に該当する平成20年度事業報告案

について､資料1､資料2により概要説明がなされた｡ 

総務･財務に関する事業報告としては以下の趣旨の説明

がなされた｡ 

①平成20年度末の会員･構成員数は46団体で14,822事務

所であり､前年度末から構成員数は24事務所増となっ

た｡また､本年度中に建築士事務所協会へ名称変更を

行った単位会数は12単位会(北海道会､岩手会､山形

会､新潟会､愛知会､京都会､大阪会､島根会､長崎会､大

分会､宮崎会､沖縄会)であった｡これにより､全単位会

の法定団体への移行に必要な名称変更が完了した｡ 

②単位会が改正建築士法に規定された｢建築士事務所協

会｣として業務を行うための体制整備及び公益社団法

人への移行を視野に入れた標準的なﾓﾃﾞﾙ定款の作成

と単位会が都道府県知事からの指定事務所登録機関

の指定を受ける場合の建築士事務所登録事務に係る



2009-7 日事連会務月報                                               15 

                                                

 

標準的な事務処理規程の作成の支援を行うため2つの

ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑを設置した｡ 

 定款等整備ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑでは｢ﾓﾃﾞﾙ定款案と解説｣をまと

め､事務所登録事務対応ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑでは｢ﾓﾃﾞﾙ登録等事

務規程と解説｣及び｢ﾓﾃﾞﾙ登録事務取扱要領と解説｣を

まとめた｡これらの資料を6月の全国会長会議に報告

するとともに単位会に周知した｡ 

なお､11月28日の改正建築士法施行以後平成21年3月

31日までの間に指定事務所登録機関の指定を受けた

単位会は13単位会(埼玉会､東京会､神奈川会､新潟会､

長野会､静岡会､愛知会､大阪会､岡山会､広島会､山口

会､愛媛会､高知会)であった｡ 

③本連合会が建築士法に定める法定団体の要件を満た

すための定款の一部変更を行い､国土交通省へ法定団

体の届出を行った｡また､日事連及び単位会では､公益

社団法人の認定を円滑に進めることを目標に定款等

の整備の検討を行ってきたが､公益社団法人への移行

については､他団体の動向や国､都道府県の認定状況

を踏まえ､更なる検討を行なうこととした｡ 

④第33回建築士事務所全国大会(東京開催)は､大会ﾃｰﾏ

を｢新たな使命に向かって～建築士事務所協会の法

定化を契機として～｣とし､10月3日にｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ､大会

式典を行った｡参加者は740名であった｡ 

⑤平成20年度年次功労者表彰は､日事連推薦2名､単位会

推薦38名及び特別功労者表彰4名の表彰を行った｡ 

⑥平成20年度の日事連建築賞は､応募総数は46点(一般

建築部門21点､小規模建築部門25点)であった｡その

うち､国土交通大臣賞1点､日事連会長賞1点､優秀賞6

点(一般建築部門4点､小規模建築部門2点)､奨励賞9

点(一般建築部門4点､小規模建築部門5点)の受賞作

品を決めた｡ 

2)平成20年度収支決算案について 

事務局より第2号議案に該当する平成20年度収支決算

案について､資料1､資料2により次の趣旨の説明がなさ

れた｡ 

一般会計の事業活動収入は約3億9,016万円､事業活動

支出は約3億5,788万円､予備費支出は発生せず､当期収

支差額は約3,228万円となり､前期繰越収支差額を加え

て次期繰越収支差額は約7,067万円となった｡ 

福利厚生特別会計の事業活動収入は約1,159万円､事業

活動支出も約1,159万円で当期収支差額は約3千円とな

り､前期繰越収支差額を加えて次期繰越収支差額は約

243万円となった｡ 

適合証明業務登録機関特別会計の事業活動収入は約

9,886万円､事業活動支出は約9,959万円となり､当期収

支差額は約72万円の支出超となったが､前期繰越収支

差額を加えて次期繰越収支差額は約237万円となった｡ 

委員から､一般会計の財政安定積立預金については､取

り崩し額と同額を積立てるべきだとの意見が出された

が､事務局からは従来どおり予算内の執行にとどめて

いる旨回答がなされた｡ 

協議の結果､平成20年度事業報告案及び収支決算案を

了承し､常任理事会に提案することとした｡ 

(2)建築士事務所登録事務の指定状況調査について 

事務局より建築士事務所登録事務の指定状況調査につ

いて資料3により次の趣旨の説明がなされた｡ 

単位会の建築士事務所の登録事務指定状況は平成21年4

月24日現在では以下のとおり｡ 

1)指定を受けている  14単位会 

2)指定を受ける見込み  7単位会 

3)指定を受ける見込みだが､時期は未定 22単位会 

4)指定の予定無し    2単位会 

5)その他        1単位会 

東京会と大阪会が昨年度から先行して業務を行ってい

る｡山口会は登録窓口を(財)山口県建築住宅ｾﾝﾀｰに委託

している｡ 

(3)第52回通常総会等の日程及び運営について 

第52回通常総会及び第107回建築士事務所協会全国会長
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会議等の日程と運営について資料4により事務局より説

明がなされ､全国会長会議の平成20年度事業報告案につ

いては常置委員会委員長より説明することを確認した｡ 

次回委員会開催予定 

平成21年8月27日(木) 13:30～16:00 

(配付資料) 

資料1:第52回通常総会議案書(案) 

資料2:平成20年度事業報告･収支決算説明書(案) 

資料3:建築士事務所の登録事務の指定状況についての現

況調査 

資料4:第52回通常総会及び第107回建築士事務所協会全国

会長会議等の日程と運営について 

 

■第5回 教育･情報委員会概要 

日  時 平成21年4月22日(水) 14:00～16:30  

会  場 日事連会議室 

出 席 者 

 委 員 長 佐野 吉彦(日事連常任理事) 

 副委員長 宮原 克平(日事連理事)       

 委  員 國分 恵之､中岡 数夫､遠山 紀芳､尾添 信行､ 

福島 正継 

 事 務 局 髙津充良､北野芳男､恩田利昭､吉田 茂､ 

上原規子､市川貴之､今泉光裕 

欠 席 者  高橋 邦雄､山崎 善利(日事連副会長) 

<配付資料> 

第4回 議事録 

資料1:｢建築CPD情報提供制度｣への参加手続き等について 

資料2-1:法定講習(管理建築士講習､建築士定期講習)の実

施状況等について 

資料2-2:法定講習に係る登録講習期間機関の比較について 

資料2-3:｢建築士定期講習｣に係るｱﾝｹｰﾄ調査  

資料2-4:｢建築士定期講習｣に係るｱﾝｹｰﾄ調査(建築士事務所

に所属する建築士数) 

資料2-5:｢建築士定期講習｣に関するｱﾝｹｰﾄ調査結果の概要 

資料2-6:｢建築士定期講習｣の実施等に関しての改善要望へ

の回答について 

資料2-7:知事指定の継続に関する要望書 

資料3:建築士試験受験資格に係るｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの状況等につ

いて 

資料4:平成20年度事業報告(案) 

資料5:｢建築士事務所協会会員建築士事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ

調査｣について 

1.建築CPD情報提供制度への対応等について(報告)(資料1) 

宮原委員より､｢建築CPD運営会議ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ審査会｣の状況に

ついて､主に(審査会の運営体制､参加登録ﾃﾞｰﾀ管理手数料

費用､実績証明書の発行手数料等の変更)について報告があ

った｡ 

事務局より､｢建築CPD情報提供制度｣への参加手続きの説明

として､資料1により､建築CPD情報提供制度への参加手続き

等に係る具体的な事務手順について単位会及び参加希望者

が行う手続き等につい 

て概要の報告があった｡ 

報告に続き､主に以下内容の発言があった｡ 

○CPDとしての講習をﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞとして提供するとき､日事連

は業としての品質の維持･向上､建築士会はより良い建

築士になるために､JIAはより良い建築家であるため等､

それぞれの団体が提供するﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの性格が明確になる

と良いのではないか｡ 

○CPDの制度は､国や一部の地方自治体が受注者選定に利用

しているｵﾌｨｼｬﾙな｢建築CPD情報提供制度｣とﾊﾟｰｿﾅﾙな団

体独自のものとがある中で､その違いを理解するのが未

だ難しい｡今後も周知が必要である｡広報手段について

は､今後も検討を進めることとし､Q&A(2/24ver)につい

ては最新版を作成し､単位会へ案内することとした｡ 

2.法定講習(管理建築士講習､建築士定期講習)への対応等

について(資料2) 

①実施状況等について(資料2-1) 

事務局より､管理建築士講習の実施状況等について
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｢昨年､8～11月に実施した“みなし講習"では､約3万

4,000人の受講者があり､21年度の上期については､第

1回受付(12月)において､募集人数34,092名に対し､受

講申込者数は､12,656名に(37.1%)にとどまり､受講率

が芳しくなかったため､平成21年2月中旬(16～24日)

に追加受付を実施し､全体の受講申込者数は18,771名

(55.1%)となった｡ 

なお､現在も､5月末～7月中に開催する講習を対象に

追加募集を行っている｣旨の説明があった｡ 

また､建築士定期講習の実施状況等について､平成20

年度(21年2～3月)､21年度(4～6月)の受講申込み状況

の報告が行われた｡ 

②法定講習に係る登録講習機関の比較について 

事務局より､資料2-2により､4月22日時点で登録がな

されている5つの登録講習期間について､ 

登録区分をはじめ､受講料､講習方法(対面or映像)､申

込方法等の諸条件の比較状況等について､ 

概要説明が行われた｡ 

③｢建築士定期講習｣に係るｱﾝｹｰﾄ調査 回答結果につい

て 

平成21年4月9日に行われた｢建築士定期講習｣に関す

るｱﾝｹｰﾄ調査結果と｢建築士事務所に所属する建築士

数｣について資料2-3､2-4､2-5により､事務局から説明

が行われた｡ 

これらのうち､ｱﾝｹｰﾄ調査結果における具体的な要望

事項として､以下内容の要望があった｡ 

○講習の運営方法等について 

・受講申込書のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上からのﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ対応をし

ていただきたい｡ 

・年間ｽｹｼﾞｭｰﾙの早期の決定をしていただきたい｡ 

○講師のあり方､選定方法等について 

DVDによる講習を望む声が多くあった一方､講師に

よるﾗｲﾌﾞ(生講義)を推す声もあった｡ 

○受講料等について 

受講料については､民間登録機関との競合の観点か

ら､値下げを望む声が多くあった一方､講習の意義､

単位会の業務量､既受講者とのﾊﾞﾗﾝｽ等の観点から､

現状維持を推す声もあった｡ 

○その他 

国交省による周知を強力に推進していただきた

い｡ 

3.大学院における実務経験(ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ)への対応等につい

て(資料3) 

事務局より､資料3により､建築士試験受験資格に係るｲﾝﾀｰﾝ

ｼｯﾌﾟの状況等について主に以下の説明があった｡ 

・建築士試験の受験資格にｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの単位が要件として

加わることとなり､｢(仮称)産学連携建築教育推進協議

会(準備会)(以下準備会という)で､日事連を含む建築関

係団体等､産学による意見交換が行われてきた｡ 

・日事連の対応としては､準備会で行ったｱﾝｹｰﾄ(20.10月)

によると8割の大学院が自らｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ先を手配してい

る状況から､現状行われている大学院と建築士事務所間

での形態を尊重しつつ､単位会会員が自主的にｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ

の受け入れを進めるための情報提供等の協力をしたい｡ 

・ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟに係る標準的な取扱いについては､今後の実績

とその推移状況を鑑みて､今後開催される予定の上記準

備会の本会議である｢産学連携建築教育連絡会議｣(事務

局:建築学会)にて各団体と連携して検討していくこと

としたい｡ 

・4月8日に士会連合会は士会独自の｢建築士会ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ実

施ｶﾞｲﾄﾞ｣について記者発表を行った｡ 

説明に続き､主に以下内容の発言があった｡ 

○業としての建築設計の重要性をｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの際に教えて

いくことは建築士､建築士事務所にとっても大切である｡ 

○日事連等からｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの受入要請があれば協力してい

きたい｡ 

○ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを受け入れたい希望のある事務所が､教育･情

報委員会へ連絡できるような仕組みづくりも方法とし
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て必要ではないか｡ 

 日事連としては｢産学連携建築教育連絡会議｣の場で検討

すると共に､状況を勘案して大学院･会員建 

 築士事務所に対しての方向性を示していくことも検討し

たい｡ 

4.平成20年度事業報告について(資料4) 

事務局より､資料4に基づき平成20年度事業報告の説明

がされた｡ 

平成20年度事業報告については､佐野委員長に一任の

上､委員各位において追加･訂正等があれば､事 

務局に連絡していただき､必要な修正を行い､今後開催

される常任理事会に諮ることとした｡ 

5.｢建築士事務所協会会員建築士事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ調査｣

について(報告) (資料5) 

事務局より､資料5に基づき平成9年よりおおむね5年ご

とに実施している基礎的ﾃﾞｰﾀ調査の流れに 

ついて説明があり､早急に調査が開始できるように準備

を進めている旨の説明があった｡ 

説明に続き､主に以下の発言があった｡ 

○事務所登録事務にかかる情報を利用すれば､当調査は

不要ではないか｡ 

○情報の目的外使用はできないため当調査は必要｡ 

 ｽｹｼﾞｭｰﾙを調整し､調査が速やかに進行するよう作業

を進めることとした｡ 

6.その他 

○次回教育･情報委員会日程について 

次回委員会開催予定 

 平成21年7月1日(水)14:00～16:00 日事連会議室 

 

■独立行政法人住宅金融支援機構の 

 適合証明業務登録制度運営委員会概要 

日 時 平成21年5月18日(月) 11:00～12:05 

会 場  日事連会議室 

出席者                                                               

 運営委員会委員 

委員長 住宅金融支援機構理事  合田 純一 

委 員 同審査部住宅審査室長 池田 和政 

 〃  同審査部住宅審査室検査指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 

                城野 敏江 

  〃    同業務推進部業務推進ｸﾞﾙｰﾌﾟ長 浪波 哲史 

 〃  (社)日本建築士事務所協会連合会 

            会長  三栖 邦博 

 〃  (社)日本建築士会連合会 

           専務理事 山中 保教 

      代理出席:総務部長 木村 行道 

(欠席 国土交通省 住宅局建築指導課長  井上 俊之､ 

同省住宅局総務課 民間事業支援調整室長 瀬口 芳広､ 

沖縄振興開発金融公庫総務部長 上関 克也) 

 住宅金融支援機構 審査部住宅審査室検査指導ｸﾞﾙｰﾌﾟ 

総括調査役 藤野 晶成 

 日事連事務局 

  専務理事 髙津充良、常務理事 北野芳男、 

事務局長 恩田利昭、業務課長 鈴木雅之、 

総務課長 前田敏明 

〈提出資料〉 

資料1:平成20年度適合証明業務登録機関事業報告(案) 

資料2:平成20年度適合証明業務登録機関特別会計収支

計算書(案) 

資料3:平成20年中古住宅適合証明のﾌﾗｯﾄ35の受付状況

について 

資料4:平成20年度適合証明技術者業務講習のDVDによる

講習のｱﾝｹｰﾄ結果について 

◎冒頭､合田委員長よりﾌﾗｯﾄ35(中古住宅)の受理状況等報

告｡ 

議題1.平成20年度事業報告及び収支決算について 

○日事連事務局より､資料1及び資料2に基づいて説明がな

された｡ 

〔質疑〕 
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・平成20年度の受付で新規と更新の登録の割合はどのよう

な状況か｡ 

－新規が16.2%､更新が83.8%となっている｡因みに日事連の

会員の割合は､会員が38.7%､非会員が61.3%となってい

る｡ 

－住宅ﾚｰﾀﾞｰの送信はどのような方法で行っているか｡ 

－印刷物で郵送しない場合は､Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽがある登録者はﾒｰ

ﾙで送信し､それ以外はFAXで送信をしている｡申請書にEﾒ

ｰﾙｱﾄﾞﾚｽの記載があり､Eﾒｰﾙで送信している登録者は3割

強程度である｡来年度の登録受付ではEﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽを極力記

入してもらうよう工夫をしていきたい｡ 

－財政安定積立預金は､次期繰越額が約7,300万円となった

が､本登録制度の維持のために今後の同積立預金の見通

しについてどのように考えているか｡ 

－登録者の減少により､平成18年度の登録時は積立預金が0

となり､平成20年度の登録時は800万円の赤字となってき

たことで､平成22年度の登録時の予算を立てる際に､前回

の運営委員会で課題となった日事連3会計の人件費と事

務所費の按分率を見直す必要があること､それでも補え

ない場合は現状の登録料を若干値上げする措置を講じて

いくこと等を検討していく必要がある｡ 

このことについては､今後日事連が住宅金融支援機構と相

談をしながら検討していく｡ 

・登録窓口の登録事務費については､どのような業務のた

めに支払われているか｡また､値下げすることは考えら

れないか｡ 

－登録窓口では､登録申請受付､登録台帳の記載､登録関係

書類の整理及び問い合わせ等の諸々の業務による事務

費である｡ 

 近年中に値下げすることは合理的な理由がないと難しい

と思われるが､今後の検討課題としたい｡ 

◎協議した結果､資料1及び資料2の原案の通り承認した｡ 

議題2.その他 

1)平成20年度中古住宅適合証明のﾌﾗｯﾄ35の受付状況につ

いて 

○住宅金融支援機構･審査部より､資料3に基づき適合証

明の実績数及び適合証明の実績のある技術者数につ

いて報告がなされた｡ 

2)平成20年度適合証明技術者業務講習のDVDによる講習の

ｱﾝｹｰﾄ結果について 

○住宅金融支援機構･審査部より､資料4に基づき平成20

年度にDVDで行った適合証明技術者業務講習のｱﾝｹｰﾄ

結果について報告がなされた｡ 

・初めて試みたDVD講習の回答では､全般的に内容とし

て満足されている回答が多い結果となった｡ 

 

 

■ 主な行事予定 

※行事日程は中止・変更等になることがございますので 

 ご了承ください。 

平成２１年 

７月２２日 建賠保険等調査専門委員会 

２７日 建築設計制度等対応特別委員会 

２８日 全国大会運営特別委員会 

３０日 業務・技術委員会、基本法部会 

３１日 会誌編集専門委員会 

８月１０日 日事連建築賞選考委員会 

２１日 構造技術専門委員会 

２７日 総務・財務委員会 

２８日 常任理事会 
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 自由民主党建築設計議員連盟(会長 額賀福志郎衆議院議

員)(以下､議連)の総会が､平成21年6月19日､午前8時30分よ

り自民党本部にて開催された｡ 

 同総会には､議連を構成する国会議員衆参合わせて20名

が出席し､日本建築士事務所政経研究会(日事政研)及び

(社)日本建築士事務所協会連合会(日事連)からは､日事政

研役員をはじめ､日事連役員､都道府県の建築士事務所政経

研究会及び建築士事務所協会の会長等50名が出席した｡ま

た､国土交通省の住宅局からは和泉洋人住宅局長､小川富由

大臣官房審議官(建築行政)及び井上俊之建築指導課長他が､

さらに､大臣官房官庁営繕部からは､藤田伊織官庁営繕部長

及び鈴木千輝整備課長他が出席した｡ 

 この総会において､三栖邦博日事連会長より､“建築基準

法及び建築士法に関する要望の再度のお願い"として､以下

の3項目について要望がなされた｡ 

(1)ﾋﾟｱﾁｪｯｸ(構造計算適合性判定)の対象建築物の高さ､

階数等による限定 

(2)設備設計一級建築士制度等の円滑な施行 

(3)新業務報酬基準告示の実効性確保のための措置の徹底 

 改正建築基準法及び改正建築士法の円滑な施行について

は､日事連は､平成20年10月2日の議連総会において､上記3

点の要望を行った｡さらに､この中でも特に設備設計一級建

築士の円滑施行の問題については､平成21年3月13日に金子

国土交通大臣に対し､具体的方策を盛り込んだ要望を行っ

ている｡ 

 改正建築基準法及び改正建築士法の施行については､依

然､日事連の構成員である全国の建築士事務所から､改正法

の施行による時間や経費､事務量の長大化の傾向と折から

の景気低迷の影響により､建築士事務所の経営を大きく圧

迫しているとの声が寄せられているため､同議連に対し再

度の要望を行ったもの｡ 

 これについて､和泉住宅局長からは､建築確認(構造計算

適合性判定物件)に要する日数の状況等について説明がな

されるとともに､構造/設備設計一級建築士制度の円滑施行

については､資格者の増員､過去の関与対象物件の元請建築

士事務所へのｱﾝｹｰﾄ調査結果の報告と今後の取組み方針を､

また､新業務報酬基準の実効性の確保については､その周知

に向けた取組み等について説明がなされた｡ 

 さらに､藤田官庁営繕部長からは､国土交通省が発注する

設計業務における資格者の取扱い及び設計業務等の業務費

の積算基準について説明がなされた｡ 

 出席した国会議員からは､｢経済対策で学校の耐震診断等

に多くの予算がついたが､それを行う資格者が不足し､矛盾

した政策が露見した｡善処策はあるのか｣､また｢公共団体の

発注で構造/設備設計一級建築士を雇用していない事務所

だからといって発注対象から外すことのないよう適正な運

用を行ってほしい｣､さらに､｢新業務報酬基準告示の実効性

の確保については､末端の市町村にまで､総務省と連名で国

土交通省より徹底してほしい｣等の発言があった｡ 

 このうち､保岡興治衆議院議員からは､｢今回の法改正に

ついては､民間が自らの責任の下で対応するという基本原

則をはっきりとさせ､その上で､行政が大きな基準や全体的

な方向性を示し､それを守らなかった場合には行政処分､刑

事処分により対応するというのが基本的なあり方であると

思う｡業界自身が責任を果たす部分と行政が対応する部分

とをｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ等により明確に仕分けし､併せて行政の側に

おいて立法措置を要するものについては､さらに積極的な

法改正を行うといった方向性が望ましい｡こうした基本的

なあり方の重要性を､この議連において改めて確認すると

ともに､そのために必要なﾌｫﾛｰを行っていきたい｣旨の意見

が出された｡ 

 これらの議論を踏まえ､額賀議連会長より､｢本日は､ﾋﾟｱﾁ

■ ｢自民党建築設計議員連盟｣総会において 

ﾋﾟｱﾁｪｯｸ､設備設計一級建築士制度､新業務報酬基準の3項目について再要望 

－－ 日本建築士事務所政経研究会 会務報告 －－ 
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ｪｯｸの簡素化の問題､設備設計一級建築士制度の問題及び報

酬の問題の三つ要望があったが､役所は上からのﾄｯﾌﾟﾀﾞｳﾝ

ではなく､現場の実状や声等を踏まえた上で､新しい行政基

準を作っていくことが最も大事である｡国土交通省では本

日の議論を踏まえ､しっかり対応していただきたい｣旨の要

請が国土交通省になされた｡ 

 これに対して､山本日事政研会長より､同議連及び日事政

研が今後一層の一致協力を図ることで､より良い関係を築

いていきたい旨等の発言がなされた｡ 

 最後に､本議連総会の総括として､逢沢一郎議連幹事長よ

り､｢ﾋﾟｱﾁｪｯｸの対象範囲の問題や､設備設計一級建築士及び

地方自治体の発注の問題等については､当議連として十分

に目を光らせ､適切な理解･整理をして､問題の解決に向け

努力をしていきたい｣旨の締めくくりの挨拶がなされた｡ 

本議連総会に出席した国会議員は次のとおり｡ 

(順不同･敬称略) 

<衆議院議員> 

逢沢一郎､今村雅弘､大塚高司､木村隆秀､小坂憲次､ 

佐田玄一郎､塩崎恭久､谷垣禎一､土井 亨､渡海紀三朗､ 

西銘恒三郎､額賀福志郎､福井 照､保岡興治､山崎 拓､ 

山本明彦､冨岡 勉､関 芳弘 

<参議院議員> 

小池 正勝､世耕 弘成 
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■第52回通常総会(平成20年度決算総会)概要 

1.日  時 平成21年6月19日(金) 16:05～16:55 

2.会  場 帝国ﾎﾃﾙ 中2階｢光の間｣ 

      東京都千代田区内幸町1-1-1 

3.総会の構成者数及び出席者数 

  総会構成者数 46人 

  出席者数   46人(うち､書面表決書提出1単位会) 

 ○書面表決した者の氏名  山梨会 進藤哲雄 

4.出席者の氏名 

(1)役  員 

会    長  三栖 邦博 

副 会 長 山本 茂男 山崎 善利 本澤 宗夫 

     鈴木 誠一 外木場久雄 八島 英孝 

専務理事 髙津 充良 

常務理事 北野 芳男 

常任理事 木村  旭 佐野 吉彦 野呂 敏秋 

     原田 照行 髭右近外嘉 山田美光 

理  事 浅野 善治 上野 浩也 上原 伸一 

     大野 和男 河野  久 野呂 幸一 

     水谷 達郎 水庭 武宣 宮原 克平 

     村山 高文 横須賀満夫  

監  事 大内 達史 岡田 利一 速水 可次 

(2)正会員･指定代表者の氏名(書面表決した者を含む) 

北海道  吉田  宏  青 森  野呂 敏秋 

岩 手  髙橋  敏  宮 城  栗原 憲昭 

秋 田  鈴木 誠一  山  形  伊藤  剛 

福  島  田畑 光三  茨 城  横須賀満夫 

栃 木  本澤 宗夫  群 馬  山田 美光 

埼 玉  宮原 克平  千 葉   荻原 幸雄 

東 京  三栖 邦博  神奈川  上原 伸一 

新 潟  中村 優晴  長 野  新井 典夫 

山 梨  進藤 哲雄  富 山  近江 吉郎 

石 川  桜井 紘一  福 井  神崎  貢 

静 岡    山崎 善利  愛 知  岡田 利一 

三 重  田端  隆  滋 賀   藤村 亮一 

京 都  上野 浩也  大  阪   佐野 吉彦 

兵 庫  外木場久雄  奈 良  泉谷 良宏 

和歌山  岩橋 重文  鳥 取  足立 収平 

島 根  矢野 敏明  岡 山  貴田  茂 

広 島  直井 稔征  山 口  香月 直樹 

徳 島  速水 可次  香 川  富岡  学 

愛 媛  中岡 数夫  高 知  西森 敬祐 

福 岡  八島 英孝  佐 賀  原田 照行 

長 崎   池田 賢一  熊 本  古川 裕久 

大 分  松井 健治  宮 崎  甲斐 孝明 

鹿児島  大原 達也  沖 縄  新城 安雄 

5.司   会 恩田利昭事務局長 

6.会議の成立 

司会者より､出席者数は､正会員46単位会のうち正会員

46単位会(書面表決書提出者を含む)が出席しているの

で､定款第25条により会議が成立している旨の報告がな

された｡ 

7.正副議長の選任 

正副議長につぎの者が選任された｡ 

議 長 外木場久雄兵庫会会長 

副議長 八島英孝福岡会会長 

8.議事録署名人の選任 

議事録署名人に議長･外木場久雄兵庫会会長､三栖邦博

日事連会長及び佐野吉彦大阪会会長が選任された｡ 

9.議  事 
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(1)第1号議案 平成20年度事業報告承認の件 

第2号議案 平成20年度収支決算承認の件 

議長より第1号議案及び第2号議案は関連するため､併

せて審議する旨が告げられた｡第1号議案については髙

津充良専務理事が､第2号議案については北野芳男常務

理事が､それぞれ議案書3頁から24頁の内容を説明し､

提案がなされた｡ 

続いて､速水可次監事より､議案書25頁に記載のとおり

監査報告がなされた｡ 

議長より第1号議案及び第2号議案の承認について採決

したところ､挙手多数で議案書のとおりそれぞれ承認し

た｡ 

 

■第107回 建築士事務所協会全国会長会議概要 

1.日  時  平成21年6月19日(金) 13:30～16:00 

2.会  場 帝国ﾎﾃﾙ｢光の間｣ 

3.会議の構成者数及び出席者数 

構成者数  正会員会長46名 

出席者数   正会員会長46名 

 (内､表決委任状提出:山梨会･表決委任を受けた者の 

  氏名 藤田 義治) 

4.出席者 

 名誉会長  小川 圭一 

 役  員 

  会  長 三栖 邦博 

    副 会 長 山本 茂男 山崎 善利 本澤 宗夫 

       鈴木 誠一 外木場久雄 八島 英孝 

    専務理事 髙津 充良 

    常務理事  北野  芳男 

    常任理事 木村  旭 佐野 吉彦 野呂 敏秋 

       原田 照行 髭右近外嘉 山田 美光 

   理  事 浅野 善治 上野 浩也 上原 伸一 

       大野 和男 水谷 達郎 宮原 克平 

       横須賀満夫     

  監  事 大内 達史 岡田 利一 速水 可次 

 正会員 

北海道  吉田  宏  青 森  野呂 敏秋 

岩 手  髙橋  敏  宮 城  栗原 憲昭 

秋 田  鈴木 誠一  山 形  伊藤  剛 

福 島  田畑 光三  茨 城  横須賀満夫 

栃 木    本澤 宗夫  群 馬    山田 美光 

埼 玉    宮原 克平  千 葉  荻原 幸雄 

東 京    三栖 邦博  神奈川  上原 伸一 

新 潟  中村 優晴  長 野  新井 典夫 

山 梨  藤田 義治  富 山  近江 吉郎 

石 川  桜井 紘一  福 井  神﨑  貢 

静 岡  山崎 善利  愛 知  岡田 利一 

三 重  田端  隆  滋 賀  藤村 亮一 

京 都  上野 浩也  大 阪   佐野 吉彦 

兵 庫    外木場久雄  奈 良  泉谷 良宏 

和歌山    岩橋 重文  鳥 取  足立 收平 

島 根  矢野 敏明  岡 山  貴田    茂 

広 島  直井 稔征  山 口  香月 直樹 

徳 島  速水 可次  香 川    富岡  学 

愛 媛  中岡 数夫  高 知    西森 敬祐 

福 岡    八島 英孝  佐 賀    原田 照行 

長 崎  池田 賢一  熊 本    古川 裕久 

大 分    松井 健治  宮 崎    甲斐 孝明 

鹿児島    大原 達也  沖 縄    新城 安雄 

 事務局 

  事務局長 恩田 利昭､調査役 吉田  茂､ 

総務課長 前田 敏明 

5.議長･副議長  

  議 長 鈴木 誠一(秋田会会長)､ 

 副議長 外木場久雄(兵庫会会長) 

6.議事録署名人 

 三栖 邦博(日事連会長)､山田 美光(群馬会会長)､ 

 鈴木 誠一(議長) 
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7.議  事 

議事に先立ち三栖会長より主に以下の挨拶があった｡ 

・20年度は日事連及び単位会が法定団体として新たな

歩みを始めた｡ 

・建築士事務所の“業"の基盤としての建築士事務所登

録事務は､単位会の法定団体化につづいて大変重要な

業務であるので､未だ指定を受けていない単位会は今

後指定に向けた活動をして欲しい｡ 

・法定団体化と建築士事務所登録事務の他､日事連は単

位会と力を併せて建築士事務所の加入義務化等､建築

士事務所に係る法制度･業務基盤･業務環境の改善に

取り組んでいきたい｡ 

事務局より､前回の会長会議(平成21年3月30日)以降の単

位会会長の異動について､以下4単位会の新会長紹介があ

った｡ 

千葉会･荻原幸雄会長､石川会･桜井紘一会長､ 

岡山会･貴田 茂会長､高知会･西森敬祐会長 

(1)協議事項1.平成20年度事業報告案について 

1)髙津専務理事より､平成20年度事業報告案の概要等につ

いて｢平成20年度事業報告･収支決算説明書｣(以下､説明

書という｡)に基づき説明がなされた｡ 

2)各常置委員会委員長より､所掌する委員会に係る各事

業報告案等について､説明書に基づき｢総務･財務に関す

ること｣(山田総務･財務委員長)､｢教育･情報に関するこ

と｣(佐野教育･情報委員長)､｢業務･技術に関すること｣

(木村業務･技術委員長)､｢広報･渉外に関すること｣(野

呂広報･渉外委員長)及び｢指導運営に関すること｣(髭右

近指導運営委員長)について説明がなされた｡ 

(2)協議事項2.平成20年度収支決算案について 

北野常務理事より､説明書に基づき､平成20年度収支決

算案について｢一般会計｣､｢福利厚生特別会計｣及び｢適

合証明業務登録機関特別会計｣の各項目内容について説

明がなされた｡ 

協議事項1､2について､議長より諮ったところ平成20年

度事業報告案及び収支決算案を了承した｡ 

(3)報告事項 

①新業務報酬基準の制定に伴う地方自治体に対する建築

3会の共同要望について 

髙津専務理事より､資料1に基づき､平成21年1月7日に

制定された新業務報酬基準(国土交通省告示第15号)に

伴い､国土交通省の設計業務等積算基準及び要領が4月

21日に改定されたが､その実効性が必要として､地方自

治体に対し告示の遵守と国土交通省の設計業務等積算

基準等に準じた基準の策定と運用について日事連､士

会連合会､JIAの3会が共同で要望書をとりまとめ､都道

府県単位で3会の各地方組織等が共同で要望活動を行

うこと等について報告がなされた｡ 

②平成21年度の要望項目について 

野呂広報･渉外委員長より､資料2に基づき､平成21年度

の要望項目について､1.新業務報酬基準(平成21年国土

交通省告示第15号)の遵守と｢依頼度｣の削除､2.公共建

築物の設計者選定における価格以外の要素を考慮した

選定､3.公共建築物の設計業務の発注における建築士

事務所の選定にあたり､構造/設備設計一級建築士の雇

用の有無により不利益が生じないための適正な対応､

4.公共建築物の設計業務の発注の際､建築士事務所の

賠償責任保険への加入を条件とする､要望を行う旨の

報告がなされた｡ 

③平成21年度建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業実施要項につい

て 

野呂広報･渉外委員長より､資料3に基づき､平成21年度

建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業実施要領について､日事連及

び単位会は法定団体として､国民に対して日事連や単

位会並びに会員建築士事務所の役割や業務について広

報することとし､10･11月を中心に全国で建築士事務所

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝを実施する旨の報告がなされた｡ 

④景観･まちづくり特別委員会に設置について  

髙津専務理事より､資料4に基づき､景観やまちづくり
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の活動への関心が高まる中､国の提唱による｢建築等を

通じた景観形成･まちづくり推進協議会｣の設立や新た

な国庫補助金事業等が行われており､日事連において

も景観･まちづくり活動を重要なﾃｰﾏと捉え､機動的に

対応するための体制が必要なことから､日事連に｢景

観･まちづくり特別委員会｣を設置した旨の報告がなさ

れた｡ 

⑤長期優良住宅の設計を行う建築士事務所の情報提供に

ついて  

北野常務理事より､資料5に基づき､長期優良住宅の設

計を行う建築士事務所の情報提供について､長期優良

住宅の普及促進に関する法律が6月4日に施行された｡

国土交通省では､｢一般社団法人すまいづくりまちづく

りｾﾝﾀｰ連合会｣に､｢長期優良住宅の設計を行う建築士

事務所の情報提供制度｣を創設し､長期優良住宅の普及

と円滑な促進を図ることとした｡同制度への建築士事

務所の登録に日事連も協力することとし､単位会にお

いても会員建築士事務所に周知協力を要請する旨の報

告がなされた｡ 

⑥建築士受験資格に係るｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの状況について  

佐野教育･情報委員長より､資料6に基づき､建築士受験

資格に係るｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの状況について､日事連として

は､現状多く行われている建築士事務所と大学側との

協議で進められるｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの形態について尊重し､そ

の標準的な取扱いは今後の推移状況をみながら必要に

応じ検討する｡また学生の受入を希望する建築士事務

所に対する情報提供等については｢産学連携建築教育

連絡会議｣(事務局:(社)日本建築学会)で各団体と連携

して検討していくこととする旨の報告がなされた｡ 

⑦四会連合協定建築設計･監理等業務委託契約書類等の

改正について  

事務局より､資料7に基づき､四会連合協定建築設計･監

理等業務委託契約書類等(四会連合契約書)の改正につ

いて､平成20年11月28日の改正建築士法の施行及び平

成21年1月7日に公示された新業務報酬基準(国土交通

省告示第15号)との整合性を図るため､平成20年8月26

日に｢四会連合協定建築設計･監理等業務委託契約約款

改正検討委員会｣(事務局:日事連)を設置し検討を進め

ており､改正した四会連合契約書様式等を平成21年8月

上旬を目途に発行するとともに､さらに､講習会を開催

して周知を行う予定である旨の報告がなされた｡ 

⑧UIA2011東京大会について  

髙津専務理事より､UIA2011東京大会ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄに基づき､

平成23年9月25日から10月1日まで開催されるUIA2011

東京大会について､｢UIA2011東京大会日本組織委員会｣

(JOB/事務局:JIA)より日事連を含む建築関係団体に対

し､UIA2011東京大会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとしての各団体の企画に

よるｲﾍﾞﾝﾄについて､応募の打診があったため､日事連

としてのｲﾍﾞﾝﾄの実施について､単位会からも意見を聞

き､常任理事会等で協議したい旨の報告がなされた｡ 

報告事項の説明に続き､以下の発言があった｡ 

・三栖会長より､｢UIA2011東京大会は国内外の建築関係

者等に建築士事務所の役割や存在を示す絶好の機会で

ある｡単位会やﾌﾞﾛｯｸにおいても当日のｲﾍﾞﾝﾄに係るｱｲﾃﾞ

ｨｱを積極的に提出していただきたい｣旨の発言があっ

た｡ 

・中岡愛媛会会長より､10月9日に開催される第34回建築

士事務所全国大会(愛媛大会)の予算､参加人数等につい

て中間報告がなされた｡ 

・山本全国大会運営特別委員長より､参加と運営への協

力のお願いがなされた｡ 

議長より質疑を求めたところ以下の発言があった｡ 

○香川会会長より､会誌Argus-eyeについて､内容･ｶﾗｰ等の

体裁について再検討が必要である旨の発言があった｡ 

－野呂広報･渉外委員会長より､｢会誌Argus-eyeについて

は会誌編集専門委員会で検討している｡ｶﾗｰの体裁につ

いては7月号より対応することとしている｡他の意見も

検討していきたい｡｣旨の発言があった｡ 
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■平成21年6月 常任理事会概要 

1.日  時  平成21年6月19日(金) 11:00～12:00 

2.会  場  帝国ﾎﾃﾙ｢中2階･光の間(日光の間)｣ 

3.常任理事会構成者数及び出席者数 

 常任理事会構成者数 14名 

 出席者数      14名 

4.出席者の氏名 

 出 席 者 

 会  長 三栖 邦博 

 副 会 長 山本 茂男､山崎 善利､本澤 宗夫､ 

      鈴木 誠一､外木場久雄､八島 英孝   

 専務理事 髙津 充良 

 常務理事 北野 芳男 

 常任理事 木村  旭､佐野 吉彦､野呂 敏秋､ 

      原田 照行､髭右近外嘉､山田 美光 

 事 務 局 恩田利昭事務局長､ 

      戸谷泰子広報･渉外担当課長､ 

      鈴木雅之業務課長､前田敏明総務課長､ 

      吉田 茂調査役 

5.議事録署名人 

 三栖邦博会長､山崎善利副会長､原田照行常任理事 

6.議事進行役 

 山崎善利副会長 

7.議 事 

(1)専決事項 

1)四会連合協定建築設計･監理等業務委託契約書式の改正

内容の決定の件 

事務局より､四会連合協定建築設計･監理等業務委託契

約書式の改正内容について資料1によって次の趣旨の説

明がなされた｡ 

四会連合協定建築設計･監理等業務委託契約書式の中間

報告は､業務･技術委員会､同委員会改正検討WG､建築設

計制度等対応特別委員会､常任理事会､理事会で説明し

意見を求めた｡今回提出した資料は､4団体の委員会で契

約書式等の相互の内容の整合性を確認し､最終原案とし

て作成したものである｡内容についてご意見があれば6

月30日迄に事務局に提出願いたい｡なお､提出された意

見の採否については4団体の委員会に一任することとし

たい｡ 

以上の説明の後､山崎副会長より､四会連合協定建築設

計･監理等業務委託契約書式の改正内容の決定について

諮ったところ､最終原案の内容で進めることを決定し

た｡ 

(2)協議事項 

1)第52回通常総会等の運営について 

 第52回通常総会及び第107回建築士事務所協会全国会

長会議等の運営について資料2に基づき事務局長より説

明がなされ､資料2の通り運営することとし､この件につ

いての協議を終えた｡ 

(3)報告事項   

1)平成21年度建築基準等整備促進補助事業｢建築の質の向

上に関する検討｣への応募について 

専務理事より､資料3によって次の趣旨の報告がなされ

た｡ 

平成20年度から国の建築基準等整備促進補助事業(建築

の質の向上に関する検討)が公募形式で行われ､平成21

年度も引き続き行われる｡平成21年度調査では､各団体

による｢建築の質の向上に関する提案｣に関する調査を

行うとともに､平成20年度･平成21年度に調査を行った

各団体が､ｺﾝｿｰｼｱﾑを構成して各団体が検討した｢建築の

質の向上に関する提案｣について､とりまとめ調査等を

行い､提案をまとめることになっている｡検討期間が短

期間であり､遅くとも年内には基本方向を中間的にとり

まとめる必要があること､同時期に各団体の意見調整を

行うｺﾝｿｰｼｱﾑの協議や社会資本整備審議会基本制度部会

での審議が並行して進められることとなっている｡この

ため本連合会では､建築設計制度等対応特別委員会で基

本的な検討を行うこととし､同委員会にｺｱﾒﾝﾊﾞｰによる
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｢基本法部会｣を設置して､具体的な検討作業を行う｡検

討状況については､常任理事会及び理事会に報告し､意

見の調整を図っていきたい｡ 

2)UIA2011東京大会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ企画について日本組織委員会

からの依頼について 

UIA2011東京大会は､建築5会､国､その他の関係団体から

なる日本組織委員会(JOB)が中心となって進めている｡

日事連は建築5会の一つとして､同組織の副会長､諮問

評議会委員､実行委員会委員に就任している｡また､日

事連では今後､広報･渉外委員会が対応することについ

て常任理事会で了承されている｡今般､JOBから建築5会

に対し､各団体の独自企画行事(ｶﾃｺﾞﾘｰ3)について提案

の依頼があった｡ｶﾃｺﾞﾘｰ3は､大会の公式ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとして

位置づけられるが､経費を含む企画運営は企画主体の

各団体の責任のもとに実施することになっている｡提

案は第一次として､8月末までとしているが､その後の

変更や追加も可能であるとのことである｡常任理事会

出席ﾒﾝﾊﾞｰにあっては､日事連としての対応等について

具体的な提案または意見を各ﾌﾞﾛｯｸでの議論を経て8月

10日迄に事務局に提出していただきたい｡提案または

意見をもとにして､常任理事会で検討していく予定で

ある旨の説明が専務理事より資料4によって報告がな

された｡ 

なお､今回の提案､意見については､単位会にも周知す

ることとし､情報を単位会に提供することとした｡ 

3)会員･構成員異動報告 

平成21年5月末日の会員及び構成員数等を次の通り報

告した｡単位会別構成員数等は資料5の通り｡ 

平成21年5月31日現在 

  正会員46団体､構成員14,844事務所､賛助会員5社 

4)後援名義等使用の催物及び経過報告について事務局長

よりそれぞれ資料6､資料7により報告がなされた｡ 

<配付資料> 

資料1:四会連合協定建築設計･監理等業務委託契約書､契

約約款､業務委託書｣等の最終原案及び販売予定価

格と周知方法等の確認のお願い 

資料2:第52回通常総会(平成20年度決算総会)､第107回建

築士事務所協会全国会長会議運営次第 

資料3:平成21年度建築基準等整備促進補助事業｢建築の質

の向上に関する検討｣への応募について 

資料4:UIA2011東京大会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ企画について日本組織委

員会からの依頼について 

資料5:会員･構成員異動報告書 

資料6:後援､協賛名義使用の件 

資料7:経過報告 

 

■第4回 指導運営委員会概要 

日  時 平成21年7月10日(金) 13:30～15:45 

会  場 日事連会議室 

出 席 者   

 委員長:髭右近外嘉  副委員長:上原伸一 

 委 員:佐藤眞彦､飯窪功児､桜井紘一､山上紀麿､ 

     中野 満 

 担当副会長:鈴木誠一  

(欠席 委員:森口勝茂) 

事務局:髙津､恩田､吉田､鈴木､上原 

〈 提出資料 〉 

資料1：指導運営に関する平成20年度事業報告 

資料2：単位会の苦情の解決業務の実施状況調査書 

資料3：2008年度下半期 苦情の解決業務実施集計表 

資料4：2008年度下半期 苦情の解決業務実施報告書(個別

ﾚﾎﾟｰﾄ) 

◎会議に先立ち､鈴木担当副会長より冒頭挨拶がなされた｡ 

議事1.平成20年度指導運営に関する事業報告について 

○指導運営に関する平成20年度事業報告について､主に平

成21年1月5日～3月末日までに実施した法定団体として

の苦情の解決業務の単位会の受付件数等を資料1に基づ

き事務局より報告を行い､当委員会で確認した｡ 
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議事2.苦情の解決業務の単位会の実施状況について 

①各ﾌﾞﾛｯｸ協議会内の単位会の実施状況 

○各ﾌﾞﾛｯｸ協議会内の単位会の状況調査として､指導委

員会､倫理委員会の設置状況及び各規程の不具合の有

無と対応についての調査結果を資料2に基づき各委員

より報告を行った｡ 

・会員外に対しての苦情の申出は対応が困難である

との回答があるが､苦情対象事務所へ照会が必要な

ものは会員､会員外に関わらず同じ照会業務を行う

ものである｡ 

 会員外の苦情対象事務所が不誠実な対応により当

業務を終了した場合は､該当知事宛に苦情の解決業

務の経過等に係る書類を添付して文書にて報告す

ることとしている｡ 

・申出人より建築士事務所に対して建築士法上の罰

則を与えてほしいという要請がある場合は､単位会

が行う苦情の解決業務は行政上の処分権限を有し

ていないことを申出人に伝える必要がある｡このこ

とは､申込を受ける際に｢建築士事務所に対する苦

情の申し出にあたっての注意事項｣を渡して､その

中に記載している対象外事項等を了解したうえで

当業務を受けることにしている｡ 

②平成20年度の単位会の実施状況報告書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)の報告 

◇資料3及び資料4について以下のとおり事務局より説

明がなされた｡ 

○資料3の単位会の集計表については､今年度より指

導運営に関する事業報告をまとめる際に本表を付

けていきたい｡ 

 また､今後も単位会よりあがってくる件数を蓄積し

ていった段階で､どのような苦情の内容の傾向があ

って､どのように対応がなされてきているか等､統

計資料として今後表向きに公表できるものにして

いきたい｡ 

この表をどのような分類方法で統計資料にしてい

くかについては､この委員会で今後検討してもらい

たい｡ 

○資料4の実施報告書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)については､今後単

位会が苦情の解決業務を進めていく上で参考にな

る事例集のようなものにまとめて､有意義な資料に

するために､今年度単位会からあがってくる個別ﾚ

ﾎﾟｰﾄもあわせて冊子としてまとめていきたいと考

えている｡ 

 この案件をどのように分類して､わかりやすい資料

にしていくか､また､実施報告書のﾌｫｰﾏｯﾄについて

は､前回の委員会で確認をして同ﾌｫｰﾏｯﾄに基づいて

単位会から回答をもらうことにしたが､改善すべき

点があれば当委員会で協議したいと考えている｡ 

 また､参考事例集としてまとめる前に､2008年度下

半期に約20件の案件が提出されているため､先行し

てほぼ原形の事例を単位会へ送付する方法もある

が当委員会で協議したい｡ 

◇これらの説明に対し、特に個別ﾚﾎﾟｰﾄの取扱いについ

て主に以下の意見がだされた｡ 

・個別ﾚﾎﾟｰﾄの公表の範囲については､外部へどこま

で公表が許されるか｡単位会の全会員まで公表する

場合､対象事務所が会員であれば事務所名がいずれ

わかることが予想される｡ 

・単位会の指導委員等が記述した原因に関する所見

(考察)については､一般まで公表されると裁判等で

の判断材料にされてしまうおそれがある｡また､設

計料のことも書かれているため､公表の仕方につい

て慎重に扱う必要がある｡ 

・苦情の概要や原因に関する所見(考察)については､

公表するのであれば公表向けに内容を手直しする

必要がある｡ 

◎検討の結果､各委員において所属単位会またはﾌﾞﾛｯｸ

協議会でも公表の方法､参考事例集のまとめ方等につ

いて検討して､次回指導運営委員会で再度検討を行う
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こととする｡ 

また､各委員においてﾌﾞﾛｯｸ協議会等で当委員会の報

告をする際は､個別ﾚﾎﾟｰﾄを｢取扱い厳重注意:委員会

限り｣として提出することとする｡ 

議事3.その他 

○次回指導運営委員会は単位会より平成21年度上半期の事

業報告が上がるため､それも踏まえて開催することとす

る｡ 

○各ﾌﾞﾛｯｸ内では､単位会指導委員長会議を開いて､情報を

共有するよう提案する｡ 

●次回委員会 平成21年11月10日(火) 13:30～16:00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 主な行事予定 

※行事日程は中止・変更等になることがございますので 

 ご了承ください。 

平成２１年 

８月２１日 基本法部会、構造技術専門委員会 

２７日 総務・財務委員会 

２８日 常任理事会 

９月 １日 建賠保険等調査専門委員会 

 ３日 基本法部会 

１０日 景観・まちづくり特別委員会 

１１日 広報・渉外委員会 

１６日 理事会、政研役員会 

１７日 四会連合協定建築設計・監理業務委託契約

約款改正検討ワーキンググループ 

２４日 基本法部会 
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■第2回 全国大会運営特別委員会概要 

日  時 平成21年7月28日(火) 13:30～15:45 

会  場 日事連会議室 

出 席 者 

 委員長 山本茂男(高知) 副委員長 中岡数夫(愛媛) 

 委 員 佐々木世希(愛媛)､眞木政經(愛媛)､ 

     松井健治(大分)､大内達史(東京)､ 

     田畑光三(福島) 

ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 平野恵子(福島)､桜田武司(近畿日本ﾂｰﾘｽﾄ)､ 

高田昌弘(近畿日本ﾂｰﾘｽﾄ) 

事 務 局 髙津専務理事､北野常務理事､恩田､前田､上原､

松谷 

1.報告事項 

(1)｢建築CPD情報提供制度｣における認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの申請に

ついて 

日事連事務局より､｢建築CPD情報提供制度｣における認

定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの申請について資料1によって説明がなされ

た｡ 

愛媛大会の行事のうち､ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ及び記念講演を

併せて同制度の認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑになるよう､日事連がﾌﾟﾛﾊﾞ

ｲﾀﾞとなって｢建築CPD運営会議ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ審査会｣へ申請を

することとしている｡単位会への周知等については日事

連が行う｡ 

また大会当日会場では､出席者名簿記入用机及び看板の

設置､出席者名簿の準備等を行う必要があるが､これに

ついては愛媛会と日事連で連携をとって対応の確認を

することとした｡ 

2.協議事項 

(1)平成21年度･第34回愛媛大会の準備状況について 

愛媛会及び日事連事務局より､21年度･第34回愛媛大会

の準備状況について資料2及び資料3によって次の項目

について説明がなされ､協議を行った｡ 

①大会参加申込状況について 

  7月27日現在で大会参加申込者数は1,352名(事前調査

の数も含む)となっている｡また､記念講演及びﾊﾟﾈﾙﾃﾞ

ｨｽｶｯｼｮﾝについては､ﾁﾗｼを配布し学生等の参加を募っ

ている｡ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ会場のｻﾌﾞﾎｰﾙ(定員1,000名)は

集計上では満席が予想されるため､ﾒｲﾝﾎｰﾙへ会場を変

更したらどうかという意見が出されたが､例年の大会

開催状況を見ていると､参加者の到着時刻がそれぞれ

異なっていることもあり､実際は満席になる可能性は

低いので､協議の結果､実施計画通りｻﾌﾞﾎｰﾙで開催す

ることとした｡ 

②招待者関係について                             

日事連関係者及び愛媛会関係者の招待者については8

月中に招待状を発送し､国会議員は選挙終了後､案内

することとした｡ 

③大会会場図等について 

来賓及び大会役員等がｽﾑｰｽﾞに移動出来るように控室

を集約し､また受付の出入口を1箇所にするなど､再度

図案を修正することとした｡ 

④大会式典及び記念ﾊﾟｰﾃｨ運営について 

ｵｰﾌﾟﾆﾝｸﾞｱﾄﾗｸｼｮﾝの時間帯が大会参加者等の会場移動

時間と重なるため､ｱﾄﾗｸｼｮﾝの観覧を楽しんでもらう

ために､ｽｹｼﾞｭｰﾙの見直しをした方がよいのではない

かと意見が出された｡協議の結果､ｵｰﾌﾟﾆﾝｸﾞｱﾄﾗｸｼｮﾝ以

降のｽｹｼﾞｭｰﾙを10分繰り下げることとした｡ 

日事連正副会長は式典及び記念ﾊﾟｰﾃｨの運営を例年通

り担当し､役割分担等については8月28日(金)の常任

理事会に提案することとした｡ 
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その他の準備､確認事項については､愛媛会事務局と

日事連事務局で調整をしながら準備を進めることと

した｡ 

⑤ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝの進行等について 

  ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝでは､三栖会長には｢日本一のまちづく

り｣に対して日事連の視点から発言してもらうことと

している｡後日､他のﾊﾟﾈﾘｽﾄの発言要旨を参考として､

三栖会長には発言要旨の作成を愛媛会事務局より依

頼することとした｡ 

⑥日事連建築賞､年次功労者表彰について 

  平成21年度日事連建築賞の各賞決定までのｽｹｼﾞｭｰﾙ等

の確認を行った｡また日事連建築賞､年次功労者表彰

者とも8月28日(金)の常任理事会において正式に決定

することを報告した｡ 

⑦大会式典進行及び記念ﾊﾟｰﾃｨ進行台本について 

今後の修正事項等については､愛媛会と日事連で調

整することとした｡ 

(2)その他 

日事連事務局の事前視察については､平成21年9月10日

(木)の予定｡ 

次回の委員会開催は､来年2月上旬開催予定とし､大会

事業報告及び収支報告について協議を行うこととし

た｡ 

(配付資料) 

資料1:｢建築CPD情報提供制度｣における認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの申

請について 

資料2､資料3:平成21年度･第34回愛媛大会の準備状況に

ついて 

 

■第42回 建築設計制度等対応特別委員会概要 

日   時 平成21年7月27日(月) 10:00～12:20  

会   場 日事連会議室 

出 席 者 

 委  員  長 三栖 邦博 副委員長 岡本  賢 

 委   員 小林 志朗､榊原 信一､佐々木宏幸､ 

       望月 淳一､髙津 充良 

事 務 局:北野常務理事､恩田事務局長､吉田調査役､ 

 鈴木業務課長､上原係員､今泉係員 

 (欠 席 者 委員 佐野 吉彦) 

<配付資料> 

資料1:建築基準整備促進補助金事業 報告書の概要(案) 

資料1-別添1:基本法の提案(建築基本法制定準備会) 

資料1-別添2:建築行政のﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ方策について(第15回基

本制度部会資料) 

資料1-別添3:東京財団政策提言(東京財団政策研究部) 

資料2:建築3団体会長による新しい業務報酬基準等に関す

る共同要望関係資料 

議事1.基本法部会の検討状況等について(資料1､資料1-別

添1～3) 

1)建築基準整備促進補助金事業の応募及び採択の結果報告

について 

 事務局より主に以下の報告があった｡ 

・平成21年度建築基準整備促進補助金事業｢建築の質の

向上に関する検討｣に対する日事連の応募に対して6月

19日に国土交通省よりﾋｱﾘﾝｸﾞ審査が行われ､事務局担

当者が出席し､同30日に採択された｡ 

・｢建築の質の向上に関する提案｣の具体的な検討は当委

員会委員がｺｱﾒﾝﾊﾞｰとなって設置した｢基本法部会｣で

検討を行っている｡ 

・当該の補助金については､本日7月27日に決定通知が送

付される予定である｡ 

2)提案内容の枠組みの検討について 

 吉田調査役より主に以下の説明がなされた｡ 

・｢建築基本法の提案｣として平成18年7月の建築基本法

制定準備会資料(資料1-別添1)が作成されている｡ 

・国土交通省は､｢円滑な経済活動を確保しつつ建築確

認･検査･違反是正といった一連の手続きの実効性を

確保することが必要｣として｢建築行政ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画｣
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を平成22年度から31年度の10年度間を期間として｢建

築行政ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ基本方針｣を策定すること等について､

既に国の基本制度部会で資料として提出している(資

料1-別添2)｡また､東京財団政策提言〔東京財団政策研

究部〕(資料1-別添3)建築基本法の記載部分等について

説明があった｡ 

3)外部専門家へのﾋｱﾘﾝｸﾞ事項の検討について 

事務局で作成した報告書叩き台案をもとに､基本法部会

各委員から提出された報告書原案について､各委員から

説明があった｡ 

各委員からの説明に続き､主に以下の発言があった｡ 

○建築基本法は国民が建築等に対して望むべき姿を､国

民の視点に立って記す必要があるものではないか｡ 

○建築物に対して国や自治体､専門家が全ての責任を負

うのではなく､発注者側の自己責任についても謳うべ

きではないか｡これには適正な建築士事務所を適確に

情報提供するｼｽﾃﾑ等も考慮しなければならない｡ 

○消費者基本法や病院･医師･患者との関係も参考となる

のではないか｡ 

○建築に係る建築士以外の専門資格者の法的位置付けの

明確化も必要性を検討する必要があるのではないか｡ 

本日当会での検討内容を踏まえ､叩き台案を修正し､7月

30日に開催される基本法部会において､外部専門家(日事

連理事/浅野善治･河野 久の両氏)にﾋｱﾘﾝｸﾞを行うこと

とした｡ 

なお､基本法部会の第6回を8月7日(金)9:30～11:30､第7回

を21日(金)10:00～14:00､いずれも日事連会議室にて開催

することとした｡ 

議事2.建築3団体による新しい業務報酬基準等に関する共

同要望について(報告)(資料2) 

建築3団体による新しい業務報酬基準等に関する共同要望

について髙津委員より主に以下の報告があった｡ 

・4月17日に官庁施設の設計業務等積算基準及び同要領が

公表され､4月1日に遡って適用された｡積算要領では､

｢依頼度｣の設定に関する規定が削除されるなど大幅な

見直しが行われた｡ 

・6月29日に建築3団体(日事連､士会連合会､JIA)が､｢自治

体に対する新しい業務報酬基準に関する共同要望の実

施について｣ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽを行い､新しい業務報酬基準の遵

守及び自治体の積算要領等における依頼度の規定の削

除等について強く要望することを公表した｡ 

・公共建築物の発注に関係の深い12府省に対しても､7月27

日から30日にかけて建築3団体が分担し､各々の会長が

出向いて要望活動を実施した｡ 

・国土交通省大臣官庁官房営繕部でも各省庁に対し､当積

算基準及び同要領について説明を行っている｡ 

議事3.その他 

○提言｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案)〔地球

温暖化対策会議〕について(報告) 

提言｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案)〔地球

温暖化対策会議〕(事務局･(社)日本建築学会､以下学会と

いう)について､事務局より報告があった｡ 

・3月に当委員会で対応について検討を行い､事前に団体

としての充分な検討がなされていないが､公表日が差

し迫っていること等を考慮して建築関係10団体に日

事連も加わることを了承したところである｡ 

・その後学会より､日事連に対し､｢地球温暖化対策会議｣

への正式な委員の参加依頼があった｡三栖会長と協議

し､この件については｢業務･技術委員会｣で対応する

こととし､当会議の委員としては八島英孝業務･技術委

員会担当副会長(福岡会)に出席いただくこととした｡ 

・提言は本年11月頃までに記者発表される予定である｡ 

○ｴﾚﾍﾞｰﾀの安全に係る技術基準のJIS化の動き等について

(報告) 

ｴﾚﾍﾞｰﾀの安全に係る技術基準のJIS化の動き等について

髙津委員より説明があった｡ 

・(社)日本ｴﾚﾍﾞｰﾀ協会が中心となってｴﾚﾍﾞｰﾀ技術基準

のJIS化について検討が進められている｡ 
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・同協会より日事連に対し､関係する委員会への委員参

加依頼があり､｢建築設備等の安全制御ｼｽﾃﾑ等の技術開

発検討委員会｣((財)日本建築設備･昇降機ｾﾝﾀｰ)の日事

連委員でもある望月委員が出席することとし､当委員

会へも必要に応じて報告いただくこととしている｡ 

○次回委員会日程 

次回日程については､基本法部会等の状況により調整

し､適切な時期に開催することとした｡ 

 

■第2回 景観･まちづくり特別委員会概要 

日  時 平成21年7月13日(月) 15:00～17:00 

会  場 日事連会議室 

出 席 者 

 委員長･横須賀満夫 

 委 員･髙橋敏彦､中村清隆､浅野正敏､福島賢哉､ 

川島啓道､平山正義､入口嘉憲 

<配付資料> 

資料1～1-7:第3回建築等を通じた景観･まちづくり推進協

議会WG資料 

資料2:景観･まちづくりに関する専門家派遣への意向調査

結果一覧   

資料3:平成21年度建築･まちなみ部門 専門家派遣候補ﾘｽ

ﾄ(案) 

参 考:第2回委員会記録 

議  事 

1.国からの専門家派遣等要請に対する対応について 

 髙津専務理事より資料に基づき､以下の説明がなされた｡ 

7月9日に開催した第3回｢建築等を通じた景観形成･まち

づくり推進協議会WG｣では､｢住まい･まちづくり担い手事

業選定委員会｣において確定した支援事業団体のうち､専

門家派遣要請のある10数地区に対して､各団体としてど

のように候補者ﾘｽﾄを作成していくかの検討を行った｡ 

日事連としては､前回委員会で専門家派遣要請には委員

会ﾒﾝﾊﾞｰが対応することで決定し､各委員に派遣に対する

意向調査を行い､派遣を希望する委員について7月9日の

WGに提出した｡本日は､WGでまとめた候補者ﾘｽﾄ(案)につ

いてご協議いただきたい｡ 

協議の結果､日事連として景観･まちづくりへの取り組み

を行っていくうえで､各委員が対応できると思われる支

援事業団体の候補となり､地域の取り組みを吸収し､今後

の日事連の活動に活かしていく良い機会であるとして､

意向調査で｢場合によっては派遣可能｣と回答した委員に

再度意向を確認し､3名を追加した候補者ﾘｽﾄをまちづく

り推進協議会WGに報告することした｡ 

   地 区 名     派遣候補 

 中     津   平山正義委員 

  横 浜 石 川 町   浅野正敏委員 

 会津若松大町通り   中村清隆委員 

  姫     路   入口嘉憲委員 

  黒     石   川島啓道委員 

2.その他 

 ・副委員長に福島賢哉委員(東京会)が決定した｡ 

・次回委員会では､髙橋委員､中村委員､浅野委員に､

今までのまちづくり活動への取り組みを報告してい

ただき､意見交換することとした｡ 

 次回委員会 平成21年9月10日(木) 14:00～16:30 

 

■第5回 業務･技術委員会概要 

日 時 平成21年7月30日(木) 14:00～16:45 

会 場 日事連会議室 

出席者 

 委員長:木村 旭 副委員長:上野浩也  

 委 員:斉藤俊夫､安藤 誠､宮崎清史､伊藤光洋､ 

     三原秀樹 

 担当副会長:八島英孝 

 欠 席 者:冨田賢一 

 特別出席:(有)日事連ｻｰﾋﾞｽ 中川孝昭 

 日事連事務局:髙津､北野､恩田､吉田､鈴木､千浜､市川､今泉 
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{配付資料} 

資料1-1:第2回建賠保険等調査専門委員会議事概要(案) 

資料1-2:建築士事務所賠償責任保険の報告について 

資料2:｢四会連合協定 建築設計･監理等業務委託契約書

類｣の改正に伴う講習の企画のたたき台について 

資料3:｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案) 

資料4:自治体に対する新しい業務報酬基準等に関する共

同要望の実施について 

資料5:構造設計一級建築士･設備設計一級建築士義務づ

けの問題点の研究 

資料6:｢昇降機技術基準の解説(2009年版)｣講習会の案内書 

資料7:第1回合法木材普及拡大部会報告資料 

資料8:設計監理業務報酬基準関係資料 

議事1.建築士事務所賠償責任保険について 

○資料1-1により7/22に開催された第2回建賠保険等調査専

門委員会の概要が事務局より説明された｡建賠保険の加

入･支払状況などのほか､保険支払の対象とならなかっ

た事例について検討し､意見交換をした旨報告された｡

次回は査定の事例の検討､住宅瑕疵担保履行法への対応

などについて検討する予定｡ 

○資料1-2により､(有)日事連ｻｰﾋﾞｽ･中川専務取締役より4

～6月の加入状況､法適合確認業務追加担保特約条項の

新設について説明された｡法適合確認業務追加担保特約

の概要は以下の通り｡ 

・法適合確認業務を補償対象業務とする｡ただし､建築

物の滅失･き損が前提となることには変わりがない｡ 

・会員事務所を対象。 

・追加保険料は徴収せずに次年度更新時に設計料に法

適合確認業務によって得た報酬を加える｡ 

○次のような意見がだされた｡ 

・加入率を上げると保険の支払も増えることになるの

ではないか｡ 

・分母が増えると損害率が改善する｡(加入後約8.8年で

事故に遭う) 

・加入率を高めることは､事務所協会会員として保険に

入っていることによる信用増大と自己防衛の2つの側

面のﾒﾘｯﾄがある｡結果的に消費者保護につながる｡ 

議事2.四会連合協定 建築設計･監理等業務委託契約書類の

改正版の周知方法について 

○資料2により四会連合協定 建築設計･監理等業務委託契

約書類の周知方法として講習会の企画のたたき台案が

事務局より説明された｡おもな内容は以下の通り｡ 

・単位会が主催者となって講習会を実施できるよう企画

する｡ 

・単位会講師予定者のため講師説明会を開催する｡ 

・ﾃｷｽﾄは契約書類一式と契約書類の解説書を予定｡ 

・建築CPD情報提供制度における認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ申請は日事

連が行う｡ 

・実施要領､事務要領を作成の上､単位会には10月下旬こ

ろ案内する｡ 

○次のような意見が出された｡ 

・民間連合協定工事請負契約約款委員会が工事請負契

約約款と建築設計･監理等業務委託契約約款の講習会

を行うことになっているが､建築設計･監理等業務委

託契約約款の講習はこれと重複してしまうのではな

いか｡ 

・専業の事務所は工事請負契約約款は関係ないのでは

ないか｡ 

・重複はするが民間連合協定工事請負契約約款委員会

が主催する講習会は定員､地域が限られている｡ 

工事請負契約約款と建築設計･監理等業務委託契約約

款の講習会を合同で行うのには双方共通的に理解す

るというねらいがある｡ 

・士会と事務所協会は別々に講習を行うのか､一緒に行

ってもよいのか｡ 

・四会それぞれの団体でそれぞれの責任で周知すると

いうことになっているが､各単位会で士会と調整する

ことは問題ない｡ 
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議事3.｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案)策定に

向けた対策会議について 

○日本建築学会が主導する｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞ

ｼﾞｮﾝ2050｣(案)策定に向けた対策会議について､同学会

より日事連へ委員派遣依頼があり当委員会から八島担

当副会長が委員就任することとした旨､事務局より事後

報告した｡ 

○7/22に｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案)策定

に向けた対策会議について学会より八島担当副会長へ

個別に会議の経緯､検討状況について説明があり､その

内容を資料3に基づき八島担当副会長が説明した｡ 

この会議は､昨年､日本建築学会の環境委員会が建築関

連12団体によびかけて発足したものであり､低炭素社会

の実現に向けた建築のｶｰﾎﾞﾝ･ﾆｭｰﾄﾗﾙ化にともに取り組

むことを提言するものである｡八島担当副会長は第12回

会議(8月17日開催予定)より参加する予定である｡提言

はおおむね仕上がっており､10月の発表に向け､発表方

法､周知方法等これから検討していく｡ 

今後､業務･技術委員会にも意見を聞いて､会議へ反映さ

せるなどしたい旨､説明された｡ 

議事4.新業務報酬基準の制定に伴う地方自治体に対する建

築3会の共同要望について 

○資料4により新業務報酬基準の制定に伴う地方自治体に

対する建築3会の共同要望の実施について髙津専務理事

より報告された｡要望内容としては1月に施行された新

業務報酬基準(告示第15号)の遵守と現在の自治体の設

計業務の発注における｢依頼度｣の規定の削除をもとめ

るものであり､建築三団体で共同で都道府県および市町

村に対し要望活動を実施する､また中央省庁の(12府省)

の公共建築を発注する部局に対しても自治体と同様の

要望を行っていく旨が説明された｡ 

議事5.構造･設備設計一級建築士の法適合確認制度の対応

状況について 

○資料5により愛知会･安藤委員より愛知会における構造･

設備設計一級建築士制度の問題点について説明された｡

主な事項は以下の通り｡ 

・愛知会では｢新建築士制度検討委員会｣で構造(設備)一

級建築士制度の問題点について検討し､7月8日付けで

構造(設備)設計一級建築士の関与についての明快な

取り扱い方法の提示を愛知県に要望しているが､まだ

県からはなにも返答がない状況である｡意匠図の設備

配管の吊りﾎﾞﾙﾄなどに構造設計一級建築士の判が必

要なのか､猶予期間中に構造設計一級建築士を決めず

に設計･施工した案件などで設計変更などした場合､

構造設計一級建築士が関与しないと計画変更が出せ

なくなるのではないかなどの問題が生じ混乱する可

能性がある｡ 

○次のような意見が出された｡ 

・猶予期間の終わる11月27日には相当の混乱が予想さ

れる｡ 

・構造設計一級建築士はほとんど意匠図全部に判を押

すことになる｡意匠を訂正すると構造設計一級建築士

の判も必要になるのではないか｡ 

・意匠図への構造設計一級建築士の判などの問題は､特

記仕様書に判を押すなどの方法も考えられる｡ 

・図面上の逃げではなく根本的な問題がある｡これだけ

あるとｲﾝﾊｳｽでも判を押すことはむずかしい｡ 

・どこまでのﾁｪｯｸで判をおすのか｡全部ﾁｪｯｸするとなる

と1～2日かかる｡判を押さなければ未来永劫その物件

は確認申請を出せないことになる｡ 

・資料5にあげられている問題点は法適合確認検討会で

もすでに出されていた｡検討する時間がなかった｡ 

・次回委員会までに各ﾌﾞﾛｯｸで問題点を抽出して委員会

へ提出することにする｡ 

○構造設計一級建築士､設備設計一級建築士制度の問題点

について各ﾌﾞﾛｯｸごとにまとめて日事連事務局まで提出

することにした｡締め切りは9月18日(金)｡ 

議事6.｢昇降機技術基準の解説(2009年版)｣講習会について 
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○資料6により｢昇降機技術基準の解説(2009年版)｣講習会

について事務局より説明された｡昨年9月に建築基準法

施行令等の一部改正が行われ､関連告示の改正､制定な

ど大幅な変更が行われ､本年9月28日より施行されるこ

とを受け､(財)日本建築設備･昇降機ｾﾝﾀｰ､(社)日本ｴﾚﾍﾞ

ｰﾀ協会の主催により講習会が開催されるものである｡ 

議事7.合法木材普及拡大部会の報告について 

○(社)全国木材組合連合会において､合法性等の証明され

た木材の普及促進事業として｢合法木材普及拡大部会｣

を設置し､事業を進めることとした旨､同連合会より日

事連へ連絡があり､あわせて同拡大部会への委員派遣依

頼があった｡このことについて当委員会より冨田委員

(福島会)を推薦した旨､事務局より事後報告がなされた｡ 

○資料7は第1回合法木材普及拡大部会(6/17)の資料で福島

会･冨田委員より報告されたものであるが､冨田委員が

本日は欠席のため､次回また詳しい報告を聞くことにす

ることにした｡各議題についてのｺﾒﾝﾄは冨田委員による

ものである｡ 

議事8.その他 

○資料8は告示第15号に則り､ｴｸｾﾙで業務報酬額を算出する

ｿﾌﾄで愛知会の経営委員会で作成した｡愛知会のﾎｰﾑﾍﾟｰ

ｼﾞからﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞできるようになっており会員専用であ

ること､事務所の経費率の試算までできるようになって

いることなどが､安藤委員より説明された｡ 

○業務・技術委員会ﾚﾎﾟｰﾄして､本会会誌11月号及びﾎｰﾑﾍﾟｰ

ｼﾞに｢建築士事務所の技術者人件費等について｣を毎年

掲載してきているが､今年も掲載することとし､ﾚﾎﾟｰﾄの

一級建築士の人件費等の数字を更新して掲載すること

としたい旨､事務局より説明された｡ﾚﾎﾟｰﾄの内容は作成

した段階で当委員会へEﾒｰﾙで送信し､各委員より確認を

とり掲載することとした｡ 

＠次回委員会 

 平成21年10月1日(木) 14:00～16:30  日事連会議室 

 

■第5回 広報･渉外委員会概要 

日  時 平成21年7月9日(木) 13:30～16:00 

会  場 日事連会議室 

出 席 者 

 委 員 長・野呂敏秋 

  委   員・沖野 覚､吉田勝則､下西伊佐男､ 

       山下卓治､国吉真正 

 担当副会長・外木場久雄 

欠   席  副委員長･横須賀満夫､委員･新井典夫 

<配付資料> 

資 料1:UIA2011東京大会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ企画提出依頼､他 

資 料2:建築3団体による全国共同要望活動の実施について 

資 料3:平成21年度要望運動の実施について(協力依頼) 

資 料4:平成21年度建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ実施要項 

資 料5:景観･まちづくり特別委員会の設置について 

資 料6:会誌編集に対する意見について 

参 考1:第4回委員会記録 

本日の議事のうち｢UIA2011東京大会日本組織委員会からの

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ企画提出依頼についての対応の検討｣については､

時間をかける必要があることから､協議の順序を変更して

議事を進めることとした｡ 

議   事 

1.建築3団体による全国共同要望活動の実施について 

事務局から資料2により､建築3団体による全国共同要望

活動の実施について以下の報告を行った｡ 

新業務報酬基準が本年1月7日に告示され､これに伴い国

土交通省所管の官庁施設の設計業務等積算基準及び要領

が4月1日付で改定されたが､特に地方自治体に対し公共

建築設計等の発注に際し､告示の遵守と国の設計業務等

積算基準等の改定に沿って依頼度の規定を見直し､削除

することを強く要望していく必要がある｡このため建築3

団体で全国ﾚﾍﾞﾙでの共同要望書｢新業務報酬基準制定に

伴う､地方自治体の公共建築物の設計等業務発注に係る

要望｣をまとめ､6月29日付でそれぞれ単位会､単位士会､
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JIA地域会に対し､実施協力依頼を行った｡ 

また､都道府県毎の自治体への要望活動を実施するにあ

たり､6月29日午前11時より､国土交通省建設専門紙記者

会において､建築3団体の会長による記者発表を行い､そ

の後､小川大臣官房審議官に記者発表を報告するととも

に意見交換を行った｡ 

2.平成21年度要望運動の実施について 

前回委員会で決定した平成21年度要望項目をまとめた

要望書を､7月1日付で単位会宛に実施協力依頼とともに

送付した旨､資料3により報告した｡ 

3.平成21年度建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業の実施について 

平成21年度建築士事務所ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ事業の実施について

は､前回委員会で決定した実施要項(案)を､通常理事会

及び常任理事会で承認､全国会長会議及び事務局連絡会

議で報告､単位会に対し実施に向けて準備を進めていた

だくよう依頼した旨､資料4のとおり報告した｡ 

4.景観･まちづくり特別委員会の設置 

景観･まちづくり活動に対する国の助成事業が始まり､

日事連としてもまちづくりに関するｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの派遣

等､国の要請に応える体制を整える必要があるととも

に､景観･まちづくり活動はこれからの重要なﾃｰﾏであ

り､地域における景観まちづくり活動に対してどのよう

に対応するか､単位会との連携､人材育成等も含め日事

連としての対応方針を検討していくことを目的に設置

した旨､資料5により報告した｡ 

委員会構成は横須賀理事(広報･渉外副委員長)を委員長

とし､委員は単位会で景観･まちづくりに関係している

会員を選任した｡ 

5.UIA2011東京大会日本組織委員会(JOB)からのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ企

画提出依頼についての対応の検討 

髙津専務理事より資料1に基づいて以下の説明がなされた｡ 

6月9日付でJOBより依頼のあった東京大会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ企画提

出について､6月19日開催の常任理事会に諮り､各ﾌﾞﾛｯｸ協

議会で日事連としての対応､企画内容及び実施体制等に

ついて協議していただくことに決定し､同日開催の全国

会長会議で趣旨説明を行い､6月22日付で単位会会長宛に

ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ企画についての検討を依頼した｡ 

また､2月開催の常任理事会で､UIA2011東京大会に関し

ては､基本的に本委員会が対応することが承認され､8月

開催の常任理事会に広報･渉外委員会としての意見提出

が求められている｡ついては､日事連としての対応等に

ついてご協議いただきたい｡ 

協議の結果､ﾌﾞﾛｯｸ協議会または単位会としては地域ﾚﾍﾞ

ﾙでのｲﾍﾞﾝﾄの実施､日事連としては東京で実施する場合

は他団体との共催を検討してはどうか､を現時点での意

見として提出することとした｡ 

6.会誌編集に対する意見について 

6月19日開催の全国会長会議において､会誌編集につい

ての意見･要望が出された｡ 

  意見･要望 

・本文のｶﾗｰ化を希望。 

・他団体の会誌に比べると文章､写真がうまく配分さ

れていないため､内容がわかりにくく読みづらい｡ 

・ﾃﾞｻﾞｲﾝの工夫が必要ではないか｡ 

上記意見･要望を踏まえた各委員の意見 

・今年度から一部ではあるが､ｶﾗｰ化が決定している｡ 

・現在の表紙ﾃﾞｻﾞｲﾝは個性的で良い｡ 

・内容についても見劣りするものとは思えない｡ 

・他団体の会誌と比較する必要はない｡ 

全国会長会議で出された意見･提案及び各委員の意見

を､直近に開催される会誌編集専門委員会に報告し､検

討を依頼することとした｡ 

次回委員会 平成21年9月11日(金) 13:30～16:00 
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■ 主な行事予定 

※行事日程は中止・変更等になることがございますので 

 ご了承ください。 

平成２１年 

９月１６日 理事会、政研役員会 

１７日 四会連合協定建築設計・監理業務委託契約

約款改正検討ワーキンググループ 

２４日 基本法部会 

１０月 １日 業務・技術委員会 

 ５日 建賠保険等調査専門委員会 

 ６日 基本法部会、会誌編集専門委員会 

 ９日 第３４回建築士事務所全国大会(愛媛大会) 

１４日 教育・情報委員会 
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日事連 2009年10月15日

会 務 月 報       

  第319号 

発行 社団法人 日本建築士事務所協会連合会

 

 

 

 

 

 

 

 

■平成21年8月 常任理事会概要 

1.日  時 平成21年8月28日(金)13:30～16:30 

2.会  場 日事連会議室 

3.常任理事会構成者数及び出席者数    

常任理事会構成者数  14名 

      出席者数  14名 

4.出席者の氏名 

 出 席 者 

 会  長 三栖邦博 

 副 会 長 山本茂男､山崎善利､本澤宗夫､鈴木誠一､ 

外木場久雄､八島英孝   

専務理事 髙津充良 

 常務理事 北野芳男 

常任理事 木村 旭､佐野吉彦､野呂敏秋､原田照行､ 

髭右近外嘉､山田美光 

特別出席  

金井昭典 国土交通省住宅局建築指導課長 

  宿本尚吾 国土交通省住宅局建築指導課企画専門官 

事 務 局 恩田利昭事務局長､ 

戸谷泰子広報･渉外担当課長､ 

鈴木雅之業務課長､ 

前田敏明総務課長 

5.国土交通省からの説明及び意見交換 

 国土交通省の金井住宅局建築指導課長が本常任理事会に

出席し､新任の挨拶をされた｡その折､参考資料により､①

既存不適格建築物の増築に係る基準の緩和について､②

対象建築物に対する構造設計一級建築士/設備設計一級

建築士の関与状況について､③公共建築物の発注担当者

を対象とした業務報酬基準の説明会の開催についての説

明がなされた｡その後意見交換が行われた｡主な意見の概

要は次のとおりであった｡ 

 ・構造設計一級建築士/設備設計一級建築士の制度に係

る運用上の問題点について､業務･技術委員会において

各ﾌﾞﾛｯｸの意見の提出を9月18日迄に求め､その後､委員

会で各ﾌﾞﾛｯｸの意見をまとめることにしているので､そ

の結果について国でも検討していただきたい｡ 

 ・公共建築物の発注にあたり､構造設計一級建築士/設備

設計一級建築士を擁している建築士事務所であること

を条件に課しているような事例がある場合は､国交省

へ知らせてほしい｡ 

 ・県内に構造設計一級建築士がいる建築士事務所が団体

を設立する動きがあり､その対応に関心をもっている｡ 

6.議事録署名人 

 三栖邦博会長､本澤宗夫副会長､髭右近外嘉常任理事 

7.議事進行役 

 本澤宗夫副会長 

8.議 事 

(1)専決事項 

1)平成21年度年次功労者の表彰者決定の件 

事務局より､平成21年度年次功労者の表彰候補者につい

ては表彰規程に該当する者が資料1のとおり､単位会推薦

33名となっている旨の説明がなされた｡ 

以上の説明の後､本澤副会長より､平成21年度年次功労者

の表彰者決定について諮ったところ､異議なく資料1のと

おりこれを決定した｡ 

2)平成21年度日事連建築賞の表彰者決定の件 

事務局より､資料2によって坂本一成日事連建築賞選考委

員長の審査報告について次の趣旨の説明がなされた｡ 

①本年度は､一般建築部門89点､小規模建築部門94点の合

計183点の建築作品が単位会へ応募され､単位会での第1
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次審査を経て､32単位会から一般建築部門31点､小規模建

築部門28点の合計59点の建築作品が日事連に応募され､

過去最多の応募数であったこと｡②第2次審査では､一般

建築部門10作品､小規模建築部門8作品を日事連建築賞候

補して選定し､さらに討議･検討を行い､国土交通大臣賞､

日事連会長賞及び優秀賞候補として一般建築部門6作品､

小規模建築部門5作品について現地審査を行った｡③現地

審査は7月21日から8月10日にかけて行い､各委員の討議

及び検討の結果､国土交通大臣賞1点､日事連会長賞1点及

び優秀賞として一般建築部門4点､小規模建築部門3点､並

びに優秀賞に準ずるものとして一般建築部門5点及び小

規模建築部門4点を奨励賞とする選定を行った｡なお､本

年度は応募ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの作成もあって､応募作品数は増加し

たが特に作品のﾚﾍﾞﾙの一層の向上を図る観点から､単位

会での表彰制度や応募時点での会員制限の弾力的取扱い

など､応募作品の増加が望まれる旨の委員会報告がなさ

れた｡ 

以上の説明の後､本澤副会長より､平成21年度日事連建築

賞の表彰者決定について諮ったところ､異議なく次のと

おり平成21年度日事連建築賞の表彰者を決定した｡ 

一般建築部門  

受賞名 単位会 建築作品名称 応募建築士事務所

国土交通
大臣賞 

静  岡 牧之原市相良総合ｾﾝﾀｰ ㈱協同設計ﾃｨｴｰｼﾞ

ｨ 

優秀賞 東  京 東京音楽大学100周年
記念本館 

㈱久米設計一級建

築士事務所 

優秀賞 東  京 立教学院 太刀川記念
交流会館 

㈱日建設計一級建

築士事務所 

優秀賞 大  阪 武庫川女子大学 建築
学科･大学院建築学専
攻 建築ｽﾀｼﾞｵ 

㈱日建設計一級建

築士事務所 

優秀賞 大  阪 佐川美術館 樂吉左衞
門館 

㈱竹中工務店大阪

一級建築士事務所

奨励賞 北海道 東京理科大学長万部ｷｬ
ﾝﾊﾟｽ女子寮 

㈱竹中工務店北海

道一級建築士事務

所 

奨励賞 東  京 AGCﾓﾉづくり研修ｾﾝﾀｰ ㈱竹中工務店東京

一級建築士事務所

奨励賞 愛 知 焼津信用金庫本部社屋 ㈱日建設計一級建

築士事務所 

奨励賞 大  阪 虎屋 京都工場 鹿島建設㈱関西支

店一級建築士事務

所 

奨励賞 広  島 戸坂の集合住宅 CAF垂井俊郎建築

設計事務所 

小規模建築部門 

受賞名 単位会 建築作品名称 応募建築士事務所

日事連会
長賞 

長  野 小澤ﾒﾝﾀﾙｸﾘﾆｯｸ HAL設計室 

優秀賞 東  京 杜の家 ㈱ｱﾏﾃﾗｽ都市建築

設計 

優秀賞 東  京 ﾁｶﾆｳﾏﾙｺｳﾌﾞﾂ 一級建築士事務所

㈱ｱﾄﾘｴ･天工人 

優秀賞 大  分 FRAME+BOX #04 ﾗｯﾂ･ｱｰｷﾃｸﾂ㈱ 

奨励賞 宮 城 八木山本町の住宅 ㈲都市建築設計集

団 

奨励賞 愛  知 さとこまき調剤薬局 五藤久佳ﾃﾞｻﾞｲﾝｵﾌ

ｨｽ㈲ 

奨励賞 高  知 弁天座 ㈱若竹まちづくり

研究所 

奨励賞 福  岡 奄美きょらうみ工房 ㈱松山建築設計室

 

3)改正｢四会連合協定建築設計･監理等業務委託契約書類｣

及び改正｢民間連合協定工事請負契約約款｣の講習の実施

方針の決定の件 

木村業務･技術委員長及び事務局より､改正｢四会連合協

定建築設計･監理等業務委託契約書類｣及び改正｢民間連

合協定工事請負契約約款｣の講習の実施方針について資

料3によって次の趣旨の説明がなされた｡ 

①講習実施について単位会の意向調査を実施すること､

②講習会実施のための講師養成講習を実施すること､③

講師養成講習の開催場所について､東京､大阪で開催する

他講習実施についての単位会の意向調査を踏まえ開催地

を設定すること､④講師養成講習の実施時期は､当面､平

成21年10月23日(金)〔東京〕､10月30日(金)〔大阪〕を予定す

ること､⑤講師養成講習の参加要件は､一定の要件を満た

す場合で､講習会の開催を希望する単位会の推薦を受け

た者2～3名｡⑥講師養成講習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑでは､ﾃｷｽﾄは4種類を

使用すること､⑦講師養成講習に係わる費用については､

受講料は無料とし､参加者の旅費等については､所属単位

会が負担する｡ 

以上の説明の後､本澤副会長より､同講習の実施方針につ

いて諮ったところ､異議なく資料3のとおり､これを決定

した｡ 

(2)協議事項 
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1)平成22年度からの適合証明業務登録機関特別会計の経

費負担率の見直しについて 

山田総務･財務委員長より､平成22年度からの適合証明

業務登録機関特別会計の経費負担率の見直しについて､

資料4によって次の趣旨の説明がなされた｡ 

現在､日事連の会計は一般会計の他に適合証明業務登

録機関特別会計と福利厚生特別会計の三会計である｡

日事連全体の運営に係る事務所費及び人件費の支出に

ついては､前記の三会計へそれぞれ収入割合によって

按分(一般会計73%､適合証明業務登録機関特別会計22%､

福利厚生特別会計5%で負担し支出)している｡三会計の

うち､適合証明業務登録機関特別会計は､適合証明技術

者の登録数の減少により登録料収入が減り､平成18年

度は登録年度にも係わらず財政安定積立預金の積立が

出来ず､平成20年度の登録年度では同積立預金を800万

円取り崩し､同年度末の同積立預金の残高は､約7,300

万円となっている｡ 

同特別会計について､今後､適合証明技術者が現状の登

録数(現在7,185名)で推移すると仮定した場合､その登

録料収入に対して現状の事務所費､人件費の支出で試

算した結果､平成24年度には同積立預金の残高が無く

なり､登録制度の永続的存続が困難となるおそれがあ

る｡ 

国交省､住宅金融支援機構､沖縄公庫及び登録機関(日

事連及び日本建築士会連合会)で構成される｢住宅金融

支援機構適合証明業務登録制度運営委員会｣では､本登

録制度が今後概ね10年間安定維持が可能となるよう､

同特別会計の支出項目で､平成9年から見直されていな

い事務所費､人件費､また登録窓口の事務費の負担額を

見直してほしい旨の提案がなされ､今後の緊急の課題

とされたため､今回検討を行ったものである｡ 

①現状 

三会計の決算収入割合に占める適合証明業務登録機

関特別会計は､近年減少傾向にあり､これまでの同特

別会計は22%で固定され設定しているのに対し､直近

の平成17年度～20年度の4年間の平均は､15.2%とな

っている 

②検討内容 

登録者数を現状の7,185名に設定し､次の三つのｹｰｽ

について試算した｡ 

ｱ.ｹｰｽ1①事務所費､人件費の案分率の変更､ｲ.ｹｰｽ2 

①事務所費､人件費の案分率の変更､②登録窓口連絡

会議の案分率の変更､ｳ.ｹｰｽ3 ①事務所費､人件費の

案分率の変更､②登録窓口連絡会議の案分率の変更､

③単位会の登録事務費の変更 

③検討結果 

ｱ.ｹｰｽ1では､事務所費､人件費の案分率を直近4年間

の平均値≒15%に変更した場合､平成26年度末には

運営資金が無くなる｡ 

ｲ.ｹｰｽ2では､ｹｰｽ1の条件に加え､登録窓口連絡会議の

費用について､一般会計との案分率を現行の50%か

ら20%に変更した場合､平成26年度末には運営資金

が無くなる｡ 

ｳ.ｹｰｽ3では､ｹｰｽ2の条件に加え､単位会の登録事務費

を現行の5,500円から4,500円に変更した場合では

平成30年度末までは､登録制度の維持は可能であ

る｡ 

④見直し案 

以上の検討を踏まえ､本登録制度を平成30年度末ま

で維持するため､平成22年度より経費負担率等の見

直しを行いたい｡ 

・提案内容 

   ⅰ)日事連の3会計のうち､適合証明業務登録機関特

別会計の事務所費人件費の按分負担率を現状の

22%から15%に変更する｡これにより､登録者一人

あたりの日事連の事務費は約1,200円の減となる｡ 

ⅱ)登録窓口連絡会議の経費は､一般会計と按分して

いるが､実際の会議に占める時間割合に見直し､
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現行の50%から20%に変更する｡ 

ⅲ)登録料10,500円(税込)に対する現行の登録窓口

の登録事務費割合52%(5,500円･税込)を10%減し

て42%(4,450円･税込)としたい｡ただし､緩和措置

として4,500円･税込とする｡ 

ⅳ)当面､前記ⅰ)からⅲ)の見直しを行うが､今後の

適合証明技術者の登録数を注視しつつ､必要に応

じて再度検討する｡ 

この見直しの主旨は､同制度の安定的な存続を図るた

め､毎年度の収入のうち日事連の事務費及び単位会の

登録事務費を減じ､それを将来の財政安定積立預金に

積み立てるものである｡ 

以上の説明に対し､協議の結果､資料4の提案を了承し､

9月通常理事会に提案することを決めた｡今後の進め方

は11月17日に開催される常任理事会で方針を決定し､

12月1日に開催される全国会長会議で報告することと

する｡なお､常任理事会の決定前に事前に各ﾌﾞﾛｯｸ協議

会で資料4の内容を副会長及び常任理事が説明するこ

ととした｡ 

2)平成22･23年度役員候補者の推薦手順と選任方法につ

いて 

  山田総務･財務委員長より､平成22･23年度役員候補者

の推薦手順と選任方法について資料5によって次の趣

旨の説明がなされた｡ 

資料5は平成19年11月の全国会長会議で決定した平成

20･21年度役員候補者の推薦手順と選任方法の申し合

わせ事項である｡総務･財務委員会で検討したが特段の

変更意見はなかった｡今後は､それぞれの推薦手順等の

日付等の変更を行い､11月17日に開催される常任理事

会で方針を決定し､12月1日に開催される全国会長会議

で申し合わせ事項として決定する予定である｡ 

  協議の結果､資料5の内容及び今後の進め方を了承した｡ 

3)第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)での正副会長

の役割分担について 

   事務局より､資料6を基に全国大会運営特別委員会で

検討した第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会) 

(10月9日開催)の当日の行事及び正副会長の役割等

の運営について説明がなされた｡ 

  協議の結果､当日の正副会長の役割分担等について

資料6のとおり了承した｡ 

4)UIA2011東京大会の企画への対応について 

専務理事より､UIA2011東京大会の企画への対応につ

いて資料7によって次の趣旨の説明がなされた｡ 

6月9日付でUIA2011東京大会日本組織委員会(JOB)よ

り依頼のあった､東京大会ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ企画提出について､

6月19日開催の常任理事会に諮り､各ﾌﾞﾛｯｸ協議会で

日事連としての対応､企画内容及び実施体制等につ

いて協議し､その結果をもとに常任理事会で協議す

ることに決定し､同日開催の全国会長会議で趣旨説

明､6月22日付で単位会会長宛に検討を依頼(締切:8

月10日)した｡また､7月15日開催の5会会長会議で出

された意見をもとに､8月3日付でJOBからﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ参

加に対する方向付けが提示された｡資料7にある各ﾌﾞ

ﾛｯｸ協議会から出された意見･提案､また担当委員会

である広報･渉外委員会の意見､JOBからのﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ参

加に対する方向付けの提示を踏まえ､日事連として

の対応及び当面のJOBに対する回答を検討する必要

がある｡ 

以上の説明に対し､主な意見は次のとおりであった｡ 

・日事連で行う事業は､新たに事業を行うのではな

く､既存の事業で対応することで良いのではない

か｡ 

・関東甲信越ﾌﾞﾛｯｸからの提案のなかで東京会が実

施予定の｢建築ふれあいﾌｪｱ｣の事業をUIA2011東京

大会のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ参加事業とする方法もあるのでは

ないか｡ 

協議の結果､各ﾌﾞﾛｯｸや単位会で提案されている企画

については他団体との共同開催を進めていくととも
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に特に東京会の企画を日事連のUIA ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑとして

ふくらませていく方向で引き続き検討を進めること

とし､当面のUIA2011東京大会日本組織委員会への回

答内容については会長に一任することとした｡ 

5)平成21年12月開催予定の通常理事会の開催日の変更

について 

事務局より､平成21年12月開催予定の通常理事会の

開催日の変更について資料8によって次の趣旨の説

明がなされた｡ 

当初予定されている平成21年12月1日(火)10時から

13時開催の通常理事会の開催日を変更したい｡変更

理由は同日の午後に開催される建築士事務所協会全

国会長会議にあわせて当日の10時から12時の間に

｢公益制度改革｣への戦略的対応｢一般法人･営利転換

を含めた公益法人の対応について｣と題した説明会

を行う予定である｡講師は新日本有限責任監査法人

の公認会計士を予定している｡説明予定事項は､(新)

公益法人に移行する際の論点､一般法人に移行する

際の論点､定款作成時の論点､(新)公益法人と一般法

人の比較､移行に向けての準備等である｡これに伴い

通常理事会の開催日を平成21年11月30日(月)13時30

分から16時を予定し､日事連会議室で開催すること

としたい｡ 

協議の結果､原案を了承し､9月通常理事会に提案す

ることを決めた｡ 

  6)平成22年度6月総会の会場について 

山田総務･財務委員長より､平成22年度6月総会の会

場について資料9によって次の趣旨の説明がなされ

た｡ 

6月の決算総会については､平成20年,21年と帝国ﾎﾃﾙ

で2回行ったが､以下の理由により平成22年6月の総

会会場を変更したい｡    

帝国ﾎﾃﾙでは①常任理事会会議室､②役員改選時の臨

時理事会会議室､③懇親会場について､いずれも手狭

である｡(②については独立した会場確保が困難であ

った｡)現状より広い会場を借りるなど改善するため

には､会場費が増額となる｡また､金曜日開催の場合､

新聞記事の掲載が月曜日となる､来賓(国会議員等)

が懇親会等に出席しにくい等の理由で､木曜日に開

催したいが､帝国ﾎﾃﾙでは､6月は株主総会が集中し月

曜から木曜までは従来からの取引先が優先されるた

め､早めに予約を確定することができない｡ 

今般､帝国ﾎﾃﾙの他11社から提案､見積を取った結果､

①会場の広さ､②日程､③ｻｰﾋﾞｽ等ｿﾌﾄ面､④ｱｸｾｽ､⑤経

費とも他社に比較して必要条件を満足する｢ﾎﾃﾙｵｰｸ

ﾗ｣で行いたい｡ 

協議の結果､原案を了承し､平成22年6月の総会会場

をﾎﾃﾙｵｰｸﾗとすることを決めた｡ 

7)9月通常理事会の議題等について 

9月通常理事会の議題等について資料10により協議

がなされた｡ 

協議の結果､原案どおり､9月通常理事会開催通知と

することを決めた｡ 

(3)報告事項   

1)(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰに対する｢建築士定期講

習｣に係る改善要望について 

佐野教育･情報委員長より､教育･情報委員会で検討

した｢建築士定期講習｣に係る改善要望等について資

料11によって次の趣旨の報告がなされた｡ 

単位会に対する｢建築士定期講習｣のｱﾝｹｰﾄ調査結果

をもとに､同委員会で資料11の要望書をまとめ8月10

日に(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰに要望した｡ 

2)建築基準等整備促進補助金事業｢建築の質の向上に

関する検討｣の検討状況等について 

専務理事より､資料12によって次の趣旨の報告がな

された｡ 

国の社会資本整備審議会では､｢安全で質の高い建築

物の整備を進めるための建築行政の基本的あり方｣
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について､建築基本法の制定も視野に入れた審議がｽ

ﾀｰﾄしているが､これと並行して進められる標記補助

事業については､本会も設計･工事監理の業を担う観

点から提案すべく応募し､その採択がされている｡本

年度は各応募団体による調査事業に加え､応募団体

によるｺﾝｿｰｼｱﾑが設けられ､並行して意見調整が進め

られることとなっている｡これらの調査が審議会や

ひいては基本法の検討作業へ反映されると考えられ

るので､相当急ﾋﾟｯﾁの検討作業が求められている｡ 

   本連合会では､建築設計制度等対応特別委員会に｢基

本法部会｣(部会長:岡本賢建築設計制度等対応特別

委員会副委員長)を設け､これまでに7回の部会を開

催し､検討作業を進めている｡内容については常任理

事会及び理事会へ報告し､組織としての意見調整を

図ることとしている｡ 

現在のところ､建築士事務所の設計事業者としての

位置づけを行い､建築士事務所法の制定や建築主の

責務の明確化などを内容とする中間とりまとめ案を

機軸に取りまとめる方向で検討を進めている｡ 

なお､中間とりまとめ案の内容について意見があれ

ば後日事務局にﾒｰﾙで提出することとなった｡ 

3)新業務報酬基準の制定に伴う国及び地方自治体に対

する建築3会の共同要望の実施について 

専務理事より､資料13によって次の趣旨の報告がな

された｡ 

地方自治体に対する建築3会の共同要望の実施につ

いては6月29日に単位会に協力要請した｡また､12府

省に対し公共建築物の設計等業務発注に関する共同

要望は7月27日から7月30日の間に要望活動を行った｡

これについては記者発表を行った｡ 

4)｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案)の共同

提言に向けての検討状況について 

八島業務･技術担当副会長及び専務理事より､資料14

によって次の趣旨の報告がなされた｡ 

建築学会から依頼のあった｢建築分野の地球温暖化

対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案)の共同提言に向けての検討は､

八島業務･技術担当副会長が委員として新たに参加

し､検討している｡建築学会としては､同共同提言の

内容の調整がつけば､本年11月頃を目途に関係団体

による共同提言として､公表したいとして協議を進

めている｡日事連としても必要な調整を進め､これら

の動きに協力していきたい｡ 

5)連合会創立50周年(平成24年度)とこれまでの周年事

業の取組について 

常務理事より､過去の周年事業の開催日､会場､担当

委員会､事業内容､経費等の報告と平成24年度に本連

合会の創立50周年を迎えるにあたり､検討体制をど

うするかについて､今後､会長と相談しながら提案を

していきたい旨の報告が資料15によってなされた｡ 

6)｢建築士事務所協会会員建築士事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ

調査｣の実施について 

平成21年7月31日から同年10月23日の間に建築士事

務所協会会員建築士事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ調査を行っ

ている｡調査票の回答方式はWEB方式とFAX･郵送方式

としているとの報告が資料16によって事務局よりな

された｡ 

7)第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)の｢建築CPD

情報提供制度｣における認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの認定について 

第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)のﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽ

ｶｯｼｮﾝ及び記念講演(13時から16時10分)について建

築CPD運営会議ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ審査会(事務局･建築技術教育

普及ｾﾝﾀｰ)にﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ認定申請を行っていたが､8月22

日に認定時間3時間で認定された旨､事務局より､資

料17によって報告がなされた｡ 

8)会員･構成員異動報告 

平成21年6月末日及び7月末日の会員及び構成員数等

を次の通り報告した｡単位会別構成員数等は資料18

の通り｡ 
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平成21年6月30日現在  正会員46団体､構成員

14,844事務所､賛助会員5社 

平成21年7月31日現在  正会員46団体､構成員

14,850事務所､賛助会員4社 

9)後援名義等使用の催物及び経過報告について事務局

長よりそれぞれ資料19､資料20により報告がなされ

た｡ 

 

<配付資料> 

資料1:平成21年度年次功労者表彰者(案) 

資料2:平成21年度｢日事連建築賞｣審査報告 

資料3:｢四会連合協定建築設計･監理等業務委託契約書類改

正､同解説書改訂｣｢民間(旧四会)連合協定工事請負

契約約款改正､同解説書改訂｣に伴う建築士事務所開

設者等への周知･啓蒙に関する講習会の企画につい

て(案) 

資料4:平成22年度からの適合証明業務登録機関特別会計の

経費負担率の見直しについて(案) 

資料5:平成20･21年度の役員候補者の推薦手順と選任方法

の申し合わせ事項(参考) 

資料6:第34回建築士事務所全国大会(愛媛大会)での役割分

担について(案) 

資料7:UIA2011東京大会の企画への対応について 

資料8:平成21年12月開催予定の通常理事会の開催日の変更

について 

資料9:平成22年度6月総会の会場について(案) 

資料10:平成21年9月通常理事会開催通知 

資料11:｢建築士定期講習｣に係る改善要望等について 

資料12:建築基準等整備促進補助金事業｢建築の質の向上に

関する検討｣の検討状況について 

資料13:自治体に対する新しい業務報酬基準等に関する共

同要望の実施について  

資料14:｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案)の共

同提言に向けての検討状況について 

資料15:日事連創立50周年及び過去の周年事業の取組 

資料16:建築士事務所協会会員建築士事務所の基礎ﾃﾞｰﾀ調

査 

資料17:建築CPD運営会議ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ認定証明書 

資料18:会員･構成員異動報告書 

資料19:後援､協賛名義使用の件 

資料20:経過報告 

参考資料:国土交通省住宅局建築指導課提出･①既存不適格

建築物の増築に係る基準の緩和について(告示改

正等)､②構造設計一級建築士/設備設計一級建築

士の関与状況について､③業務報酬基準等説明会

の開催について 

 

■第5回 総務･財務委員会概要 

日 時 平成21年8月27日(水)13:30～15:40 

会 場 日事連会議室 

出席者 委員長 山田美光 副委員長 原田照行 

    委 員 佐藤 誠､岡本 賢､髙橋祥治､大旗 健

井上精二 

        事務局 髙津専務理事､北野常務理事､恩田､前田

松谷 

欠席者  委 員 山田清治  担当副会長 本澤宗夫 

1.議事 

(1)平成21年度年次功労者の表彰者決定について 

事務局より､平成21年度年次功労者表彰者の決定につい

て資料1によって次の趣旨の説明､報告がなされ､資料1

のとおりこれを9月常任理事会に提案することとした｡ 

表彰規程により､資料1に記載のとおり単位会推薦者33

名を決定した｡ 

表彰は､10月9日開催の第34回建築士事務所全国大会(愛

媛大会)式典において行う｡ 

(2)平成21年度日事連建築賞の表彰者決定について 

事務局より､日事連建築賞表彰者の決定について資料2

によって次の趣旨の説明､報告がなされ､資料2のとおり
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これを9月常任理事会に提案することとした｡ 

一般建築部門89点､小規模建築部門94点の合計183点の建

築作品が単位会へ応募され､単位会での第1次審査を経て､

32単位会から一般建築部門31点､小規模建築部門28点の

合計59点の応募がなされた｡今回の応募数は過去最多で

あった｡ 

6月23日に1回目の選考委員会が開催され第2次審査を行

い､一般建築部門10作品､小規模建築部門8作品を日事連

建築賞候補として選定し､国土交通大臣賞､日事連会長賞

及び優秀賞候補として一般建築部門の6作品､小規模建築

部門の5作品を現地審査することとした｡ 現地審査は7月

21日から8月10日にかけて行われ､その結果を踏まえて8

月10日に最終選考委員会を開催し､選考がなされた｡その

結果資料2のとおり各賞を選定した｡国土交通大臣賞及び

日事連会長賞は､一般建築部門､小規模建築部門を問わず､

それぞれ1作品を選定した｡また､優秀賞に一般建築部門

から4作品､小規模建築部門から3作品を､奨励賞に一般建

築部門から5作品､小規模建築部門から4作品を選定した｡ 

表彰は､10月9日開催の第34回建築士事務所全国大会(愛

媛大会)式典において行う｡ 

(3)適合証明業務登録機関特別会計の経費負担率の見直し

について 

事務局より､適合証明業務登録機関特別会計の経費負担

率の見直しについて資料3により次の趣旨の説明がなさ

れた｡ 

日事連の3会計のうち､適合証明業務登録機関特別会計は､

適合証明技術者の登録数の減少により登録料収入が減り､

平成18年度は登録の受付年度にも係わらず財政安定積立

預金の積立ができず､更に翌受付年度である平成20年度

には同積立預金が800万円減少し､残高は約7,300万円と

なった｡ 

今後､適合証明技術者が現状の登録数(現在7,185名)で推

移したとしても､その登録料収入に対して現状の事務所

費､人件費の支出で試算すると､平成24年度には同積立預

金の残高が無くなり､登録制度の存続が困難な状況であ

る｡ 

国交省､住宅金融支援機構､沖縄公庫及び登録機関(日事

連及び日本建築士会連合会)で構成される｢住宅金融支援

機構適合証明業務登録制度運営委員会｣では､今後の喫緊

の課題として､登録料の値上げを行わず､本登録制度が今

後も維持､存続が可能となるよう､適合証明業務登録機関

特別会計における支出項目で､平成9年から見直されてい

ない事務所費､人件費､また登録窓口の事務費の負担額を

見直してほしい旨提案がなされた｡ 

そこで､概ね10年間の経費負担率の見直しを､別表1｢平

成6年度～20年度 3会計決算収入割合｣及び別表2の『適合

証明業務登録機関特別会計の経費負担率見直しによる

｢財政安定積立預金｣積立残高推移試算』により検討を行

った｡ 

①現状 

3会計の決算収入で案分すると､事務所費､人件費につ

いて適合証明業務登録機関特別会計の占める割合は､

近年減少傾向にあり､直近の平成17年度～20年度の4

年間の平均は､15.2%となっている(これまでの負担割

合は22%で固定してきた)｡ 

②検討結果 

適合証明技術者が現在の登録数7,185名で推移した

として､3つのｹｰｽについて試算した結果､1)事務所費

人件費の案分率の変更(22%→15%)､2)登録窓口連絡

会議の案分率の変更(50%→20%)及び 3)登録事務費

の変更(5,500円→4,500円)のｹｰｽの試算で平成30年

度末までは､登録制度の維持は可能であることが確

認できた｡ 

③見直し案 

財政安定積立預金の安定化を図り､本登録制度を平

成30年度末まで維持するため､平成22年度より経費

負担率等の見直しを次のとおり提案したい｡ 

1)日事連の3会計のうち､適合証明業務登録機関特別
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会計の事務所費人件費の案分率を現状の22%から

15%に変更する｡このことにより､一般会計の事務

所費人件費の案分率は現状の73%から80%となる｡ 

2)登録窓口連絡会議の経費は､現行は一般会計と折

半しているが､その案分を実際の会議に占める時

間割合に見直し､現行の50%から20%に変更する｡ 

3)登録料10,500円(税込)に対する現行の登録窓口の

登録事務費割合52.38%(5,500円･税込)を10%減し

て42.38%(4,450円･税込)としたい｡但し､緩和措置

として4,500円(税込)とする｡ 

4)当面､上記1)から3)の見直しを行うが､今後の適合

証明技術者の登録数を注視しつつ､必要に応じて

再度検討する｡ 

委員からは､この登録制度により会員増強に繋げられな

いか､また単位会の登録事務費を削ってまでこの制度を

維持する必要があるのかとの意見が出された｡これらの

意見に対し､事務局からは､会員増強については登録希

望者が単位会に来会したり､講習会の際に入会ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ

等を手にしてもらえる可能性があること､また､国の施

策として中古物件の流通が増え､この業務に繋がる可能

性があること､建築士事務所が公的業務に携わることに

も意義がある､単位会にとっても一定の収入源になって

いること等回答がなされた｡ 

協議の結果､平成22年度からの見直し案について､9月常

任理事会に提案することとした｡ 

(4)平成22･23年度役員候補者の推薦手順と選任方法につい

て 

事務局より､平成22･23年度役員候補者の推薦手順と選

任方法について､参考資料として資料4(平成19年11月の

全国会長会議での申し合わせの文書等の資料)により説

明がなされた｡ 

委員から､この推薦手順と選任方法については､全国会

長会議での申し合わせ事項ではなく規定にできないか

との意見が出されたが､事務局からは､定款で役員は総

会において選任すると規定されているため､従来どおり

申し合わせ事項にせざるを得ない旨回答がなされた｡ 

協議の結果､内容骨子は修正せず､平成22･23年度用とし

て日付等の変更をし､次回委員会で検討することとした｡ 

(5)就業規程の改正について 

事務局より､就業規程の改正について資料5により次の

趣旨の説明がなされた｡ 

現在の就業規程は平成2年1月に制定され､これまでの間､

土曜日を休日とする必要最小限の規定の改定(平成4年､

平成5年)を行った他は改定を行っていない｡就業規程の

制定から今日まで､社会の労働情勢の変化等への対応措

置がなされずに至っているため､他会の就業規程の内容

を参考にしつつ､今日の情勢に合った就業規程の見直し

を行いたい｡ 

当面の主な検討項目は､病気休暇等の休暇に関すること

と､定年退職の年齢を高年齢者雇用安定法に則したもの

に見直すことである｡ 

委員からは､就業規程以外にも関連する可能性があるの

で､社会保険労務士に相談すること等も必要ではないか

との意見が出された｡ 

協議の結果､事務局で他団体等の規定を調査のうえ改正

案を作成し､次回委員会前に委員に送付することとした｡ 

(6)連合会創立50周年(平成24年度)とこれまでの周年事業

の取組について 

常務理事より､連合会創立50周年が3年後に迫ってきて

いるので､その実施検討にあたり､これまでの周年事業

の開催方法､開催日､会場､担当委員会､事業内容及び費

用等の報告が資料6によりなされ､今後､会長等と相談し

ながら事業内容等の方針を提案をしていきたい旨説明

された｡ 

(7)平成22年度6月総会の会場について 

事務局より､平成22年度6月総会の会場について資料7に

より次の趣旨の説明がなされた｡ 

6月の決算総会については､平成20年,21年と帝国ﾎﾃﾙで2
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回行ったが､帝国ﾎﾃﾙは､①常任理事会会議室､②役員改

選時の臨時理事会会議室､③懇親会場について､いずれ

も手狭である｡(特に②については独立した会場確保が

困難であった｡)帝国ﾎﾃﾙにおいて現状より広い会場を借

りるなど改善するためには､会場費が増額となる｡ 

また､金曜日開催の場合､新聞記事の掲載が月曜になる

こと､来賓(国会議員等)が懇親会等に出席しにくいこと

等で､木曜日に開催したいが､帝国ﾎﾃﾙでは､6月は株主総

会等が集中し予約を確定することができない現状であ

る｡ 

帝国ﾎﾃﾙの他11社から提案､見積を取った結果､①会場の

広さ､②日程､③ｻｰﾋﾞｽ等ｿﾌﾄ面､④ｱｸｾｽ､⑤経費とも他社

に比較して｢ﾎﾃﾙｵｰｸﾗ｣が必要条件を満足している｡ 

以上の説明について､協議の結果､平成22年度からの総

会会場をﾎﾃﾙｵｰｸﾗに変更する案を了承し､資料7を常任理

事会に提案することとした｡ 

 

次回委員会開催予定 

平成21年11月16日(月)13:30～16:00 

 

(配付資料) 

資料1:平成21年度年次功労者の表彰者(案) 

資料2:平成21年度日事連建築賞審査報告･受賞作品(案) 

資料3:適合証明業務登録機関特別会計の経費負担率の見直

しについて(案) 

資料4:平成20･21年度の役員候補者の推薦手順と選任方法

の申し合わせ事項他 

資料5:就業規程の見直しについて(案) 

資料6:日事連創立50周年及び過去の周年事業の取組 

資料7:平成22年度6月総会の会場について(案) 

 

 

 

 

■第6回 教育･情報委員会概要 

日  時 平成21年7月1日(水) 14:00～16:30  

会  場 日事連会議室 

出 席 者 

 委 員 長 佐野 吉彦(日事連常任理事)  

副委員長 宮原 克平(日事連理事)       

 委  員 高橋 邦雄､國分 恵之､中岡 数夫､遠山 紀芳､

尾添 信行 

事 務 局 北野芳男､恩田利昭､吉田 茂､上原規子､ 

市川貴之､今泉光裕 

欠 席 者  福島 正継､山崎 善利(日事連副会長) 

 

<配付資料> 

第5回 議事録 

資料1-1:｢建築士定期講習｣に係る改善要望等について 

資料1-2:｢建築士定期講習に係るｱﾝｹｰﾄ調査｣取りまとめ結

果(参考) 

資料1-3:北海道･東北ﾌﾞﾛｯｸ協議会の｢建築士定期講習｣に係

る要望書 

資料2:法定講習の教材に関する今後の対応方針等について 

資料3:法定講習(管理建築士講習､建築士定期講習)の実施

状況等について 

資料4-1:大学院における実務経験(ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ)の状況等に

ついて 

資料4-参考:建築士試験受験資格に係るｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟの状況等

について 

資料5-1:第13回建築CPD運営会議 

資料5-2:建築CPD情報提供制度への対応等について 

資料6:｢建築士事務所協会会員建築士事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ

調査｣について(報告) 

1.建築士定期講習に係る教育普及ｾﾝﾀｰに対する要望につい

て(協議)  

(資料1-1､資料1-2､資料1-3) 

事務局より､これまで､単位会において実際に運用を行っ
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てきた講習の運営方法等について､当初に規定した運営

方法と現場の運営実態との間で乖離がしょうじているた

めｱﾝｹｰﾄ調査の結果をふまえ､この機会に双方の利益に資

する実施体制の見直しを図りたいという建設的な提案を

ｾﾝﾀｰに対して行いたいため要望書を作成した旨報告した｡

報告に続き､主に以下内容の発言があった｡ 

○民間の登録機関が参入して安い価格を提示してきたの

で､その対応を考えなくてはいけない｡ 

○一要素としては連携も考えなくてはいけない｡ただ､士

会連と教育普及ｾﾝﾀｰとｽﾀｰﾄしているので､そこの改善

から固めていきたい｡ 

○DVD作成の要望を書いた理由は､講師の緊急対応用と講

師の確保が厳しくなってきているためである｡ 

○要望書のDVDの箇所が､長くて協調しすぎている｡DVDが

良くて､対面講義がよくないという誤解を与えてしま

っているので､整理する必要がある｡ｱﾝｹｰﾄ結果では､

DVDも良いが､民間の登録機関との差別化を図るために

は対面講義がいいという意見もある｡ 

○講習を全てDVDでやりなさいというのではなく､行政庁

に講師を断られたときに､DVDもあるという選択肢を広

げるような方策をとってくださいということが趣旨で

ある｡ 

○講師の方が私見を述べている｡講義時間が早く終わっ

てしまう｡というｸﾚｰﾑをつけるならDVDを作成してほし

い旨を教育普及ｾﾝﾀｰに伝えた｡ 

○3年目に集中してしまうのではないかということを懸

念している｡3年目は込み合うので､早めに受けて下さ

いというｱﾅｳﾝｽをしたらどうか｡ 

○みなし講習のときは､日事連のみ実施していたが､今後､

民間も参入してくるので､分散がある程度できるだろ

う｡ 

委員各位の意見を踏まえ､要望書を修正して委員長にﾒ

ｰﾙで確認していただき､教育普及ｾﾝﾀｰに提出すること

となった｡ 

2.指定講習の教材に関する今後の対応方針について(協

議) (資料2) 

事務局より､平成20年8月から管理建築士資格取得講習

(みなし講習)が開始された頃は､指定講習の教材につ

いては､管理建築士講習ﾃｷｽﾄの表紙のみ差替えて指定

講習で使用する方向でｾﾝﾀｰと協議を行ってきたが､①

管理建築士講習の既受講者にあっては､まったく同じ

講習を受けることとなる｡②考査のある管理建築士のﾃ

ｷｽﾄを事前に入手できることとなり､受講者間の公平性

の問題が生じる｡③｢建築士事務所の課題と展望｣の使

用を望まれるｹｰｽが目立った｡などの問題点が出てきた｡

また､単位会における収益確保等の観点からも本格的

に指定講習を復活させていくときに､ﾃｷｽﾄの有無につ

いて重要な問題になるのでﾃｷｽﾄをどうするかというこ

とを､単位会や各単位会の講師経験者を対象に指定講

習のあり方や教材等に関するｱﾝｹｰﾄ調査を実施し､今後

の対応方針等について検討を行っていくこととしたい

等の説明があった｡ 

説明に続き､主に以下内容の発言があった｡ 

○ﾃｷｽﾄの作成･編集をすることになれば､WGを作成し､

集中的にやる必要がある｡ 

○ｱﾝｹｰﾄについては､事務局で作成し､委員各位に送り

意見をいただく｡ 

○今年度､実施する単位会は､管理建築士講習ﾃｷｽﾄの法

令部分が使いやすいので法令部分を抜粋したものを

ﾃｷｽﾄ｢課題と展望｣の別添につけて対応する｡ 

3.法定講習の実施状況等について(報告) (資料3) 

事務局より､管理建築士講習の実施状況等について昨年､

8～11月に実施した“みなし講習"では､約3万4,066人の受

講者があり､21年度の上期については､第1回受付(12月)

において､募集人数34,092名に対し､受講申込者数は､

12,656名に(37.1%)にとどまり､受講率が芳しくなかった

ため､平成21年2月中旬(16～24日)と4月中旬に追加受付

を実施し､全体の受講申込者数は22,421名(67.9%)となっ
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た旨の説明があった｡ 

また､建築士定期講習の実施状況等について､平成20年度

(21年2～3月)､21年度(4～6月)の受講申込み状況の報告

が行われた｡ 

4.大学院における実務経験(ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ)の状況等について

(報告) (資料4-1､資料4-参考) 

佐野委員長より､6月15日に開催された｢第1回産学連携建

築教育連絡会議｣について以下の概要報告がなされた｡ 

○初回ということで､意見交換が行われた｡大学側の意見

は､各大学によって様々であった｡ 

○東海地区では早期に産学連携でｲﾝﾀｰｼｯﾌﾟの対応をした

経緯がある｡その他士会連合会やJIA近畿支部の動向に

ついて説明があった｡ 

○10月に第2回の会議が開催されるので動向に注視して

いくこととしたい｡ 

5.建築CPD情報提供制度への対応等について(報告) 

(資料5-1､資料5-2) 

事務局より､資料5-1に基づき､5月25日に行われた｢建築

CPD運営会議｣については､参加者およびﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ数､その

中でも企業内研修が増えていること等についての報告が

あった｡ 

また､資料5-2に基づき､建築CPD情報提供制度への対応等

について4月に改正された建築士等の参加登録に係る各

種手数料等を反映した新しい｢Q&A(6月24日版)｣を送付し

たこと等について報告がなされた｡ 

続いて宮原副委員長より6月15日に開催された｢建築CPD

運営会議ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ審査会｣の状況について､主に審査会の

運営体制がﾒｰﾙによる審査が多くなっている現状､企業内

研修が適正に行われているのか実状を調査する予定であ

ること等について報告があった｡ 

なお､建築CPD情報提供制度については､日事連としても

認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの申請を行っていくとともに今後も引き続

き情報提供等を行っていくこととしている｡ 

報告に続いて主に以下の発言があった｡ 

○全国大会(愛媛大会)はCPDの認定はどのように取り扱

われるのか｡ 

－日事連がﾌﾟﾛﾊﾞｲﾀﾞとして認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ申請を行うこと

としている(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰと対応方法につ

いて協議して､早めに単位会へｱﾅｳﾝｽしたい｡なお､講演

などCPDにふさわしいものが認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑの対象となり､

ｱﾄﾗｸｼｮﾝなどは含まれない｡ 

6.｢建築士事務所協会会員建築士事務所の基礎的ﾃﾞｰﾀ調

査｣について(報告) (資料6) 

事務局より､資料6に基づき基礎的ﾃﾞｰﾀ調査の流れにつ

いて説明があり､7月に調査が開始できるように準備を

進めている旨の説明があった｡ 

説明に続き､主に以下の発言があった｡ 

○紙の調査票にあわせて､WEBを利用した回答方法も導入

したので､確実で､便利であることをｱﾅｳﾝｽして積極的

に活用していただくようにしたら良いのではないか｡ 

○事務所からの回答期限の延長等については回答の状況

等を見て検討することとしたい｡ 

7.その他 

○次回委員会開催予定  

平成21年10月14日(水)14:00～16:00 日事連会議室 

 

■ 主な行事予定 

※行事日程は中止・変更等になることがございますので 

 ご了承ください。 

平成２１年 

１０月１９日 基本法部会 

２１日 四会連合協定建築設計・監理業務委託契

約約款改正検討ワーキンググループ 

２８日 緊急常任理事会 

１１月 ４日 構造技術専門委員会 

 ９日 業務・技術委員会 

１０日 指導運営委員会 

１３日 監査会 
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日事連 2009年11月18日

会 務 月 報

第320号

発行 社団法人 日本建築士事務所協会連合会

■平成21年9月 通常理事会概要

1.日 時 平成21年9月16日(火)13:30～15:30

2.会 場 日事連会議室

3.常任理事会構成者数及び出席者数

理事会構成者数 34名

出席者数 33名

（内、表決委任状提出者７名含む）

4.出席者の氏名

出席者

会 長 三栖邦博

副 会 長 山本茂男、本澤宗夫、外木場久雄、

八島英孝

専務理事 高津充良

常務理事 北野芳男

常任理事 木村 旭、野呂敏秋、原田照行、

髭右近外嘉、山田美光

理 事 秋野卓生、浅野善治、上野浩也、上原伸一、

大野和男、定行まり子、須賀川勝、

野呂幸一、水谷達郎、宮原克平、村山髙文、

山中保教、横須賀満夫、割田正雄

監 事 大内達史、岡田利一、速水可次

欠席者（表決委任状提出者）

副会長：山崎善利、鈴木誠一

理事：河野久、計良光一郎、馬場錬成、

水庭武宣、森野美徳

欠席者 佐野吉彦常任理事

事 務 局 恩田利昭事務局長、

戸谷泰子広報・渉外担当課長、

鈴木雅之業務課長、

前田敏明総務課長、

吉田 茂調査役

５．議 事

（１）議長 三栖邦博会長

（２）議事録署名人の選任

議事録署名人に以下の理事が選任された。

三栖邦博会長、宮原克平理事、横須賀満夫理事

（３）議決事項

１) 常任理事会専決事項の承認の件（平成２１年８月

２８日、常任理事会決定）

常任理事会専決事項の内容について、事務局よりつぎの説

明がなされた。

①平成２１年度年次功労者の表彰者決定の件

平成２１年度年次功労者の表彰候補者は表彰規程に該当す

る者が単位会より３３名推薦された。いずれも表彰規程の

基準を満足しているため資料１の通り３３名を決定した。

②平成２１年度日事連建築賞の表彰者決定の件

坂本一成日事連建築賞選考委員長の審査報告について次の

趣旨の説明がなされた。

本年度は、一般建築部門８９点、小規模建築部門９４点の

合計１８３点の建築作品が単位会へ応募され、単位会での

第１次審査を経て、３２単位会から一般建築部門３１点、

小規模建築部門２８点の合計５９点の建築作品が日事連に

応募され、過去最多の応募数であったこと。第２次審査で

は、一般建築部門１０作品、小規模建築部門８作品を日事

連建築賞候補して選定し、さらに討議・検討を行い、国土

交通大臣賞、日事連会長賞及び優秀賞候補として一般建築

部門６作品、小規模建築部門５作品について現地審査を行

った。
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現地審査は７月２１日から８月１０日にかけて行い、各委

員の討議及び検討の結果、国土交通大臣賞１点、日事連会

長賞１点及び優秀賞として一般建築部門４点、小規模建築

部門３点、並びに優秀賞に準ずるものとして一般建築部門

５点及び小規模建築部門４点を奨励賞とする選定を行い、

資料２のとおり、平成２１年度日事連建築賞の表彰者を決

定した。

③改正「四会連合協定建築設計・監理等業務委託契約書

類」及び改正「民間連合協定工事請負契約約款」の講習の

実施方針の決定の件

改正「四会連合協定建築設計・監理等業務委託契約書類」

及び改正「民間連合協定工事請負契約約款」の講習の実施

方針（資料３）について次のとおり決定した。

ⅰ．講習実施について単位会の意向調査を実施すること、

ⅱ．講習会実施のための講師養成講習を実施すること、ⅲ．

講師養成講習の開催場所について、東京、大阪で開催する

他講習実施についての単位会の意向調査を踏まえ開催地を

設定すること、ⅳ．講師養成講習の実施時期は、当面、平

成２１年１０月２３日（金）〔東京〕、１０月３０日

（金）〔大阪〕を予定すること、ⅴ．講師養成講習の参加

要件は、一定の要件を満たす場合で、講習会の開催を希望

する単位会の推薦を受けた者２～３名。ⅵ．講師養成講習

プログラムでは、テキストは４種類を使用すること、ⅶ．

講師養成講習に係わる費用については、受講料は無料とし、

参加者の旅費等については、所属単位会が負担する。

議長より、以上の①から③までの常任理事会で決定した同

議案について諮ったところ、異議なく、これを承認した。

２）平成２１年１２月開催予定の通常理事会の開催日の変

更の承認の件

事務局より、平成２１年１２月開催予定の通常理事会の開

催日の変更について資料４によって次の趣旨の説明がなさ

れた。

当初予定されている平成２１年１２月１日（火）１０時か

ら１３時開催の通常理事会の開催日を変更したい。変更理

由は同日の午後に開催される建築士事務所協会全国会長会

議にあわせて当日の１０時から１２時の間に「公益制度改

革」への戦略的対応「一般法人・営利転換を含めた公益法

人の対応について」と題した説明会を行う予定である。講

師は新日本有限責任監査法人の公認会計士を予定している。

説明予定事項は、（新）公益法人に移行する際の論点、一

般法人に移行する際の論点、定款作成時の論点、（新）公

益法人と一般法人の比較、移行に向けての準備等である。

これに伴い通常理事会の開催日を平成２１年１１月３０日

（月）１３時３０分から１６時を予定し、日事連会議室で

開催することとしたい。

議長より、同議案の承認について諮ったところ、異議なく、

資料４のとおり平成２１年１２月開催予定の通常理事会の

開催日を平成２１年１１月３０日に変更することを承認し

た。

これに関連して次の質疑がなされた。

・新公益法人制度への移行で事務所協会は公益社団法人を

目指すという方向ではなかったのか。

－平成１８年１１月の全国会長会議では公益社団法人への

移行を目指すとの申し合わせをしたが、新公益法人制度の

法律が施行されて、そのメリットが大きくないことが判明

したため、昨年１２月の全国会長会議では公益法人への移

行については、更なる検討が必要であり、他団体の動向や

行政の認定の状況を踏まえ、しばらく保留とされた。この

ため今回、最近の実績等を踏まえ、専門家による新公益法

人制度への移行に係る論点を講演していただき、単位会及

び日事連の新公益法人制度移行への判断材料の一つとした

い。

（４）協議事項

１）平成２２年度からの適合証明業務登録機関特別会計の

経費負担率の見直しについて

山田総務・財務委員長より、平成２２年度からの適合証明
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業務登録機関特別会計の経費負担率の見直しについて、資

料５によって次の趣旨の説明がなされた。

現在、日事連の会計は一般会計の他に適合証明業務登録機

関特別会計と福利厚生特別会計の三会計である。日事連全

体の運営に係る事務所費及び人件費の支出については、前

記の三会計へそれぞれ収入割合によって案分（一般会計７

３％、適合証明業務登録機関特別会計２２％、福利厚生特

別会計５％で負担し支出）している。三会計のうち、適合

証明業務登録機関特別会計は、適合証明技術者の登録数の

減少により登録料収入が減り、平成１８年度は登録年度に

も係わらず財政安定積立預金の積立が出来ず、平成２０年

度の登録年度では同積立預金を８００万円取り崩し、同年

度末の同積立預金の残高は、約７，３００万円となってい

る。

同特別会計について、今後、適合証明技術者が現状の登録

数（現在７，１８５名）で推移すると仮定した場合、その

登録料収入に対して現状の事務所費、人件費の支出で試算

した結果、平成２４年度には同積立預金の残高が無くなり、

登録制度の永続的存続が困難となるおそれがある。国交省、

住宅金融支援機構、沖縄公庫及び登録機関（日事連及び日

本建築士会連合会）で構成される「住宅金融支援機構適合

証明業務登録制度運営委員会」では、本登録制度が今後概

ね１０年間安定維持が可能となるよう、同特別会計の支出

項目で、平成９年から見直されていない事務所費、人件費、

また登録窓口の事務費の負担額を見直してほしい旨の提案

がなされ、今後の緊急の課題とされたため、今回検討を行

ったものである。

①現状

三会計の決算収入割合に占める適合証明業務登録機関特別

会計は、近年減少傾向にあり、これまでの同特別会計は２

２％で固定され設定しているのに対し、直近の平成１７年

度～２０年度の４年間の平均は、１５．２％となっている

②検討内容

登録者数を現状の７，１８５名に設定し、次の三つのケー

スについて試算した。

ア．ケース１ ①事務所費、人件費の案分率の変更、

イ．ケース２ ①事務所費、人件費の案分率の変更、②登

録窓口連絡会議の案分率の変更、

ウ．ケース３ ①事務所費、人件費の案分率の変更、②登

録窓口連絡会議の案分率の変更、③単位会の登録事務費の

変更

③検討結果

ア．ケース１では、事務所費、人件費の案分率を直近４年

間の平均値≒１５％に変更した場合、平成２６年度末

には運営資金が無くなる。

イ．ケース２では、ケース１の条件に加え、登録窓口連絡

会議の費用について、一般会計との案分率を現行の５

０％から２０％に変更した場合、平成２６年度末には

運営資金が無くなる。

ウ．ケース３では、ケース２の条件に加え、単位会の登録

事務費を現行の５，５００円から４，５００円に変更

した場合では平成３０年度末までは、登録制度の維持

は可能である。

④見直し案

以上の検討を踏まえ、本登録制度を平成３０年度末まで維

持するため、平成２２年度より経費負担率等の見直しを行

いたい。

・提案内容

I）日事連の３会計のうち、適合証明業務登録機関特別会

計の事務所費人件費の案分負担率を現状の２２％から１

５％に変更する。これにより、登録者一人あたりの日事

連の事務費は約１,２００円の減となる。

ⅱ）登録窓口連絡会議の経費は、一般会計と案分している

が、実際の会議に占める時間割合に見直し、現行の５

０％から２０％に変更する。

ⅲ）登録料１０，５００円(税込）に対する現行の登録窓

口の登録事務費割合５２％（５，５００円・税込）を１
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０％減して４２％（４，４５０円・税込）としたい。た

だし、緩和措置として４，５００円・税込とする。

ⅳ）当面、前記ⅰ）からⅲ）の見直しを行うが、今後の適

合証明技術者の登録数を注視しつつ、必要に応じて再度

検討する。

この見直しの主旨は、同制度の安定的な存続を図るため、

毎年度の収入のうち日事連の事務費及び単位会の登録事務

費を減じ、それを将来の財政安定積立預金に積み立てるも

のである。

以上の説明に対し、協議の結果、異議なく資料５の提案を

了承した。今後の進め方は１１月１７日に開催される常任

理事会で方針を決定し、１２月１日に開催される全国会長

会議で報告することとする。

(５) 報告事項

１）（財）建築技術教育普及センターに対する「建築士定

期講習」に係る改善要望について

事務局より、教育・情報委員会で検討した「建築士定期講

習」に係る改善要望等について資料６によって次の趣旨の

報告がなされた。

単位会に対する「建築士定期講習」のアンケート調査結果

をもとに、同委員会で資料６の要望書をまとめ８月１０日

に（財）建築技術教育普及センターに要望した。

２）建築基準等整備促進補助金事業「建築の質の向上に関

する検討」の検討状況等について

専務理事より、資料７によって次の趣旨の報告がなされた。

国の社会資本整備審議会では、「安全で質の高い建築物の

整備を進めるための建築行政の基本的あり方」について、

建築基本法の制定も視野に入れた審議がスタートしている

が、これと並行して進められる標記補助事業については、

本会も設計・工事監理の業を担う観点から提案すべく応募

し、その採択がされている。本年度は各応募団体による調

査事業に加え、応募団体によるコンソーシアムが設けられ、

並行して意見調整が進められることとなっている。

これらの調査が審議会やひいては基本法の検討作業へ反映

されると考えられるので、相当急ピッチの検討作業が求め

られている。

本連合会では、建築設計制度等対応特別委員会に「基本法

部会」（部会長：岡本賢建築設計制度等対応特別委員会副

委員長）を設け、これまでに８回の部会を開催し、検討作

業を進めている。内容については常任理事会及び理事会へ

報告し、組織としての意見調整を図ることとしている。現

在のところ、建築士事務所の設計事業者としての位置づけ

を行い、建築士事務所法の制定や建築主の責務の明確化な

どを内容とする中間とりまとめ案を機軸に取りまとめる方

向で検討を進めている。

これに関連して次の意見があった。

・日事連としてやりたい方向を示していき、今後関係機関

と調整をしてまとめていくということだが、もう少し建築

士事務所としてどういうものをやりたいのか、その内容を

強く打ち出してもいいのではないか。全般的には、建築行

政が建築基準法と建築士の登録の２本を中心にやってきて

いるだけでは不十分であること、もう少し建築士事務所と

して位置づけていく何かが必要であるということを強く打

ち出していってもよいのではないか。

折角の機会なので、検討状況の内容の後半部分において、

建築士事務所がどの点が足りていないのか、どういうやり

方をしてもらえれば業を実施しやすいのか、その点を強く

打ち出していければよいのではないかという印象を受けた。

・建築士事務所法の提案に関係するところであるが、弁護

士の立場で法律相談を行っているが、次の事について相談

を多く受けるケースがあり、もし検討していただければと

考える。

現状の確認申請を受けるにあたって、設計者と監理者で個

人名を記載する際、現場に携わる建築士の名前を記載する

ことが望ましいとアドバイスをしてきているが、その者に

罰則が下ったらどうするのか、事務所の中で手当てをどう

するのか。建築主から依頼を受けて契約責任を果たすのは

建築士事務所である。もし建築士事務所法が制定されるの
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であれば建築士事務所が設計者であること、また建築士事

務所が監理者であるということの記載が入れば今までのジ

レンマが解消されると思われる。

－とりまとめのなかで建築士事務所の事業者としての役割

をできるだけ鮮明にしていきたい。

３）新業務報酬基準の制定に伴う国及び地方自治体に対す

る建築３会の共同要望の実施について

地方自治体に対する建築３会の共同要望の実施について

は６月２９日に単位会に協力要請した。また、１２府省に

対し公共建築物の設計等業務発注に関する共同要望は７月

２７日から７月３０日の間に要望活動を行った。これにつ

いては記者発表を行った旨の報告が専務理事より、資料８

によってなされた。

４）「建築分野の地球温暖化対策ビジョン2050」（案）の

共同提言に向けての検討状況について

八島業務・技術委員会担当副会長より、建築学会から依

頼のあった「建築分野の地球温暖化対策ビジョン2050」

（案）の共同提言については、委員会が設置され、日事連

は当初参加していなかったが、途中から八島副会長が委員

として加わっている。建築学会としては、同共同提言の内

容の調整がつけば、本年１１月頃を目途に関係団体による

共同提言として、公表したいとして協議を進めている。日

事連としても特に異議はないと考えており、必要な調整を

進め、これらの動きに協力していきたい旨の報告が資料９

によってなされた。

５）ＵＩＡ２０１１東京大会の企画への対応について

専務理事より、ＵＩＡ２０１１東京大会の企画への対応に

ついて資料１０によって次の趣旨の報告がなされた。

６月９日付でＵＩＡ２０１１東京大会日本組織委員会

（JOB）より依頼のあった、東京大会プログラム企画提出

について、６月１９日開催の常任理事会に諮り、各ブロッ

ク協議会で日事連としての対応、企画内容及び実施体制等

について協議し、その結果をもとに次の常任理事会で協議

することに決定し、同日開催の全国会長会議で趣旨説明、

６月２２日付で単位会会長宛に検討を依頼（締切：８月１

０日）した。また、７月１５日開催の５会会長会議で出さ

れた意見をもとに、８月３日付でJOBからプログラム参加

に対する方向付けが提示された。８月２８日の常任理事会

では、資料１０のとおり各ブロック協議会から出された意

見・提案、また担当委員会である広報・渉外委員会の意見、

JOBからのプログラム参加に対する方向付けの提示を踏ま

え、以下のとおり当面の対応方針をまとめた。

・ブロック協議会または単位会から提案されている企画に

ついては、他団体との共同開催を推進していく。

・このうち東京会が企画提案している「建築ふれあいフェ

ア」を日事連のＵＩＡプロジェクトとして拡大していく

方向で、関東甲信越ブロックが中心となって検討してい

く。「設計事務所訪問」をイベントの一つとして盛り込

むかどうかもあわせて検討する。

・今後、それぞれの企画については、実施が具体化した段

階で、JOBへ報告することとし、当面のJOBへの回答につ

いては、会長に一任することとした。

６）連合会創立５０周年（平成２４年度）とこれまでの周

年事業の取組について

事務局より、過去の周年事業の開催日、会場、担当委

員会、事業内容、経費等の報告と平成２４年度に本連

合会の創立５０周年を迎えるにあたり、検討体制をど

うするかについて、今後、会長と相談しながら提案を

していきたい旨の報告が資料１１によってなされた。

７）会員・構成員異動報告

平成２１年５月末日から平成２１年８月末の会員及び

構成員数等を次の通り報告した。単位会別構成員数等

は資料１２の通り。

平成21年5月31日現在 正会員46団体、構成員14，844事

務所、賛助会員5社

平成21年6月30日現在 正会員46団体、構成員14，844事

務所、賛助会員5社
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平成21年7月31日現在 正会員46団体、構成員14，850事

務所、賛助会員4社

平成21年8月31日現在 正会員46団体、構成員14，849事

務所、賛助会員4社

８）その他

法定団体として行うべき建築士事務所の開設者、所員に対

する研修についてどのような準備状況なのか確認したい。

－今年度は、「四会連合協定建築設計・監理等業務委託契

約書類」及び改正「民間連合協定工事請負契約約款」の講

習を開設者研修として位置づけて実施する。今後とも

教育・情報委員会で状況に応じた取組を検討していくこと

となる。

＜配付資料＞

資料１：平成２１年度年次功労者表彰者

資料２：平成２１年度「日事連建築賞」審査報告

資料３：「四会連合協定建築設計・監理等業務委託契約書

類改正、同解説書改訂」「民間（旧四会）連合協

定工事請負契約約款改正、同解説書改訂」に伴う

建築士事務所開設者等への周知・啓蒙に関する講

習会の企画について

資料４：平成２１年１２月開催予定の通常理事会の開催日

の変更について

資料５：平成２２年度からの適合証明業務登録機関特別会

計の経費負担率の見直しについて（案）

資料６：「建築士定期講習」に係る改善要望等について

資料７：建築基準等整備促進補助金事業「建築の質の向上

に関する検討」の検討状況について

資料８：自治体に対する新しい業務報酬基準等に関する共

同要望の実施について

資料９：「建築分野の地球温暖化対策ビジョン2050」

（案）の共同提言に向けての検討状況について

資料１０：ＵＩＡ２０１１東京大会の企画への対応につい

て

資料１１：日事連創立５０周年及び過去の周年事業の取組

資料１２：会員・構成員異動報告書

■第６回広報・渉外委員会概要

1.日 時 平成21年9月11日(金)13:30～16:00

2.会 場 日事連会議室

出 席 者

委員長・野呂敏秋、副委員長・横須賀満夫

委員・沖野 覚、吉田勝則、下西伊佐男、山下卓治、

国吉真正

担当副会長・外木場久雄

欠 席 者

委員・新井典夫

＜配付資料＞

資 料１：UIA2011東京大会プログラム企画提出依頼他

資 料２：建築３団体による１２府省に対する共同要望

活動に関するプレスリリース他

資 料３：ホームページの活用促進について

参考資料：第５回委員会記録

議 事

１．UIA2011東京大会日本組織委員会（JOB）からのプログ

ラム企画提出依頼に対するブロック協議会、単位会の企画

提案及び意見について

８月２８日開催の常任理事会において、各ブロック協議会

から出された意見・提案、また担当委員会である広報・渉

外委員会の意見及び７月１５日開催の５会会長会議で出さ

れたプログラム企画提出依頼に対する意見をもとに、８月

３日付でＪＯＢから提示されたプログラム参加に対する方

向付けを踏まえた協議を行い、日事連としての対応及び当

面のＪＯＢに対する回答をまとめた旨、以下のとおり報告

した。

・ブロック協議会または単位会から提案されている企画に
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ついては、他団体との共同開催を推進していく。

・このうち東京会が企画提案している「建築ふれあいフェ

ア」を日事連のＵＩＡプロジェクトとして拡大していく方

向で検討していく。「設計事務所訪問」をイベントの一つ

として盛り込むかどうかもあわせて検討する。

・今後、それぞれの企画については、実施が具体化した段

階で、ＪＯＢへ報告することとし、当面のＪＯＢへの回答

については、会長に一任することとした。

また、ＪＯＢへは８月３１日付で、現時点ではイベントと

して登録できる段階のものはないが、今後引き続き検討し

ていく旨を回答した。

２．建築３団体による１２府省に対する共同要望活動の実

施について

建築３団体では、告示第１５号の遵守及び自治体の設計業

務の発注における「依頼度」の規定の削除について要望書

をまとめ、６月２９日に３団体会長が記者発表するととも

に、単位会、都道府県の建築士会、建築家協会地域会に対

し共同要望活動を要請し、現在、都道府県毎に要望活動が

行われているところであるが、中央省庁についても公共建

築物の発注に関係の深い１２府省に対し、３団体共同で大

臣宛の要望書をとりまとめ、以下のとおり要望活動を実施

した旨を報告した。

・要望内容

各府省が所管する公共建築物の設計・工事監理業務の発注

の際、新しい業務報酬基準を尊重し、遵守すること及び国

土交通省の「官庁施設の設計業務等積算要領」で、「依

頼度」の規定が削除された趣旨に沿って、業務報酬の適正

な算定が行われること。

・要望対象府省

内閣府、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、

厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境

省、防衛省

・要望期間

７月２７日（月）～７月３０日（木）の４日間

・要望方法

①府省を３グループに分け、３団体による分担

②担当部局にそれぞれ会長が出向き、要望活動を実施

・７月３０日（木）にプレスリリースを国土交通省建設専

門記者会へ持ち込み

３．ホームページの活用促進の検討

ホームページの活用促進のための方策の一つとして、ホ

ームページのリニューアルが考えられ、以前各委員に対し

実施した、日事連ホームページに関するアンケート調査で

も、「文字が多すぎる」、「色彩が暗い」等の意見が出さ

れたため、平成２２年度の実施に向 けたホームページデ

ザイン及び内容の見直しを提案し、各委員より以下の意見

が出された。

・画面を下げなければ見たい情報が探せないので、上にも

ボタンを付けた方が良い。

・一般消費者向けのわかりやすい情報を新たに検討する必

要がある。

・会員にアンケート調査をすれば、１度はホームページに

アクセスしてくれる。

・各委員がブロック協議会に持ち帰り、意見を出してもら

ったらどうか。それをもとに、アンケート調査の実施を検

討する。

協議の結果、ホームページをリニューアルするにあたり、

単位会に意見を求め、方向性を決定する際の参考にするこ

ととした。

次回委員会

平成21年12月15日(火)14:30～17:00 日事連会議室
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■ 主な行事予定

※行事日程は中止・変更等になることがございますので

ご了承ください。

平成２１年

１１月３０日 日事政研役員会

通常理事会

１２月 ４日 会誌編集専門員会

８日 建築設計制度等対応特別委員会

景観・まちづくり特別委員会

１４日 建賠保険等調査専門委員会

１５日 広報・渉外委員会
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日事連 2009年12月15日

会 務 月 報

第321号

発行 社団法人 日本建築士事務所協会連合会

■平成21年10月 緊急常任理事会概要

1.日 時 平成21年10月28日(水)13:30～16:30

2.会 場 日事連会議室

3.常任理事会構成者数及び出席者数

常任理事会構成者数 15名

出席者数 15名(内､表決委任状提出者2名含む)

4.出席者の氏名

出 席 者

会 長 三栖邦博

副 会 長 山本茂男､本澤宗夫､外木場久雄､

八島英孝

専務理事 髙津充良

常務理事 北野芳男

常任理事 木村 旭､佐野吉彦､野呂敏秋､

原田照行､髭右近外嘉､山田美光

欠席者(表決委任者)山崎善利副会長､鈴木誠一副会長

特別出席(定款第29条第4項による出席)

上野浩也業務･技術副委員長､安藤誠業務･技術委員､

松井健治大分会会長､古川裕久熊本会会長

事 務 局 恩田利昭事務局長､

戸谷泰子広報･渉外担当課長､

鈴木雅之業務課長､前田敏明総務課長

5.議事録署名人

三栖邦博会長､外木場久雄副会長､山田美光常任理事

6.議事進行役

外木場久雄副会長

7.議 事

(1)協議事項

1)建築基準法等に関する国のﾋｱﾘﾝｸﾞに対する意見の

とりまとめについて

①専務理事より､建築基準法等に関する国のﾋｱﾘﾝｸﾞ

に対する意見のとりまとめについて次の趣旨の説

明がなされた｡

10月13日付けで国土交通省住宅局建築指導課より

建築基準法等に関するﾋｱﾘﾝｸﾞの実施が10月30日14

時から1時間30分程度行うとの連絡があった｡この

ためﾋｱﾘﾝｸﾞ対象項目(1)改正建築基準法､改正建築

士法に基づく制度について､(2)建築基準法､建築

士法に基づく制度のあり方についてできるだけ単

位会の意見を反映するため､事前に意見に関するｱ

ﾝｹｰﾄ調査を46単位会に依頼したところ､38単位会

から多数の意見が寄せられた｡また､これとは別に

かねてより業務･技術委員会のﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑで構造設

計･設備設計一級建築士関与義務付けで予想され

る問題点及び国土交通省への要望事項のとりまと

めを行っていたため､これらの検討作業をあわせ

て行うこととした｡10月19日及び10月26日にﾜｰｷﾝ

ｸﾞﾁｰﾑは開催され､単位会から提出された意見も踏

まえてﾋｱﾘﾝｸﾞ対象項目に対する意見の案としてま

とめたものが資料1である｡なお､ﾋｱﾘﾝｸﾞは､東京で

各団体に対し行われる他､全国8箇所(北海道､福島

県､新潟県､京都府､奈良県､岡山県､福岡県､沖縄

県)でも行われる模様である｡

②設備設計一級建築士制度の地方の切実な状況につ

いて､特別出席した松井大分会会長及び古川熊本

会会長から次の趣旨の意見があった｡

・新制度の構造設計･設備設計一級建築士関与義

務付けは､実質的に一級建築士の業務範囲外と

なり違法性はないのか､また､本来設計者は自ら

設計したものは自ら責任をとることが前提であ
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り､他社物件を第三者が責任を伴うような関与

(ﾁｪｯｸ)は不可能ではないか｡特に建築設備設計

に関して関与する設備設計一級建築士はいない｡

一級建築士に設備の(製図は免除し)法適合確認

の講習を受講し合格した者に資格を与え､自社

の設計については､法適合確認を可能にすべき

だ｡

・設備設計1級建築士は､現状では､資格取得者が

地域によって偏在している｡専門の設備設計事

務所は他社の法適合確認だけなど絶対に行わな

い｡地方はほんとうに厳しい｡今の1級建築士に

設備の(製図ではなく)法適合確認の講習を受け

させ､資格を与えて､自分の設計については､法

適合確認ができるよう運用面で緩和してもらい

たい｡今回の構造設計1級建築士･設備設計1級建

築士制度を簡単に受け入れてよいのだろうか｡

建築設備士は活用すべきだと思う｡

③次に､意見(案)のとりまとめを行ったﾜｰｷﾝｸﾞﾒﾝﾊﾞｰ

である八島業務･技術担当副会長､木村業務･技術

委員長､上野業務･技術副委員長､安藤業務･技術委

員から資料1によってﾋｱﾘﾝｸﾞに対する意見(案)の

内容について次の趣旨の説明がなされた｡

・意見書作成の基本方針は､ⅰ.社会や消費者(事

業主､ｴﾝﾄﾞﾕｰｻﾞｰ等)にとって不利益や不具合と

なっている現行制度の問題点を重視した｡ⅱ.改

正後の現行制度のもとで､実際に設計業務を行

っている建築士の意見を重視した｡ⅲ.法律の細

部には言及せず､基本的な考え方を示すことに

重点を置いた｡また､ﾋｱﾘﾝｸﾞ対象項目の(1)改正

建築基準法､改正建築士法に基づく制度につい

ては､早急に検討を要する意見とし､(2)建築基

準法､建築士法に基づく制度のあり方について

は､中長期的に検討を要する意見とした｡

・意見書の骨子は次のとおりである｡

(1)改正建築基準法､改正建築士法に基づく制度について

(1)－① 建築確認の厳格化について

資格者である建築士の設計責任を前提に､その能

力をより尊重することによって､現行建築確認制

度の簡素化･合理化を図っていただきたい｡経済の

活性化に繋がるよう､増築における既存遡及の現

行基準を再考し､既存建築物の増築の可能性を拡

げていただきたい｡

(1)－② 構造計算適合性判定制度について

適判対象建築物の範囲や適判機関のｼｽﾃﾑを再考し､

適判の合理化･迅速化を図っていただきたい｡現行

の大臣認定ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑについては､現実に即した抜本

的な見直しを行っていただきたい｡

(1)－③ 構造/設備設計一級建築士について

構造設計一級建築士の高度な専門能力を勘案し､

適判の対象範囲および関与すべき対象範囲を再度

検討いただきたい｡設備設計一級建築士の主旨と

実情の乖離を勘案し､当該関与の義務付けの廃止

を検討いただきたい｡

(1)－④ 厳罰化

建築士の裁量拡充を前提としてﾊﾞﾗﾝｽのとれた罰

則や処分の強化を検討いただきたい｡実体的な質

の確保のため､中間検査や完了検査を充実するこ

と検討いただきたい｡

(2)建築基準法､建築士法に基づく制度のあり方につい

て

建築士資格のあり方､法的基準のあり方､行政と設計

者団体の継続的な意見交換の場やｼｽﾃﾑの制度化､法

定講習のあり方､専門技術者制度(構造･設備)の再構

築､報酬基準の担保､建築士事務所の法的位置づけ､

法定団体および設計賠償保険の加入義務化､検査済

証未交付物件の使用制限等について意見をまとめた｡

④建築基準法等に関する国のﾋｱﾘﾝｸﾞに対する意見書内容

についての主な意見
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・設備設計一級建築士による設計への関与義務付け

等に対する意見で､原案では｢設備設計一級建築士

による法適合確認の運用を廃止するか､建築設備

士による法適合確認を設備設計一級建築士による

法適合確認とみなす規定を設けること｣となって

いるが､曖昧な表現となっているので､これは意見

としては廃止するとすべきである｡また､建築設備

士の活用の意見は削除してはどうか｡

・建築士定期講習の修了考査の廃止及び構造計算適

合性判定があるので構造設計一級建築士制度を廃

止しても良いのでないか｡

・建築士事務所の法的位置づけの強化とあわせ､建

築士事務所協会への加入義務化を意見として追加

すべきである｡

・構造計算適合性判定及び構造/設備設計一級建築

士の関与義務づけの廃止は必要ではないか｡

・改正された建築基準法等は､構造計算書偽装問題

が発端となって国会で成立した法律である｡改正

された制度をﾌﾟﾗｽ側で評価している団体等が一方

であるのでそのことも念頭に置きながら理論武装

して議論する必要があるのではないか｡

・建築士とは別に新たな専門資格制度を創設すべき

ではないか｡

⑤協議の結果､意見書の修正及び追加は次のとおりと

し､文言のとりまとめについては会長に一任するこ

ととした｡

・設備設計一級建築士による設計への関与義務付け

は廃止するという意見にする｡

・自律的な監督体制による業務の適正化等を確立す

るため､建築士事務所の建築士事務所協会への加

入を義務化することを意見として追加する｡

・建築士事務所法の制定の意見を追加する｡

⑥10月30日の国土交通省でのﾋｱﾘﾝｸﾞの出席者は､正副

会長､木村業務･技術委員長､上野業務･技術副委員長､

安藤業務･技術委員とする｡また､単位会からの意見

集等も参考資料として国土交通省へ提出することに

ついて了承した｡

<配付資料>

資料1:建築基準法等に関する意見(案)

参考1:国の建築基準法等に関するﾋｱﾘﾝｸﾞ対象項目内容

に係る意見について(ｱﾝｹｰﾄ調査協力依頼)

参考2:建築基準法等に関する各単位会の意見

参考3-1:項目ごとの単位会意見(1)①建築確認の厳格

化

参考3-2:項目ごとの単位会意見(1)②構造計算適合性

判定制度

参考3-3:項目ごとの単位会意見(1)③構造/設備設計一

級建築士

参考3-4:項目ごとの単位会意見(1)④(手続きの簡略化

とあわせた)厳罰化

参考3-5:項目ごとの単位会意見(2)建築基準法､建築士

法に基づく制度のあり方について

参考4:構造設計1級建築士･設備設計1級建築士制度に

ついて(大分会提出資料)

■第43回 建築設計制度等対応特別委員会概要

日 時 平成21年11月11日(水) 13:30～15:10

会 場 日事連会議室

出 席 者

委 員 長 三栖 邦博

副委員長 岡本 賢

委 員 小林 志朗､榊原 信一､佐々木宏幸､

望月 淳一､髙津 充良

事 務 局:北野常務理事､恩田事務局長､吉田調査役､

鈴木業務課長､今泉

(欠 席 者 委員 佐野 吉彦)
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<配付資料>

資料1 建築基準法等に関する意見書

資料2 建築の質の向上に関する検討-第4回ｺﾝｿｰｼｱﾑ会

議(10/29)関係資料

資料3 建築基本法制定準備会 ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ開催案内書

資料4 ｢建築設計･工事監理に関する業を担う視点か

らの提案｣中間とりまとめ(案)

資料5 業務報酬基準の適正活用に関するｱﾝｹｰﾄ調査票

(案)及びﾋｱﾘﾝｸﾞ調査項目(案)

議事

【報告事項】

1.国土交通省の建築基準法等に関するﾋｱﾘﾝｸﾞについて

の報告

10/30国土交通省において(1)改正建築基準法､改正

建築士法に基づく制度について､(2)建築基準法､建

築士法に基づく制度のあり方についての意見のﾋｱﾘﾝ

ｸﾞを行い､本会の意見内容､ﾋｱﾘﾝｸﾞの状況について資

料1に基づき三栖委員長並びに髙津委員より報告が

なされた｡

・ﾋｱﾘﾝｸﾞでは､双方議論はせず意見内容についての確

認に留められた｡今後国土交通省では関係団体の意

見をまとめて政務三役に報告をして､方針が決まり

次第関係団体へ報告されることになると思われる｡

2.建築の質の向上に関する検討-第4回ｺﾝｿｰｼｱﾑ会議

(10/29)の報告

10/29に開催された第4回ｺﾝｿｰｼｱﾑ会議について当日

の資料を提出し､岡本副委員長の代理として出席し

た吉田調査役より資料2に基づき報告がなされた｡

・次回ｺﾝｿｰｼｱﾑは11/27に予定されており､建築の質の

向上に関する検討(とりまとめ)の成果ｲﾒｰｼﾞについ

て更に進められた内容等が示されると思われる｡

3.基本法ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開催について

建築基本法制定準備会により､11/17建築基本法を提

案するにあたり国会議員との意見交換のｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑが

開催される旨､髙津委員より資料3に基づき報告がな

された｡

・第1部､第2部の構成になっており第1部からは岡本副

委員長が出席し､第2部から三栖委員長､髙津委員が

出席することとしている｡

【協議事項】

1.基本法部会-｢建築設計･工事監理に関する業を担う

視点からの提案｣中間とりまとめ(案)の検討

中間とりまとめ(案)は､10/19基本法部会での検討内

容を反映したことと､岡本副委員長の指摘内容を反

映したものになっている｡修正した箇所を中心に吉

田調査役より資料4に基づき説明がなされた｡

・中間とりまとめ(案)については､11月に開催する常

任理事会､理事会に報告をしつつ12/1に開催する全

国会長会議に提出し､とりまとめの方向性について

報告をすることにしたい｡

・中間とりまとめ(案)について各委員において確認し､

修正を要する箇所があれば11/15までにEﾒｰﾙで提出

することとする

・中間とりまとめ(案)の2頁の｢公共的価値の創造｣の

｢創造｣は行為そのものに値するが､文言を小林委員

が整理し11/15までにEﾒｰﾙで提出することとした｡

2.その他

○業務報酬基準の適正活用に関するｱﾝｹｰﾄ調査及びﾋｱﾘ

ﾝｸﾞ調査について

(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰに｢業務報酬基準調査委

員会｣を設置し､｢業務報酬の活用の実態､活用事例､

課題､適正な運用のための提案｣をとりまとめ来年3

月までに国土交通省へ報告することになり､建築士

事務所へｱﾝｹｰﾄ調査及びﾋｱﾘﾝｸﾞを行うことになった

旨､同調査委員会委員の佐々木委員より資料5に基づ

き概略説明がなされた｡

・11/4本会が設置する業務報酬基準WGでも同様の説明

をしている｡
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・ｱﾝｹｰﾄの中にある別紙の物件の算定方法､建築物の概

要については､漠然と調査をする形になっているた

め､複合施設等の大規模建築物に対象を絞るなど主

旨を説明したうえで調査するほうが適切と考える｡

また､不適切な回答がだされてその統計が何らかの

形で示されるおそれもあるため別紙の調査は不要と

も考える｡

・各委員において､資料5の調査内容について意見があ

れば11/18までに佐々木委員へ直接Eﾒｰﾙで書面を提

出することとした｡

○次回委員会は､11/27に開催される｢建築の質の向上

に関する検討-ｺﾝｿｰｼｱﾑ｣でだされた事項について日

事連の提案内容をどのように対応するか協議を行う｡

基本法部会は､提案内容の最終段階の時期に開催す

ることとする｡

●次回委員会日程

平成21年12月8日(火)10:00～12:00 日事連会議室

■第6回 業務･技術委員会概要

[日 時] 平成21年10月1日(木)14:00～16:45

[会 場] 日事連会議室

[出席者]

委員長:木村旭 副委員長:上野浩也

委 員:斉藤俊夫､安藤誠､宮崎清史､伊藤光洋､

三原秀樹

担当副会長:八島英孝

欠席者:冨田賢一

日事連事務局:髙津､北野､恩田､鈴木､千浜､今泉

{配付資料}

資料1-1:建築確認申請の扱いに関する当面の疑問点に

ついて(愛知県建設部の回答､東海･北陸ﾌﾞﾛｯｸ

協議会からの要望)

資料1-2:ﾌﾞﾛｯｸ協議会からの構造･設備設計一級建築士

の法適合確認制度の問題点等の提示

資料2:平成21年度上半期 業務･技術に関する事業報告

(案)について

資料3:｢四会連合協定 建築設計･監理等業務委託契約

書類改正｣等に伴う建築士事務所開設者等への

周知に関する講習会の企画について

資料4:建賠保険等調査専門委員会の報告資料

資料5:地球温暖化対策会議 報告書(八島担当副会長提

出資料)

資料6:国の建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務等におけるﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式

及び総合評価落札方式の運用ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝについて

(国交省官庁営繕部提供資料)

資料7:公共建築設計等委託業務成績評定基準について

(国交省官庁営繕部提供資料)

議 事

1.協議事項

(1)構造･設備一級建築士の法適合確認制度の問題点等につ

いて

〇資料1-1により愛知会が愛知県に提出した構造設計一

級建築士/設備設計一級建築士の確認申請の扱いに関

する当面の疑問点について7/29付けで愛知県より回答

がなされた旨､安藤委員より説明がなされた｡

〇資料1-2により､各ﾌﾞﾛｯｸ協議会所属の委員から提出い

ただいた構造設計一級建築士/設備設計一級建築士の

義務づけの問題点について､各ﾌﾞﾛｯｸ協議会所属の委員

より概略が説明された｡主に経費がかかる､関与の範囲

が不明確､審査期間が長くなるなどの問題点が指摘さ

れた｡

次のような意見が出された｡

・構造設計一級建築士と設備設計一級建築士では､

問題の性質が異なる｡今回は構造設計一級建築士

の問題にしぼって議論することとしたい｡

・11/27からの確認の受付時に混乱が生じるおそれ

がある｡建築主事は法適合確認を行ったものしか

受け付けないので､入り口で滞ってしまう可能性
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がある｡

・意匠図の構造的なことまで構造設計一級建築士が

確認することになるのは経済的なﾛｽになる｡一級

建築士で判断できることは一級建築士の判断で行

うこととしてほしい｡

〇構造設計一級建築士制度の問題点等については､本

日提出された各ﾌﾞﾛｯｸの意見等をふまえ､業務･技術

委員会で要望書原案をまとめ､常任理事会に提出後､

国交省へ要望することとした｡要望書の原案の作成

については､11/19京都会で正副委員長､安藤委員､担

当副会長の4名で作業を行うこととした｡

(2)平成21年度上半期 業務･技術に関する事業報告

(案)について

〇事務局より資料2により平成21年度上半期 業務･技

術に関する事業報告(案)が説明され､了承された｡

2.報告事項

(1)四会連合協定 建築設計･監理等業務委託契約書類等

の講習会の企画について

〇事務局より資料3により四会連合協定 建築設計･監

理等業務委託契約書類等の講習会の企画について説

明された｡各単位会の講師予定者を対象とした講師

講習会を行い､その後､各単位会で講習を行っていく

こととし､講師講習会については､東京､大阪で開催

する予定であることなどが説明された｡

〇次のような意見が出された｡

･この講習はCPDの対象となっているということであ

るが､日事連のCPDはどうなっているのか｡

・現在､日事連独自のCPD制度というものはなく､

(財)建築技術教育普及ｾﾝﾀｰで行っているCPD制度

への参加形式となっている｡申請した講習がｾﾝﾀｰ

の認定を受ければ登録者に時間数が計上される仕

組みとなっている｡

・CPD制度については建築士会が行っているものも

あり､なかなか理解できない｡もっとPRしてほしい｡

(2)建賠保険等調査専門委員会の活動状況について

〇事務局より資料4により建賠保険等調査専門委員会

の活動状況について報告された｡

おもな内容は以下の通り｡

・加入事務所については7月まで順調に増えている｡

・10/1より施行される住宅瑕疵担保履行法に対応す

るための特約を現在検討中である｡任意付帯､自動

付帯､保険料､補償金額などについて保険会社より

いくつかのﾊﾟﾀｰﾝをあげてもらい検討している｡

(3)｢建築分野の地球温暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案)策定

に向けた対策会議の報告について

〇資料5により八島担当副会長より｢建築分野の地球温

暖化対策ﾋﾞｼﾞｮﾝ2050｣(案)策定に向けた対策会議の

報告がなされた｡年末に発表できるよう二酸化炭素

をいかに少なくするかの提言書を共同でまとめる予

定で検討している｡現在はどのような形で提言書を

出すのか､文言の修正､ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄの検討などを行って

いる｡9/29の五会会長会議でここまでの成果を報告

し､最終のとりまとめを行う予定｡

(4)国の建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務等におけるﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ方式及

び総合評価落札方式の運用ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝについて

〇資料6により国の建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務等におけるﾌﾟﾛﾎﾟｰ

ｻﾞﾙ方式及び総合評価落札方式の運用ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝにつ

いて事務局より説明された｡この資料は8/25の｢公共

建築設計懇談会｣で国土交通省官庁営繕部より情報

提供として提出された資料で､｢設計ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ業務等

成果の向上に関する懇談会｣で昨年より検討がなさ

れ､国で運用する運用ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝが作成されたという

ことである｡

(5) 公共建築設計等委託業務成績評定基準について

〇資料7により公共建築設計等委託業務成績評定基準

について事務局より説明された｡資料7も資料6と同

様に8/25の公共建築設計懇談会で提供された資料で､

公共建築工事に係る建築設計等委託業務の成績評定
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の標準的な方法について必要な事項を定め､評定の

適切な実施､評定結果の発注者間での相互利用を推

進することを目的としたものである｡

◎次回委員会 平成21年11月9日(月)14:00～16:30

日事連会議室

＊その後､10/30に国交省で建築基準法等の見直しにつ

いて建築関係団体へのﾋｱﾘﾝｸﾞが行われ､次回検討事

項の構造設計一級建築士制度の問題点もﾋｱﾘﾝｸﾞ項目

とされたため､業務･技術委員会の意見を前倒しして

意見提出し､11/9の委員会は中止とした｡

■第5回 指導運営委員会概要

日 時 平成21年11月10日(火) 13:30～16:00

会 場 日事連会議室

出 席 者

委員長:髭右近外嘉

委 員:佐藤眞彦､飯窪功児､西川英治､森口勝茂､

中野 満

担当副会長:鈴木誠一

(欠席 副委員長:上原伸一)

事務局:髙津､北野､恩田､吉田､鈴木､野出

〈 提出資料 〉

資料1 指導運営に関する平成21年度上半期事業報告(案)

資料2 単位会の苦情の解決業務の実施報告書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)

資料3 平成21年1月5日～3月31日の単位会･個別ﾚﾎﾟｰﾄを

基にした参考事例集(案)

資料4 三重会からの意見､要望書

資料5 管理建築士講習のﾃｷｽﾄ記載の事例等について

議事1.平成21年度上半期 指導運営に関する事業報告

について

〇資料1の指導運営に関する平成21年度上半期事業報

告(案)に基づき事務局より報告がなされ､当該業務

の受付件数等を確認し､同報告内容で常任理事会等

へ事業報告することを了承した｡

議事2.単位会の苦情の解決業務実施状況について

①平成21年度の上半期の単位会の実施状況報告書(個

別ﾚﾎﾟｰﾄ)について

〇平成21年度の上半期に提出されたのは､北海道会､岩

手会､宮城会､神奈川会､福井会､静岡会､愛知会の7単

位会となり､その個別ﾚﾎﾟｰﾄについて確認した｡

・会員が苦情対象建築士事務所となっているものが散

見され､該当単位会での対応も注視する必要がある｡

・万相談のようなｻｰﾋﾞｽによっての相談内容もﾚﾎﾟｰﾄに

上がってきているが､設計･工事監理に係わる業務が

対象になることを単位会にあらためて徹底する必要

がある｡等の意見がだされた｡

②参考事例集のまとめ方について

〇前回提出した平成21年1月5日～3月31日の単位会･個

別ﾚﾎﾟｰﾄの基にして､事務局が加筆･修正し参考事例

集(案)として資料3を提出し説明した｡

・協会名は(社)○○○建築士事務所協会とした｡また､

匿名であることにより個人情報が特定されないため､

内容がわかるように建物の規模や設計料､工事費は

単位会で書かれた内容をそのまま記載することとし

た｡

・個別ﾚﾎﾟｰﾄは､単位会へﾍﾟｰﾊﾟｰ1枚で内容がわかるよ

うに記述していただくようお願いしているが､記述

されている内容が省略されすぎているため添付され

ている台帳を確認し内容がわかるよう参考事例集

(案)を作成した｡

・個別ﾚﾎﾟｰﾄでは､建築士事務所の関わり方があまり書

かれていないものがある｡例えば､工務店が設計をし

ているのか､下請けが設計をしているのかが明記さ

れていないものが多い｡

建築士事務所に係る苦情の解決として業務を行って

いるので､参考事例集もそれを基点にして示さなけ

ればならない｡また､今後事例集を統計的にまとめて

いく上でも建築士事務所の関わり方が非常に重要に
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なるので､あらためて単位会に記述してもらいたい

事項を周知していく必要がある｡

〇参考事例集をまとめるうえで､以下のことを取り決

めた｡

・協会名は地域性も参考にしたいため､原則として都

道府県名を記載する｡

・対象事務所の属性は､□専､□兼､□他の3つに分別す

る｡

・日付は月日まで書かれているものはそのまま日付ま

で記載する｡

・設計料や工事費が表されているものは､数字をその

まま記載する｡

●資料2の｢平成21年度上半期の単位会の実施状況報告

書(個別ﾚﾎﾟｰﾄ)｣に基づいた参考事例集(事例の修文)

の作成については､以下のとおり各委員が頁を分担

して作業を行うこととした｡

※担当する個別ﾚﾎﾟｰﾄと業務台帳は､事務局からﾃﾞｰﾀ

で送付する｡

中野委員-1～4頁 山上委員-5～8頁

森口委員-9～12頁 西川委員-13～16頁

飯窪委員-17～20頁 佐藤委員-21～24頁

上原副委員長-25～28頁 髭右近委員長-29～33頁

【参考事例の修文の申し合わせ事項】

◎参考事例の目的は､一般の消費者に向けるもので

はなく､単位会の相談員が参考になるための資料

として位置づけて修文する｡

また､前記参考事例をまとめるうえでの取り決め

事項を踏まえて修文する｡

(1)苦情(ﾄﾗﾌﾞﾙ)の概要では､事案における建築士

事務所の位置づけ(契約書の有無に関わりなく

設計又は工事監理の契約か､設計･施工の契約

か)がわかるようにする｡

(2)このﾚﾎﾟｰﾄを一読しただけで､苦情の内容､実施し

た解決業務の内容(ﾌﾛｰにしたがってどこまで実

施したか)､記載事項の日付関係がわかるよう起

承転結を明確にする｡

(3)建築士事務所の関わりのないもので参考事例に

相応しくないと思われるものは､担当委員の判

断で除外する｡

(4)単位会へ不明点等を確認する必要がある場合は､

本会事務局を通じて該当単位会へ問い合わせを

することとする｡

事務局が単位会に問い合わせして確認し､各担

当委員へ連絡する｡

※事例の作成(修文)は､12月21日(月)までに本会

事務局宛Eﾒｰﾙで提出する｡

次回委員会において､担当委員より検討された

全体の事例について協議を行うこととする｡

〇東海北陸ﾌﾞﾛｯｸ協議会の三重会より､当指導運営委員

会への意見､要望書が提出され､検討した結果､以下

のとおり同協議会に所属する西川委員が回答するこ

ととした(資料4)｡

1.日事連の統一的なﾏﾆｭｱﾙ等については､苦情の解決

業務ﾜｰｷﾝｸﾞﾁｰﾑが作成した実施規程､注意事項､ﾌﾛｰ

図及び参考様式等が資料となる｡

2.単位会の個別ﾚﾎﾟｰﾄを基に参考事例集を作成する｡

3.現時点では必要性は感じないが､ﾌﾞﾛｯｸ協議会内で

連絡を図りつつ､必要とすれば連絡協議会等を取

り持つように考えたい｡

議事3.その他

〇平成21年度管理建築士講習ﾃｷｽﾄに予算ｵｰﾊﾞｰに関す

る紛争の裁判例と日経ｱｰｷﾃｸﾁｭｱ(2009-10-26)に掲載

された裁判例の内容が相反していることについて､

中野委員より資料5が提出され､その取扱いについて

意見交換した｡

・管理建築士講習ﾃｷｽﾄはあくまでも裁判の一例を紹介

したのにすぎない｡注意書きにある建築主としっか

りｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝをとることがﾄﾗﾌﾞﾙ防止に肝心であるこ
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とを講習の場で伝えることが重要と考える｡

〇東海北陸ﾌﾞﾛｯｸ協議会より通知があり､当委員会の桜

井委員(石川会)から西川委員(石川会)に委員交代し

た｡

●次回委員会 平成22年1月27日(水)13:30～16:00

■ 主な行事予定

※行事日程は中止・変更等になることがございますの

でご了承ください。

平成２１年

１２月１５日 広報・渉外委員会

平成２２年

１月２１日 建築設計制度等対応特別委員会

２７日 指導運営委員会

２８日 構造技術専門委員会


